
令和３年２月定例会

文 教 厚 生 委 員 会

予算決算委員会（文教厚生分科会）

会  議  録

長 崎 県 議 会



目    次

  （２月２４日）

１、開催日時・場所 …………………………………………………………………  １

２、出 席 者 …………………………………………………………………  １

３、経     過

≪委員会≫

   《関係部局所管事項説明》

（２月２５日（経済対策補正審査））

１、開催日時・場所 …………………………………………………………………  ５

２、出 席 者 …………………………………………………………………  ５

３、審 査 事 件 …………………………………………………………………   ５

４、経     過

≪分科会≫

教育長予算議案説明 ……………………………………………………………   ６

教育環境整備課長補足説明 ……………………………………………………  ６

総務部長予算議案説明 …………………………………………………………   ８

学事振興課長補足説明 …………………………………………………………   ８

福祉保健部長予算議案説明 ……………………………………………………  ８

こども政策局長予算議案説明 …………………………………………………   ９

医療政策課企画監補足説明 ……………………………………………………  １０

長寿社会課長補足説明 …………………………………………………………  １０

障害福祉課長補足説明 …………………………………………………………  １１

こども家庭課長補足説明 ………………………………………………………  １２

予算議案に対する質疑 …………………………………………………………  １２

予算議案に対する討論 …………………………………………………………  ２８

≪委員会≫

   《関係部局所管事項説明》

  （第１日目）

１、開催日時・場所 …………………………………………………………………  ３１

２、出 席 者 …………………………………………………………………  ３１

３、審 査 事 件 …………………………………………………………………  ３１

４、付 託 事 件 …………………………………………………………………  ３２

５、経     過

（総務部）

≪分科会≫

総務部長予算議案説明 …………………………………………………………  ３３

予算議案に対する質疑 …………………………………………………………  ３４

予算議案に対する討論 …………………………………………………………  ３９

≪委員会≫

総務部長所管事項説明 …………………………………………………………  ３９

議案外所管事項に対する質問 ………………………………………………… ４１



（教育委員会）

≪分科会≫

教育長予算議案説明 ……………………………………………………………  ５３

決議に基づく提出資料の説明 ………………………………………………… ５４

予算議案に対する質疑 …………………………………………………………  ５５

予算議案に対する討論 ………………………………………………………… ８０

（第２日目）        

１、開催日時・場所 ………………………………………………………………… ８３

２、出 席 者 ………………………………………………………………… ８３

３、経     過

（教育委員会）

≪委員会≫

教育長総括事項説明 …………………………………………………………… ８３

教職員課長補足説明 …………………………………………………………… ８６

教育環境整備課長補足説明 …………………………………………………… ８６

議案に対する質疑 ……………………………………………………………… ８７

議案に対する討論 ……………………………………………………………… ９０

陳 情 審 査 ………………………………………………………………… ９１

議案外所管事項に対する質問 ………………………………………………… ９２

  （第３日目）        

１、開催日時・場所 ………………………………………………………………… １１７

２、出 席 者 ………………………………………………………………… １１７

３、経     過

（福祉保健部・こども政策局）

≪分科会≫

福祉保健部長予算議案説明 …………………………………………………… １１８

こども政策局長予算議案説明 ………………………………………………… １２０

決議に基づく提出資料の説明 ………………………………………………… １２２

予算議案に対する質疑 ………………………………………………………… １２２

予算議案に対する討論 ………………………………………………………… １５４

≪委員会≫

福祉保健部長総括説明 ………………………………………………………… １５５

こども政策局長総括説明 ……………………………………………………… １５７

福祉保健課長補足説明 ………………………………………………………… １５８

長寿社会課長補足説明 ………………………………………………………… １５９

障害福祉課長補足説明 ………………………………………………………… １６０

こども未来課長補足説明 ……………………………………………………… １６１

議案に対する質疑 ……………………………………………………………… １６２

議案に対する討論 ……………………………………………………………… １６６

陳 情 審 査 ………………………………………………………………… １６６

（第４日目）        

１、開催日時・場所 ………………………………………………………………… １７３

２、出 席 者 ………………………………………………………………… １７３

３、経     過



（福祉保健部・こども政策局）

≪委員会≫

福祉保健課企画監補足説明 …………………………………………………… １７４

医療政策課長補足説明 ………………………………………………………… １７４

国保・健康増進課長補足説明 ………………………………………………… １７５

長寿社会課長補足説明 ………………………………………………………… １７６

障害福祉課長補足説明 ………………………………………………………… １７７

原爆被爆者援護課長補足説明 ………………………………………………… １７８

こども家庭課長補足説明 ……………………………………………………… １７９

議案外所管事項に対する質問 ………………………………………………… １８０

４、審査結果報告書 ………………………………………………………………… ２０１

  （配付資料）

・分科会関係議案説明資料（経済対策補正・総務部）

・分科会関係議案説明資料（経済対策補正・教育委員会）

・分科会関係議案説明資料（経済対策補正・福祉保健部）

・分科会関係議案説明資料（経済対策補正・こども政策局）

・分科会関係議案説明資料（総務部）

・委員会関係議案説明資料（総務部）

・委員会関係議案説明資料（追加１：総務部）

・分科会関係議案説明資料（教育委員会）

・委員会関係議案説明資料（教育委員会）

・分科会関係議案説明資料（福祉保健部）

・分科会関係議案説明資料（追加１：福祉保健部）

・委員会関係議案説明資料（福祉保健部）

・分科会関係議案説明資料（こども政策局）

・委員会関係議案説明資料（こども政策局）



２ 月 ２４ 日

（関係部局所管事項説明）



令和３年２月定例会 文教厚生委員会（２月２４日）

- 1 -

１、開催年月日時刻及び場所

  令和３年２月２４日

自  午後 ２時００分

至  午後 ３時５５分

於  委 員 会 室 ２

２、出席委員の氏名

委 員 長 浦川 基継 君

副 委 員 長 中島 浩介 君

委   員 中山  功 君

〃 徳永 達也 君

〃 堀江ひとみ 君

〃 山田 朋子 君

〃 ごうまなみ 君

〃 宅島 寿一 君

〃 麻生 隆 君

〃 山下 博史 君

〃 中村 泰助 君

３、欠席委員の氏名

な  し

４、委員外出席議員の氏名

な  し

５、県側出席者の氏名

教育委員会教育長 池松 誠二 君

教育委員会政策監 島村 秀世 君

教 育 次 長 本田 和喜 君

総 務 課 長 桑宮 直彦 君

県立学校改革推進室長 松山 度良 君

福 利 厚 生 室 長 吉田 和弘 君

教育環境整備課長 日高 真吾 君

教 職 員 課 長 上原 大善 君

義 務 教 育 課 長 加藤 盛彦 君

義務教育課人事管理監 大場 祥一 君

高 校 教 育 課 長 狩野 博臣 君

高校教育課人事管理監 山﨑 由美 君

特別支援教育課長 宮﨑 耕二 君

児童生徒支援課長 安永 光利 君

生 涯 学 習 課 長 立木 貴文 君

生涯学習課企画監 山﨑 賢一 君

学 芸 文 化 課 長 草野 悦郎 君

体 育 保 健 課 長 松﨑 耕士 君

体育保健課体育指導監 岩橋 英夫 君

教育センター所長 山口 千樹 君

総 務 部 長 大田 圭 君

学 事 振 興 課 長 門池 好晃 君

福 祉 保 健 部 長 中田 勝己 君

こども政策局長 園田 俊輔 君

６、審査の経過次のとおり

― 午後 ２時００分 開会 ―

【浦川委員長】ただいまから文教厚生委員会を

開会いたします。

まず、委員席でございますが、お手元に配付

いたしております、委員配席表のとおり、決定

いたしたいと存じますので、ご了承をお願いい

たします。

また、本日、冒頭の理事者の出席について、

大田総務部長は、総務委員会に出席しているた

め、総務部の概要説明の時に出席いただくこと

にしておりますので、ご了承ください。
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それでは、議事に入ります前に、選任後初め

ての委員会でございますので、一言ごあいさつ

を申し上げます。

【浦川委員長】このたび、文教厚生委員長を仰

せつかりました、浦川基継でございます。

中島副委員長をはじめ、各委員や理事者の皆

様方のご指導、及びご協力を賜りながら、公正

かつ円滑な委員会運営に努めてまいりたいと思

いますので、よろしくお願いいたします。

さて、本委員会の所管としましては、次世代

の長崎を担う子どもたちの育成に欠かすことが

できない、子育て・教育の分野から、福祉、保

健、医療の分野までと広範囲のものであり、県

民一人一人が非常に高い関心を持たれている事

柄を扱っているところでございます。

また、今年4月からは、新たな『長崎県総合計

画チェンジ＆チャレンジ2025』がスタートいた
します。『人、産業、地域を結び、新たな時代

を生き抜く力強い長崎県づくり』を基本理念と

し、教育分野では、Society 5.0時代に対応する
教員や児童生徒の為の環境整備への取り組み、

また私立学校への支援や、魅力ある県立大学づ

くりについて、福祉・保健・医療の分野では、

医療や介護、福祉サービスを支える人材の確保

や育成、更に新型コロナウイルス感染症対策へ

の取り組みについて、子育て分野では、結婚・

妊娠・出産・育児までの一貫した切れ目ない支

援、また、幼児教育や保育事業の推進、「少子

化対策」への取り組みなど、数多くの課題がご

ざいます。

本委員会では、このような様々な課題に対し、

限られた予算の中で、最大限の効果をもたらす

ためには、どのような施策を打てば、県民一人

ひとりがいつまでも健康で、生きがいを持って

活躍していただけるような長崎県になっていく

のか、理事者の皆様方と一体となって考えてま

いりたいと思っております。

中島副委員長をはじめ、委員の皆様方におか

れましては、 積極的に論議を深めていただき、

また、理事者の皆様方には、ご理解・ご協力を

いただきながら、進めてまいりたいと存じます

ので、よろしくお願いいたします。

以上、簡単ではございますが、ご挨拶とさせ

ていただきます。どうぞよろしくお願いいたし

ます。（拍手）

それでは、私から副委員長並びに委員の皆様

方をご紹介いたします。

〔各委員紹介〕

以上でございます。

どうぞよろしくお願いします。

【浦川委員長】次に、理事者側の紹介を受けた

いと思います。

【中田福祉保健部長】福祉保健部長の中田でご

ざいます。委員会の開会に当たりまして、理事

者を代表して、一言ご挨拶を申し上げます。

令和3年度は、「長崎県総合計画チェンジ＆
チャレンジ2025」の初年度にあたり、基本理念
であります「人、産業、地域を結び、新たな時

代を生き抜く力強い長崎県づくり」の実現に向

けて、必要な基盤をしっかりと築いていく重要

な年であります。

このため、まず教育行政におきましては、3
年目を迎える「第三期長崎県教育振興基本計画」

に掲げる「長崎の明日を拓く人・学校・地域づ

くり」を目指し、引き続き、各種施策を着実に

進め、本県教育の一層の充実を図ってまいりま

す。

さらに、長崎県立大学においては、高い社会

人基礎力を有する人材の育成や、グローバル化、

情報化に対応した教育に取り組むとともに、私

立学校における、建学の精神に基づいた特色あ
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る教育を推進してまいります。

福祉保健行政におきましては、本議会におい

てご審議をお願いしております「第5期長崎県
福祉保健総合計画」に基づき、県民一人ひとり

の尊厳が保たれ、住み慣れた地域で安心して暮

らし続けることができる持続可能な地域共生社

会の実現を目指し、保健・医療・介護・福祉施

策の充実を図ってまいります。また、引き続き、

新型コロナウイルス感染症の感染予防・拡大防

止対策に取り組んでまいります。

次に、子育て支援・少子化対策分野におきま

しては、「長崎県子育て条例行動計画」に基づ

き、安心して子どもを産み育てることができ、

子どもが生まれてきてよかったと感じられる社

会となるよう、県民総ぐるみの子育て支援を推

進するとともに、結婚、妊娠・出産、子育てに

関する意識醸成と社会全体の機運醸成など、各

種施策を展開してまいります。

今後、浦川委員長、中島副委員長をはじめ委

員の皆様方のご指導、ご協力を賜りながら、各

施策の推進に全力を尽くしてまいりたいと考え

ておりますので、よろしくお願いいたします。

それでは、本日出席しております幹部職員を

紹介させていただきます。

〔各部局長紹介〕

以上でございます。

よろしくお願いいたします。

【浦川委員長】ありがとうございました。

それでは、これより議事に入ります

まず、会議録署名委員を、慣例によりまして、

私から指名させていただきます。

会議録署名委員は、山下委員、中村委員の、

ご両人にお願いいたします。

今回の議題は、文教厚生行政所管事務につい

て、第75号議案「令和2年度一般会計補正予算
（第13号）」のうち関係部分、について、令和

3年2月定例会における本委員会の審査内容等
について、であります。

次に、審査の方法についてお諮りいたします。

お手元に配付しております審査順序のとおり、

本日は委員会を協議会に切り替えて、教育委員

会、総務部、福祉保健部、こども政策局の所管

事務の概要について説明を受け、明日の分科会

で国の経済対策に伴う補正予算について審査を

行いたいと存じますが、ご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【浦川委員長】なお、所管事務の概要説明につ

いてのご質問等につきましては、今回は特に理

解しにくかった点についての質問にとどめ、具

体的な質問につきましては、各課へ個別に質問

していただくか、3月9日からの委員会の中で行
うことにしたいと思いますが、ご異議ございま

せんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【浦川委員長】ご異議ないようですので、その

ように進めることにいたします。

それでは、ただいまから、委員会を協議会に

切り替えます。

準備のため、しばらく休憩します。

― 午後 ２時 ５分 休憩 ―

― 午後 ３時５４分 再開 ―

【浦川委員長】委員会を再開いたします。

本日の委員会はこれにてとどめ、明日は、午

前10時から分科会を開催し、経済対策補正予算
の審査を行い、終了次第、引き続き、関係部局

の概要説明を受けることといたします。

本日は、これをもって散会いたします。

お疲れさまでした。

― 午後 ３時５５分 散会 ―
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１、開催年月日時刻及び場所

  令和３年２月２５日

自  午前１０時００分

至  午後 ２時３７分

於  委 員 会 室 ２

２、出席委員の氏名

委員長（分科会長） 浦川 基継 君

副委員長（副会長） 中島 浩介 君

委   員 中山  功 君

〃 徳永 達也 君

〃 堀江ひとみ 君

〃 山田 朋子 君

〃 ごうまなみ 君

〃 宅島 寿一 君

〃 麻生  隆 君

〃 山下 博史 君

〃 中村 泰輔 君

３、欠席委員の氏名

な  し

４、委員外出席議員の氏名

な  し

５、県側出席者の氏名

総 務 部 長 大田  圭 君

学事振興課長 門池 好晃 君

教 育 長 池松 誠二 君

政 策 監 島村 秀世 君

教 育 次 長 林田 和喜 君

総 務 課 長 桑宮 直彦 君

教育環境整備課長 日高 真吾 君

高校教育課長 狩野 博臣 君

体育保健課長 松﨑 耕士 君

福祉保健部長 中田 勝己 君

福祉保健部次長 安永 留隆 君

福祉保健課総括課長補佐 本土  靖 君

福祉保健課 企画監
(地域福祉・計画担当) 猿渡 圭子 君

医療政策課長 伊藤 幸繁 君

医療政策課 企画監
(新型コロナワクチン接種担当)

林田 直浩 君

薬務行政室長 本多 雅幸 君

長寿社会課長 尾﨑 正英 君

障害 福祉課 長 中村 浩二 君

こども政策局長 園田 俊輔 君

こども未来課長 德永 憲達 君

こども家庭課長 今冨 洋祐 君

６、審査事件の件名

○予算決算委員会（文教厚生分科会）

第75号議案
令和2年度長崎県一般会計補正予算（第13号）
（関係分）

７、審査の経過次のとおり

― 午前１０時００分 開議 ―

【浦川委員長】 皆さん、おはようございます。

委員会を再開いたします。

審査に入ります前に、中尾福祉保健課長から、

本日の審査及び概要説明を欠席し、本土総括課

長補佐を代理出席させる旨の届けが出ておりま

すので、ご了承をお願いいたします。

次に、本日の審査に出席している福祉保健部
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及びこども政策局の理事者側の紹介を受けたい

と思います。

【中田福祉保健部長】福祉保健部長の中田でご

ざいます。よろしくお願いいたします。

補正予算の審査の前に出席しております福祉

保健部の幹部職員を紹介させていただきます。

〔各幹部職員紹介〕

以上でございます。よろしくお願いいたしま

す。

【園田こども政策局長】こども政策局長の園田

でございます。よろしくお願いいたします。

こども政策局の幹部職員を紹介させていただ

きます。

〔各幹部職員紹介〕

以上でございます。どうぞよろしくお願いい

たします。

【浦川委員長】 ありがとうございました。

それでは、第75号議案「令和2年度一般会計
補正予算（第13号）」のうち関係部分の審査に
ついて、分科会による審査を行います。

【浦川分科会長】理事者の出席範囲につきまし

ては、付託議案に関係する範囲として、お手元

に配付しております配席表のとおり決定したい

と存じますので、ご了承をお願いいたします。

予算議案を議題といたします。

教育長より予算議案の説明をお願いします。

【池松教育長】 おはようございます。

教育委員会関係の議案について、ご説明いた

します。

今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第75号議案「令和2年度長崎県一般会計補正予
算（第13号）」のうち関係部分であります。
今回の補正予算は、国において決定された「国

民の命と暮らしを守る安心と希望のための総合

経済対策」に沿って、1月28日に成立した国の

補正予算に適切に対処するため、必要な予算を

追加しようとするものであります。

歳入予算は、国庫支出金5億6,188万5,000円
の増、歳出予算は、教育総務費7,539万9,000円
の増、高等学校費10億7,079万7,000円の増、特
別支援学校費2億5,823万9,000円の増、保健体
育費1億4,915万円の増、合計15億5,358万5,000
円の増となっており、国の補助金を活用し、高

等学校等奨学給付金の追加給付に要する経費、

特別支援学校高等部における情報端末の入出力

支援装置の整備に要する経費、職業系専門高校

における産業教育装置の整備に要する経費、虹

の原特別支援学校ほか4校の改修工事等に要す
る経費、県立学校の教職員がＩＣＴ活用研修等

に参加するための経費及び県立学校における新

型コロナウイルス感染症対策の強化に要する経

費を計上しております。

次に、繰越明許費について、ご説明いたしま

す。

今回、補正予算に計上しております事業につ

いては、年度内に適正な事業期間が確保できな

いことから、教育指導費1,005万円について繰越
明許費を増額するとともに、情報機器整備事業

費184万1,000円、設備整備費10億6,895万6,000
円、特別支援学校施設整備費2億5,823万9,000
円、学校保健推進費1億4,915万円について、新
たに繰越明許費を設定しようとするものであり

ます。

以上で教育委員会関係の説明を終わります。

よろしくご審議を賜りますようお願い申し上げ

ます。

【浦川分科会長】次に、教育環境整備課長より

補足説明をお願いします。

【日高教育環境整備課長】教育環境整備課分と

いたしまして、今回、4件の補正予算を計上い
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たしております。順次、補足してご説明いたし

ます。

まず、1件目ですが、お手元の「令和2年度長
崎県一般会計補正予算（第13号）補足説明資料」
のうち、横長資料で右上に学事振興課と教育環

境整備課の連名の資料をご覧ください。

高校生等奨学給付金のうち本課事業の公立高

等学校等奨学給付金6,534万9,000円でござい
ます。

本事業は、非課税世帯の公立高校生等に対す

る支援を行っております奨学給付金において、

国が追加支援のために支給単価の増額を行った

ことに伴い、本県の令和2年度受給者に対し、
上乗せして支給するものであります。

上乗せ支給額につきましては、表に記載のと

おり、世帯区分に応じて2万6,100円から1万
2,000円がそれぞれ増額されることになります。
公立学校分といたしまして、受給者総数3,104
名に対し、6,534万9,000円を計上しております。
予算成立後は、年度内の早期支給を目指したい

と考えております。

続きまして、Ａ4縦型で右上に教育環境整備
課と記載の資料をご覧ください。

2件目となりますが、ＧＩＧＡスクール生徒
用端末等整備事業費184万1,000円でございま
す。

本事業は、国の第3次補正予算におけるＧＩ
ＧＡスクール構想の拡充を受けまして、特別支

援学校高等部における障害のある生徒が情報端

末を効果的に活用できるよう、一人一人に応じ

た入出力装置を整備するものでございます。

具体的には盲学校の点字ディスプレイや肢体

不自由特別支援学校等で利用できる大きなボタ

ン型のマウス、それからセンサーの先端に息を

吹きかけることでスイッチの操作ができるブレ

ススイッチ、視線による文字入力等ができる装

置などを整備したいと考えております。

3件目としまして、資料の下の方になります
が、産業教育振興設備整備費10億6,895万6,000
円でございます。

本事業は、Society5.0時代における地域産業
を支える人材育成を進めるため、国の第3次補
正予算において、農業や工業、商業等の職業専

門高校におけるスマート専門高校の実現のため

の本年度限りの新たな補助金が創設されました

ことを受けまして、最先端のデジタル化に対応

した産業教育装置を整備しようとするものでご

ざいます。

具体的な整備内容といたしましては、工業高

校における金属造型3Ｄプリンタですとか、自
動で工具の交換機能を有した工作装置のマシニ

ングセンタ、商業高校における画像分析等の多

様な用途に活用できる高性能パソコン端末を配

備した実習室の整備、農業高校における乳牛等

の個体管理装置や、水産高校の高性能レーダー

シュミレーター等を整備したいと考えておりま

す。

なお、本事業の国の補助金につきましては、

今年度限りということでございますので、これ

を有効に活用し、既存事業の大幅な前倒し整備

をしていくことにしております。

最後に、資料の裏面になりますが、特別支援

学校施設整備費でございます。

こちらも国の第3次補正予算で公立学校施設
の老朽化対策や防災機能強化などの整備に係る

補助金が計上されましたので、これらを活用し、

虹の原特別支援学校の空調改修工事ほか4件に
つきまして前倒しで整備を進めようとするもの

でございます。

なお、ただいまご説明いたしましたＧＩＧＡ
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スクール生徒用端末等整備事業費、産業教育振

興設備整備費並びに特別支援学校施設整備費の

3件の予算につきましては、経済対策の趣旨に
鑑み、議決いただいた後には実施時期の前倒し

に努めてまいりますが、年度内に適正な事業期

間を確保することが困難でありますことから、

今回の予算計上と併せまして繰越明許費の設定

についてもお諮りしております。

今回の予算措置によりまして、子どもたちの

学びの環境がより充実するものと考えておりま

す。

補足説明は以上でございます。よろしくご審

議を賜りますようお願いいたします。

【浦川分科会長】総務部長より予算議案の説明

をお願いします。

【大田総務部長】 総務部関係の議案について、

ご説明申し上げます。

総務部の「予算決算委員会文教厚生分科会関

係説明資料〔経済対策補正先議分〕」をお開き

いただければと存じます。

今回、ご審議をお願いしておりますのは、第

75号議案「令和2年度長崎県一般会計補正予算
（第13号）」のうち関係部分でございます。
総務部所管の歳入予算の総額といたしまして

は、国庫支出金3,215万7,000円であります。歳
出予算総額は、私立学校振興費3,215万7,000円
であります。この歳出予算の内容は、非課税世

帯の高校生等に対する追加支援のため、国にお

いて高等学校等奨学支援給付金の給付単価が増

額されたことに伴い、令和2年度の受給者に対
し、上乗せして支給するために要する経費とな

っております。

以上をもちまして、総務部関係の説明を終わ

ります。よろしくご審議賜りますようお願い申

し上げます。

【浦川分科会長】次に、学事振興課長より補足

説明をお願いします。

【門池学事振興課長】学事振興課の補正予算に

ついて、補足してご説明いたします。

お手元の「令和2年度長崎県一般会計補正予
算（第13号）補足説明資料」のうち、横長資料
で右上に学事振興課と教育環境整備課連名の資

料をご覧ください。

高校生等奨学給付金のうち、高等学校私立学

校助成費、私立高等学校等奨学給付金3,215万
7,000円でございます。
本事業は、先ほど教育環境整備課長から補足

説明がありました公立高等学校等奨学給付金と

同様の内容となっております。私立学校分とし

ましては、受給者総数1,574名に対し、3,215万
7,000円を計上しております。
公立学校同様に予算成立後は年度内の早期支

給を目指したいと考えております。

補足説明は以上でございます。よろしくご審

議賜りますようお願いいたします。

【浦川分科会長】次に、福祉保健部長より予算

議案の説明をお願いします。

【中田福祉保健部長】福祉保健部関係の議案に

ついて、ご説明いたします。

「予算決算委員会文教厚生分科会関係議案説

明資料 令和2年度長崎県一般会計補正予算（第
13号）」の福祉保健部をお開きください。
今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第75号議案「令和2年度長崎県一般会計補正予
算（第13号）」のうち関係部分であります。
今回の補正予算は、国において決定された「国

民の命と暮らしを守る安心と希望のための総合

経済対策」に沿って、1月28日に成立した国の
補正予算に適切に対処するとともに、新型コロ

ナウイルス感染症への対策を緊急に実施するた
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め、必要な予算を追加しようとするものであり

ます。

1ページの中ほどをご覧ください。
歳入予算は、福祉保健部合計で13億4,411万

9,000円の増。歳出予算は、福祉保健部合計で
17億8,648万8,000円の増となっております。
なお、各科目につきましては、記載のとおり

であります。

2ページをお開きください。
補正予算の内容について、ご説明いたします。

新型コロナウイルスワクチン接種体制確保に

ついて。

ワクチン接種実施の体制確保に係る調整及び

専門的相談対応に要する経費として7,880万
1,000円の増を計上いたしております。
新型コロナウイルス感染症対策薬局強化につ

いて。

感染予防対策を講じて積極的に発熱患者の相

談等を受ける保険薬局を指定し、当該薬局に対

する支援金の支給に要する経費として1億
3,456万6,000円の増を計上いたしております。
介護ロボット等導入促進について。

介護施設の職員や利用者間の接触の機会を減

らし、感染防止等を図るため、介護サービス事

業者に対する介護ロボット等の導入支援に要す

る経費として2億9,754万8,000円の増を計上い
たしております。

このほか2ページから4ページにかけまして
生活福祉資金貸付金について、3ページの介護
福祉士奨学資金等貸付事業費について、障害福

祉施設整備費について、繰越明許費についてで、

その内容につきましては、記載のとおりであり

ます。

以上をもちまして福祉保健部関係の説明を終

わります。よろしくご審議を賜りますようお願

いいたします。

【浦川分科会長】次に、こども政策局長より予

算議案の説明をお願いします。

【園田こども政策局長】こども政策局関係の議

案について、ご説明いたします。

「予算決算委員会文教厚生分科会関係議案説

明資料 令和2年度長崎県一般会計補正予算（第
13号）こども政策局」の1ページをお開きくだ
さい。

今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第75号議案「令和2年度長崎県一般会計補正予
算（第13号）」のうち関係部分であります。
今回の補正予算は、国において決定された「国

民の命と暮らしを守る安心と希望のための総合

経済対策」に沿って、1月28日に成立した国の
補正予算に適切に対処するとともに、新型コロ

ナウイルス感染症への対策を緊急に実施するた

め、必要な予算を追加しようとするものであり

ます。

歳入予算は、こども政策局合計で3億8,363万
7,000円の増。歳出予算は、こども政策局合計で
3億9,157万7,000円の増となっております。
なお、各科目につきましては、記載のとおり

であります。

2ページをお開きください。
補正予算の主な内容につきましては、長崎県

安心こども基金事業費について、特定不妊治療

費助成事業費の財源の積立てに要する経費とし

て2億6,012万6,000円の増、特定不妊治療費助
成事業費について、配偶者間の特定不妊治療費

の一部を助成する制度の拡充に要する経費とし

て2,072万8,000円の増を計上いたしておりま
す。

このほか、保育人材確保のための修学資金等

の貸付について、児童福祉施設における感染症
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対策について、児童養護施設退所者等に対する

生活資金等の貸付について、繰越明許費につい

てで、その内容につきましては記載のとおりで

あります。

以上をもちまして、こども政策局関係の説明

を終わります。よろしくご審議を賜りますよう

お願いいたします。

【浦川分科会長】次に、医療政策課企画監より

補足説明をお願いします。

【林田医療政策課企画監】医療政策課関係部分

について、補足してご説明を申し上げます。

お手元の「令和3年2月補正（経済対策）につ
いて」の資料のうち、右肩に医療政策課と記載

されている資料をご覧ください。

新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事

業といたしまして7,880万1,000円を計上させ
ていただいております。

このたびの新型コロナウイルスワクチン接種

につきましては、国の指示のもと、都道府県の

協力により市町村が実施されることとなってお

りますけれども、このうち県が担う部分につい

て必要な体制の整備を行おうとするものでござ

います。

事業の概要といたしましては、接種の優先順

位が高い医療従事者を対象とした新型コロナウ

イルスワクチンの接種体制を構築しますととも

に、接種後の副反応を疑う症状など、市町で対

応が困難な専門的な相談に対応する体制を整備

しようとするものでございます。

事業の内容といたしましては、まず、接種体

制の確保といたしまして、ワクチンをマイナス

75度で保存できる冷凍庫、ディープフリーザー
と呼ばれておりますけれども、これを置きまし

てワクチンの管理等を行います医療機関への支

援。あと、接種を希望される医療従事者等のリ

ストの取りまとめなどを行っていただく医療関

係団体への支援。また、ワクチンの移送に必要

な保冷バッグの購入などを行おうとするもので

ございます。

次に、専門的相談体制の整備といたしまして、

接種された方からの副反応等に関する相談を受

ける窓口を設置しますとともに、地域の医療機

関において対応が難しい、まれな副反応に対応

できるような専門的な医療機関を選定しておく

ことで、必要な場合に円滑に受診できる体制を

整備しようとするものでございます。

事業の財源といたしましては、資料記載の国

庫補助金で補助率10分の10ということになっ
ております。

なお、本事業につきましては、年度内に適切

な事業期間の確保ができませんので、予算計上

と併せまして繰越明許費の設定についてもお諮

りをさせていただいているところでございます。

説明は以上でございます。よろしくご審議を

賜りますようお願い申し上げます。

【浦川分科会長】次に、長寿社会課長より補足

説明をお願いします。

【尾﨑長寿社会課長】 長寿社会課関係の令和3
年2月補正（経済対策）について、補足して説
明させていただきます。

お手元の資料の右上に長寿社会課、「令和3
年度2月補正（経済対策）について」と書かれ
た資料をご覧ください。

1つ目の感染症対策に資する介護ロボット等
導入促進事業につきまして。

本事業は、介護施設等の職員や利用者間の接

触の機会を減らし、新型コロナウイルスの感染

拡大を防止するとともに、職員の負担軽減を図

るため、介護ロボット等の導入経費を補助する

ものでございます。
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補助金の対象とする機器につきましては、居

室にいなくてもセンサーで利用者の状況を把握

できる見守り支援の機器や、複数の職員が行う

利用者の移乗を1人の職員でもできるようにす
る移乗支援などの機器となります。

補助単価は、1機器当たり上限30万円でござ
いますが、移乗支援機器などは1機器当たり100
万円を上限とし、補助率は4分の3となっており
ます。

本事業は、9月の補正予算で2億1,275万2,000
円を計上し、県内事業所に募集を行ったところ、

5億1,030万円の事業計画の提出があったこと
から、今回、追加して2億9,754万8,000円を計
上し、県内事業所について介護ロボット導入の

促進を図っていく事業となっております。

続きまして、2つ目の介護福祉士修学資金等
貸付事業につきまして、ご説明いたします。

本事業は、介護福祉士の資格取得を目指す学

生や介護職員、介護現場への再就職を希望する

者に対して、学費や実務者研修受講料等の費用

を貸し付け、一定期間、介護業務に従事した場

合は返済免除となる介護福祉士修学資金等貸付

事業につきまして、その貸付原資を事業実施主

体であります長崎県社会福祉協議会へ補助する

ものでございます。貸付原資は、本年度に一括

して長崎県社会福祉協議会へ交付いたします。

一方、県の負担分につきましては、貸付実績

に応じまして、その貸付年度に補助することと

しております。令和3年度は、貸付総額1億3,234
万円を予定しておりまして、その10分の1に当
たります1,323万4,000円を当初予算で計上し
ているところでございます。

今回の貸付原資の積み増しにつきましては、

令和元年度末の貸付原資が約2億5,000万円と
減少し、今後の貸付事業を安定的に継続してい

くため、国の第3次補正予算において、今回、3
か年分に相当する3億9,762万円の貸付原資の
積み増しについて要望したところ、全額交付す

る等の内示があったため、今回の補正予算に計

上し、積み増しを行うものでございます。

以上で説明を終わります。よろしくご審議賜

りますようお願いいたします。

【浦川分科会長】次に、障害福祉課長より補足

説明をお願いします。

【中村障害福祉課長】 第75号議案「令和2年度
長崎県一般会計補正予算（第13号）」のうち、
障害福祉課関係部分について、お配りしており

ます補足説明資料に基づいて、ご説明申し上げ

ます。

まず、1の社会福祉施設整備費補助金の概要
でございます。

これは、国の補助金を活用し、社会福祉法人

等が整備する施設の創設（新築）、増改築、大

規模改修等に要する費用の一部を助成するもの

で、補助率は4分の3以内で、国が定める補助基
準額が上限となっております。

具体的な整備内容としましては、③の施設整

備予定一覧にございますように、新型コロナウ

イルス感染症対策として、簡易陰圧装置の整備

が1件、防災減災対策として非常用自家発電設
備の整備が3件、計4件の施設整備に対する補助
金として2,641万3,000円を計上しております。
次に、2の障害分野介護ロボット等導入事業

の概要でございます。

これは、国の補助金を活用し、社会福祉法人

等が介護ロボット等を導入する際の経費を助成

するもので、補助率は10分の10で、国が定める
補助基準額が上限となっております。

資料の次のページをご覧ください。

対象となります機器は、③に記載しておりま
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す5種類でございます。対象となる県所管の事
業所に意向を確認しました結果、⑥の導入予定

施設一覧に記載しておりますとおり、希望がご

ざいました5施設、計435万円を計上しておりま
す。

以上をもちまして補足説明を終わります。よ

ろしくご審議を賜りますようお願い申し上げま

す。

【浦川分科会長】次に、こども家庭課長より補

足説明をお願いします。

【今冨こども家庭課長】こども家庭課所管の補

正予算について、補足してご説明いたします。

表題が「特定不妊治療費助成事業費について」

となっている資料をご覧ください。

この事業は、保険の適用外となっております

体外受精や顕微授精など、特定不妊治療に要す

る費用の一部を助成するものでございますが、

令和4年度からの保険適用を見据え、現行の助
成制度の大幅拡充を行い、経済的負担の軽減を

図るものでございます。実施主体は県及び中核

市であり、今回、2,072万8,000円を計上いたし
ております。

制度拡充の内容としましては、対象となりま

す配偶者間に事実婚を含めたこと、所得制限を

撤廃したこと、助成額について2回目以降15万
円であったものを初回と同様に30万円に増額
したこと、助成回数の制限を子ども1人当たり
に見直したことなどでございます。

積算の内訳としましては、本年1月から制度
が拡充されることに伴い、必要となる1月から3
月分の県の助成額1,277万5,000円、また、制度
拡充に係る中核市の国庫負担分の支払い方法が、

従来の直接補助ではなく、長崎県安心こども基

金経由に変更されたことに伴い、新たに県から

中核市へ補助する費用795万3,000円を計上い

たしております。

財源としましては、国の負担分は本年1月か
ら来年度末までの15か月分が今回まとめて交
付されますので、同基金に新たに積み増しした

上で繰り出して活用し、県の負担分は新型コロ

ナウイルス地方創生臨時交付金を活用するもの

でございます。

なお、同基金への国庫負担分の受入れにつき

ましては、基金を所管いたしますこども未来課

において予算を計上いたしております。

補足説明は以上でございます。よろしくご審

議賜りますようお願い申し上げます。

【浦川分科会長】 ありがとうございました。

以上で説明が終わりましたので、予算議案に

ついて質疑を行います。

質疑はありませんか。

【山田(朋)委員】 おはようございます。何点か
質問させていただきたいと思います。

ただいまご説明いただきました特定不妊治療

費助成事業について伺いたいと思います。

今、課長からも話があったように、所得制限

がなくなり、事実婚も認めるということ、あと

子ども1人当たりの回数にしたということで、
この事業を非常に高く評価したいと思っており

ます。

それで、今、ホームページを見ておりました

ら、まだ従来のものでありまして、これで予算

が成立したらすぐにこういった情報を提供され

るかと思いますが、これが1月から3月分という
ことは、もう2月も終わりかけている状況なの
で、例えば、1月から治療をされていた方々に
は、病院を通してか、どのような方法でこのこ

とをお知らせし、助成するのか、そのあたりを

ちょっと教えてください。

【今冨こども家庭課長】既に治療を行っている
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方々に対しましては、治療を受けております医

療機関からの情報提供でありますとか、申請先

の保健所での情報提供を行いたいと思っており

ます。

あと、県外の医療機関で治療を受けている方

もいらっしゃいますので、その方々につきまし

ては、これは全国統一の制度となっております

ので、そういう方々に対しても医療機関を通じ

て情報提供できるものと考えております。

また、これから治療を始めようとされている

方でありますとか、悩んでいらっしゃる方もお

られると思います。そういう方々に対しまして

は、県のホームページをはじめ、全世帯広報誌

に載せる予定にしております。そのほかラジオ

でありますとか新聞、その他、市町を通じての

周知をやっていきたいと思っております。

【山田(朋)委員】 その情報が必要な方に届くよ
うにしっかりお願いしたいと思っております。

私の記憶が確かだと特定不妊治療費は年間大

体1億円ぐらいであったかと思います。これだ
け要件が拡大されたのでかなりの予算が必要に

なると思いますが、この少子化の時代、子ども

を産み育ててくださる方がいらっしゃることに

対してしっかりと予算取りをしていただいて、

この事業が拡充されていくことを切にお願いし

たいと思っております。

次に、教育委員会にお尋ねしたいと思います。

ＧＩＧＡスクール生徒用端末等整備事業費の

中で、今回、特別支援学校に予算をいただいて

いるようであります。

まず、この台数ですね。どれくらいの台数が

予定されているのか、そのあたり中身を教えて

ください。

【日高教育環境整備課長】整備予定でございま

すけれども、13校につきまして整備を計画して

おります。

台数ですが、視線入力装置につきましては、

3校で、
【浦川分科会長】 暫時休憩します。

― 午前１０時３２分 休憩 ―

― 午前１０時３２分 再開 ―

【浦川分科会長】 分科会を再開いたします。

【日高教育環境整備課長】 失礼しました。

視線入力装置につきましては、1校で3台でご
ざいます。

【山田(朋)委員】 今回、県立学校において、生
徒用のＰＣで2万3,153台、教師用で2,217台、
教師の研修用が33台という形でＧＩＧＡスク
ールで導入が進むようであります。高校だった

と思うんですけれども、それに比べた時に特別

支援学校の分の予算がすごく少ないなと思った

んです。だから、通っている生徒さんに対して

1人1台といった形で整備できるのか。タブレッ
トを使う教育がいいということで随分前から特

別支援学校に導入されたことも知ってはいるん

ですけれども、そういった経緯なのか。一般の

学校に通う子どもたちと大差が出ていないのか

どうか、そのあたりをお尋ねしたいと思います。

【日高教育環境整備課長】特別支援学校の小中

学部の端末の整備につきましては、令和2年6月
定例会の補正予算におきまして1人1台分の予
算をいただきまして現在整備を進めております｡

2月中には端末の整備が済みます。それから、
入力装置等の補助装置につきましても、小中学

部の分は、その際に整備をいたします。

高等部につきましては、特別支援学校の就学

奨励費によりまして1年生の時に端末を整備い
たしまして、2年生、3年生ではアプリや入力装
置などを整備しております。
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今回につきましては、その中で不足分につき

まして整備するものと思っておりますので、金

額的には184万円と少なくなっております。
【山田(朋)委員】 わかりました。
あと、特別支援学校の施設整備費ですけれど

も、今回、諫早特別支援学校が改築になったこ

とはすごくよかったなと思っております。とて

も古い学校でありましたので。

今回、このような形で5校に対して改築工事
をやっていただくようでありますが、これで特

別支援学校の老朽化した校舎の改修などは全て

が終わるという理解でいいのか、そのあたりを

ちょっと教えてください。

【日高教育環境整備課長】特別支援学校の校舎

の改修、改築につきましては、計画的に実施し

ております。外壁改修ですとか屋上防水等につ

きましては、学校の要望等を聞きながら随時老

朽化対策をしていきたいと考えております。

【山田(朋)委員】 ぜひ早期に進めていただきた
いと思います。

あと、新型コロナワクチンの件で伺いたいと

思います。

今回、コールセンターを設置いただくようで

あります。各市町に設置をした上で県に相談窓

口をつくられるということでありました。この

件も高く評価したいと思っております。

その中で専門的な医療機関の選定とあります。

今、ちまたではコロナウイルスの後遺症に悩ま

れている方が多くいらっしゃるようであります

が、こういったことに対応する病院も選定して

いくのか、そのあたりを教えてください。

【林田医療政策課企画監】今回、選定を予定し

ております専門的な医療機関と申しますのは、

接種に伴う副反応に対応するということで、ま

ず、副反応の疑わしい状況が見られましたら、

最寄りの医療機関を受診していただくことにな

りますけれども、その中でドクターが、さらに

専門的な医療が必要だという判断をした場合に

紹介して受診していただく医療機関を選定しよ

うというものでございます。

【浦川分科会長】 ほかにございませんか。

【堀江委員】 総務部の横長資料の3ページ、教
育委員会の横長資料の5ページの高校生等奨学
給付金について質問いたします。

どれぐらいの生徒が対象になるのかというこ

とで今説明を聞くと、学事振興課では1,575名、
公立学校を所管する教育環境整備課の方では

3,000名を超える生徒が対象になるということ
です。

せっかくですから、昨日、説明をいただいた

学事振興課の文教厚生委員会説明資料の3ペー
ジの私立高等学校等奨学給付金は、授業料以外

の教育費の負担を軽減するために給付金を支給

するという制度の説明があるんですが、この中

では生活保護世帯も支給の対象になっていると。

そこで、私がお尋ねしたかったのは、授業料

以外の教育費負担を軽減するということで単価

が上乗せされて、こうした施策をするというの

は、当然、私も評価するんですが、いわゆる制

度の説明の中で生活保護世帯も支給の対象とな

って年5万2,600円という制度になっているん
ですが、この場合、今回は非課税世帯というこ

とに限定して追加支援しているんですが、この

機会に生活保護世帯はどのようになっているの

か、ということも教えていただけたらと思いま

す。

【門池学事振興課長】生活保護の受給世帯につ

きましては、生活保護の中の生業扶助の中で高

校の就学費について措置されておりまして、必

要な経費、必要な教育費については、生活保護



令和３年２月定例会・文教厚生委員会・予算決算委員会（文教厚生分科会）（２月２５日）

- 15 -

で実費で賄われるということで、今回、追加の

支給の対象とはなっていないということでござ

います。

【堀江委員】そうしますと、非課税世帯と同じ

ように、今回、この制度の単価が上がったとい

うことについては、生活保護世帯も同じように

対応できると理解していいんですね。確認の意

味で、答弁をお願いします。

【門池学事振興課長】そういった意味では、生

活保護世帯についても対応はできているという

ことでございます。

【堀江委員】 次に、教育委員会の横長資料の5
ページになります。補足説明もありました産業

教育振興設備整備費について質問したいと思い

ます。

これは今回10億円という補正で、これ自体は、
なるほど、産業教育装置がつけられるというこ

とで、もちろん賛成いたしますけれども、額が

すごいですよね。いわゆる設備整備費というの

は当初予算で9,000万円だったのが今回一気に
10億円出すんですよね。それで今年度限りとい
う言葉を課長が説明の中で言いましたが、そこ

で質問ですけど、一気に10億円の設備をすると
いうことで整備する学校が高等学校ということ

で説明資料にありますが、これは一つは対象と

なる高校の全てに何らかの整備があるのかとい

うこと。

2つ目は、今後、こうした大きな機械のメン
テナンスの予算はどうなるのかということ。

3つ目に、こうした大きな予算をかけて機器
を整備して、その指導態勢はどういうふうにな

るのか。

3点、質問します。
【日高教育環境整備課長】まず、対象ですけれ

ども、職業高校が32校ございまして、その32校

の対象校に制度を説明いたしまして希望調査を

取ります。今回、補助対象が単品で50万円以上、
それから動かせるものは対象になりませんので、

据付工事を伴うものに絞りまして、その中で90
件の10億6,800万円というような数字でござい
ます。

続いて、メンテナンスにつきましては、学校

の先生方とか実習助手の方でやっていただいて、

故障とかが起きた時には私どもの方で修繕費の

予算を持っておりますので、その中で逐次対応

していきたいと思っております。

教員の指導態勢でございますけれども、今回、

学校の方から、やりたいと、自分のところでで

きるという形での調査を取りまして事業を積み

上げておりますので、学校の方で指導態勢につ

いても十分対応できるものだと思っております。

【堀江委員】当初予算をはるかに超える今回の

補正ということで、学ぶ生徒たちの環境に大い

に役立てていただきたいと思います。

福祉保健部の横長資料の9ページ、生活福祉
資金貸付事業について質問いたします。

今回、8億円の特例貸付の補正ですけれども、
これは昨年の2月定例会の補正になりますかね、
そこから始まって今回も補正ということで、コ

ロナ禍の中で生活に困窮されている方に大変役

立っている貸付事業だと思っております。

昨年の6月定例会で私がこの問題を取り上げ
た時に、6月21日現在で貸付決定、これは特例
資金ですけれども、合わせて3,058件、そして6
億円余りという決定額を答弁いただきましたが、

現時点でというか、わかる範囲でいいんですが、

今、長崎県として社協がどれぐらい貸付決定を

行っているのかというのがわかりますか。

【猿渡福祉保健課企画監】この貸付事業につき

ましては、昨年3月25日から受付を開始してい
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るところでございます。1月末時点で貸付けの
決定につきまして1万1,461件、額にして37億
5,891万9,000円の貸付決定をしているところ
でございます。

【堀江委員】今回、さらに補正を組むことによ

りまして受付期間ですね、当初は去年の7月ま
でと。それが9月になり、そして12月というこ
とで受付期間が要望に応えて延長してきた経緯

があるんですけれども、今はこの受付期間はい

つまでというのがあるんですか。今の段階でわ

かっていることを教えてください。

【猿渡福祉保健課企画監】受付期間につきまし

ては、委員ご指摘のとおり、段階的に延長され

てきたところでございますが、現時点ではこの

特例貸付の新規申請につきましては、来月、3
月31日までとなっております。
【堀江委員】 来月、3月31日までということで
すので、大いに周知をして必要な方が必要な制

度を利用できるようにしていただきたいと思い

ます。

同じく横長資料の10ページの予防接種費の
中の新型コロナウイルスワクチン接種体制確保

事業費ですが、これは同じ質問を山田(朋)委員
がされたので私は重複を避けますが、1点だけ。
この事業名が、事業概要で今回新型コロナウ

イルスワクチン接種体制確保事業費ということ

で、予防接種費の中に補正が加わる形になって

いるんですが、予防接種費の2,553万円という補
正前の額は、いわゆる予防接種事故対策事業と

いうことで予防接種健康被害者に対する障害年

金等の給付に要する経費なんですよね。それに

新型コロナウイルスワクチンのこれを足すとい

うのは、予防接種費という事業名と馴染むのか

ということを当初の横長資料と見比べながら私

はちょっと思ったんですが、見解があれば教え

てください。要は、事業名の予防接種費に補正

前の額を出しているものですから、これは違和

感はないんですかね。

【伊藤医療政策課長】今回の新型コロナウイル

スワクチンの接種につきましては、予防接種法

上の臨時接種という形で行ってまいりますので、

ここに係る経費については、従来の予防接種費

の中の一部ということで要求させていただいた

ております。

【堀江委員】 ちなみに、新年度の令和3年度当
初予算は、同じ予防接種費の中の、いわゆる款

項目の予防費の中に予防接種費と感染予防接種

費と2つある中の、新型コロナだけ別に3つ目に
持ってきているではないですか。こういうのを

踏まえて新年度はいわゆる款項目の予防費とい

う中の感染症予防費と予防接種費というだけで

はなくて、新年度は新型コロナと3つ目を持っ
てきているのは、そういう違和感があるから新

型コロナを持ってきたのかなと思ったんですけ

ど、そうではないんですか。

【伊藤医療政策課長】今回、経済対策というこ

とで2月補正で要求させていただいております
ので、従来の予防接種費の中で要求させていた

だいておりますが、当初予算については少し区

分けして新型コロナウイルス感染症対策事業費

を設けているところでございます。

【堀江委員】こだわった質問をして申し訳ない

んですが、要は、この款項目、そして事業名は

やっぱりわかりやすいのがいいという思いが私

はありまして、当初予算と今回の補正を見比べ

た場合に、ちょっとそういう疑問があったので

質問したところです。

最後にいたします。こども政策局の横長資料

の8ページの特定不妊治療費助成事業ですが、
周知の点につきましては先ほど質疑が出された
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んですが、今回の助成の内容で現行、それから

拡充ということで補足説明資料に出されていま

すが、この対象年齢ですよね。妻の年齢が43歳
未満という現行が、ほかがいろいろ変わってい

ても、対象年齢については変更なしという見解

になっています。もちろんこれは国の制度とし

てのことなので変更なしということなんでしょ

うけど、しかし、報道によれば、今月、不妊治

療を7年間されて49歳で第1子を出産したとい
う実例といいますか、そういう実態もあります。

それを考えた時に年齢を43歳未満で区切る
というのは、見直すという方向もあってもいい

と私は思っているんですけれども、現時点、課

長の見解があれば教えてください。

【今冨こども家庭課長】特定不妊治療費助成事

業におきます年齢制限についてのご質問でござ

います。

高年齢での妊娠、出産は、妊婦や子どもへの

健康影響等のリスクが高まりますとともに、出

産に至る確率は低くなることが医学的に明らか

になっております。国は、最新の医学的知見等

を踏まえまして本人の身体的、精神的負担の軽

減でありますとか、より安心・安全な妊娠・出

産につながる観点から制度設計を行っていると

聞いております。

本県といたしましては、最新の医学的知見を

踏まえまして、妊娠・出産に伴いますリスクが

相対的に少ない年齢、治療により出産に至る確

率がより高い年齢に必要な治療が受けられるよ

うにするという観点から、年齢による区分は必

要ではないかと考えております。

【堀江委員】論争をするつもりはありませんが、

子どもを望みたいと思う人たちが利用できる制

度であってほしいと思いますし、医学的な観点

で年齢が43歳未満というのを制度設計として

行っているということは一定理解しつつも、望

みたいと思って7年間という言葉に尽くせない
不妊治療をされて、リスクがあるとわかってい

ても、そういう選択をした女性が活用できる制

度であってほしいということを強く望んでおり

ますので、そうした意見があるということも留

めていただきたいと思っております。

終わります。

【浦川分科会長】 ほかにありませんか。

【ごう委員】 よろしくお願いします。

まず1点目、教育環境整備課にお尋ねをさせ
ていただきます。

今回、特別支援学校施設整備費ということで

上がってきておりまして、先ほど山田(朋)委員
からも質疑がありましたけれども、諫早特別支

援学校の件で確認をさせてください。

今回、第3棟の改修工事から改築工事へ設計
計画が変更されるということで、これは大変よ

かったと思いますが、今回のこの補正予算では

解体工事の分で3,728万8,000円ということで
予算がつけられております。

これまで諫早特別支援学校の工事がスケジュ

ール的に少し後ろに延びてきていると思うんで

すね。今回、第3棟が解体でこれだけの予算が
ついていますが、今後、また改築していくため

に予算を獲得する必要があったりすると思うん

ですけれども、説明いただいているとおり、令

和6年で大体完成の予定ということで、これが
また後ろに延びていくような感じになるのでは

ないかと少し不安に思っているところがあるん

ですけれども、そのあたり、予算の兼ね合いと

かからしていかがなものなんでしょうか。

【日高教育環境整備課長】諫早特別支援学校の

大規模改修工事につきましては、本来ですと、

令和2年度中に第3棟、第4棟の長寿命化の大規
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模改修工事を終えまして、来年度、令和3年度
から運動場ですとかバスの昇降スペース等の外

構工事をいたしまして、令和4年度中には全て
完成する予定でございました。

ただ、本年度実施しました第3棟の改修工事
におきまして、大規模改修工事なので窓枠とか

内装を全部外しましてコンクリートの躯体だけ

にしました。そうしますと、内装を外さないと

わからなかった2階の梁の部分ですとか天井ス
ラブの部分につきまして、コンクリートの爆裂

ですとか鉄筋の腐敗がたくさん見つかったもの

ですから、改修工事につきまして技術的に大分

検討してもらったんですけれども、補強工事が

できないという形になりましたものですから建

替えという形になりました。

11月定例会で第3棟の解体・改築、それから
渡り廊下等の設計費を予算措置していただきま

した。設計が終わりまして令和3年度中に第3棟
の解体をいたしまして、令和4年度に第3棟の新
築工事が終わります。そして、令和5年度に古
い第1棟、第2棟につきまして解体いたしまして、
そこのところに新しいグラウンドや昇降場を造

るという形で、令和6年度に全ての工事が終わ
るという形で、このスケジュールにつきまして

は、これよりも極力早くなるように頑張りたい

と思っております。

【ごう委員】ご説明ありがとうございます。当

初は令和4年完成予定だったということが令和
6年、2年間も後ろにいっているということです
ので、その間、子どもたちの支障がないように

努めていらっしゃると思うんですけれども、や

はり運動場ですとかバスの乗り降りがしづらか

ったりとか、そういうことで不便があるかと思

いますので、そのあたり、計画をきちんと立て

ていただいて、令和6年には必ず完成するよう

にお願いしたいと思います。

続きまして、こども政策局の保育人材確保の

ための修学資金等の貸付けについてお尋ねいた

します。

今回、保育人材確保のために修学資金の貸付

けに要する経費として5,477万円の増というこ
とで補正がついておりますが、これまでもこの

貸付資金は結構希望者が多くて、それに漏れる

方も多かったということで、今回、この予算が

またつけられているということは非常にありが

たいと思っておりますが、今回のこの予算で大

体何名分を予定されているのか。

それと、これまでの貸付けの要件に変更があ

るのか、ないのかということをお聞かせくださ

い。

【德永こども未来課長】保育士修学資金につい

てのお尋ねかと思います。

まず、保育士修学資金につきましては、もと

もと平成28年度から5か年ということで国の方
から一括して財源を受けまして実施主体の社会

福祉協議会にお願いしてやっている事業でござ

います。

今、ご指摘がございましたように、制度がス

タートして2年目、3年目ぐらいの時は希望者に
対して、要は採択できる方が半分ぐらいになっ

たという時期もございました。ただ最近は、こ

ういった形の運用をずっとやっておりますが、

例えば、今年度、令和2年度に決定した分につ
きましては、結局、八十数名の方が貸付けの決

定に至ったんですが、結果的には、そもそも要

件として所得制限などにかかる方を除けば、希

望された方に対して修学資金の貸付けがほぼで

きたというような状況がございます。

現在の状況でございますが、国に対しては、

保育士の県内定着といった部分もございまして、
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制度の継続をずっと図っていきたいと私たちと

しては考えております。そのために国に対して

増額の要望を随時させていただいております。

実は今年度も令和2年度の9月補正でこの修学
資金を増額いただきまして、その時点で令和3
年度までは事業が継続できるという状況でござ

います。

また今回、5,000万円超えの貸付けの予算をい
ただきました。お1人当たり100万円から120万
円ぐらいが上限になりますので、大体50名から
60名ぐらいの方の財源は確保できたのではな
いかと思っています。今回の分は恐らく、今後

の貸付けの運用次第ですけど、令和4年度の分
に充当できるのではないかと考えております。

貸付けの内容については、今申しましたよう

に、月額5万円というのが上限で、交付期間は2
年となります。そういったことでございまして、

生活費の加算とかは生活保護世帯の方にござい

ますが、制度の変更自体は行わないような形で

運用していきたいと考えております。

【ごう委員】 ありがとうございます。今、ご説

明がありましたとおり、この制度は県内定着、

また、保育士不足を解消するために非常に大き

な役割を果たすと思いますので、引き続き、こ

れが令和4年度以降も続くように頑張って国へ
も要望していただきたいと思います。できれば

希望する方に極力これを使っていただけるよう

にお願いをしたいと思います。

続きまして、医療政策課に1点、確認をさせ
てください。

今回、新型コロナウイルスワクチン接種体制

の確保事業費ということで補足説明資料をいた

だきました。この中に相談窓口コールセンター

の設置ということがございますが、この全体の

補正予算の中で相談窓口コールセンターの設置

に対してどれくらいの予算をかけて行われるの

かということをまず教えてください。

【林田医療政策課企画監】現在、予算計上して

おります7,880万1,000円のうち、おおよそ
4,400万円程度を今のところ、見込んでいるとこ
ろでございます。

【ごう委員】 ありがとうございます。4,400万
円程度がということですね。

具体的に現在決まっていることを確認させて

ください。時期がいつ頃になるのか、それから、

どこに設置されて、どのような専門家が何人体

制で、時間がどれくらいとか、そういうことが

決まっているのかどうかということを教えてく

ださい。

【林田医療政策課企画監】 毎日運用で、朝9時
から21時の運用を今考えております。体制とし
ましては、保健師または看護師等が常駐しまし

て電話対応を行います。必要に応じて医師と連

絡が取れるような体制を構築したいと思ってお

ります。

【ごう委員】保健師さん、それから看護師さん

が常駐されるということですね。相談窓口とい

うのは、ワクチンを接種される県民の皆様にと

っては安心の材料になると思うんですね。ここ

に電話をすれば、本当に緊急の方が電話される

と思うんですが、電話をした後の緊急体制の整

備というのもきちんととる。医師に連絡という

ことだと思うんですが、そこの後の体制整備も

しっかりと確保されているということでしょう

か。

【林田医療政策課企画監】ご相談いただきまし

たら、まず症状等をお伺いして、基本的には最

寄りの医療機関、かかりつけ医ですとか接種し

ていただいた医療機関を受診していただくとい

うことを促していくということ。その後は、先
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ほどもご答弁差し上げましたけれども、そこで

対応できないような少し重篤な症状であれば専

門的な医療機関につなげていくというような形

を考えております。

【ごう委員】わかりました。ありがとうござい

ます。

すみません、聞き漏らしかもしれません。設

置はいつになるんですかね。

【林田医療政策課企画監】 失礼いたしました。

医療従事者の接種が始まります3月中旬には設
置をしたいと思っております。

委託をすることで考えておりまして、外部に

発注いたしますので、そこの事業者の中でとい

うことになります。

【ごう委員】 わかりました。

【浦川分科会長】 ここで換気のために11時15
分まで休憩したいと思います。

― 午前１１時 ２分 休憩 ―

― 午前１１時１５分 再開 ―

【浦川分科会長】 分科会を再開いたします。

ほかに質疑はございませんか。

【麻生委員】まず最初に、教育環境整備課の今

回補正予算で言われております産業教育振興設

備関係についてお尋ねしたいと思います。

先ほどの堀江委員の質問と重なりますけれど

も、今回、10億円近くが投資され、3分の1が国
庫補助ということで、約7億円近くは県負担に
より予算が計上されております。今回、デジタ

ル化といいますか、国がそういう新しい方針を

打ち出したんですけれども、私どもが報告を受

けているのは、昨年度の衆議院予算委員会で、

要は、工業高校に行っても機械が古くて社会へ

出ても通用しないという状況が見られたと、そ

ういうことを含めて要望があったということを

聞いております。

まさに今回、3Ｄプリンターだとかマシニング
センタが入るわけですね。3Ｄプリンターにつ
いてはそうでもないんですけど、マシニングセ

ンタというのは何千万円もする機械であります

ので、これを生かして県としては今後どのよう

な効果を上げていこうとされているのか。

実は、3Ｄプリンターについては、ものづく
りについて子どもたちが興味を示しながら、将

来、自分の希望とか知見とか展開できるなと私

は思っていますけれども、これは教える側のレ

ベルがある一定ないといけないと思っています。

これについて、先ほど、手が挙がったから教

える機能があるんですよと言われておりますけ

れども、教える側も含めてしっかりした態勢だ

とか、そういう取組を、高額の機械を入れるわ

けですから、これに関して考え方についてお尋

ねしたいと思います。どのような形で取り組ま

れようとしているのか、現場を含めて教えてく

ださい。

【狩野高校教育課長】これは長年、各高校が教

育を充実するためにぜひ欲しいという機器、装

置を整備させていただくことにしております。

今、委員がおっしゃったマシニングセンタに

つきましても、本県においてはロボットや航空

機器等の産業育成の動向がありますので、それ

に対応できる技術者の育成というのは喫緊の課

題であろうと思っております。

こういった機器を使いながら、より学習の充

実、技術者の育成を図ってまいりたいと思って

おります。

【麻生委員】わかりました。私も工業高校に行

ったので、1年、2年の時はマニュアルで旋盤な
んかやってたんですね。削り方というのは基礎

的なものがしっかりないと、ＮＣとか使っても
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なかなか効果は上がらないわけです。そういっ

た基礎、ベースをしっかりと教えながら、こう

いう高額な機械をぜひ活用してもらいながら、

就職につながるように生徒指導をしっかりお願

いしたいと思っているところですので、それは

要望ということで上げておきますので、今後と

もしっかりとお願いしたいと思います。

あと、今回、特別支援学校について空調機関

係が結構多いものですから、これ、繰越明許さ

れまして、2億5,800万円ぐらいあります。その
うち空調機関係について3校で約1億5,000万円
ぐらいですけれども、改めて空調機械が今回の

コロナ関係で相当タイトといいますか、ショー

トしていますので繰り越されたこともわかりま

すけれども、しっかりと手当てをしてもらいな

がら対策をお願いしたいなと。

コロナ関係で対策がありまして、空調機がな

かなか入ってこないという現状。そして、昨年、

一昨年は全校の小中学校でクーラーが設置され

ましたので、これについての取組を事前に、入

札でしょうけれども、取組をお願いしたいと思

います。これについてどういう形で考えておら

れるのか、体制を含めてあるのか、お尋ねした

いと思います。

【日高教育環境整備課長】今回、空調整備につ

きましては、予算成立後はすぐに営繕課の方で

発注をかけまして、営繕課で4月以降に入札を
準備いたします。それから、夏休みに入る前ま

でに学校現場の工事に入れるように下準備をい

たしまして、夏休み前までは古い空調機で授業

をいたしまして、夏休み中に新しい機器と交換

します。9月からは新しい機器で授業ができる
ようにという形のスケジュールで考えておりま

す。

【麻生委員】現場は子どもたちへの対応ですの

で、ぜひ工期が守れるようにお願いしたいと思

います。

次に、コロナ対策の関係で相談体制の中で、

薬務行政室が入っております補正予算について

のお尋ねです。

今回、詳細を見ますと、相談対応、検査関係

を含めて各指定薬局に支援金が支給されており

ます。1人当たり3万円ということで、1人3万円
で割ると大体4,800名ぐらいになります。こうい
う形で全員にお配りの予定なのか。

それと併せて、私たちも門前薬局といいます

かね、行くんですけれども、具体的に薬のやり

とりはしますけれども、コロナに対して具体的

な話だとか、なかなかないわけです。そういっ

たことについてどうしっかりと体制をとられる

のか、お考えをお尋ねしたいと思います。

【本多薬務行政室長】 薬剤師さんが大体1,700
人ぐらい、それから薬局従事者の方が1薬局に
大体3.5人ぐらいいらっしゃいますので、740薬
局で2,590人、薬剤師さんと従業員を合わせて、
委員がおっしゃられたとおり4,400人ぐらいに
なるかと思います。その方々、全員にお配りが

できるような形でと思っております。

なぜかといいますと、県といたしましては、

今、2025年には全ての薬局をかかりつけ薬剤師
になるようにということで進めておりまして、

その事業を前倒しではございませんけれども、

この機会に相談体制を受けるような意識づけを

していただく、全薬局がそういうようなかかり

つけ薬剤師・薬局になっていただこうという願

いを込めまして全従業員の方々に支援できるよ

うな形で考えております。

その後、おっしゃられるとおり、今、薬局と

いうのは病気になってから行くようなところと

いうことですけれども、我々が目指していると
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ころは病気にならなくても行くと、昔の薬局の

ように健康相談ができるようなところにしてい

こうというのが薬剤師・薬局の願いでございま

す。それがかかりつけ薬剤師・薬局という考え

方です。

そういうことを考えますと、薬局が病気にな

らなくても日頃から健康相談ができるような場

所への転換を、薬剤師会と一緒になって薬局の

方々の意識改革も含めてやっていこうと考えて

おります。

【麻生委員】かかりつけ医はあっても、かかり

つけ薬局なんてなかなかないのではないかと思

うんですね。

お願いは、この補正予算が組まれているわけ

ですから、相談が何件あったのかということに

ついても報告を求めるような形でお願いをした

いなと。

それと併せて、県薬剤師会において企業等へ

の感染拡大に係る助言等を実施すると書いてあ

りますけれども、具体的に行動計画はされてい

るんでしょうか。

【本多薬務行政室長】相談体制につきましては、

2月7日に長崎県の場合は緊急事態宣言が解除
されましたけれども、その時に民間の方々、企

業の方々からＰＣＲの相談を結構受けていると

いうお話を聞きました。健康な方、若い方々と

いうのは、ネットなんかを調べているのでいい

んですけれども、薬局に来られる方々について

は高齢者の方が多いと、ネットで調べることが

できないということと、保健所に相談コーナー

がありますけれども、なかなか敷居が高いとい

うことで、薬剤師会の方に専用の窓口を2月8日
から設けさせていただいております。県内の新

聞には、設けましたということは掲載されたん

ですけれども、現状では、まだ10件ぐらいしか

相談がないということですので、これからＰＲ

を図って相談件数を増やそうと考えております。

【麻生委員】最後にします。長寿社会課にお尋

ねしたいと思います。

今回、感染対策として介護ロボットがあって、

これは各事業所が手を挙げて導入を希望すると

ころに対しての補助金だということで書いてあ

ります。

改めて、介護職の現場は腰痛が多かったりと

か、離職者が多いということで、今回、導入さ

れる状況が各所あった場合、4分の3ですから補
助率は高いですよね。ですので、どのように効

果があったのかということをぜひ情報としてと

ってもらって、現場は離職者が結構多いわけで

すね。約3割以上が離職されるということも聞
いていますし、介護者を募集してもなかなか来

ないと状況があろうかと思います。よって、ロ

ボット関係を入れて効果を上げようということ

をされていると思います。資金があるところは、

そういったものを入れるけど、介護施設を含め

ていろいろな状況があります。

今後、入れる中においてぜひお願いしたいの

は、細かなところまでではありませんけれども、

ロボットを入れた効果を、こういう効果が上が

ったんだということをぜひ展開できるようにし

ていただきたいと思っていますけれども、そう

いう考えがないのかどうか、お尋ねしたいと思

います。

【尾﨑長寿社会課長】今回、感染症対策に資す

る介護ロボット等の導入促進ということで、9
月補正と合わせまして多くの予算を計上させて

いただき、多くの事業所で介護ロボットの導入

が進むものと考えています。

委員ご指摘のとおり、介護の現場においては、

腰痛の問題とか、そういったことで職員の定着
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がなかなか図られないというような問題もある

とお聞きしておりますので、ロボットを実際に

導入することによって、どれくらい職員の負担

が軽減されたのかとか、あるいはどういった形

で利用者様のケアが向上したのかといったよう

なことにつきましては、来年度、早速、導入し

た事業所等に調査をかけまして、その事業効果

を検証していきたいと考えております。

その上で、介護ロボットの導入による利点を

県内のほかの事業所の皆様にもわかりやすく県

で行うセミナーとか、そういったものを通じて

発信して県内の事業所の介護ロボットの導入に

つなげてまいりたいと考えております。

以上でございます。

【麻生委員】今回、コロナ対策関係について臨

時交付金が使えるから、これだけの4分の3の補
助がされると思います。今後、コロナが収束し

た段階でこういう補助金が使えるんですか。な

かなか使えないのではないかと思っているんで

すよ。

それで、高い買物ですから、ロボットの効果、

それとどういう状況下で使っているのかという

こと、いろいろパターンがあると思います。寝

たきりの人に対応するとか、お風呂の介護の状

況だとか、いろいろ施設の中で生活の状況があ

ると思いますので。もちろん、障害者の排泄関

係については自動吸引の装置もあるということ

を書いていますけれども、いろいろパターンが

ありますし、ぜひパターン化した状況を各事業

所にわかるような取組をしながら、介護職の離

職者が少しでも減るように、対策がとれるよう

に展開をお願いしたいと思います。よろしくお

願いいたします。

終わります。

【浦川分科会長】 ほかにございませんか。

【山下委員】お疲れさまでございます。数点お

尋ねしたいんですが、まず、ワクチンについて

であります。

一日も早く県民の皆さんにワクチンをお届け

して接種していただいてというのが目的だと思

います。国の方が大方針というか、なかなか決

まっていかない中で県の担当部局も手探り状態

という部分でご苦労されていると思います。

そんな中で保冷バッグについてお尋ねですが、

一部マスコミの報道等では保冷バッグのメーカ

ーさんの生産が追いつかないというようなお話

も出てきております。そんな中、現状で県はど

のような調達の仕組みをつくっていらっしゃる

のか。例えば、国が長崎県は幾つですよという

ふうに数を指定して国から支給されるものなの

か、それとも市町がそれぞれ独自で調達するル

ールになっているのか、もしくは県でその辺も

国と市町の間に入って調整をかけながら必要な

分の保冷バッグを調達するのか、そのあたりの

現状をまずお尋ねしたいと思います。

何を言いたいかというと、せっかくワクチン

が届いても保冷バッグがないことで県民の皆さ

んの手元に届かないという状況がないようにし

なきゃいけないと私は思うんですけれども、そ

のあたりの状況を教えていただきたいと思いま

す。

【林田医療政策課企画監】お尋ねの保冷バッグ

でございますけれども、ディープフリーザーを

置く基本型接種施設から連携型接種施設と言っ

ておりますところへワクチンを運ぶ際に保冷バ

ッグが必要となります。

国からは、基本型接種施設のディープフリー

ザー1台ごとに4個配付するというふうな話で
ございますが、それでは不足すると思っており

ますので、県において連携型施設に配送する際
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の保冷バッグを今回購入しようとするものでご

ざいます。

市町においても、住民接種の段階で必要とな

りますので、それぞれ調達に動いていらっしゃ

ると思います。

県におきまして、医療従事者の接種が終了し

ますと、その分は必要なくなりますので、市町

で活用していただくようなことで今考えている

ところでございます。

【山下委員】ありがとうございます。そのよう

にぜひ調整に入っていただいて、市町でも慌て

て独自で発注して待っているとか、そういう状

況も出てきているように聞いていますので、そ

のあたりの市町の要望等もよく聞いていただい

てうまく調整に入っていただければスムーズに

いくのではないかなと思っていますので、でき

るだけ一日も早く県民の皆さんにワクチンが届

くような体制づくりに努めていただければと思

います。まさに、そのために今回、特命のワク

チンチームをつくられたと思いますので、ぜひ

頑張っていただきたいと思います。

もう1点、長寿社会課にお尋ねしますが、今、
麻生委員からもお話がありましたので重複する

部分は省きますけれども、介護ロボットという

ことで以前からこの事業は導入されていること

だと思います。

私も現場の担当の方々からいろいろとお聞き

するに当たって、一番のご負担は介護職員の記

録ですね。これは大事な作業でありまして、記

録は介護するに当たって絶対残していかないと

いけないと。ただ、その記録が今手書きであっ

たり、パソコンで打ち込んだりということで一

生懸命頑張っていらっしゃるんですけれども、

その分のご負担というのがあるように聞いてい

ます。

今、記録ソフトとかシステムとか、例えばタ

ブレットを使った記録方式とか、いろんなこと

が進んできている状況の中で、この介護ロボッ

ト導入促進事業において、そういうタブレット

を使った記録システムのようなものも導入でき

るのか否か、そのあたりを教えていただければ

と思います。まさにそこが職員の負担軽減に直

につながるのではないかと思っていますが、そ

のあたり、いかがでしょうか。

【尾﨑長寿社会課長】お尋ねがありました介護

記録のソフト、あるいはタブレットのシステム

とか、そういったＩＣＴの機器につきましても

今回の補助金の対象機器として選定させていた

だいております。

ＩＣＴを活用することで、例えば、職員間の

申し送りを軽減することで接触の機会を減らす

とか、感染症対策にも一部なると思いますし、

委員ご指摘のとおり、職員にとって日常の記録

というのは非常に大事なんですけれども、それ

を毎日きちんと管理するということ自体がかな

りご負担になっているかと思いますので、そう

いったことについてもこの補助金等を活用して

導入を進めていければと思っております。

【山下委員】ありがとうございます。ぜひ今後

も促進していただけるようにお願いすると同時

に、できれば、こういうシステムがありますよ

というところを、例えば、県がモデルケースと

して、モデルシステムとでもいいましょうか、

知らない事業者さんに対しても、こういうこと

ができるんですよ、ありますよということをぜ

ひ啓蒙していただければ、まだ導入されてない

事業者さんも、これだったら導入してみようと

いうような形になってくると思いますので、そ

の辺のアフターフォローも含めてよろしくお願

いしたいと思います。
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以上です。ありがとうございました。

【浦川分科会長】 ほかに何かありませんか。

【中村(泰)委員】 お疲れさまです。まずは教育
環境整備課の補足説明資料、縦長の資料のＧＩ

ＧＡスクール生徒用端末等整備事業でありまし

て、障害をお持ちの生徒に対しての支援という

ことです。

障害をお持ちの方こそ、タブレットというか、

こういったものをしっかり使いこなすことで人

生が本当に変わるかもしれないというぐらいの

影響があるものと私は考えています。

そこで、今回、こういった点字ディスプレイ

などを導入することで、一般の生徒は1人1台端
末ということが実現されておりますが、障害を

お持ちの生徒は、実際、何人に1台ぐらいの支
援ができているのかということでまずお答えい

ただけないでしょうか。

【日高教育環境整備課長】特別支援学校の小中

学部については、パソコン端末等も全て1人1台
整備しております。高等部につきましても既に

整備は済んでおります。あとは学校の方で生徒

さんの障害の程度等に応じながら、入出力装置

ですとか、固定装置とか、そういう補助の器具

ですとかアプリとか使いながら事業を進められ

ておりますので、できているものと考えており

ます。

【中村(泰)委員】 1人1台端末ということですけ
れども、しかしながら、こういう支えになるよ

うな点字ディスプレイとかがないと実際は使え

ない生徒も多いのかなと思うんですけれども、

共有する形になっていくとは思うんですが、障

害に合わせて、それぞれこういったものを1人1
台、点字ディスプレイとかを提供するわけでは

ないと思うんですね。要は、そういったことま

で含めて何人に1台というような、説明がなか

なか難しいんですけれども、そういう状況にあ

るのかというところでお知らせいただきたいと

思います。

【日高教育環境整備課長】今回の入出力装置等

の整備の必要台数については、各特別支援学校

に全部調査をとりまして、必要台数を全て上げ

てくれという形で、その上がった台数が、この

結果でございます。

【中村(泰)委員】それぞれ障害が違って、ただ、
お一人お一人支援をするための装置が1人1台
あるというような理解でよろしいですか。

【日高教育環境整備課長】 1人1台整備してい
るかどうかは知りませんけれども、学校の中で

は足りているという形で私は理解しております。

【中村(泰)委員】 ありがとうございます。恐ら
く足りていると信じたいんですけれども、そこ

をしっかり確認いただいて、障害をお持ちの全

ての生徒が不自由のない状況にあるということ

を確認いただいてお知らせいただけないでしょ

うか。

【日高教育環境整備課長】調査の上、後日報告

したいと思います。

【中村(泰)委員】 続きまして、産業教育振興設
備整備費でございます。10億円ということで、
民間から考えてもかなりの予算を執行するとい

うことでございます。

そこでお伺いをしたいのが、まず、これが何

件ぐらい上がってきたかということ。そして、

事業内容です。事業内容がしっかりしていると

ころでなければ、こういったものを導入できな

いと考えておりますので、その件数と、その事

業内容をどれだけ県が把握しているのか、お願

いします。

【日高教育環境整備課長】 まず、今回の10億
6,000万円の内訳でございますけれども、18校
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から90件の申請が上がっております。中にはコ
ンピューター制御やプログラム入力により作動

する装置や実習室の整備、ＣＡＤのパソコン室、

高性能のパソコン室、3Ｄプリンタ、マシニン
グセンタ等の工作機械がございます。

また、実習室の教育環境整備を図るという形

でプロジェクターですとか、食物実習室等の空

調等ということが上がっておりまして、合計18
校で90件の計画が上がっております。
【中村(泰)委員】 事業内容を県がどれぐらい把
握されているのか、お願いいたします。

【浦川分科会長】 暫時休憩します。

― 午前１１時４２分 休憩 ―

― 午前１１時４２分 再開 ―

【浦川分科会長】 分科会を再開いたします。

【狩野高校教育課長】現在、専門高校におきま

しては、先端技術に対応した実習というのが求

められております。しかし、今、既存の機械で

あるとか機器では日進月歩、進化していく最先

端の技術に対応した実習というのが十分行えて

いないという現状がございました。例えば、長

崎工業高校におきましては、3Ｄプリンタの導
入があれば福祉機器の製作をはじめ、電子工作、

マイコン制御等の部品を作るのに必要であると

考えております。

この最先端の機器が入ることで学習とか授業

の充実、また、本県の産業を支える技術者の育

成にも資するものではないかと考えております。

【中村(泰)委員】 これを各学校が申込みをする
場合に、これがあればどういった授業ができて、

どういう効果があるのかということを確認され

ていると思うんですけれども、そのあたりは一

つ一つ学校からそういった報告であったり、そ

ういった考えというのはヒアリングされている

んでしょうか。

【日高教育環境整備課長】今回のこの事業につ

きましては、昨年12月15日に国の補正予算が閣
議決定されたものですから、それから私どもは

情報を収集いたしまして、各学校の方に希望調

査をしております。各学校から、こういう機器

が欲しい、こういう使い方ができるという情報

は来ておりますけれども、ヒアリングをいたし

ますまでの時間がなかったものですから、各学

校から来たものを集計いたしまして、補助要綱

に合致するものを集計しているという状況でご

ざいます。

【中村(泰)委員】例えば、産業労働部であれば、
製造業において設備を導入するとなった時に、

翌年、例えば20％の売上増といった目標を掲げ
て、こういったことができるからそういった設

備を導入したいということで話をするように今

はなっているようです。

今回、学校側が「欲しい」と言ったから提供

するということではなくて、どういう目的があ

ってそれが必要なのかということを踏まえて採

択しないといけないと思うんですけど、そのあ

たりはいかがですか。

【日高教育環境整備課長】まず一点は、更新時

期が既に来ているものにつきましては、優先的

に採択をいたしました。

あと、高校教育課長も言いましたが、最先端

の授業とか実習に資するものという形で書かれ

ているものにつきまして採択をしているという

ような状況でございます。

【中村(泰)委員】 今のお話を伺うと、そういっ
たことを報告する必要はないというような、そ

れが最先端のものであればそれでよいというよ

うな感じで受けております。高校側も、もちろ

ん理由があってこれを必要としていると思いま
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すが、もう少し具体的にどういったところで必

要なのかといったところも今のうちから考えて

いくべきだと思います。

そこで、一つ提案ですけれども、企業との連

携がこういったところで重要になってくると思

います。3Ｄプリンタを使いたい企業もあれば、
マシニングセンタを使いたい企業もあると思う

んですね。なので、事前に今の段階から、本来

であればこういった企業と連携をしたいとか、

そういったようなところまで含めて高校側に考

えていただきたいと思うんですけれども、その

あたり、いかがでしょうか。

【狩野高校教育課長】今回導入します機器は最

新の設備でございますので、現在、高校教育課

で産業エキスパートセミナーを実施しておりま

す。具体的には、民間企業であるとか、もしく

は大学等から講師を招聘しまして、生徒だけで

なくて指導する教員にも指導していただくよう

な事業を展開しておりますので、そのような事

業を使いながら、民間企業や大学等とも連携し

てまいりたいと考えております。

【中村(泰)委員】 ありがとうございます。各高
校にも民間との連携であるとか、ものが入って

きてから考えるのではなくて、スピード感が重

要だと思いますので、これがあれば何ができる

のかということをしっかりと報告して、すぐに

これが生かされるように進めていただければと

思います。

続きまして、医療政策課のワクチンに関する

縦長の資料でございます。

先日、本県もワクチン接種が医療従事者の方

からなされています。諫早総合病院の院長さん

がワクチンを一番最初に打たれたというような

ことを記事で拝見いたしました。先に医療従事

者の方が打たれて、その情報であるとか、県民

の皆さんに安心を届けるためにそういったしっ

かりとした情報を出さないといけないというこ

とでおっしゃっておられましたが、今回、コー

ルセンターを設けるということですけれども、

副反応に対する説明とか、メディアやネットを

通していろんなうわさが今飛んでいると思うん

ですけれども、そのあたり、どういうようなお

声が届いているのかということでお知らせいた

だけないでしょうか。

【林田医療政策課企画監】現時点におきまして、

委員おっしゃったように、県内では3病院の先
行接種が始まってまだ間がないというところで、

具体的に副反応等のお声というのはまだ届いて

いない状況でございます。

【中村(泰)委員】 副反応に対する心配とか、そ
ういったところでのお声が県に届いているので

はないかなと思うんですけれども、そのあたり

の認識をお知らせください。

【林田医療政策課企画監】県民の皆様のご心配

はあろうかと思います。それにつきましては県

としても国からの情報をその都度明らかにしな

がら、正確な情報をお伝えしていきたいと思っ

ております。

【中村(泰)委員】 お伺いをしたかったことは、

不安な声が今届いているのかということと、あ

と、具体的にどういった内容なのかというとこ

ろです。

【浦川分科会長】 暫時休憩します。

― 午前１１時５０分 休憩 ―

― 午前１１時５０分 再開 ―

【浦川分科会長】 分科会を再開いたします。

【林田医療政策課企画監】県民の皆様のご心配

のお声は確かに届いておりますので、そこあた

りは少し分析しながら今後対応していきたいと
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思います。

【中村(泰)委員】 非常に答えにくいところであ
るということは十分に理解しております。

ただ、コールセンターが外注でやられるとい

うことで、そこがすごく不安に思うんですが、

具体的にどういった方がなされるんでしょうか。

【林田医療政策課企画監】看護師であるとか保

健師であるとかの専門的な知識を持った方が対

応するということになっております。あと、必

要に応じて医師とも連絡が取れるような形にな

っております。

【中村(泰)委員】 他県とか、そういったところ
で既にコールセンターが実施されているような

ところがあって、そういったところに問い合わ

せると、曖昧な答え方をされるようで、逆にそ

れが不安を煽ってしまうというような側面があ

るんですね。

すみません。今のような感じだったら、県民

の皆さんも逆に不安になるのではないかなと私

としては思っています。なので、Ｑ＆Ａといっ

たものをしっかり用意していただいて、同じよ

うな質問というか、そこは国と連携されると思

うんですけれども、そういった形で事前にどう

いった質問が来るということをわかった上で整

えておくべきだと思うんですが、そのあたりは

いかがでしょうか。

【林田医療政策課企画監】委員ご指摘のとおり、

そのような形が必要だと思っておりますので、

しっかりそれを整備した上で対応したいと思い

ます。

【中村(泰)委員】 最後です。
先日、医療政策課のツイッターで政府の動画

が届いて、メッセッジャーＲＮＡの動画が出て

きたんですけれども、なぜ県として医療政策課

のツイッターでメッセンジャーＲＮＡのワクチ

ンについてわざわざ説明されたのかなと思いま

した。何か意図があればお知らせいただけない

でしょうか。

【林田医療政策課企画監】申し訳ございません。

今、委員ご指摘の動画を、私、把握しておりま

せんで、調べましてまた報告させていただけれ

ばと思います。

【浦川分科会長】ほかに何か質疑がございます

か。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【浦川分科会長】ほかに質疑がないようですの

で、これをもって質疑を終了します。

次に、討論に入ります。

討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【浦川分科会長】討論がないようですので、こ

れをもって討論を終了いたします。

予算議案に対する質疑・討論が終了しました

ので、採決を行います。

第75号議案のうち関係部分は、原案のとおり
可決することにご異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【浦川分科会長】 ご異議なしと認めます。

よって、予算議案は、原案のとおり可決すべ

きものと決定されました。

予算議案の審査結果について整理したいと思

いますので、しばらく休憩いたします。

― 午前１１時５４分 休憩 ―

― 午前１１時５５分 再開 ―

【浦川分科会長】 分科会を再開いたします。

これをもちまして分科会の審査を終了いたし

ます。

【浦川委員長】ただいまから委員会を協議会に

切り替えます。
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― 午前１１時５６分 休憩 ―

― 午後 ２時３６分 再開 ―

【浦川委員長】 委員会を再開いたします。

それでは、本日協議いたしました委員会の審

査内容については、原案のとおり決定されまし

たので、この後、理事者に正式に通知すること

といたします。

これをもちまして、委員会を終了いたします。

大変おつかれさまでした。

― 午後 ２時３７分 散会 ―
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１、開催年月日時刻及び場所

  令和３年３月９日

自  午前１０時００分

至  午後 ３時５２分

於  委 員 会 室 ２

２、出席委員の氏名

委員長（分科会長） 浦川 基継 君

副委員長（副会長） 中島 浩介 君

委   員 中山  功 君

〃 徳永 達也 君

〃 堀江ひとみ 君

〃 山田 朋子 君

〃 ごうまなみ 君

〃 宅島 寿一 君

〃 麻生  隆 君

〃 山下 博史 君

〃 中村 泰輔 君

３、欠席委員の氏名

な  し

４、委員外出席議員の氏名

な  し

５、県側出席者の氏名

総 務 部 長 大田  圭 君

学事 振興課 長 門池 好晃 君

教 育 長 池松 誠二 君

政 策 監 島村 秀世 君

教 育 次 長 林田 和喜 君

総 務 課 長 桑宮 直彦 君

県立学校改革推進室長 松山 度良 君

福利 厚生室 長 吉田 和弘 君

教育環境整備課長 日高 真吾 君

教 職 員 課 長 上原 大善 君

義務 教育課 長 加藤 盛彦 君

義務教育課人事管理監 大場 祥一 君

高校 教育課 長 狩野 博臣 君

高校教育課人事管理監 山﨑 由美 君

特別支援教育課長 宮﨑 耕二 君

児童生徒支援課長 安永 光利 君

生涯 学習課 長 立木 貴文 君

生涯学習課企画監 山﨑 賢一 君

学芸 文化課 長 草野 悦郎 君

体育 保健課 長 松﨑 耕士 君

体育保健課体育指導監 岩橋 英夫 君

教育センター所長 山口 千樹 君

６、審査事件の件名

○予算決算委員会（文教厚生分科会）

第2号議案
令和3年度長崎県一般会計予算（関係分）
第3号議案
令和3年度長崎県母子父子寡婦福祉資金特別
会計予算

第14号議案
令和3年度長崎県国民健康保険特別会計予算
第78号議案
令和2年度長崎県一般会計補正予算（第14
号）（関係分）

第88号議案
令和2年度長崎県国民健康保険特別会計補正
予算（第3号）
第94号議案
令和2年度長崎県一般会計補正予算（第16
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号）（関係分）

７、付託事件の件名

〇文教厚生委員会

（1）議 案

第17号議案
知事、副知事、教育長及び常勤の監査委員の

給与の特例に関する条例の一部を改正する

条例（関係分）

第18号議案
職員の給与の臨時特例に関する条例の一部

を改正する条例（関係分）

第20号議案
長崎県薬事審議会条例の一部を改正する条

例

第21号議案
長崎県薬務関係手数料条例の一部を改正す

る条例

第22号議案
長崎県の事務処理の特例に関する条例の一

部を改正する条例（関係分）

第23号議案
長崎県指定居宅サービス等の事業の人員、設

備及び運営の基準に関する条例等の一部を

改正する条例

第24号議案
長崎県指定障害福祉サービスの事業等の人

員、設備及び運営の基準に関する条例等の一

部を改正する条例

第25号議案
市町村立学校県費負担教職員定数条例及び

県立学校職員定数条例の一部を改正する条

例

第47号議案

財産の取得について

第48号議案
財産の取得について

第49号議案
財産の取得について

第50号議案
財産の取得について

第66号議案
長崎県福祉保健総合計画について

第67号議案
長崎県子育て条例行動計画の変更について

（2）請 願

なし

（3）陳 情

・新型コロナウイルス感染症対応に係る鍼灸マ

ッサージ業経営窮状救済に関する陳情書

・陳情書（貴議会の喫煙専用室の廃止、屋外の

指定喫煙所の閉鎖・廃止、および禁煙治療費

の2/3助成の予算化のお願い）
・要望書（特別支援学校設置について）

・すべての医療機関・介護事業所への財政支援

を求める陳情書

・長崎奉行所西役所等遺跡群の調査・保存・活

用・整備に関する陳情書X
・新型コロナウイルス感染対策における障害児

者とその支援者への感染予防策の充実を求

める陳情書

８、審査の経過次のとおり

― 午前１０時００分 開会 ―

【浦川委員長】 おはようございます。

ただいまから、文教厚生委員会及び予算決算

委員会文教厚生分科会を開会いたします。
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それでは、これより議事に入ります。

今回、本委員会に付託されました案件は、第

17号議案「知事、副知事、教育長及び常勤の監
査委員の給与の特例に関する条例の一部を改正

する条例」のうち関係部分、ほか13件でありま
す。

そのほか、陳情6件の送付を受けております。
なお、予算議案につきましては、予算決算委

員会に付託されました予算議案の関係部分を、

文教厚生分科会において審査することになって

おりますので、本分科会として審査いたします

案件は、第2号議案「令和3年度長崎県一般会計
予算」のうち関係部分、ほか5件であります。
次に、審査方法についてお諮りいたします。

審査は従来どおり、分科会審査、委員会審査

の順に行うこととし、部局ごとに、お手元にお

配りしております審査順序のとおり、総務部、

教育委員会、こども政策局を含む福祉保健部の

順に行うことといたしたいと存じますが、ご異

議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【浦川委員長】ご異議ないようですので、その

ように進めることといたします。

また、議案外につきましては、開会日の委員

会でお知らせしましたとおり、事前通告いただ

いた質問を行うことといたします。事前通告い

ただいた質問は、お手元にお配りしております

一覧のとおりとなっております。

また、質問応答時間につきましては、1部局
の審査において、答弁も含め一人1回20分以内
とさせていただきますので、よろしくお願いい

たします。

これより、総務部関係の審査を行います。

【浦川分科会長】まず、分科会による審査を行

います。

予算議案を議題といたします。

総務部長より、予算議案の説明をお願いいた

します。

【大田総務部長】総務部関係の議案についてご

説明申し上げます。

総務部の「予算決算委員会文教厚生分科会関

係説明資料」をお開きいただければと存じます。

今回ご審議をお願いしておりますのは、第2
号議案「令和3年度長崎県一般会計予算」のう
ち関係部分、第78号議案「令和2年度長崎県一
般会計補正予算（第14号）」のうち関係部分で
あります。

3ページをお開きいただければと思います。
はじめに、第2号議案「令和3年度長崎県一般
会計予算」のうち関係部分についてご説明申し

上げます。

総務部所管の歳入予算総額は、国庫支出金42
億8,021万8,000円であります。
歳出予算総額は、136億491万3,000円を計上

してございます。

この歳出予算の主な内容につきましては、長

崎県公立大学法人に対する運営費交付金、県立

大学佐世保校の建替え及び情報セキュリティ産

学共同研究センター（仮称）の新設のための施

設整備事業費補助金等の経費といたしまして、

大学法人費37億7,469万6,000円、私立学校の教
育条件の維持向上、施設の安全性の確保及び保

護者負担の軽減を図る経費といたしまして、私

立学校助成費97億4,426万7,000円を計上して
ございます。

次に、令和4年度以降の債務負担を行うもの
についてご説明申し上げます。

県立大学佐世保校建設整備に伴う建設工事関

連経費について、令和4年度に要する経費とい
たしまして、県立大学佐世保校建設整備事業費
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5,796万円、県立大学情報セキュリティ産学共同
研究センター（仮称）整備に伴う工事関連経費

について、令和4年度に要する経費といたしま
して、県立大学情報セキュリティ産学共同研究

センター（仮称）整備事業費2億6,520万円、SNS
等を活用した相談業務委託について、令和4年
度に要する経費といたしまして、私立学校振興

事務費105万円を計上しております。
次に、第78号議案「令和2年度長崎県一般会

計予算補正予算（第14号）」のうち関係部分に
ついてご説明申し上げます。

補正予算額は、歳入予算5億5,916万9,000円
の減であります。

歳出予算は、12億8,189万3,000円の減であり、
この主なものといたしましては、私立学校振興

費にかかるものとなってございます。

次に、繰越明許費についてご説明申し上げま

す。

県立大学佐世保校建設整備において、新型コ

ロナウイルス感染拡大の影響で、資材の納入に

時間を要したことによりまして工事が遅延し、

その後の工事の着手にも遅れが生じたことから、

県立大学佐世保校建設整備事業費3億5,440万
円について、繰越明許費を設定しようとするも

のであります。

最後に、令和2年度補正予算の専決処分につ
いて、あらかじめご了承を賜りたいと存じます。

令和2年度予算については、今議会に補正を
お願いしておりますけれども、今後、年間の執

行額の確定に伴いまして、調整・整理を行う必

要が生じることから、3月末をもって令和2年度
の予算の補正について専決処分により措置をさ

せていただきたいと考えておりますので、ご了

承いただきますようお願い申し上げます。

以上をもちまして、総務部関係の説明を終わ

ります。

よろしくご審議賜りますようお願い申し上げ

ます。

【浦川分科会長】 ありがとうございました。

以上で説明が終わりましたので、これより予

算議案に対する質疑を行います。

質疑はございませんか。

【堀江委員】 総務部横長資料の4ページをお願
いいたします。

その中で高等学校私立学校助成費の中の2番
目、私立学校教育振興費補助金、1人1台端末の
部分ですが、これが中学校私立学校助成費、そ

れから同じように小学校私立学校助成費という

ことで、今回、1人1台のパソコン端末の整備関
係ということで、主な事業、当初予算の概要版

の26ページに記載をされている内容です。
今回、この事業の概要を見ますと、令和3年

度の整備予定として、高等学校が13、中学校が
4、小学校が2と学校名が掲げられています。

2月24日に説明会がありました総務部の説明
資料の2ページを見ますと、私立学校の学校数
につきましては、高等学校が23、中学校が12、
小学校が6とあるわけですが、今回の令和3年度
の整備予定というのは、高等学校で言いますと

23校のうちの13校ということで、これは随時や
っていくと捉えていいのか。今回、いわゆる学

事振興課として対応する学校数、私学の中でも、

全部ではないわけですけれども、どういう形で

整備するのかということを教えてください。

【門池学事振興課長】 学校におけるパソコン、

端末の整備については、事前に学校法人の方か

ら令和3年度の整備計画というのをお聞きして
おりまして、その中で整備を希望される学校を

今回の予算に計上しているところでございます。

【堀江委員】 そうしますと、今回は、主な事業
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の26ページに掲げた学校数が手を挙げたとい
うことですけれども、ほかの学校についてはど

うなるんですか。手は挙げてなかった学校の整

備計画というのは、どういうことかも教えてく

ださい。

【門池学事振興課長】 端末の整備については、

それぞれ学校法人がそれぞれの考え方で整備を

しておりまして、学校が購入するものもありま

すし、パソコンは結構進化が激しいということ

もありまして、保護者の方に負担していただく

ように考えている学校もございます。

そういったところで、県の予算に計上されな

い学校も出てきているところではございます。

今年度に限らず、また来年度もそういった格

好で整備を予定している学校がございますけれ

ども、令和4年で言いますと、全生徒に対する
充足率は約9割程度に整備が見込まれるところ
でございます。

【堀江委員】 令和4年度で9割ということであ
れば、例えば同じ県内で学ぶ高校生ということ

に限定した場合、今度、県立高校は1人1台とい
うことで準備しますよね。同じ長崎県で、私学

に学ぶ高校生は、学校もそれぞれの考えがある

とはいえ9割ということですけど、同じように1
人1台のパソコンを活用できると考えていいん
ですか。公立と私学に学ぶことによって、例え

ば1人1台のパソコンの活用に差があってはい
けないと私は思っているんですが、その点は私

学、学校の考え方もあるかと思うんですが、ど

のように理解したらいいでしょうか。

【門池学事振興課長】 1人1台というのが目的
としては非常に適しているのかなとは思います

けれども、学校によっては、やっぱり資金の関

係とかもありまして、整備がなかなか進まない

ようなところもあります。そこについては、端

末が1人1台ではなくても、共用で使えるような
パソコンがありますので、そこはもう学校の教

育方針にのっとって授業が進められるものと考

えております。

【堀江委員】 課長が言われるように、1人1台
を持つことが目的ではなくて、どうやってそう

いう情報を操作できるか、活用できるかという

ことが目的だと思っているので、必ず1人1台と
はならないと思うんですが、私としては、今回、

整備の予定が私学が把握する学校の中でも全部

ではないというところでちょっと疑問を持ちま

して今の質問をさせていただいたところですが、

いずれにしても、それぞれの学校が望む形、1
人1台のパソコンを整備したいということで要
望するのであれば、ぜひその立場でお願いをし

たいと思っています。

横長資料の大学法人費の中の県立大学情報セ

キュリティ産学共同研究センター（仮称）につ

いて質問いたします。

これは主な資料で言うと55ページに書かれ
た内容で事業がわかるんですけれども、同じく

2月24日に出された総務部の説明資料の13ペー
ジを見ますと、これは私が申し上げるまでもな

く、3年間で共同センターをつくりましょうと
いうことなんです。

そこで、質問ですが、先ほど総務部長が説明

の際に、県立大学の建設の問題で、なかなかコ

ロナ禍の中で資材の納入も含めて時間を要する

ということでの繰越明許の説明がありましたが、

今回の共同センターの整備事業につきましては、

設計、建設、整備ということであるんですけれ

ども、そういうコロナ禍の中での計画への影響

なりというのはどうなんでしょうか。その点、

1点教えてください。
【門池学事振興課長】佐世保校の建設事業の繰
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越の要因として、コロナの影響で、国内の工場

なんですけれども、そこが緊急事態宣言とかあ

った中で、従業員を減らして対応したというの

があって、その関係で資材の納入が遅れたとい

うことで繰り越すことにはなっておるんですけ

れども、今のところ、この情報セキュリティ産

学共同研究センター（仮称）の建設に当たって、

今後のコロナの感染状況にもよるとは思います

けれども、通常どおり操業がなされれば、予定

どおり完成できるものと考えております。

【浦川分科会長】 ほかにありませんか。

【宅島委員】 横長の令和3年2月定例県議会の
資料にいきますけれども、私立学校助成費のと

ころで、この対象の中学、高校、これの数をま

ず教えてください。

【門池学事振興課長】私立学校助成費、それか

ら私立中学校の助成費の対象の学校数でござい

ますけれども、高校につきましては23校、中学
校につきましては12校が対象になっておりま
す。

【宅島委員】ここでいう12校と23校の生徒数、
これはそれぞれ何名ぐらいになっていますか。

【門池学事振興課長】 生徒数につきましては、

令和2年5月1日現在で申し上げますと、高等学
校につきましては1万1,885人です。中学校につ
きましては1,986人となっております。
【宅島委員】 そこで、ここの額が大きい、高等

学校等就学支援金ということで32億4,000万円
計上してあるんですけれども、これによって通

常の家庭が負担する入学金、これは入学金の支

援ということで理解していいですか、就学支援

というのは。

【門池学事振興課長】高等学校等就学支援金に

つきましては、授業料の支援ということになっ

ております。

【宅島委員】わかりました。授業料の支援でこ

こまで計上してあるんですけれども、これを計

上することによって各ご家庭の負担がどのぐら

い割合的に下がったのかというのはわかります

か。

【門池学事振興課長】高等学校等の就学支援金

につきましては、590万円未満の世帯の生徒に
対しては、授業料月額3万3,000円を上限に支援
を実施しているところでございまして、県内の

高校の授業料につきましては、平均、おおむね

そこの範囲内におさまっている学校がほとんど

でございまして、そこで言えば、私立高等学校

の生徒の約6割がそこの支援を受けているとい
うところでございます。

併せて、県単で授業料軽減補助金というのを

この就学支援金に上乗せして実施をしておりま

すけれども、授業料の半額の補助になりますが、

そこまで含めますと、約7割の生徒がそこの対
象になると。

それから、720万円から910万円までの世帯、
ここが月額9,900円の支援となっておりますけ
れども、そこまで含めますと約8割の生徒がこ
の支援の対象になっているというところでござ

います。

【宅島委員】 その720万円から910万円と今説
明がありましたけれども、910万円以上は補助
なしということでいいですか。

【門池学事振興課長】就学支援金の対象として

は、910万円以上の世帯の生徒に対しては支援
がないという状況でございます。

【宅島委員】 以上です。

【麻生委員】同じ関係でちょっとお尋ねしたい

んですが、令和2年度の一般会計補正予算の減
額の関係です。10ページを今見ているんですけ
れども、歳出の分で99億8,800万円、約100億円
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近くの補助金の関係で約9億4,000万円ほど減
額補正になっているんですよ。見ますと、私学

振興だとか、高校の就学支援金というのが結構

大きなお金が落ちているものですから、この中

身をちょっと教えてもらいたいと思っています。

【門池学事振興課長】 2月補正の補正額9億
4,000万円の主な内容につきましては、一つは私
立の専門学校生の経済的支援事業ということで、

高等教育の無償化の関係で、年収380万円未満
の世帯の授業料の減免というのがございまして、

これが令和2年度から開始されるということで、
昨年度の予算の時に見込みを立てていたんです

けれども、実際にその見込みよりも実績が大き

く下回ったということで、そこで3億5,000万円
の減額となっております。

それから、高等学校の教育振興費補助金とい

うことで、経常的経費を補助しているんですけ

れども、その関係で生徒数が減少したというこ

とがございまして、そこで約1億5,000万円の減
額となっております。

それと、高等学校の就学支援金というのがご

ざいまして、これも令和2年度から制度が大幅
に改正されまして、先ほど宅島委員にお答えし

たとおり、年収590万円未満の世帯に対しては、
ほぼ全額の授業料が減額になっているというこ

とで、見込みは立てたんですけれども、実際に

申請があった世帯の生徒数が少なかったという

ことで、それも約3億5,000万円の減額となって
おります。

【麻生委員】本年度の予算は同じような金額に

なっているので、今回、一部590万円までプラ
ス380万円未満、この分があるから、逆に言え
ば今年度の予算は前年度並みになっていると理

解していいんですか。そうしないと、昨年から

始まった私立高校の無償化、これでこの減額の

補正が出てきたということの相関性で考えてみ

ればいいわけですか。

【門池学事振興課長】 令和3年度の当初予算の
積算に当たっては、今年度の実績をベースに算

定をしておりますので、生徒の減少とか、変動

要素は若干ありますけれども、おおむねこの予

算で執行できるのかなと思っております。

【麻生委員】 わかりました。減額補正の9億
4,000万円というのは大きかったので、何らかの
原因があるなと思いましたけれども、昨年から

高校の年収590万円未満の無料化というのが大
きく効いてきたということで減額補正したとい

うことで理解していいですね。わかりました。

漏れがないように、ぜひお願いしたいなと。約

6割の方が、次の話があったようになってきて
いるということで、やっぱり長崎県内の所得も

含めて厳しい状況なのかなと思いますので。

今後、また今年は一部加算もあるという状況

で聞いていますので、しっかりとした手当てを

お願いしたいと思っています。よろしくお願い

します。

【山下委員】県立大学の佐世保校の建設整備事

業について、予算がまた計上されておりますの

で、その点について数点お尋ねをしたいと思い

ます。

スケジュールを以前ご説明いただいた際には、

令和3年度から地域交流棟というところで建設
が始まるとお聞きしております。

この地域交流棟の建物の内容をお知らせいた

だければと思っております。

【門池学事振興課長】県立大学の佐世保校の建

て替えにつきましては、「地域に開かれた魅力

あるキャンパス」ということを基本理念として

進めておりまして、地域住民等との交流機能を

新たに持たせた施設を整備して、それが地域交



令和３年２月定例会・文教厚生委員会・予算決算委員会（文教厚生分科会）（３月９日）

- 38 -

流棟ということで整備を進めているところでご

ざいます。

地域交流棟の建設については、今年度から着

手をすることにしておりますけれども、1階に
地域の住民の方が学生や教員の方と交流できる

スペースを数か所設け、音楽の演奏ができるス

ペース、これも3か所程度設けております。そ
れから、2階にはお茶ができる茶室なんかも設
けて、そういったところを地域の住民の方に利

用していただくように考えているところでござ

います。

それ以外は、学生の教室もありまして、おお

むね面積は約2,700平米程度ございまして、事業
費は全体で11億6,000万円を予定して、令和4年
度の完成を目指しているところでございます。

【山下委員】内容については、理解をさせてい

ただきました。

地域交流棟、地域ということでありますので、

地域住民の方がこの内容を理解していただいて

活用していただく、この棟を使っていただくこ

とが最大の目的だと思います。実は今日時点で、

地元の自治会の皆さんにも少しヒアリングをさ

せていただきましたが、ほとんどの方が内容に

ついてまだ知らされてないし、知らないという

ようなお返事でありましたので、この活用方法

等々、今後、箱ものをつくることが目的ではな

くて、ここに魂を込めることが目的だと思いま

すので、ぜひ地域住民の方に丁寧な意見交換を

今後していただきたいと思いますが、そのあた

りのご見解をお願いいたします。

【門池学事振興課長】建設に当たりまして、地

域住民の皆様とは、平成27年度に一回意見交換
会というのを実施しております。

それから、平成30年度には、工事の説明とい
うのを地元の自治会等に実施しておりますけれ

ども、委員ご指摘がありました地域住民の利用

を促したり周知を図るという意味では、今後、

工事の進捗でありましたり、施設の概要とか、

利用促進に向けた情報提供を随時実施するよう

にしているところでございます。

【山下委員】お聞きするところによると、以前、

佐世保市も地元の自治会も入った形で、この大

学のあり方検討会みたいなものが開かれて、新

しい提案型の、こういう大学の機能を持たせよ

うと。新しい試みだと私も聞いておりますので、

ぜひこれは活用していただいて、地元としては

やっぱりこの新しいキャンパスになることで生

徒さんが増えるのではないかとか、地域が明る

くなるよねとか、皆さん非常に期待をされてお

りますので、もっと地域の方々を巻き込んだ形

で、ぜひ活用していただくような形で機能を充

実させていただければと、最後要望で終わらせ

ていただきたいと思います。よろしくお願いし

ます。ありがとうございました。

【浦川分科会長】 ほかにありませんか。

【中村(泰)委員】 単位互換制度等県内国公私立
大学・短期大学の連携推進費についてでござい

ます。若干ですけれども、減額ということにな

っております。こういったものは、本来、加速

して進めていくべきようなものだと思うんです

が、まずはこの事業の状況についてお知らせ願

います。

【門池学事振興課長】この事業につきましては、

県内には11大学ございますけれども、そこのそ
れぞれの授業をほかの大学生が受けられるよう

な単位互換制度というのを中心に事業を実施し

ていたり、合同でオープンキャンパスみたいな

ものを実施して、県内高校生や中学生に対して

県内大学の魅力を伝えたりしている事業でござ

いますけれども、今年度、若干減額になってい
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るところにつきましては、今年、新型コロナウ

イルスの関係で計画どおりの活動ができなかっ

たというところもありまして、それに代わる経

費としてWebでのオープンキャンパスとか、そ
ういったものを実施したところでありますけれ

ども、結果的にそういった減額になったという

ことでございます。

【中村(泰)委員】 県の方針としては、よりこう
いった横との連携というか、実際県立大学が積

極的に推進をしていかないと、多分こういった

ものは県内で進まないかなと思うんです。決し

て消極的になったりとか、また何か壁にぶつか

ったとかいうことではなくて、もっと県として

は、こういった県内の大学生全体にすごくプラ

スになるような動きというのは今後も進めてい

くという認識でよろしいでしょうか。

【門池学事振興課長】単位互換制度につきまし

ては、今回の連携事業の目玉ということでこれ

まで実施をしてきておりまして、例えば令和元

年度でいきますと、約640人程度の学生が受講
されたという実績もございます。

県内大学への進学を促進するうえでは、こう

いった制度があるということで大学の魅力とい

うのが向上すると思いますので、こういった取

組は今後も続けていきたいとは考えております。

【中村(泰)委員】 県立大学だけではなくて、他
大学の生徒にとってもプラスになるので、行政

がやる価値があるかなと私としてはすごく感じ

ておりますので、引き続き事業の推進をよろし

くお願いいたします。

以上です。

【浦川分科会長】 ほかに質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【浦川分科会長】ほかに質疑がないようですの

で、これをもって質疑を終了いたします。

次に、討論を行います。

討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【浦川分科会長】討論がないようですので、こ

れをもって討論を終了いたします。

議案に対する質疑・討論が終了しましたので、

採決を行います。

第2号議案のうち関係部分及び第78号議案の
うち関係部分については、原案のとおり可決す

ることにご異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【浦川分科会長】 ご異議なしと認めます。

よって、各議案については、原案のとおり可

決すべきものと決定されました。

【浦川委員長】次に、委員会による審査を行い

ます。

総務部においては、今回、委員会付託議案及

び陳情審査がないことから、所管事項について

説明を受けた後、事前通告された、その他所管

事項一般について質問を行います。

総務部長より所管事項説明をお願いいたしま

す。

【大田総務部長】総務部関係の議案外の主な所

管事項についてご説明申し上げます。

総務部の「文教厚生委員会関係説明資料」及

び（追加1）をお開きいただければと思います。
今回ご報告をいたしますのは、県立大学の卒

業予定者の就職内定状況について、県立大学の

一般入試志願倍率について、私立高等学校新規

卒業者の就職状況について、長崎県行財政運営

プラン2025（案）の策定についてであります。
まず、県立大学の卒業予定者の就職内定状況

についてでありますが、長崎県立大学におきま

しては、課題発見力などの社会人基礎力、社会

のグローバル化や情報化に対応する能力を有す
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る人材育成を目指して、英語教育の強化や課題

解決型学習を取り入れた実践的な教育を実施す

るとともに、様々な媒体を活用した大学のPR
などを実施し、魅力ある、選ばれる大学となる

ための取組を進めております。

令和3年3月卒業予定者の1月末現在における
就職内定率につきましては、92.1％と前年同期
比3.4ポイントの減となっております。学部別の
就職内定率につきましては、記載のとおりとな

ってございます。

今年度は、新型コロナウイルス感染拡大の影

響から、企業説明会の延期・中止や一部企業の

採用選考の取りやめに加え、Web面接の拡大に
よる新たな就職活動への対応など学生にとって

は、近年例のない厳しい状況となっております。

県立大学においては、学生への個別支援など

によりまして、就職内定率は上がってきており

ますが、今後も、一人でも多くの学生が就職で

きるよう大学一体となって最後まできめ細やか

な支援に取り組んでまいりたいと考えてござい

ます。

一方、就職内定者のうち県内就職の割合は

28.6％で、前年同期比0.7ポイントの増となって
ございます。

県立大学におきましては、県派遣キャリアコ

ーディネーターの活用やWebを活用した県内
企業情報の提供など積極的に実施してきました

が、コロナ禍における就職への不安から、県内

企業へ就職を変更した学生がいる一方で、動き

の早い県外企業に早期就職を決めた学生もいる

など全体としては昨年度と同程度の内定状況と

なってございます。

今後も、未内定者に対しては、県内企業との

マッチングを図りながら就職支援を行っていく

とともに、コロナ禍における学生の就職活動の

動向なども分析しながら、引き続き県内就職率

向上への取組を推進してまいります。

次に、「文教厚生委員会関係説明資料（追加

1）」の1ページをご覧いただければと思います。
県立大学の一般入試志願倍率についてでござ

います。

令和3年度一般入試における最終志願倍率は、
大学全体では前年比0.7ポイント減の5.6倍とな
りました。学部別の志願倍率については記載の

とおりであります。

大学全体の志願倍率は昨年度より低下してお

りますが、これは、大学入学共通テスト志願者

の全体的な減少などにより、県立大学におきま

しても県外生の志願者数が減少したものと認識

をしております。

一方で、県内生の志願者数は昨年度を上回っ

ておりまして、学部学科再編や県内高校訪問の

強化など、これまでの県内生進学促進への取組

が徐々に成果として現れているものと考えてご

ざいます。

恐れ入りますが、「文教厚生委員会関係説明

資料」の方にお戻りいただきまして、2ページ
目をお願いいたします。

私立高等学校新規卒業者の就職状況について

であります。

私立学校においては、県内就職推進員の配置

を支援するとともに、産業労働部や長崎労働局

とも連携をいたしまして、県内企業面接会や名

刺交換会への参加を各学校に促すとともに、学

校毎の県内企業説明会や企業見学会を推進する

など、私立高校生の県内就職率の向上を図って

まいりました。

さらに、高校と県工業会との意見交換会をそ

れぞれ継続的に開催するなど、関係機関の連携

強化にも取り組んでございます。
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本県の1月末現在における私立高等学校の就
職希望者の就職内定率につきましては、83.7％
で前年同期比5.3ポイントの減少となっており、
このうち、県内就職希望者の内定率では80.7％、
県外就職希望者の内定率は93.8％となっており
ます。

また、県内就職内定者の割合は、73.9％と前
年同期に比べ0.2ポイント減少しております。
一方、1月末現在の未内定者数は123名となっ

ておりますので、県といたしましては、県内企

業等の充足・未充足情報の提供を行ったうえで、

未内定者の多い学校に対しまして、生徒の状況

把握と継続的な支援に取り組むよう指導を行っ

ております。

今後とも、地元就職の魅力を発信するパンフ

レットの配布ですとか、県幹部職員等による県

内定着に関する講演の開催など、県内就職に向

けた意識の醸成を図るとともに、1～2年生向け
の企業説明会の開催ですとか、保護者の企業説

明会等への参加などによる県内企業との交流拡

大を推進するなど私立高校生の県内就職の促進

に引き続き取り組み、若者の地元定着を図って

まいります。

次に、長崎県行財政運営プラン2025（案）の
策定についてでありますが、新たに取り組む行

財政改革に関する計画につきましては、県議会

や県民の皆様からのご意見も踏まえまして、こ

のたび、令和3年度から令和7年度までを推進期
間といたします「長崎県行財政運営プラン2025
（案）～挑戦する組織への変革とデジタル改革

～」をとりまとめました。

総務部におきましては、全庁的な取組であり

ます事業の選択と集中や内部管理経費の縮減等

に取り組むとともに、行政手続きや庁内業務に

おけるデジタル化の推進、環境変化に対応した

働き方の推進や活力ある職場づくり、企業や大

学等の多様な主体との連携・協働の推進などに

取り組んでまいりたいと考えております。

今後、プランの実現に向けまして全庁一丸と

なって取り組んでまいりますので、委員各位の

ご協力を賜りますようお願い申し上げます。

以上をもちまして、総務部関係の説明を終わ

ります。

よろしくご審議賜りますようお願い申し上げ

ます。

【浦川委員長】 ありがとうございました。

以上で説明が終わりましたので、次に、事前

通告された、その他所管事項一般に対する質問

を行うことといたします。

質問はありませんか。

【中山委員】今、総務部長から説明がありまし

たが、県立大学の卒業予定者の就職内容等につ

いてお尋ねします。

全体的には、コロナの影響をちょっと心配し

ておりましたけれども、全体から見る限りでは、

全体として3.4％マイナスで、長崎県内の就職率
は28％、低いことは低いですけれども、0.7％増
ということでありますので、そう影響ないのか

なと思いますけれども、そこで具体的に何点か

お聞きします。

まず、最初に、県内の企業からの求人数が減

っているのではないかという推測をするわけで

ありますけれども、これについて何か数字を把

握していれば教えていただきたいと思います。

【門池学事振興課長】県立大学にきました求人

数でございますけれども、県内・県外とも減少

しておりまして、県内で言えば、令和元年度が

272件に対して令和2年度が189件、全国からの
求人は、令和元年度が1,445件に対して令和2年
度が1,139件と減少しているところでございま
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す。

【中山委員】 県内はかなり減っていますよね。

そうすると、求人企業の開拓について、今後

どのように取り組んでいこうとしているのかお

尋ねいたします。

【門池学事振興課長】県立大学におきましては、

昨年度から、県内の企業を訪問する活動を行っ

ておりまして、県立大学のOB、OGが就職した
企業を中心に、状況の聞き取りであったり、イ

ンターンシップの受け入れであったりといった

内容をお聞きしておりまして、そういった取組

を今後も続けて企業を開拓していくように考え

ているところでございます。

【中山委員】 その際、昨年、学生等にアンケー

トをとった中で、企業の給与より企業の印象を

大事にするような学生が多いということを聞い

ていますので、訪問する場合、また、開拓する

場合、ぜひこの辺を丁寧に説明して開拓をして

いただきたいということを、まず申し上げてお

きたいと思います。

次に、学部学科がありますよね。9学部あり
ますが、この中で特に情報セキュリティ学科、

今年度40人増加ということでありますので、こ
この就職状況、内定者の状況は前年度とどうい

う状況になっているのか、教えていただけます

か。

【門池学事振興課長】情報セキュリティ学科に

つきましては、昨年度の1月現在で県内就職率
が32.3％、今年度が6.3％ということで、かなり
減少しているような状況がございます。

今年度減少した要因としましては、まず、県

外の企業の採用の動きが早かったということで

県外企業に流れたということと、それから4年
生の学生がセキュリティのスペシャリストを志

向する学生が多くて、そうした企業が県外の方

に多く、魅力ある県外企業が多かったというこ

とで、今年減少しているというところでござい

ます。

【中山委員】 減少が30％台から6％台ですから、
急激に減っているわけでして、今の理由は理由

としてわかるんですけれども、学部を増やして

いこうという段階ですから、今の対策を含めて

もう少し、卒業するまで少し時間がありますの

で、ぜひこの辺について、県内の企業に対して、

今からでもいいですから働きかけを強めていく

必要があると思いますので、この点もよろしく

お願いしておきたいと思います。

それと、この部長の説明書の中に、県立大学

としては学生への個別支援をして就職内定率を

向上していこうということであげているようで

すけれども、具体的に学生の個別支援というの

はどういう支援なのか、簡単に教えてくれます

か。

【門池学事振興課長】個別の就職の支援につき

ましては、基本的には学生から相談があった場

合に実施しておりまして、指導内容としまして

は、就職活動でありましたり、あと企業の研究

のやり方、そういった就職の基本的な事項に加

えまして、今年度は英語力など、その学生の能

力を活かせる県内企業の情報なども併せて提供

しているところでございます。

【中山委員】答弁が前後しましたけれども、私

は支援内容を聞いてから個別指導内容をと考え

ておりましたけれども、個別指導の方を先に言

っていただきました。

そこで、希望者から相談を受けるということ

も基本でしょうけれども、どのくらいの生徒が

相談に来るか把握していませんけれども、でき

るだけ学校側から生徒に対しても指導していく

というか、情報を提供していくというか、こう
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いう形が望ましいのではないかと思うんですけ

れども、今後、そういう取組を取り入れていく

というか、大学とこれについて協議できる可能

性はありますか。

【門池学事振興課長】県としましては、県内就

職というのを推進しておりまして、その中でも、

先ほど申し上げました企業の情報というのが、

学生に細かい情報まで伝わってないというとこ

ろがありまして、そういったところで若干県内

企業に行かないといったような傾向があるのか

なと思いまして、今年度からそういった企業情

報をより多くの学生に提供したいと考えており

ます。

そのためには、個別の指導というのは非常に

有効な手段であると考えておりますので、ぜひ、

個別の指導への学生の誘導について工夫できる

ところを大学の方にも提案したり、大学の方に

も考えていただいたりして増加させるような取

組を実施していきたいと考えております。

【中山委員】今の課長の答弁を了といたします

ので、個別指導を丁寧に、親切に学生に提供し

ていくということが大事だと思います。ぜひ大

学と協議して進めていただきたいと思います。

もう一つお聞きしたいのは、この説明書の中

に県内企業へ就職を変更した学生がいると書い

ているんですよね。これはコロナ効果かなとい

う気がするんですけれども、この辺の中身を説

明できますか。

【門池学事振興課長】最初に県外を希望されて、

県内企業に最終的に変更した学生というのがお

りますけれども、それが学生のアンケートを見

ますと、36名おります。ただ、それが全てコロ
ナの影響かどうかというのはわからないんです

けれども、そういう数がございます。

事例といたしまして、最初は都会で働きたい

と思っていたけれども、コロナの影響があって

地元で働きたいと考えた学生であったり、あと

航空関係のキャビンアテンダントを希望してい

たけれども、そういった求人がなくなって、県

内の企業に内定をもらったという事例があった

り、あと、コロナ禍で就職活動をしていく中で、

将来地元に帰ってこられなくなるのではないか

ということも考えて地元就職を選択した学生が

いらっしゃったり、そういった状況で県内企業

を選定した学生がいるということでございます。

【中山委員】こういう形で、理由はどうあれ県

外を県内の方に就職を向けてくれると、大変あ

りがたいことだと思うんですよね。

それで、これを促進させるためには、一つは

県立大学に県内の高校生をいかに多く進学させ

るかという問題と、その前提になりますふるさ

と教育、私立の高校においてふるさと教育をど

のように取り組んでいるのか、この辺の現状が

わかっていれば説明いただきたいと思います。

【門池学事振興課長】私立の高校におきまして

も、ふるさと教育に取り組んでいる学校という

のは数校ございまして、例えば、長崎市の学校

でありましたら、亀山焼の体験を行ったり、地

元のボランティア活動を行ったり、そういう地

域に愛着がわく取組を実施している学校が数校

あるとは聞いております。

県としましては、昨年まで私立学校のパワー

アップ事業というのをやっておりまして、その

中でそういった取組をする学校に対しては支援

を行っております。来年度から事業名は変わる

んですけれども、引き続き、そういった支援は

実施するように考えているところでございます。

【中山委員】これは大変大事な問題で、高校だ

けで取り組むことはなかなか難しい面もありま

すけれども、できるだけやらないといけないと
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思っております。

そこで、昨年までのパワーアップ事業を、今

年度は私立学校よかとこ推進プロジェクト事業、

こういう事業を通じながらふるさと教育、キャ

リア教育を含めて取り組んでいると思いますが、

これを、できるだけ全生徒に向けてやっていく

と。このよかとこプロジェクトも10校ぐらいな
ものでしょう。全体域になっておらんでしょう。

ぜひ私立学校全体でふるさと教育の取組を強化

していくというか、ひとつその辺の相談をぜひ

私立学校側と話し合いを進めていただきたいと

思いますけれども、いかがですか。

【門池学事振興課長】今回、パワーアップ事業

をよかとこ推進プロジェクトにリニューアルし

ているところでございますけれども、より学校

が取り組みやすくなるような視点で事業を組み

換えしております。

一つは、予算枠というのを約550万円増額し
たというところ、それから補助率をこれまで基

本的には2分の1の補助率だったところを3分の
2まで増加させているというところ、それから、
事業の実施に当たっては外部の評価委員会を設

けておりまして、これまでは事前審査というの

をやっておりましたけれども、事前審査をする

ことによって事業の着手までに若干時間がかか

ったり、学校の方にはハードルが高いという印

象もあったことから、それを事後評価という形

に変更しまして、その年にあった成果を検証し

まして次年度に活かすという仕組みに変えてお

ります。現在、学校の実施希望を調査したとこ

ろ、17校が実施したいという希望を持っており
まして、今後もこういった取組の成果を学校の

方にお知らせして、取り組む学校を増やしたい

と考えております。

【中山委員】 17校まで拡大していく見通しが

あるということは大変ありがたい話であります

ので、積極的な取組をお願いしておきます。

最後に1点お聞きしますが、この内定者状況
の中で、未内定者は何名いるのかという問題と、

昨年度、就職も進学もしなかった学生、この数

字がわかりますか。

【浦川委員長】 暫時休憩いたします。

― 午前１０時５４分 休憩 ―

― 午前１０時５５分 再開 ―

【浦川委員長】 再開いたします。

【門池学事振興課長】 1月末現在で、就職希望
者に対して内定者が608名ということで、52名
が未内定というところになっております。

令和元年度の卒業者で就職できなかった学生

は、合計で5名いるというところでございます。
【中山委員】令和元年度はかなり頑張ったなと

思いますので、こういう形で進めていただきた

いと思います。

いずれにしても、この目標が令和7年度、44％
ということですから、まだかなり距離がありま

すので、努力していることは今の質疑でわかり

ましたけれども、さらなる努力を要望して質問

を終わります。

【浦川委員長】 ここで換気のため休憩し、11
時10分から委員会を再開いたします。

― 午前１０時５７分 休憩 ―

― 午前１１時１０分 再開 ―

【浦川委員長】 再開いたします。

【麻生委員】何点かにわたってお尋ねしたいと

思います。私学振興関係です。

参考の文教厚生委員会の説明の学事振興課が

出している書類を見ますと、高等学校は23校あ
りますけれども、人口減少で前年対比97.2％と
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いうことで、この23校で定員割れしている学校
の数と定員オーバーの状況がわかりますか。な

ければ後で結構です。

趣旨は、今回、各学校に一人当たり補助金単

価がありますよね。高校で言えば36万6,000円、
これを人数割りでやって加算されるということ

になっていますけれども、要は、定員を7割割
ると県の補助が受けられないという暗黙のルー

ルがあると。だから、定員を減らすとかしない

と、なかなかこの7割にいかないというところ
もあるでしょう。今後、私立学校の運営も人口

減少を含めて大変厳しい状況になってきている

んですけれども、もちろん各学校の努力もして

もらわないといかんのだけれども、特に、人口

減少になった時に、基本的な考え方、今後、そ

の7割を減じてもらわないといかんというのか。
定員を逆に下げてもらわないといかんというこ

となのか、どういう形で考えなのか、お尋ねし

たいと思います。

【門池学事振興課長】 まず、定員充足率70％
未満についての補助金の不交付の関係の考え方

なんですけれども、定員充足率を70％未満、ま
たは130％を超える学校については、補助金不
交付の対象としているんですけれども、これは

過去、県が認可した定員と募集定員の間に大き

な開きがあって、そういった状況を是正するた

めに実態と合った認可定員となるように、そう

いうのを促すことで導入をさせていただいてお

ります。

これまで、この方法は機能してきたものと考

えておりますし、不交付条件で適用を受けた学

校というのは、これまでないということでござ

います。

【麻生委員】特に、各学校の努力はしてもらっ

て、先ほど私学の補助金、これは所得に関わら

ず、しっかりとした家庭の状況に関わらずに、

意志ある子どもたちをしっかり応援していこう

ということで、平成30年6月から実施された状
況なんですけれども、それで魅力ある学校につ

いては、私学に自分たちの夢をかなえるから行

けるねという話はしているんですよ。しかし、

選ばれる学校と選ばれない学校もありますし、

地域によってそういう状況が出てくるのかなと。

先ほど言われたように、一つの目安かもしれ

ないけれども、学校運営にとって、もし7割割
った時に補助金がもらえないとなると、大きな

学校運営に対して支障があると思っているもの

ですから、努力はしてもらうという思いはある

んですけれども、一定地域の高校ということで、

学ぶ場をしっかりつくってもらうということも

大事ではないかと思っているんですよ。それで、

支援はしてもらっていると思うんですけれども、

対応ですね、今後、人口減少の中でやっぱり出

てくるんだなという可能性もあるものですから、

それと地域によっては定員を大幅に超えている

ところもあるものですから、そういう格差が出

てきているのではないかと思っているところで

すけれども、ここについて各学校についての指

導とか、私学の状況についての、そういう取組

についてのご指導はあっているんでしょうか。

【門池学事振興課長】まず、補助金の不交付の

関係なんですけれども、入学定員をそれぞれ設

定されておりまして、生徒が減少しているとこ

ろというのは、その入学定員に対する充足の状

況を見れば、例えばこの年が70％を切ったとか
いうことがありましても、不交付条件というの

は全体の生徒数、3学年の生徒数で見ますので、
直ちに不交付になるということはございません。

そういった入学の状況を踏まえて、学校とし

ては生徒数を増加させるように努力するのか、
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または定員を減少するのかという選択肢がござ

います。

それともう一つ、先ほどありましたけれども、

私立高校については今年度から就学支援金であ

ったり、県の授業料軽減の充実なんかもやって

おりまして、保護者の負担軽減というのが、先

ほども申し上げましたけれども、就学支援制度

でほぼ全額授業料が減免になる方が約6割、そ
れから半額になる生徒まで含めると約7割、何
らかの支援を、月9,900円の支援まで受けている
人を入れたら8割の生徒がそういう支援の対象
となっておりまして、私学にとってみれば、今

が入学者を増加させるチャンスになるのではな

いかとも考えております。

学事振興課としましては、私立学校に対して

そういった制度をＰＲしたりして入学者を、あ

と学校の魅力、こういったものもしっかり発信

をしていただいて、入学者の増加に努めていた

だくようにお話はしているところでございます。

【麻生委員】私学ですので、それぞれ学校の設

立目的、教育方針がありますから、そこは大事

にしていきたいと思うんですね。

次に質問したいと思いますけれども、今回、

私学の関係で、先ほど授業料の支援があります

けれども、特に非課税の子どもさんたちで、入

学金の関係については補助はないのかどうか。

一部入学金関係についての補助を実施している

県もあります。長崎県としての考え方はどうな

んでしょうか。お考えを教えてください。

【門池学事振興課長】授業料以外の負担の軽減

につきましては、低所得世帯の生徒に対して、

私立高等学校の奨学給付金というのを支給して

おりまして、生活保護世帯であったり、市町村

民税非課税世帯の区分に応じて授業料以外の教

育費について支援をしているところでございま

す。

就学支援金は、令和2年度から拡充されたと
いうところと、それから奨学給付金も毎年単価

というのが増額をしておりまして、そこで入学

金等も含めまして、授業料以外の教育費につい

ては一定措置がなされていると考えているとこ

ろでございます。

【麻生委員】入学金といいますか、最初に結構

なお金が要るものですから、そこについての非

課税の世帯について、生活保護もそうでしょう

けれども、出しているところもあったものです

から、そういう貸し付けという形よりは、そう

いう形がとれないかなという状況です。

併せて、私学によりますと、寄附金みたいな

状況が別項目であるものですから、授業料と別

にあっていると。だから、保護者の負担という

のはそういったところにもあるのかなと。授業

料は納めなくてよくなりましたから、それもい

いんですけれども、それについての補助は、こ

の加算がされたので、その分がプラスアルファ

になっているのかなと思いますけれども、その

点についてのお考えはどうでしょうか。

【門池学事振興課長】これまでも、今回ご答弁

させていただいておりますけれども、授業料を

中心とした教育費の負担につきましては、今回

の令和2年度からの制度改正によって大幅に保
護者負担というのが軽減されていると考えてお

ります。

県の財政も結構厳しいというところもござい

まして、これ以上の負担軽減というのは、今す

ぐ、実施するというのはなかなか難しいと考え

ているんですけれども、今後とも学校や保護者

の方のご意見をお聞きしていきたいと考えてお

ります。

【麻生委員】 最後に3点目、給付型奨学金につ
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いてのお考えですけれども、これは国の状況と

いうことを聞いたものですから、今、県立大学

も専門学校についても説明の中に全額免除とい

う状況がございますね。これは県が単独で補助

しているということで考えていいんですよね。

【門池学事振興課長】高等教育の無償化の関係

で授業料の減免を実施しておりますけれども、

その財源につきましては一般財源で負担をして

いるところでございます。

【麻生委員】 今回、県立大学とか、併せて専門

学校について、この補助金が入っていましたの

で、結構な金が入っているんだなという状況が

あったんですね。併せて、国が今、給付型奨学

金も出して、生活保護や住民税非課税世帯とか

に支給されていますので、通告しておりません

でしたけれども、県内で各大学がありますけれ

ども、そういう授業料の減免をしている、金額

は載っていますけれども、生徒数とか、給付型

奨学金をもらっている人たちの数はつかんでお

られるんでしょうか。

【門池学事振興課長】県内の大学についての数

というのは、こちらの方では把握をしておりま

せんけれども、県立大学で申し上げますと、高

等教育の無償化の関係で授業料を減免した学生

については、前期で441人、後期で413人という
ことで、おおむね400人程度の学生の支援を実
施しているところでございます。

【麻生委員】わかりました。結構な数がいるん

ですね。こういう給付型奨学金ということで、

私たちも改めて制度をつくってもらいました。

これが子どもたちに学べる機会といいますか、

本当に自分の夢をかなえるんだということで、

しっかりその状況を説明しながら、また感謝し

ながら、そして自分の夢をかなえて社会に貢献

するという人材に育ってもらえば大きな効果が

あるのではないかと思っているので、最後に、

これはそういう制度ができた状況であるんです

けれども、それに対して負い目を持つことはな

いんでしょうけれども、ただ感謝しながら、自

分の夢をかなえていくということについての何

らかの指導とか、そういうことについての話が

あるのかどうか、そこについてはどうなんでし

ょうか。ただ、負い目になるといけないから、

改めて私たちも、制度としてつくった以上、今

後伸ばしていきたいと、しっかりと堅持しても

らってやってもらいたいと。また、貧富の差に

よって、経済、所得の格差によって自分の可能

性をつぶすことのないような形にしていきたい

とは思っているところですけれども、それに対

して受ける側の子どもたちはいろいろあるでし

ょうから、それに対しての県としての指導だと

か、取組についての何らかのお考えがあるのか

どうか、それについてお尋ねしたいと思います。

【門池学事振興課長】高等教育の無償化の関係

で、意志ある学生で経済的な理由により学業を

断念しないようにという趣旨で今回制度が創設

されたというところでございますので、そうい

ったところは学生の方にはしっかり周知をして

いるところであります。

それから、この支援新制度によって授業料の

延納・分納というところが昨年に比べたら大幅

に減少したような状況もございますので、そう

いった意味では、学生の方もある程度効果は実

感されているのではないかとは考えているとこ

ろでございます。

【麻生委員】 改めてまたお尋ねですけれども、

この給付型奨学金をもらってでも、なかなか全

額、生活費も含めるとなかなか賄えないという

ことで、別に奨学金を受けている方たちもいる

んでしょうか。併用はできるんですか。
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【門池学事振興課長】貸与の奨学金と給付型奨

学金については併用も可能と聞いております。

【麻生委員】今、アシスト制度もあるわけです

ね。長崎に就職してもらって、6年以上たてば
300万円まで、奨学金を受ければ150万円までは
減免してもらうということがあるので、それを

活用して長崎に就職してもらうということにつ

いての徹底指導といいますか、ご案内をしても

らうと。そうすると県内に就職するという方が

増えてくるのかなということは思いますので、

ぜひ併用して、そういう方たちに紹介してもら

って、奨学金が大きな負債になって、将来自分

の返済が多くなって結婚をあきらめないといけ

ないとか、そういう奨学金制度の中の状況があ

ると聞いたこともありますので、しっかりそう

いうのを併用しながら、そして自分たちの夢を

かなえるような、そういう形の取組をしてもら

いたいと思いますので、広報関係についてしっ

かりお願いしたいと思うんですが、それについ

てお考えはどうでしょうか。

【門池学事振興課長】アシスト制度につきまし

ては、産業労働部の方で所管しておりまして、

先日もなかなか制度の周知が図られていないと

いうようなお声もありまして、それを踏まえて

しっかり周知するような対策をとっていると聞

いているところでございます。

【浦川委員長】 ほかにありませんか。

【山田(朋)委員】 コロナ禍の中での学生・生徒
の支援について伺いたいと思います。

お聞きするところによると、報道があったよ

うに、長崎県立大学においては学生のコロナに

おける影響での相談件数はそうないとお聞きを

しておりますが、件数、内容等を教えていただ

ければと思います。

【門池学事振興課長】大学の方で学生からの相

談状況というのを調査しているんですけれども、

8月の段階では県立大学でアルバイトに関する
相談が15件あったところでありまして、最近も
1件、別に相談があっていると聞いております。
【山田(朋)委員】 相談は、8月にアルバイトが
15件あって、この頃あと1件あったということ
ですか、差しさわりがなければ。

【門池学事振興課長】 2月にその相談というの
があっておりますけれども、アルバイトができ

なくて収入が減ったということで、なかなか生

活が厳しいといったような相談を受けたと聞い

ております。

【山田(朋)委員】 アルバイトは、やっぱり飲食
店等を中心になくなって、とても困窮している

学生が多いと思うんですけれども、大学にアル

バイトの求人とかも来たりするんですか。

【門池学事振興課長】アルバイトの求人につい

ても大学の方にきておりますけれども、やはり

昨年度に比べたら少なくなっているという状況

でございます。

【山田(朋)委員】 学生に人気のあるアルバイト
とかになると、なかなかないのかもしれないん

ですけど、できるだけ、学生もいろんなサイト

で1日ちょっと働くサイトとかあったりもする
ので、いろいろ工夫もされているとは思うんで

すけれども、相談体制の中で、今ホームページ

を見たら、学生がログインできて、いろいろ相

談できるような関係があるようでありますが、

県立大学の学生数を考えると、相談件数が少な

いのかなと思うんですけれども、この8月と2月
の件だけですか、ご相談の状況は。

【門池学事振興課長】現在、私どもの方で把握

しているのは、先ほど述べた件数でございます。

【山田(朋)委員】 わかりました。
全体的には、都会の大学みたいに収入が減っ
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て学校に通えなくなる。退学を5人に一人の子
が考えているという新聞報道がされている大学

もありましたが、長崎県立大学においてはそこ

まで危機的なというか、みんな厳しいとは思う

んですけれども、そのような形の学生はいない

という理解でよろしいですか。

【門池学事振興課長】そういった家計急変を理

由に退学したという学生はいないんですけれど

も、休学している学生が2名ほどいるというこ
とでございます。

【山田(朋)委員】 学費が払えなくて休学をして
いる学生がいるということでありますが、その

支援策として様々な奨学金とかもあるかもしれ

ないけれども、諸事情もあったりして活用でき

ないからそういった状況にあると思うんですが、

授業料を本当借金してでも払っている保護者も

いらっしゃると思うので、その2人に何かして
くださいとは言えないところではあるんですが、

今後、学事振興課ではどういうふうに見守ると

いうか、考えていらっしゃるかを教えていただ

きたいと思います。

【門池学事振興課長】家計が急変した学生に対

しては、就学支援の新制度で年収380万円未満
の学生について授業料の全額減免であったり、

3分の2、3分の1、段階に応じた減免措置という
のをやっておりまして、今年度についてはさら

に県の方で3分の2、それから3分の1になってい
る学生に対しては6分の1の上乗せを実施して
いるところでありまして、そういったところの

活用をしていただくように考えているところで

ございます。

それと、日本学生支援機構の貸与型の奨学金

でありますけれども、それも家計急変に対応し

た制度となっておりますので、そういった活用

を促していくことが大事ではないかと考えてお

ります。

【山田(朋)委員】 ちょうど前期の授業料を払う
時期が5月ぐらいにくるかと思います。今回の
第三波の影響が出てくる時期でもあるのかなと

もちょっと思っていて、今ももう分納とか、い

ろいろしていただいているのはよく存じている

んですけれども、さらに細かく、私は学生の数

に比べたら相談件数が少ないのが非常に前から

気になっていて、そのためにホームページにも

相談窓口とかうたっていただいているんですけ

れども、もっと気がけていただいて、誰にも相

談できずに苦しんでいる子とか、もしかしたら

いるのかなと思って心配をしていますので、そ

ういった納入の時期とか、先生方にも、生徒数

が多いからなかなか難しいかもしれませんが、

いろんな周りの大人が気がけて、少し見ていた

だきたいということをお願いして質問を終わり

たいと思います。

【浦川委員長】 ほかにございませんか。

【中村(泰)委員】 まずは、ＩＣＴ教育が進んだ
私立学校の知見についての水平展開をお伺いい

たします。

今回の一般質問でも、私立学校のＩＣＴ、要

はＧＩＧＡスクールの推進については話題がご

ざいました。私立学校で格差があるという話で

す。今回は、私立学校でも、より進んでいると

ころに注目して質問をさせていただきます。

先進的にすごく進んでいる学校、具体名は挙

げないんですけれども、私も実際その学校の方

とお話をさせていただきました。要は、県立高

校が今からＧＩＧＡスクールを推進していくと

いうところで、もう先に、正直なところ5年以
上前にＧＩＧＡスクールを始めている学校もあ

ると聞いております。

よって、その県内私立高の進んだＩＣＴ教育、
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これを県内の県立高校、また、これから取り組

んでいこうとするほかの私立高校に対して水平

展開を行っていくべきと考えておりますが、そ

こについてのお考え、また、今後の展開につい

てお知らせ願います。

【門池学事振興課長】水平展開、横展開のお話

でございますけれども、私立学校の間では校長

会や教頭会、こういった場を活用しまして、私

立学校においてはそれぞれの学校の考え方でＩ

ＣＴ教育も進めているところでございますけれ

ども、その学校のニーズを踏まえて、学校同士

で進んでいる学校に対して意見交換を実施して

おりまして、そういう意味では横展開というの

は一定できる仕組みというか、できている環境

があるのかなとは考えております。

ただ、公立の高校に対しては、そういった機

会というのが今ございませんけれども、公立学

校の方でそういった私立学校の取組というのを

参考にしたいというご希望がございましたら、

私どもは学校とのつなぎはやっていきたいと考

えております。

【中村(泰)委員】 ぜひとも積極的にお願いをし
たいところです。これはもう要望ということで

最後お伝えいたしますが、ある私立校は5～6年
前に、全員1人1台端末を実施しようとして、そ
の端末の整備とともにＳＥをお一人採用された

と。理由は、ＧＩＧＡスクールの展開時に、や

っぱり端末の整備不良であるとか、あとはアプ

リの変更とか、そういったものを触れる人が必

要だということでＳＥを一人雇ったそうです。

そもそも、学校の先生が普段の授業でお忙し

い中、なかなか端末整備、本来その先生の仕事

ではない部分だと思います。そういったところ

まで、もちろん負担になるというところもそう

ですし、多少は専門的な方が必要であるという

ことで、その学校はそう判断をしたと。

実際、そのＳＥの方は、もう数年たっていま

すけれども、ずっとフル稼働で動くぐらいの仕

事があると。つまり、それだけトラブルである

とか、いろんな柔軟な対応というのが求められ

るそうです。

また、ある私立校から聞いたんですけれども、

そのようにして先進的に進んでいったと。そう

したら、県立高校から実際人が来られたと。た

だ、その県立高校というのは長崎ではなくて、

他県の県立高校だったらしいです。それを聞い

て、正直ショックでした。なので、恐らく県立

高校がこれからがっと進んでいくに当たって、

私立高校の経験というのは必ず活かされると思

います。

そこで、今の県の現場の方が、しっかりと私

立高校の方と連携を取り合っていただいて、ど

ういったことで苦労をしていたのかというのを

把握していただくと。そこで、今後、県がいろ

いろなところで問題を抱えていく中で、その連

携をぜひともお願いをしたいと思います。

続きまして、県立大学生の企業インターンに

ついてでございます。

まずは、企業インターンの状況と受け入れて

いただいている県内の企業数をお知らせいただ

けますでしょうか。

【門池学事振興課長】企業インターンシップに

つきましては、今年度はコロナの影響で実施が

できなかったというところでございますので、

令和元年度のインターンシップの受け入れ企業

等の数でございますけれども、企業数で言いま

すと100社を超えるような企業で受け入れをや
っていただきまして、学生の数も300名近くの
学生がインターンシップに行っているところで

ございます。
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【中村(泰)委員】 特に、佐世保校の国際経営学
科が、もう全国紙にも取り上げられるぐらい、

特に海外の企業とのインターンシップをやって

いると。今の話は県内の企業でしたけれども、

海外の企業であるとか、県内の企業と大々的に

やっているということで、すごくそれが好評と

いうことを伺っております。

国際経営学科は、そのようにしてすごく突き

抜けたやり方をされているという印象があるん

ですけれども、情報セキュリティ学科であると

か、情報系の学部についてです。主に長崎を中

心とすると思うんですけれども、情報系の学部

の、特にそこの受け入れ企業数であるとか、状

況はいかがでしょうか。

【門池学事振興課長】情報システム学部でいき

ますと、事業所としては、令和元年度、県内・

県外含めまして32事業所、参加した学生が43名
という実績になっております。

【中村(泰)委員】 1学年40名ということで、43
名ということです。複数の学年で実施できてい

るのかなと思って、想像以上にかなり活かされ

ているなと考えております。

よりこれを推進していただきたいという思い

がございます。恐らく、多分インターンシップ

ということで情報系の会社にインターンをして

いるかなと思うんですけれども、やはり県の、

今後企業との連携の中でＩＣＴを進めていくと

考えれば、決して情報系の企業だけではなくて、

例えば1次産業である農業や水産業、そういっ
たところまで手を伸ばして実施するということ

がすごく重要であるのかなと思います。

離島に学生が行ったりしながら、いろんな課

題解決をするというのは伺っているんですけれ

ども、県内の企業にもっと呼び込んでいただい

て、もちろん情報系の企業もそうですけれども、

1次産業の方にも届けられるような仕組みを加
速し、進めるべきと思いますが、そのあたりは

いかがでしょうか。

【門池学事振興課長】インターンシップは、県

立大学では必修にしている学科もございますけ

れども、そういった関係もありまして、受け入

れ可能な企業については大学の方が各企業を回

って選定を、講習をして受け入れをお願いして

いるような状況でございまして、マッチングの

関係もありまして、学生の希望に沿うような企

業を現在も開拓しているようなところでござい

ます。

中村(泰)委員がご提案されている、様々な企
業に派遣をしてというところにつきましては、

企業側のニーズであるとか、そういった企業が

どのくらいあるのかといった事前の調査という

のがかなり必要になるのかなとは考えていると

ころでございます。

ただ、学生にとっては、そういった経験とい

うのは非常に大事なものであるので、そこは大

学の方にも協議をしていきたいと考えていると

ころです。

【中村(泰)委員】 情報系の学部の学生たちは、

自分たちが活かされることを知った時に、これ

からの進路を決めるうえでもすごく参考になる

ことだと思いますので、特に県立大学というこ

とで、県が比較的自由に施策に織り込めるもの

だと思いますので、先生方と協力しながら、ぜ

ひとも進めていただきたいと思います。

最後に、県立大学情報セキュリティ産学共同

研究センター（仮称）の取組ということでござ

います。

こちらは事業の目的を拝見すると、高校生の

進学促進、企業との連携による県内産業の発展、

産学共同研究機能を推進すると、こういったと
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ころが狙いだということで伺っております。

情報セキュリティということで、これを県で

必要としているところは、やはり一つ長崎県警

があろうかなと思います。事業概要の資料を拝

見させていただくと、この県警という言葉がこ

こには出てきてないんですけれども、長崎県警

との連携についていかがでしょうか。

【門池学事振興課長】資料の方に県警という言

葉がないんですけれども、もともとその産学共

同研究センターの目的としましては、県内の産

業の振興というところがございまして、民間企

業の利用を中心に想定をしているところでござ

いますけれども、それ以外の分野についての利

用も可能と考えているところでございます。

県警との連携につきましては、協定を結んで

おりまして、人材育成等、そういった取組を実

施しているところで、具体的には県警の職員の

方が大学院に来て受講されるといったようなこ

とも実施しているところでございます。

【中村(泰)委員】以前、総務委員会にいた時に、
県警の方に提案をしたんですけれども、他県で

は、大学生が県警のある部屋に入って、例えば

当時、麻薬とかをＳＮＳで販売をしているよう

な事象が多くあって、それを学生が、要は慣れ

た学生がそのルートを暴き出して犯人の特定に

つなげるというようなことをやっていたんです

ね。それはボランティアだったんですけれども、

情報セキュリティ学科の学生というのは、まさ

にそこの即戦力というか、そしてすごく活躍で

きると思いますし、本人たちにとってもすごく

プラスになると思うんですね。ぜひともそうい

った取組を進めていただきたいんですけれども、

いかがでしょうか。

【門池学事振興課長】情報セキュリティ学科で

は、セキュリティ演習室というのを設けまして、

実際に行われているサイバー攻撃、これを題材

に、その防御方法なんかを学ぶ演習をしており

まして、そういう意味ではかなり実態に近い教

育がなされていると考えております。

しかしながら、県警からそういった学生が必

要だというようなお話がございましたら、連携

協定も結んでいるというところもございますの

で、可能かどうか、大学の方とはお話をしてい

きたいと考えております。

【中村(泰)委員】 ぜひとも連携を進めていただ
いて、そういう学生が、本当に世の中に具体的

に役に立つということを学生のうちにぜひとも

感じてもらえればと思います。

以上です。

【浦川委員長】 ほかに質問はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【浦川委員長】ほかに質問がないようですので、

以上で質問を終了いたします。

それでは、総務部関係の審査結果について整

理したいと思います。

しばらく休憩します。

― 午前１１時４５分 休憩 ―

― 午前１１時４６分 再開 ―

【浦川委員長】 委員会を再開いたします。

これをもちまして、総務部関係の審査を終了

いたします。

午前中の審査はこれにてとどめ、午後は1時
30分から再開し、教育委員会関係の審査を行い
ます。

お疲れさまでした。

― 午前１１時４７分 休憩 ―

― 午後 １時３０分 再開 ―

【浦川委員長】委員会及び分科会を再開いたし
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ます。

これより教育委員会関係の審査を行います。

【浦川分科会長】まず、分科会による審査を行

います。

予算議案を議題といたします。

教育長より予算議案の説明をお願いいたしま

す。

【池松教育長】教育委員会関係の議案について

ご説明いたします。

「予算決算委員会文教厚生分科会関係議案説

明資料」の1ページをお開きください。
今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第2号議案「令和3年度長崎県一般会計予算」の
うち関係部分、第78号議案「令和2年度長崎県
一般会計補正予算（第14号）」のうち関係部分
であります。

予算関係議案の説明に先立ちまして、令和3
年度教育行政の基本方針についてご説明いたし

ます。

我が国では、人口減少・少子高齢化の進行や

グローバル化の進展、急速な情報化や技術革新

などにより、社会が大きく変化してきておりま

す。そのような中、国においてはＧＩＧＡスク

ール構想による教育のＩＣＴ化など、様々な教

育改革を進めており、Society5.0時代を生きる
子どもたちに対して、予測困難で、変化の激し

い社会の中を自立的に生き、社会形成に参画す

るための資質・能力を育成していくことが求め

られております。

こうした中、県教育委員会では新たにスター

トする「長崎県総合計画チェンジ＆チャレンジ

2025」や「長崎の明日を拓く人・学校・地域づ
くり」を掲げた第三期長崎県教育振興基本計画

に基づき、社会の変化に柔軟に対応しながら、

自らの人生を切り拓いていく高い志と意欲を持

った人材や、ふるさと長崎県に愛着と誇りを持

つ人材の育成、また、ＩＣＴを活用した新しい

時代に対応する教育の実現を目指し、多様な喫

緊の教育課題や社会情勢に対応した諸施策を推

進してまいります。

令和3年度の主要事業についてご説明いたし
ます。2ページをご覧ください。
ふるさと・職業教育について。

義務教育段階においては、令和3年度から、
ふるさと教育のさらなる推進を図るために、「ふ

るさとの新たな魅力を創出するキャリア教育実

践事業」を実施いたします。本事業では、学校

と市町の連携を強化し、中学生がふるさとの課

題解決をめざして、まちの新たな価値や持続可

能な社会づくりに向けた活動等を生み出す職業

体験学習に取り組むこととしております。加え

て、県内の教職員や関係者を対象とした発表会

を開催し、成果を発信することで、県内の小・

中学校に地域課題の改善を目指す探究的な学習

の普及を図ってまいります。

高等学校段階においては、令和3年度から、
「高校生アントレプレナーシップゼミ」及び「長

崎を元気にするアイディアコンテスト」を新た

に実施いたします。これまでの各高等学校での

ふるさと教育を一歩進め、新たにアントレプレ

ナーシップゼミを開催し、地域の課題解決や魅

力化等にＳＤＧｓ等のグローバルな視点を踏ま

えて取り組む高校生のネットワークづくりを行

い、活動を通して起業家精神を持つ人材を育成

してまいります。また、アイディアコンテスト

を通して、各高等学校においての郷土長崎を元

気にする取組を他校と共有し、全ての県立高等

学校においてふるさと教育のさらなる深化を図

ってまいります。

4ページをご覧ください。
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ＩＣＴを活用した教育の推進について。

ＧＩＧＡスクール構想により整備される1人
1台端末のＩＣＴ環境を活用し、教師・児童生
徒の力を最大限に引き出す学びの実現や、校務

の情報化による働き方改革など、学校における

教育の情報化の総合的な推進は、本県教育の喫

緊の課題であります。

令和3年度は、新たに「教育の情報化推進プ
ロジェクト」として、「スマートスクール推進

協議会」を立ち上げ、県及び市町における取組

の方向性や課題を共有するとともに、地区別研

修会の開催や相談窓口の設置等を行うこととし

ております。

また、全ての教員が端末を活用した授業に積

極的に取り組めるよう実践事例を取りまとめた

ガイドブックやマニュアルを作成するとともに、

フォーラムやＷｅｂサイトを通じて授業等への

ＩＣＴ活用に関する情報共有を図ってまいりま

す。

さらに、高等学校においては、ＥｄＴｅｃｈ

サービス導入検証を実施し、生徒の1人1台端末
の効果的な活用促進を図ってまいります。

併せて、県立学校におけるＩＣＴ教育を推進

するため、高校教育課へ新たに「ＩＣＴ教育推

進室」の設置を検討しており、組織体制の強化

を進めてまいります。

このほかの主要事業については、3ページか
ら12ページに記載のとおりであります。

12ページ、下段をご覧ください。
次に、これまで申し上げました主要事業を含

め、第2号議案「令和3年度長崎県一般会計予算」
のうち関係部分についてご説明いたします。

教育委員会所管の歳出予算総額は、1,326億
4,645万5,000円となっております。
歳入歳出予算の内訳及び令和4年度以降の債

務負担行為を設定するものについては、12ペー
ジから16ページに記載のとおりであります。

16ページ、中段をご覧ください。
第78号議案「令和2年度長崎県一般会計補正

予算（第14号）」のうち関係部分についてご説
明いたします。

教育委員会所管の補正予算額は、歳入予算で

は5億6,911万円の減、歳出予算では29億2,227
万6,000円の減であります。
歳入歳出予算の主な内容は、事業執行見込み

の減等によるもので、17ページから19ページに
記載のとおりであります。

19ページ、中段をご覧ください。
繰越明許費についてご説明いたします。

年度内に適正な事業期間が確保できないこと

等から、校舎等整備費1億4,102万9,000円、情
報機器整備事業費822万7,000円について、繰越
明許費を増額するとともに、新県立図書館等整

備事業費1億3,981万1,000円、文化財保存費
2,142万7,000円について、新たに繰越明許費を
設定しようとするものであります。

繰越理由及び内容については、19ページから
20ページに記載のとおりであります。
最後に、歳入歳出予算の確定に伴う整理等を

行うため、3月末をもって、令和2年度予算の補
正を知事専決処分により措置させていただきた

いと考えておりますので、あらかじめご了承を

賜りますようお願いいたします。

以上で教育委員会関係の説明を終わります。

よろしくご審議を賜りますようお願い申し上

げます。

【浦川分科会長】 ありがとうございます。

次に、提出がありました「政策等決定過程の

透明性等の確保などに関する資料『政策的新規

事業の計上状況』」について説明をお願いしま
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す。

【桑宮総務課長】「政策等決定過程の透明性等

の確保及び県議会・議員との協議等の拡充に関

する決議」に基づき、本分科会に提出いたしま

した教育委員会関係の資料についてご説明を申

し上げます。

今回、ご報告しますのは、政策的新規事業の

計上状況についてであります。

お手元にお配りしております提出資料の2ペ
ージをご覧いただきたいと思います。

教育委員会関係では、「『世界へのゲートウ

ェイ・Nagasaki』英語教育推進事業費」以下8
事業を新規事業として要求を行い、事務費の精

査が6件、事業内容等の精査が1件、要求額どお
りが1件となっております。
以上で説明を終わります。

【浦川分科会長】以上で説明が終わりましたの

で、これより予算議案に対する質疑を行います。

質疑はありませんか。

【堀江委員】横長資料34ページ、高校教育課の
高校生の離島留学推進事業費についてお尋ねい

たします。

この事業は、2月24日の説明資料35ページに
ありますように、離島留学制度実施校5校にお
いて、特色ある教育活動の実施や地域との交流、

離島留学生募集のための広報活動などを行うと

なっています。

質問といたしましては、当初予算の6,232万
6,000円を前年度当初予算と比較いたしますと、
875万8,000円今年度は多いと理解をしている
んですが、この離島留学推進事業、これまでと

大きく変わるところがありますか。

【狩野高校教育課長】昨年度と大きく変わりま

すところは、一点、離島留学の専任職員です。

離島留学の生徒たちの生活の支援だとか、教育

の充実のため、もしくは広報活動のために、現

在、五島、それから対馬高校に専任職員を配置

しておりますけれども、来年度、新たに壱岐高

校に配置をしたいと思っています。その分を

254万9,000円計上しております。
また、5校の教育がより魅力化を図れますよ

うに、魅力化の取組としての増額、それからコ

ロナ対策としましてＰＣＲ検査、プラス、ホテ

ルでの滞在費等を計上させていただいておりま

す。

【堀江委員】五島と対馬に続いて壱岐に専任の

先生を配置するということなんですが、専任の

方を配置するということは、この事業を進める

うえでとても大事なことだと思うんですけれど

も、今、5つの中で3つのところに配置をされて
いますが、五島南高校、奈留高校についての専

任の先生の配置という考えの方向もあるんでし

ょうか。

【狩野高校教育課長】五島地区につきましては、

今、堀江委員からご指摘のとおり3校実施をし
ていますので、専任職員につきましては五島地

区に1名置いているという考え方でございます。
【堀江委員】 理解いたしました。

それで前年度に比べて875万円増えたうちの
先生が250万円という予算になった場合、増え
た分の625万円ですけれども、それは先ほど課
長が言われたコロナ対策等、様々なそういうこ

とについての増という予算の理解でいいでしょ

うか。再度確認をさせてください。

【狩野高校教育課長】堀江委員、ご指摘のとお

りでございます。

【堀江委員】 同じく高校教育課の横長資料35
ページの夜間中学設置調査研究事業費の158万
円について質問いたします。

これは本会議でも質問があった内容で、教育
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長の答弁としては、令和2年度のニーズ調査の
結果、県教育委員会としても一定のニーズがあ

るという確認をしているという答弁がありまし

た。

そして、早くても令和5年度の開校となるが、
設置者の協議であるとか、シンポジウムの計画

については今後行っていきたいという答弁があ

ったんですが、私としては、質問としてシンポ

ジウムの計画というのが現時点で具体的な内容

としてあるのかということが一つと、この158
万円の予算は前年度の予算と比べますと55万
7,000円増になっているんですが、この内容がど
うなのかということも併せて教えてください。

【狩野高校教育課長】夜間中学の設置につきま

しては、先ほど堀江委員がおっしゃったとおり、

早くても令和5年度を目途に準備を進めている
ところでございます。今後、夜間中学の協議会

であるとか、市町との協議を通しまして決めて

いくということになります。

昨年度からの増額分ですけれども、ニーズ調

査を実施いたしましたけれども、アンケートが

全てのニーズを捉えているかというと、そうで

もないかと思っております。ですから、来年度

は少し夜間中学の設置意義等を県民の皆さん方

に広報して、シンポジウムなどを開いて、ニー

ズ調査では捉えられなかったニーズを掘り起こ

してまいりたいと考えている分の増額でござい

ます。

【堀江委員】そうしますと、シンポジウムの計

画というのはあるけれども、現在、具体的にど

ういう内容でするかということはこれからの検

討という理解でいいですか。

【狩野高校教育課長】そのとおりでございます。

【堀江委員】 了解いたしました。

同じく高校教育課の横長資料36ページのこ

れからの社会を生き抜く力を持ったグローバル

人材育成事業費1,524万円について質問いたし
ます。

この内容は、2月24日説明資料の35ページに
書かれている内容でありますけれども、高校生

の上海中国語研修事業ということなんですが、

これは前年度と比べて425万円減っていますよ
ね。昨年は、いわゆる中国語だけではなくて英

語も対象だったのではないかと理解をしている

んですけれども、グローバルということをよく

言われるので、今回は中国語だけなんですか。

確認です。

【狩野高校教育課長】今回は、ご指摘のとおり

中国語だけの研修を計画させていただいており

ます。

【堀江委員】何か意味があるんですか。今回は

中国、アジアとの交流を担う人材を図るという

ことなんですけれども。

【狩野高校教育課長】 英語の研修としまして、

シンガポールの英語研修というのを今年度まで

実施をしてまいりました。今年度はコロナの関

係で実施できなかったんですけれども、一定そ

の役割を果たしたというのと、今現在、海外修

学旅行に行っている学校10校、それから各学校
独自に海外研修を実施しているのが10校ござ
いますので、今年度でシンガポールの英語研修

は廃止といたしまして、上海の中国語研修のみ

残しているところでございます。

【堀江委員】 結局、子どもたち、生徒たちは毎

年かわりますよね。だから、自分がその学年に

なった時に、本来であれば研修に行けるところ

に行けなくなったということであってはならな

いと私は思っているんですけど。そういう意味

で役割は終えたということなんですが、その点

はどのように理解したらいいですか。もうほか
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の学校が代わってやっている。こういう研修事

業に限らず、ほかで英語の場合は対応できると

いうことでしょうか。

【狩野高校教育課長】英語につきましては、先

ほど申し上げたとおり各学校の取組が進んでい

るということが1点と、グローバル人材育成に
つきましては、海外研修はないんですけれども、

英語の授業の充実というのを一層図ってまいり

たいと考えております。

【堀江委員】横長資料39ページの児童生徒支援
課、スクールカウンセラー活用事業について質

問をいたします。

今回の予算の2億803万円という予算は、スク
ールカウンセラーの人数、それから配置校、こ

のことについてはどれぐらいになるのか教えて

ください。

【安永児童生徒支援課長】来年度予算について、

この表に示されているように予算増が認められ

ましたので、これに向けて来年度、配置につい

て拡充する方向で考えております。

ただ、現在、最終的に詰めを行っている段階

で、具体的にスクールカウンセラーの人数は本

年度並みになるかと思います。

それと、校数についても最終的な詰めを進め

ているところであり、まだはっきりしたところ

は決まってない状況です。

【堀江委員】今年度並み、私の記憶に間違いな

ければ、現在105名の方が290校に配置をされて
いるということで、一人2.何校の割合で受け持
っていると理解をしているんですが、現段階、

いろんな詰めがあるので数は言えないけれども、

認識としてはそれを上回るスクールカウンセラ

ーが配置をされるという理解でいいんでしょう

か。

【安永児童生徒支援課長】本年度は、スクール

カウンセラー107名の300校配置、年間通して教
育相談事業を進めてまいりましたが、来年度は

少なくとも本年度以上の配置拡充を進めていき

たいと考えております。

【堀江委員】長崎県の場合は、総合計画もそう

ですけれども、教育委員会で言うと第三期長崎

県教育振興基本計画が一つの柱になるわけです

が、その計画の中では、配置校として300校を
目標にいたしております。

ということは、もう既に第三期教育振興基本

計画で掲げた目標を達成はしているんだけれど

も、さらにそれを超えてスクールカウンセラー

の配置をする方向で検討しているという理解で

いいですか。

【安永児童生徒支援課長】委員がおっしゃると

おり、目標は一定達成しておりますが、今後も

学校を取り巻く環境に対応するために、スクー

ルカウンセラーの配置拡充に努めていきたいと

考えております。

【堀江委員】 いわゆる不登校でありますとか、

いじめの問題でありますとか、子どもたちの心

のありようを、寄り添っていただくためにこの

スクールカウンセラーは大事な業務だと私は思

っておりまして、増やしてほしいと思っており

ます。

今、課長から増の方向で検討しているという

お話ですけれども、例えばそれぞれの自治体か

らもスクールカウンセラーの配置の拡充につい

ては要望があっていると思うんですが、例えば

長崎市もこのスクールカウンセラーの配置の拡

充については、未配置となっている学校につい

て配置をしていただきたい。要は、一人のカウ

ンセラーが2つ、3つの学校を担当するというこ
とではなく、未配置のところに配置をしてほし

いというような、例えば長崎市からの要望もあ



令和３年２月定例会・文教厚生委員会・予算決算委員会（文教厚生分科会）（３月９日）

- 58 -

っているんです。増やすということなんですけ

れども、そうした方向も検討していただきたい

と思っているんですが、見解をお願いします。

【安永児童生徒支援課長】配置校の選考につき

ましては、もちろん委員がおっしゃるとおり、

市町教育委員会の要望を十分考慮しながら、そ

れに沿った対応をしていきたいと考えておりま

すが、その選考については、生徒指導上対応が

必要な学校を総合的に判断しながら、あるいは

問題行動の実態調査資料を参考にしながら、適

正に有効な配置を進めていきたいと考えており

ます。

【堀江委員】このスクールカウンセラー活用事

業で、今まで私が課長とやりとりをしてきたの

は、それぞれの学校に配置をする、あるいは2
つ、3つの学校を担当するということになるん
ですが、今回の議会で、長崎県ＤＶ対策基本計

画が、福祉・こどもの方から出されています。

この中には、「子どもに対するケアプログラム

の推進をスクールカウンセラーによるカウンセ

リング、教育機関との連携を行うことを検討す

る」ということもあります。つまり、教育委員

会だけの問題ではなく、スクールカウンセラー

の役割がほかの部局、福祉やこどもの部局でも

求められているわけですけれども、そうした協

議なりについては、これは検討するというのが、

長崎県ＤＶ対策基本計画にあるんですけれども、

教育委員会としてもそうした検討課題というの

は上がっているのでしょうか。

【安永児童生徒支援課長】児童虐待等の対応機

関はあくまでも福祉機関でありまして、学校は

その大きなネットワーク支援の一員であると考

えております。

といいましても、学校現場では、目の前にい

る生徒の様子だとか、状況だとか、丁寧に観察

をしながら対応を進めていかなければいけない

という認識のもと、他の機関との連携も十分考

えていく必要があると思っているところです。

【堀江委員】課長の答弁として、十分考えてい

く必要があると。ということは、長崎県ＤＶ対

策基本計画の中で掲げているスクールカウンセ

ラーによるカウンセリング、教育機関との連携

については検討する。ということは、教育委員

会も検討するという考えに立っていると理解し

ていいんですか。

【安永児童生徒支援課長】あくまでも、担当課

が主体となって対応するべきことであるとは思

いますが、教育委員会として連携し、協力でき

ることは我々の使命としてやっていきたいと考

えております。

【堀江委員】なぜこういうことに拘るかという

と、スクールカウンセラーはいろんな場所で求

められているので、今回、長崎県ＤＶ対策基本

計画の中にそうしたことを新たに明記をするん

ですね。改めてその役割を書かれているので、

こども政策局だけではなく、教育委員会として

もどのようにその協議が進んでいるかなという

ことをちょっと確認したい思いがありましてこ

の質問をしたところです。必要なところは連携

してという答弁ですので、ぜひ、その旨対応し

ていただきたいと思います。

このスクールカウンセラーの最後の質問とい

たしまして、昨日の予算総括質疑の中で、児童

生徒の置かれた環境における児童生徒の心のケ

アについてという質疑がありました。

これは、校則の見直しについてということで、

長崎県教育委員会が各県立学校長あてに3月2
日に通知をしたということにも関連するわけで

すけれども、教育委員会としては、各学校にお

いて定められている校則が人権に配慮した内容、
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表現となっているか見直しを行うこと。その事

例として、下着の色の指定及びそれに伴う確認

行為。例として挙げております下着の色を特定

する。それからそれを確認する。これというの

は人権問題に値するという立場に教育委員会は

立っておられるのかどうか、そのことを教えて

ください。

【安永児童生徒支援課長】各学校で定めており

ます校則は、学校生活を健全に営むためのもの

であります。

今回、校則の見直しについて通知を出しまし

た内容につきましては、中には人権を侵害する

内容となっているものがありますので、子ども

たちの実態や社会の変化になじまない校則につ

いては、この機を捉えて積極的に見直してくだ

さいという趣旨でありますが、委員が言われる

下着の色の指定及びその確認行為については、

県教育委員会としては、下着の色を指定するこ

と、このことよりも、その指導過程において確

認する行為が人権問題に当たるのではないかと

いう配慮のもと指導に当たってくださいという

趣旨で通知を出した。そういうことであります。

【堀江委員】通知を出された理由については理

解をいたしました。そのことで県教育委員会の

見解を改めて私はお尋ねをしています。

下着の色の指定及びそれに伴う確認行為、確

認すること自体が人権問題に値するというよう

に今の答弁は理解をいたしました。

そうしますと、下着の色を指定する、このこ

と自体については人権問題に値すると考えてい

るのか。それとも人権問題に値するとまでは言

えないのか。ここら辺の見解が答弁できますか。

【安永児童生徒支援課長】その前に一点、補足

説明をさせていただきますが、下着の色を指定

し、それに伴う確認行為、これが人権問題に当

たるのではないかという配慮ということを説明

しましたが、全ての確認行為が人権問題に当た

るというものではないと理解しております。例

えば、夏は、夏服の上から肌着の色を見て、君

は赤いシャツではないかというような目視によ

る指導は、これは人権問題に当たらないと考え

ておりますが、その過程においていろいろな指

導がありますので、その点については十分配慮

してくださいという趣旨のものです。

委員がおっしゃった下着の色について、これ

は教育委員会としましては、色自体は社会通念

上合理的と見られる範囲内で学校が定めている

ものであるという認識のもと、色の指定につい

て人権問題に当たるものではないと考えられる

のではないかと思っております。

【堀江委員】下着の色については、合理的に定

めているので、人権問題に値するとまでは言え

ないという見解だと理解をいたしました。

私としては、下着の色を指定すること自体、

これは人権問題に値すると思っております。こ

れは、私としては、今は髪の色、下着の色含め

て、色を指定するということについては合理的

に定めているということで済まない問題だと思

っておりますので、この機会に下着の色の指定

については、人権問題に当たるという見解に立

っていただきたいということを強く申し上げて

おきたいと思います。

委員長、とりあえず、ここで終わります。

【浦川分科会長】 ほかに質疑はありませんか。

【山下委員】議案外で通告していたんですけれ

ども、予算に関わってきますので、この場で質

問させていただきたいと思います。

横長資料の46ページであります。
体育保健課の方で競技力向上の特別対策費と

いうことで向上対策事業が盛り込まれておりま
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す。競技力向上対策事業ということで、小学校

から中学校、高校生、成年まで一貫した指導シ

ステムを用いてレベルアップしていこうと、指

導者の育成事業もやっていこうという中で、今

回、新規予算でアスリートの雇用支援事業費と

して2,534万1,000円が盛り込まれています。こ
れは、今までにない事業で非常に目を引くわけ

でありますが、まず、この事業の目的と狙いに

ついてお尋ねしたいと思います。

【松﨑体育保健課長】本事業は、次年度の新規

事業として取り組んでいくものでございます。

目的は、本県は他県に比べて企業のクラブ数

が少ない、それに伴って成年種別の強化という

潜在的な課題があるという状況にございます。

そこで、本事業におきまして、アスリートと県

内企業の採用マッチングを支援することで、ア

スリートの安定的な確保と、それと同時に当該

選手の県内定着によって本県の競技力向上を図

っていこうというものでございます。

【山下委員】すばらしい発想での、まさに県の

スポーツ力をアップさせるための非常にすばら

しい事業だと思っています。具体的にどのよう

な進め方というか、内容でこの事業を進めてい

かれるのか。また、対象となる、例えば人数的

なものが具体的に今定められているのであれば、

ちょっと教えていただきたいと思います。

【松﨑体育保健課長】この事業は、県スポーツ

協会と連携して取り組んでまいります。

具体的なスキームといたしましては、県のス

ポーツ協会が無料職業相談所を開設します。こ

れは国の厚生労働省の許可が必要ですので、次

年度早々に許可を取る予定でございます。

アスリートにおきましては、県スポーツ協会

の方にアスリートデータバンクというのがござ

いますので、それを活用して、そこにエントリ

ー、登録をするということになります。それに

当たっては、私どもはそのアスリートのみなら

ず、競技団体にもこのような事業を紹介してい

こうと考えております。

一方、企業におきましては、その開設する無

料職業相談所に求人票を提出していただくと。

企業に対しても同じように本事業を発信してい

こうということを考えております。

要するに、ハローワークと同様に、求職者、

アスリートと企業とのマッチングサポートを行

うと。それによってアスリートを採用する企業

に対しては、アスリートが競技に、練習とかに

専念できるようにアスリート雇用支援金として

助成をするという中身でございます。年間5人
採用する予定でおります。それを3年間です。
【山下委員】 5人ということで、意外と少ない
のかなという感じがするんですけれども、もう

ちょっと増やしていく方向性というのは、今の

ところお考えはないんでしょうか。

【松﨑体育保健課長】 単年5人の3年ですので、
最大15人を採用することになります。
企業の状況も、何といいますか、今からの開

拓というところもございますので、そこの状況

を見ながら、拡充するところは今後対応してい

きたいと考えております。

【山下委員】 ぜひ1年目の経緯を見ながら、も
っともっとという声が上がってくれば、ぜひ増

やしていただきたいという気持ちもあります。

最後に、これは要するにアスリートと採用企

業があるわけであって、両者にメリット感がな

いとこれにエントリーしていかないというか、

お互いがこの事業に参加していかないと思うん

ですけれども、このメリットとして、アスリー

ト側と企業側という視点からいくと、お互いど

ういうメリットがあるんでしょうか。
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【松﨑体育保健課長】まず、アスリートのメリ

ットとしましては、やはり県内出身ですので、

ふるさと長崎で生活しながら競技人生を送ると

いうことは一番の思いだと思います。実際、長

崎で競技を続けることができるなら戻りたいと

いう声を幾つかの競技団体のヒアリングにおい

ても聞いております。

また、正規の採用でありますので、仮にアス

リートとして引退をした後も、セカンドキャリ

アというそこの不安も払拭できると。また、職

場の応援を得ることで競技生活に対する、アス

リート本人も生きがいを見い出せるのではない

かと考えております。

一方、企業側のメリットとしては、これはや

はり何といっても知名度が上がるということが

あると思います。あと、採用したアスリートが

様々なスポーツ教室を開くことによって社会貢

献活動にも寄与できるのではないかと。また、

そのアスリートの活躍が社内といいますか、職

場の士気高揚にもつながる、そういうメリット

があると考えております。

【山下委員】最後にしますけれども、やっぱり

県内、非常にスポーツが盛んなところがありま

す。それぞれ県北、県南、県央ですね。競技も

それぞれあると思いますし、そういうところで

ぜひ活用していただいて、今後、スポーツ王国

長崎になるように、全体として競技力向上対策

事業として、ぜひ頑張っていただきたいと思い

ます。

最後に、この件に関して、教育長、何か意気

込みがありましたら一言よろしくお願いします。

【池松教育長】この事業につきましては、ただ

いま担当課長からご説明をさせていただきまし

たけれども、第一義的には競技力の向上のため

にアスリートを本県に呼び戻すということ。結

果として、Ｕターン、Ｉターンの増加にもつな

がるということ。

それと、戻ってきたアスリートが、いわゆる

長崎県を背負って国体等で活躍してくれること

によって、県民の皆様方に夢と希望を与えると、

元気を与えてくれるという意味にもつながると

考えております。

ただ、初めての事業ですから、その企業との

マッチングのやり方なんかも、まだまだ試行錯

誤しながらやっていかなければいけないところ

があると思いますけれども、今申し上げたよう

な効果を期待して、スポーツ協会とも連携を取

りながら取り組んでいきたいと考えております。

【浦川分科会長】 ほかに質疑はありませんか。

【ごう委員】 まず、説明資料の5ページです。
横長資料では36ページになりますが、特別支援
教育の推進の中で、高等学校の通級指導につい

て確認をさせていただきたいと思います。

高等学校による通級指導が平成30年度から
制度化されていると思いますが、ここには通級

による指導の実施校を増やすなどということで

記されておりますが、まず、長崎県の現状につ

いて教えていただけますでしょうか。

【宮﨑特別支援教育課長】通級による指導に関

しましては、平成30年から実施されております。
平成30年の実施の折には、3校だったかと思い
ます。すみません、少しお時間をいただいてよ

ろしいでしょうか。

【浦川分科会長】 暫時休憩します。

― 午後 ２時 ９分 休憩 ―

― 午後 ２時 ９分 再開 ―

【浦川分科会長】 再開いたします。

【宮﨑特別支援教育課長】本年度の実施状況で

すが、5校で6教室となっております。



令和３年２月定例会・文教厚生委員会・予算決算委員会（文教厚生分科会）（３月９日）

- 62 -

【ごう委員】 今年度が5校で6教室ということ
ですね。

高校での通級指導においては、やはり特別支

援教育支援員という方が非常に重要な役割を果

たすのではないかと思っておりまして、なかな

か小・中の方でも足りないという声が出ていた

りもしますが、この横長の資料の中で、高等学

校における特別支援教育支援員活用事業費とい

うことで1,396万6,000円が計上されておりま
す。この内訳等について教えてください。

【宮﨑特別支援教育課長】高等学校における特

別支援教育支援員につきましては、現在9名の
配置を行っており、その人件費となっておりま

す。

【ごう委員】 この予算で大体9名分ということ
ですね。ということは、今年度が5校であった。
次年度が、今度何校に配置ということになるん

ですか。

【宮﨑特別支援教育課長】 通級による指導が、

来年6校、6教室ということになります。
【ごう委員】 6校、6教室で特別支援教育支援
員は9名に増えるということですか。
【宮﨑特別支援教育課長】支援員に関しまして

は、今年度も9校に9名で、学校は変わりますが、
同じく配置人数は9校、9名となっております。
【ごう委員】わかりました。この高校の通級は、

非常に重要だと思っております。発達に障害の

ある子どもたちのためには非常に重要だと思っ

ておりますし、特別支援教育支援員の今後の拡

充というのも非常に重要になってくるかと思い

ますので、このあたりしっかりと進めていって

いただければと思います。

【宮﨑特別支援教育課長】通級による指導、今、

6校、6教室と申し上げましたが、6校、7教室で
ございます。佐世保中央が夜間部と昼間部に2

つありますので訂正させていただきます。

【ごう委員】 続いて、もう一点、説明資料の7
ページです。健康教育の推進についてですが、

この中で長崎県学校保健専門医等派遣事業につ

いて確認をさせてください。横長資料において

は、45ページです。
この長崎県学校保健専門医等派遣事業につい

て、現状どれくらいの派遣数といいますか、わ

かれば教えてください。

【松﨑体育保健課長】今年度の実績については、

コロナの影響もございまして、9校にとどまっ
ております。

【ごう委員】 コロナの影響で9校ということで
すが、この横長の資料の中で長崎県学校保健専

門医等派遣事業費が225万8,000円ということ
でありますけれども、来年度の事業の計画はど

のような感じになっていますか。

【松﨑体育保健課長】実は、これは来年度の新

規事業でございます。と申しますのも、一昨年

度までは国の予算を活用しておりました。それ

が、今年度、その国の予算がなくなりまして、

課の予算の中で実施をしてきた中で、先ほど言

いました9校という数字です。
次年度は、1年86校、今予定しております。
【ごう委員】ありがとうございます。国のこの

予算がなくなった段階で、やはり専門医の先生

たちからは、ぜひこの事業は続けてほしいとい

うご要望がありましたので、それを県の独自で

やっていただけるということは、非常にありが

たいことだと思っております。

今、この対象の学年というのは、何年生に行

っていますか。

【松﨑体育保健課長】派遣につきましては、公

立の中学校と県立の高等学校、特別支援学校を

予定しております。一応5年間を予定しており
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まして、5年間で全ての学校に派遣する計画で
今予定をしております。

【ごう委員】 5年間で全ての学校に派遣という
ことで、ありがとうございます。

やはり学生時代にしっかりとした性に関する

教育等を専門家から受けるということは、ここ

にも書いてありますが、自分の将来を考えるの

に非常に重要なことだと思っておりますので、

このあたりを、今年もコロナの影響も多少ある

かもしれませんが、しっかりと実行していただ

ければと思います。

以上です。

【浦川分科会長】ほかに質疑はございませんか。

【麻生委員】 何点かお尋ねしたいと思います。

今回の予算の中で武道教育について580万
5,000円計上されています。
しかし、昨年度の関係では、約352万3,000円

の減額補正をされているんですけれども、武道

教育については、一部、剣道関係の指導者から、

なかなか道具はあるけれども使ってもらえてな

いと、指導の話もないということであったんで

す。同じような予算が組まれていますけれども、

今年度、どういう形で武道教育の進展を図ろう

とされているのか、どういう計画があるのか、

教えてもらえませんか。

【松﨑体育保健課長】まず、予算の話ですけれ

ども、これは国の事業を活用しておりまして、

武道等とありますけれども、この中にいろんな

体力の向上も全て含めたところでしておりまし

て、武道だけを特化した事業ではないというこ

とでございます。

武道につきましては、今、本県の状況としま

しては、やはり種別でいけば柔道が特に多い状

況になっております。今、我々がこの国の事業

を活用して行っているのが、複数の武道をやっ

ていただく。例えば柔道と空手とか、そのよう

な形で様々な武道に触れる機会を提供しようと

しているところでありまして、次年度も引き続

きそのような取組をしていこうと考えておりま

す。

【麻生委員】武道教育の発端は、たくましく生

きる力を武道を通してやっていこうということ

です。ただ、それぞれの団体と連携があると思

うんです。モデル校もありましたけれども、ぜ

ひそういう意味では活用してもらってですね。

なかなかやる時間帯といいますか、学校も条件

があると思いますし、生徒もいない。しかし、

指導員はおられるということですので、各市教

委が中心だと思いますけれども、連携してやっ

ていただきたいと思っておりますので、この点

についてはよろしくお願いしたいと思います。

今回、議案外で質問しようと思っておりまし

たけれども、実は予算案の22ページですけれど
も、教職員元気回復の厚生福利費が計上されて

おります。これは大事なことだと思いますし、

また、教職員の皆さんの中でも、女性の方は出

産も含まれたりとか、いろいろあるでしょうけ

れども、現在、小学校、中学校、特別支援学校

もある中で、長期休暇といいますか、病で出て

こられてない教師は何名ぐらいおられるのか。

中学校、小学校合わせて約1万2,000名ぐらいの
教職員がおられますので、現在、こういう病欠

で長期休暇となっている方がどれくらいおられ

るのか、現状、わかれば教えてください。

【吉田福利厚生室長】休職者の中の精神的な疾

患によるものについてでございますが、令和元

年度で申し上げますと、小・中・高の教員で65
名となっております。ここ数年、大体50名から
60名で推移しているところでございます。
【麻生委員】 2～3の保護者から話があってい
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るのは、学校で先生の長期欠課があって、校長、

教頭がクラスの代行をしているということで、

なかなか子どもたちが小学校に入って、1年生
なんでしょうけれども、的確な指導が行われて

ないという状況が2～3聞かれましたものです
から、適正な配置をということで聞きますと、

長期欠勤になると代用教員が配置されるんでし

ょうけれども、聞くところによると、今は代用

教員になる方も少なく大変苦労されているとい

う状況を聞いているんですけれども、そういう

ところでの人事配置の問題、また、代用教員を

含めた的確な配置がされているのかどうか、そ

の点についての状況はどうなんでしょうか、お

尋ねしたいと思います。

【大場義務教育課人事管理監】小・中学校にお

ける病休者について、3月5日現在で38名、休職
者が30名おります。この中で、現在、代替者を
配置できていないところが6名になります。
現状、その補塡につきましては、教務主任、

あるいは学年主任等、学年の中で対応をしてお

りますけれども、管理職が対応しているという

状況もあります。

【麻生委員】現場では大変な状況にあろうかと

思いますけれども、未来を担う子どもたちをい

かに育てていくのか、育んでいくのかというの

は大事な先生の役割だと思っているんです。そ

ういう中でこの先生の確保、またレベルの一定

の条件、そういったものはこの前もご指摘があ

りましたように、教員の募集関係についても1.4
倍ということで、大変募集数が多い中では倍率

が低くなっているという現実もあると思ってい

ますけれども、一方では、多様化している中で、

なかなか先生の状況で大変ご苦労されていると

いうことも聞いているものですから、一方では

そういう先生に対しての指導状況が、わけて教

育予算も今回組まれておりますけれども、そう

いった中でお願いしたいのは、的確な指導と、

将来、長崎を担ってもらう子どもたちの育成に

対して、どうバランスをとっていくのかという

のが課題かなと思っているところですので、そ

れについてのご意見がございましたらお尋ねし

たいと思っているところですけれども、いかが

でしょうか。

【大場義務教育課人事管理監】小学校におきま

しては、委員ご指摘のとおり1.4倍という状況に
あります。質の担保という部分については、非

常にゆゆしきところではありますけれども、採

用後の指導でありますとか、研修等において、

その資質の向上を図っていくということに現在

取り組んでいるところであります。

【麻生委員】改めてお願いしたいのは、皆さん

現場で大変頑張っておられることは十分わかっ

ているんですけれども、そういう声が2～3の保
護者から上がっておりましたので、何とかこの

子どもたちをしっかりとご指導いただきたいと

いう思いです。

校長先生、教頭先生も、長期休暇で休まれて

いる人たちの代わりに入っていらっしゃると聞

いているんですけれども、なかなか子どもたち

が落ち着かない、騒がしくて授業にならないと

いう状況も見受けられるという話を保護者から

聞いているところでありますので、しっかりと

そういう意味での健康管理、また、モチベーシ

ョンを上げていただいて教育に取り組んでいた

だければというお願いでございます。

以上です。

【浦川分科会長】 ほかにございますか。

換気のため、35分まで休憩したいと思います。

― 午後 ２時２５分 休憩 ―
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― 午後 ２時３５分 再開 ―

【浦川分科会長】 分科会を再開いたします。

ほかに質疑のある方はおられませんか。

【中山委員】キャリア教育についてお尋ねしま

すが、議案外でふるさと教育ということで事前

に質問通告をしております。このふるさと教育

とキャリア教育とは非常に密接な関係があるし、

相乗効果を発揮させるべきだという考えがあり

ます。そういう意味から、議案で少しキャリア

教育について触れておく必要があるということ

で幾らか質問させていただきます。

私も70歳近くになりますが、我々が小さい頃、
地域では農業や水産業が非常に盛んでございま

した。住居と職場が接近しておりましたので、

父親や母親の背中を見ながら、手伝いをしなが

ら、キャリア教育は、ある反面、自然に身につ

いてきたような状況がありましたけれども、最

近は職場と住居が離れた家庭が相当多くなった

ということがありまして、キャリア教育がなか

なか簡単にいかないのではないかなと。そうい

う意味からしたら、学校教育の果たす役割が大

きいのかなという思いをしております。

特に、私は、義務教育に少し物足りないと考

えていたのは、長崎人というのは非常に仕事は

まじめに熱心にやるけれども、社長がなかなか

少ないんだなと、起業する人が少ないような感

じを受けておりましたし、今からの時代は起業

家をぜひ育ててもらいたいという思いがあって、

最近ようやく起業家精神とか、起業家を育成し

ようということを義務教育の中で堂々とやるよ

うな方向ができましたので大変ありがたいなと

思います。これを実のあるものにどうしたら結

びついていくのか、その辺について幾つか質問

します。

最初、ふるさとの新たな魅力を創出するキャ

リア教育の実践ということでありますが、これ

は2019年から2020年にかけて8地区、8校実施
してきたと考えておりますが、この中で、生徒

に対してどういう効果というか、影響があって

いるのか。それと、課題はないのか。併せて、

今回9地区に増やしていこうということであり
ますから、これ自体は大変結構と思いますので、

今回、そのように拡大をして、これを提案して

新たな展開を図っていこうという要因というか、

要素について、まず基本的なことを教えてくれ

ませんか。

【加藤義務教育課長】このふるさと教育、キャ

リア教育を一体とした本県独自の取組といたし

まして、昨年度から本年度にかけて、県内8つ
の中学校におきまして、仮想企業を立ち上げて、

子どもたちが地域の課題に取り組む、このよう

な学習に取り組んでまいりました。

この取組に関しましては、学校においても子

どもたちが探究的に学ぶ中で学力を高めていく

ことができる。また、地域の方々も、この取組

に関しては大変高く評価をしていただいたとこ

ろでございます。

また、この取組につきましては、本年度だけ

でも15回、新聞にも取り上げられました。また、
全国の教育紙でも紹介がされるなど、私どもと

いたしましては一定の成果を上げることができ

たと思っております。

また、現在、ある地域では、ケーブルテレビ

におきまして、この学習活動がシリーズとして

取り上げられて、放送がなされているとも聞い

ておるところです。

また、生徒たちの認識といたしましても、当

初、「ふるさとのために自分ができることを考

える」、このような意識が、始める前は70％だ
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ったものが86.3％に高まっております。また、
「ふるさとのために役立つことがしたい」と思

う生徒も71％から83.4％と確実に子どもたち
の変化も見てとれるようになってまいりました。

また、研究校の校長からは、「これは大変外

面的な部分として目立つ活動でもあるけれど、

子どもたちの内面が大きく成長した」という話

があっておりました。

このような成果を受けまして、この取組をぜ

ひ県内の全ての中学校に広げていきたいと考え、

今回、新たな新規事業といたしまして、ふるさ

との新たな魅力を創出するキャリア教育実践事

業に来年度から2年間取り組んでまいりたいと
考えております。

これまでの成果につきましては今お伝えをし

たところですが、課題といたしましては、学校

の描く課題と地域の描く課題が合致することが

この教育活動を大きく進めるうえでは必要だと

感じております。

このことを受けまして、来年度から取り組み

ます新たなキャリア教育につきましては、市町

のまちづくりの担当課や、観光に関わる担当課

と学校が深く連携を図りながら、2年間事業を
展開していきたいと考えております。

【中山委員】生徒がこういうことを地域の人と

一緒に体験することによって、その地域に対す

る意識とか、何人もに揺さぶられて、刺激を受

けて前向きに取り組む姿勢というか、そういう

ものが生まれてきているような話もしましたけ

れども、課題も少しあるようです。

とりあえず、8地区、8校、これに参加した生
徒というのはどの程度ですか。

【加藤義務教育課長】 すみません、児童、生徒

の数につきましては、今、持ち合わせておりま

せん。申しわけございません。

【中山委員】 大体の数もわからないですか。

【加藤義務教育課長】後ほど確認をしてお伝え

させていただきたいと思います。

【中山委員】要するに、学校全体で取り組んだ

わけではないのですか。どこかのクラスをモデ

ルにして、そこを中心にやっているのではない

のですか。違いますか。これは学校全体でやっ

ているのですか。

【加藤義務教育課長】これは、学校によりまし

て、例えば2年生、3年生で取り組む学校や、ま
た、1年生、2年生で取り組んでいる学校もござ
います。

【中山委員】それでは、人数がはっきりわから

ないということですし、形態がはっきりわから

ないということですので、後で調べてから教え

ていただきたいと思います。

それと、問題は、基本にもう一回戻っていき

たいと思いますが、起業家精神とか、起業家的

資質とか、能力育成ということでありますけれ

ども、特に、起業家の育成まではなかなか難し

いと思いますけれども、起業家精神をどう教え

ていくのか。そこで、その起業家精神というの

はどういうものか、わかりやすく説明できます

か。

【加藤義務教育課長】起業家精神、中学校段階

で私どもが考えておりますのは、自分たちの責

任のもと、その自分たちが捉えた課題の解決を

図りながら、そして取組を進めていくというこ

とになります。その中で、例えば自分たちが立

ち上げた企業で株式を発行いたしまして、それ

を原資としながら、子どもたちが自分たちの取

組を考えていく、このようなことが将来的には

起業家精神というものにつながっていくものと

考えております。

【中山委員】 私も、若い頃、会社を起こして、
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10年程度経営したことがありますのでわかる
んですが、私の体験でいけば、サラリーマンも

私は5年しましたけれども、サラリーマンの時
には残業するのが大変好きではございませんで

したけれども、企業を自分で起こすと、24時間、
360日働いても全然苦にならないというか、非
常に意識の変化が起きていくわけでありますか

ら、心の中にそれぞれの目的があると思います

けれども、その変化にこれによって火をつけて

いただくということは大変すばらしいことでは

ないかと思います。

そこで、先ほどもちょっとありましたけれど

も、学校の描く絵と地域の描く絵は違うんだと

いうことで、実は私がこの事業を昨年文教厚生

委員会で説明を受けた時に、これはいい事業だ

ということで学校の校長先生に、こういう事業

があるからぜひ手を挙げたらどうかと話したら、

「いや、議員さん、私たちはそれだけ取り組む

余裕がない」というような話をはっきりされま

した。取り組む余裕はないと。

それで、各学校も働き方改革とか、いろいろ

あるのでなかなか余裕がないということであり

ます。そうなると、これを9地区については9校
指定するのか知らないけれども、これについて

はやれると思うんだけれども、問題はこの経験

をどういう形に広げていくのか。これは並行し

てやっていかないといけないと思うんですよね。

この辺について、何か工夫がありますか。

【加藤義務教育課長】 一つこれまでの2年間の
中で、このような教育活動が大変価値のあるも

のだということを私どもは実感することができ

ました。ですので、今後２年間の事業が県内の

学校へ広げていくための私どもの取組だと考え

ております。

そのような中で、これまで2年間取り組んだ

ことにつきましては、1月に実はフォーラムを
開催いたしまして、広く県内の学校関係者、ま

た、様々な地域の方々にもお伝えをしたいと思

っておったんですが、感染拡大の状況がござい

ましたので、本年度はこの8校の取組を動画に
いたしまして、Ｗｅｂでの配信を行ったところ

でございます。それぞれの学校で見ていただけ

るようにし、また、それぞれの学校では、地域

の方や保護者の方にも見ていただけるような形

で情報の提供をさせていただいております。

併せまして、8校におきましては、それぞれ
の取組を学校で発表会を行っております。ここ

にも多くの参加者がおりましたので、その私ど

もの考えるこの教育活動の効果については、一

定の広がりをつくることができたのではないか

と思っております。

先ほどの取り組んだ生徒の人数についてお話

をさせていただいてよろしいでしょうか。8校
で1,220名の生徒がこの教育活動に取り組んで
おります。

【中山委員】結構な人数が参加したということ

でありますので、ありがたいなと思いますが、

そうすると、今、課長が言ったように中学校に

モデル校をつくって動画発信したりして発信し

ていくというのが一つ。

そうすると、中学生は高校生になっていきま

すよね。高校との連携をどうしていくのか、こ

れについて何か考え方がありますか。

【狩野高校教育課長】 今現在、小・中学校、高

等学校のふるさと教育というのはかなり推進さ

れておりまして、私も去年の3月まである学校
におりました。近隣の中学校から学習発表会と

いう形で案内がまいります。そこに私もしくは

職員を派遣しながら、中学校はどんなふるさと

教育を実践しているのかということを見て、そ
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れをまた高校で積み上げていくという形で活か

していっております。

【中山委員】ぜひ高校につないでいかないとい

けないわけですよね。

そこで、高校教育課長からありましたので、

次に少し具体的に聞いてみたいと思いますが、

このキャリア教育・産業教育指導費の中で、2
番のプロジェクト研究活動に対する支援、農業、

ここで「環境保全型農業に対応できる農業起業

家を育成」となっているんですよね。これは農

業高校を指しているのかどうか、そういう意味

で質問しているんですけれども、この事業内容

について説明いただけますか。

【狩野高校教育課長】これにつきましては、農

業高校の支援ということでございます。農業高

校は、その特色を活かしまして、いろんなプロ

ジェクト研究を実施しております。例えば、島

原農業高校ですと、幻の島原茶の知られざる効

能についてとか、それぞれ特色を活かしながら

農業高校が研究活動をしているということでご

ざいます。

【中山委員】 それでは、もう一つ、高校生アン

トレプレナーシップゼミ、外部講師とか、集合

研究を実施して起業家精神を持つ人材育成と書

いておりますけれども、この内容を教えてくれ

ますか。

【狩野高校教育課長】今、本県の高校生の中に

も、将来、起業したいという志を持っている生

徒がいるだろうと思います。その生徒たちを掘

り起こしたいと思っています。具体的には、約

20人ぐらいの高校生を集めまして、1泊2日の研
修を3回実施しようと思っています。
昨年度、長崎大学の方にアントレプレナーシ

ップセンターというのができておりますので、

その大学の協力を得ながら、実のある研修を実

施してまいりたいと思っております。

【中山委員】ぜひ、最終的には起業家を育てて

いかなければいけないので、長崎大学の学生が

起業を始めたということで新聞に載ったけれど

も、私はいつも県立大学、経営学部があるんで

すよね。ここに行くたびに学生の起業家を育て

てくれませんかという話をよく言っているんで

すよ。そういった意味からして、この学事振興

課と若干違うけれども、県立学校との連携とい

うか、これについては何も考えていませんか。

【狩野高校教育課長】 今、県立高校の全日制

54校が、何らかの形で地域を舞台にしたふるさ
と教育を実施しております。学校によっては近

隣の大学と連携もしながら、高校になると研究

課題というのはかなり高度になりますので、大

学の知見もおかりしながら、今研究を進めてい

る学校も結構ございます。

【中山委員】それでは、具体的に学校が県立大

学と協議して、起業家育成のセミナーなり何な

りやっているということですか。

【狩野高校教育課長】主に起業家精神育成では

ないんですけれども、松浦高校や佐世保西高校

が県立大学と連携をしながら地域課題の研究を

しているということでございます。それは、ひ

いては地元に残って地域を元気にしていくよう

ないろんな発表とか出てくるでしょうから、将

来的にはそういった起業家精神につながってい

くものではないかなと考えております。

【中山委員】ぜひ県立大学を活用してもらって、

やはりそこの先生方を直接高校や中学校に、ま

た学生たちに来てもらって、一緒にこういうも

のに参加してもらうという方法もあろうと思い

ますので、そういう仕掛けもぜひやってほしい

と思います。

最後に、高校の場合は、先ほど農業高校につ
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いての話がありましたけれども、工業高校や商

業高校、水産高校とかありますよね。それぞれ

ものづくりコンテストとかやっているけれども、

こういうものに出場した人たちの交流会という

か、お互いに刺激し合う交流会などをやったこ

とはないんですか。

【狩野高校教育課長】 今おっしゃったとおり、

工業のモノづくりロボットコンクールとか実施

をしておりますので、他校の生徒たちがそれぞ

れしのぎを削りながら切磋琢磨していくという

こともございますし、また、大学や企業、研究

機関から学校に講師として招聘をして、いろん

な技術伝習の講座とか実施をしているところで

ございます。

【中山委員】私の言う説明が悪かったかもしれ

ないけれども、このキャリア教育・産業教育指

導費の中に、工業高校、農業高校、商業高校、

それぞれ事業があるわけですよ。こういう事業

に参加した人を一堂に集めて交流会をして、さ

らに刺激し合うというか、こういうのも一つの

アイデアではないかなと思ったものですから、

こういうことはやれないんですか。

【狩野高校教育課長】今、中山委員がおっしゃ

ったようなことを私は課題認識として持ってお

りまして、なかなか生徒同士の交流というのは、

いわゆる学校を越えた、学科を越えた、工業と

商業とか農業とか、もしくは普通科とか、そう

いった交流はなかなか進んでなかったというの

はございます。ですから、今度の新規事業の中

で、長崎を元気にするアイディアコンテストと

いうのを実施したいと思っております。これは

何かというと、それぞれいろんな地域課題探究

学習というのを学校は実施をしているんですけ

れども、実は、ほかの学校はどんなことをして

いるかよくわからないという現状もございます

ので、それをつなぎたいと思っております。

来年度、1人1台の端末が入りますので、それ
を活用して、特に優れた課題研究を10本程度選
ばせていただいて、その10グループについては、
その発表を全ての高校生に端末を使って見せた

いと思っています。

その後、その10本の中のどれがよかったかと
いう投票をさせて、上位3本については全国大
会、コンクール等に出場させたいと考えており

ます。

【浦川分科会長】 ほかにありませんか。

【徳永委員】今の関連ですけれども、これは県

内8地区、8校ですよね、今。どこどこですか。
【加藤義務教育課長】 8校につきましては、長

崎市立野母崎中学校、佐世保市立世知原中学校、

松浦市立調川中学校、東彼杵町立東彼杵中学校、

長与町立高田中学校、雲仙市立小浜中学校、対

馬市立大船越中学校、五島市立福江中学校の8

つの学校になっております。

【徳永委員】 この指定校を今度9地区に拡大を
するということになっています。その9地区と
は、これにプラス1ということですか。
【加藤義務教育課長】まだ調整段階にあるので

すが、基本的には異なる中学校で実施をしてい

ただこうと思っております。今の段階で継続校

が3校、その他6校が新たな学校という形で考え
ております。

【徳永委員】 先ほどの8校のうち3校が残って、
プラス6校を今後指定をするということですか。
【加藤義務教育課長】 そのとおりです。

【徳永委員】 協議会も9地区に誘致をするとあ
りますけれども、この協議会というのはどうい

う内容なんですか。

【加藤義務教育課長】協議会につきましては、

この9地区の学校、そしてそれぞれの市町の教
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育委員会、その中に私どもや大学の関係者も入

っていただきながら、ふるさと教育の推進につ

いてどのようなことができるのか。また、それ

ぞれの横の情報共有を図りながら進めていきた

いと考えております。

すみません。一つ訂正をさせてください。先

ほどお伝えいたしましたが、継続は2校で、新
規が7校という形で進めていきたいと思ってお
ります。申しわけございません。

【徳永委員】 継続が2校で新規が7校。8校のう
ち2校は継続で6校はもうやめるという、その理
由は何なんですか。

【加藤義務教育課長】まず、私どもが取り組ん

でおりますキャリア教育については、どんどん

横の広がりをつくっていきたいというところで、

基本的には新たな取組をする学校をということ

で募集をさせていただいておりました。

市町と協議をしていく中で、この学校にはぜ

ひもう少し取り組ませて、さらにこの取組の質

を高めさせていきたいというような意向を調整

しながら、このような形になっております。

【徳永委員】 大変いいことだと思います。

ただ、中学生ですよね、なかなか起業といっ

ても、正直どこまで理解をするかというのは今

からなんでしょうけれども。

そういう中で、私は雲仙市、特に農業の盛ん

な地域ですけれども、今、農業が一つ伸びてい

る理由には、経営体というか、経営状況が変わ

ってきたんですね。家族経営ですけれども、そ

の中でしっかりとした、ある意味の企業経営と

いうような、親子でありながら給料制にすると

いったものに取り組んでおります。今まではそ

ういうものではなくて、ある意味お小遣いみた

いなところだったんですけれども、今はそうい

う家族経営が給料体制になったということで、

非常にやる気になっております。

今、農業高校の話も出ましたけれども、例え

ば農業高校においては、卒業生が、島原農高は

農業に就業する人が多いんですけれども、ほか

の高校はほとんど農業には従事をしないという

ことで、非常に残念なところがあります。そう

いう中でしっかり、それこそ起業というよりも、

農業高校に来る人にはそういった経営というも

のを教えていけば、非常にこれもまた、今、農

業については規模拡大等もできて、当然家族経

営だけではなくて、これは従業員を入れてしっ

かりとやっていく農業がどんどん増えています。

実際、農家の戸数は減っておりますけれども、

規模拡大によって、農業の経営体というのは大

きくなっておりますので、そういう意味ではそ

ういったキャリア教育も重要ではないかと思い

ますが、その辺はどうなんですか。

【加藤義務教育課長】昨年度、これまで実践し

た学校において、株券を発行して、子どもたち

がお金を保護者の方や地域の方々から、例えば

1株500円という形で募り、自分たちがこんなこ
とをやりたいんだという説明を地域の方々にい

たしまして、株券を買っていただいて取組を進

めていくということをやっております。

また、学校の中では、例えば社長という立場

の者がいて、総務部があり、営業部があり、販

売部があり、そのようなそれぞれの部をつくり

ながら、ある意味会社という形での学習を展開

していっているところです。

そういった中で、ある生徒の言葉といたしま

して、「普段手にしている500円というものだ
けど、この株式で出資していただいた方のこと

を考えると、この500円というものが大変重く
感じる」というような話もあっておりました。

そういった意味でも、子どもたちがある意味実
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社会とつながりながら学習を展開しているのか

と思っております。

また、株券を買っていただく方は、実は地域

の方、保護者の方だけではなく、例えば関西に

住んでおられるОBの方々が、自分たちもその株
券を買いたいというようなお声がけをしていた

だいた学校もございました。様々な可能性を持

っている教育活動だと考えておりますので、今

後も続けて展開していきたいと考えております。

【徳永委員】それともう一つ、これは非常にい

い取組、今回500万円ですかね、もっと予算を
増やしていただきたいと思いますけれども。

そういう中で、やはり講師を県内で起業して

成功した。そういう人から話を聞く。そういう

人と会うということは非常に私は大きなプラス

要因になると思うんです。その辺はそういうス

ケジュールというか、カリキュラム、計画はあ

りますか。

【加藤義務教育課長】この会社の経営を勉強す

るうえでは、地域の経営者の方や、またコンサ

ルタントをしておられる方々、そういった方と

関わりながら、子どもたちが地域の方に学びな

がらこの学習をつくっていくということが一つ

の特徴となっております

また、販売等におきましても、地域のデザイ

ナーの方々の意見を聞きながら商品を開発して

いったり、そういった形で子どもたちが実際に

地域で活躍しておられる、ふるさとで活躍して

おられる方と出会いながら学習ができるという

のが大きな特徴の一つだと考えております。

【徳永委員】長崎県にもそういった偉人もいら

っしゃいますし、成功された方がいらっしゃい

ます。

例えば、長崎県ではないですけれども、皆さ

んご存じのように孫 正義氏は、高校の時にマ

クドナルドの藤田 田さんのところに何回も通

って、あまりにもしつこいものだから会ったと。

その時、彼が「もうかる仕事を教えてください」

言った時に、藤田 田さんはやぜらしいものだ

から、「今からコンピューターの時代だ」とい

うことを言って、彼は翻訳機をつくって、その

特許で成功したと。その後、彼は福岡のアパー

トで、みかん箱で、3人で会社を立ち上げて、
「10年後に何千億か1兆円の会社になるんだ」
と豪語したものだから、あとの二人はさっさと

辞めていったと。その二人は、恐らくその後、

後悔しただろうと。そのままおれば、今は億万

長者なんですね。そういういろんな起業家もお

ります。しかし、そういった大ぼら吹きと言い

ながらでも、しっかりと成功した、それこそ誰

でも知っている成功者、これは成功者だけでは

ないんですけれども、そういう人の自叙伝では

ないですけれども、そういうものを見せたり、

話をすることによって、決して、この人が特別

ではないんだと、我々も頑張ればできるんだと、

そういう教育というものも私は必要ではないか

と思いますけれども、最後に教育長、ひとつよ

ろしくお願いします。

【池松教育長】今、徳永委員からご指摘があり

ましたけれども、この高校、中学もそうですけ

れども、起業家ということを看板にしているん

ですけれども、先ほどご説明したとおり1,200
名余りの中学生がこの事業に関わっております

が、当然、1,200人全員が何かの会社を起こすと
いうことは現実的にはないわけですけれども、

私は今、徳永委員おっしゃったように、孫さん

のお話がありましたけれども、やはり現在の世

の中の課題、足りないものは何なのかというこ

とを、これは学校で直接教えてくれません。そ

ういうことを見つけ出す能力といいますか、力
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を身につけさせて、それを解決したいというチ

ャレンジ精神を持たせることがこの教育の一番

深い目的ではないかと考えております。そうす

ることによって、それが会社を起こす、経済活

動に携わる子どもも出てくるかもしれませんし、

ふるさとに残って地域おこしに携わる子どもも

おるかもしれません。普通のサラリーマンにな

る子どももおるかもしれませんけれども、やは

り世の中をうまく回すために、人のためにどう

自分が生きていけばいいのかという気持ちを持

ってくれるような人間に育ってくれるというの

が一番の真の狙いだと思っていますので、先ほ

どからご指摘があったように、小学校、中学校、

高校、また大学との連携も深めながら、引き続

き対応していきたいと考えているところでござ

います。

【浦川分科会長】 ほかにございませんか。

【山田(朋)委員】 横長資料の13ページ、地域自
殺対策強化交付金とありますが、内容の方を、

どのような相談体制とか、普及啓発とか、地域

のネットワークをつくったりする厚生労働省の

メニューのようでございますが、学校での取組

状況を教えてください。

【安永児童生徒支援課長】この地域自殺対策強

化交付金、社会福祉補助金については、本課の

ＳＮＳ相談事業、ＬＩＮＥ相談、この事業が主

たる中身でありまして、教育相談の充実のため

に窓口を設置しております。委員もご承知のよ

うに、一昨年からスタートした事業、これが主

であります。

【山田(朋)委員】ＬＩＮＥの相談の分というこ
とでありました。全国的には、女性と若者、中

学生とかがすごく多くなっていたようでありま

すが、本県においてはそういった傾向はないよ

うに聞いてはおりますが、今回のコロナ禍の中

で、特に、学校現場の先生方は非常に子どもた

ちにいろいろ目を配っていただいたり、心を配

っていただいたりしていると思うんですが、特

別に対策というか、そういったことを注意する

ように通達を送ったりとか、何かそういったこ

とはやっているんですか。

【安永児童生徒支援課長】今、委員が言われた

ことは自殺対策のことであると理解して答えさ

せていただきますが、県教育委員会としまして

は、これまでも自殺対策については、特に夏休

み明け、それと新学期明け、年度末・年度始め、

こういった節目節目の時に全国的な傾向として

自殺が多く発生するということで、その前後に

ついて、学校が十分丁寧に児童生徒理解に努め

るように通知を出しているところです。

【山田(朋)委員】 わかりました。近年は、公立
学校に通う児童生徒の自殺はなかったかなと私

は認識をしておりますが、その認識でよろしか

ったですか。

【安永児童生徒支援課長】本県において、自殺

については、数としてはごく少ない数で毎年推

移しているという状況です。少ない数ではあり

ますが、状況や背景がなかなかつかめないとい

うこともあります。

ただ、学校は、丁寧に遺族に寄り添って調査

をしながら背景をつかんで、再発防止に向けて

取り組んでいるというところであります。

【山田(朋)委員】 私が認識不足でした。大きく
新聞に取りざたされたもの以外にも子どもの自

殺、不審死というか、そういったものは毎年少

ないけれども発生をしているという理解でよろ

しかったということですね。後ほど数を教えて

いただきたいと思います。

公立高校においては、特にそういったことで

保護者間のトラブル、私立学校においては自殺
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の件を認める、認めないとかで長きにわたって、

保護者の理解がいろいろできていないような部

分もありますので、今の課長の答弁であれば、

その理由を、きちんと保護者に寄り添って対応

しているということでしたので理解はいたしま

したが、非常に残念なことでありますので、後

ほど数を教えていただきたいと思っております。

これから、コロナ禍の中で子どもたちは、い

ろんな生活の環境が違う中で、様々なストレス

も抱えていると思いますので、より一層相談体

制とか、子どもたちへの目配り、気配り、心配

り等をぜひお願いしたいと思います。

【安永児童生徒支援課長】本県の自殺の児童生

徒数というのは、文科省の各都道府県ごとの数

は発表しないようにという指示がありまして、

数については公表できません。その理由の一つ

には、遺族の思いに沿った対応ということ、そ

れと数がごく少ないということで個人情報、そ

ういったところが開示される可能性があるとい

うことでご配慮いただければと思います。

【山田(朋)委員】 ごく少ないから特定をされる
だろうということで、十分に配慮することは理

解しますが、ごく少なくても、一人だろうと子

どもたちが自ら命を絶つことがないように、長

崎県の教育委員会としては取り組んでいただき

たいことを強く要望申し上げます。

次に、19ページ、がん教育総合支援事業委託
金とありますが、県内におけるがん教育の状況

を教えていただきたいと思います。

【松﨑体育保健課長】がん教育はがんについて

正しく理解することができるということ、それ

と健康と命の大切さについて主体的に考えるこ

とができる、これを目的として学習指導要領を

はじめ、様々な教育活動の中で教科に関連づけ

て指導している、教育活動の中で実施している

という状況です。

【山田(朋)委員】 教科に絡めて様々な指導をい
ただいているようでありますが、低学年、中学

年、高学年と小学校にはあると思うんですけれ

ども、小・中・高全ての、1年生に入った時か
らずっと関わっていくというか、学びをずっと

継続しているような状況にあるのか、そのあた

りを教えてください。

【松﨑体育保健課長】学習指導要領の中で、例

えば健康と自分の体とか、その発達段階に応じ

ての学習を子どもたちは学んでいくということ

になります。ここに計上しております事業につ

いては、国の事業を活用したものでありまして、

これは、例えば先ほどもありましたように専門

医を学校に派遣して、専門家の意見を聞く、そ

ういう講話も実施しているところであって、発

達段階に応じてそのような外部の有識者の声を

子どもたちに直接聞かせること、そういう取組

も行っている状況です。

【山田(朋)委員】 2人に一人ががんになる時代
であります。私も息子が小学校2年生の時にが
んになりました。大人が話していることが、全

然話は違った内容なんですけれども、私があと

5年で死ぬとか思ったりして、急にすごく泣か
れたりしたことがありました。子どもたちにと

って親のがんというのも非常に高い確率である

と思うので、しっかり子どもたちにがん教育を

さらに進めていただきたいとお願いを申し上げ

ます。

最後に39ページ、防災教育推進事業費につい
て伺いたいと思います。

今、子どもたちに対する防災学習等どのよう

な状況で行われているのかお聞かせをいただき

たいと思います。

【安永児童生徒支援課長】本課における防災教
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育の事業については、10年前にありました東日
本大震災以降、文科省が進めております学校安

全総合支援事業の中で、特に防災教育について

力を入れてこれまで行ってきているところであ

ります。

具体的な取組については、毎年、各地域を指

定して、小学校、中学校、拠点校も指定しなが

ら、各関係機関が連携し、例えば消防、警察、

危機管理課、砂防課、気象庁、こういった関係

機関と連携しながら避難訓練を行ったり、ある

いは災害の種類によっては子どもたちを保護者

に引き渡すところまでの訓練を行ったり、また、

地域の実態に応じた防災のあり方というのを学

んだりということで、実践的な防災教育に継続

して取り組んでいるところです。

【山田(朋)委員】 私が以前、文教厚生委員会に
いた頃、昔、東彼杵町でモデル事業みたいなこ

とをされたかと思いますが、その後、県下21市
町全部を網羅して、エリアに偏りがない中でそ

ういった防災教育ができているのかどうか教え

てください。

【安永児童生徒支援課長】先ほど言いますよう

に毎年地域を指定して、今、9年目を迎えてお
りますので、県下全域で9地区以上の防災教育
の展開を進めているわけですが、今後も広く県

下全域に、地域を指定しながら、防災意識を高

めていきたいと考えております。

【山田(朋)委員】9地区以上で実施していただい
ているということであります。一回やったとこ

ろは、今後は自分たちの力で継続して行ったり、

様々やっていただいていると思うんですが、長

崎県で島原は噴火災害がありました。長崎も諫

早も大きな水害がありました。そういった地域

は比較的防災意識が高いと思うんですが、私の

住む佐世保の方とかはあんまり大きな、もちろ

ん佐世保水害はあったんですが、大きな災害が

近年ないこともあり、ちょっと意識が薄いと思

うんですが、この事業は市町の手挙げで決定を

しているのか、どのように決めているのか、教

えてください。

【安永児童生徒支援課長】学校安全総合支援事

業は、国の委託を受けて県下全域に公募をかけ、

市町が取り組みますということを県が受けて一

緒に事業を展開していくというシステムで行っ

ています。

【山田(朋)委員】 わかりました。引き続き検討
いただきたいと思います。

以上で終わります。

【浦川分科会長】ほかに何か質疑はございませ

んか。

【中村(泰)委員】 縦の関係議案説明資料の4ペ
ージ、ＩＣＴを活用した教育の推進でございま

す。スマートスクール推進協議会、また、ＩＣ

Ｔ教育推進室を設置されるということでござい

ます。

こういった取組を通していろいろな連携であ

るとか、課題を抽出して解決をしていくという

ことを進めていくと思われますが、まずは、整

備・運用という面と教育という面に分けて、今

のＧＩＧＡスクールを進めるに当たっての課題、

ご認識をお知らせいただけないでしょうか。

【加藤義務教育課長】ＧＩＧＡスクール構想が

始まる中で、まずは整備の面の課題というとこ

ろがあるのかと思っております。ですので、こ

れにつきましては、基本的に本年度中に、全て

の市町において計画された機器が導入されるこ

とになり、実際の運用は来年度にかけて進んで

いくものと考えております。

そういった中で、早く導入された地域におき

ましては、やはり当初の導入時期における不具



令和３年２月定例会・文教厚生委員会・予算決算委員会（文教厚生分科会）（３月９日）

- 75 -

合、このようなものも出てきておりまして、そ

こに関しましては導入業者と連携をとりながら、

今、改善を図っているという状況にあります。

まずは機器の整備、その後、授業、学習づく

りといった形で大きくは展開していくものと考

えております。

【中村(泰)委員】 端末の整備というところでの
課題があると、そこは機器の業者の方と連携を

されるということでした。

今日に当たっていろいろと調べたんですけれ

ども、本当はこれを通告しておくべきだったん

ですが、例えばクラウドをどのようにして活か

すのか、その容量はどうするのかとか、先生が

持つストレージ、要は何ギガまであればいいの

かとか、あと学校における環境、要は回線の容

量ですね、こういったものはどれぐらいである

べきなのか、また、管理者の権限は行政側にあ

るのか、先生にあるのかとか、こういったとこ

ろを、ほかの自治体であるとか、先行した学校

であるとか、こういったところにお伺いすると、

今のような課題がちょっと見えたんですけれど

も、わかる範囲で結構ですので、お知らせいた

だけないでしょうか。

【加藤義務教育課長】 申しわけございません。

あまり詳しいところまでお伝えができないかと

思うのですが、基本的には全ての市町に導入さ

れる端末につきましては、クラウドでの活用を

していくことになります。これは、例えばグー

グルであればグーグルが提供しておりますクラ

ウド、こういったものを使いながら実施をして

いくということになっております。

ですので、どちらかというと、パソコン自体

のスペックよりも、回線速度というものが今後

のＧＩＧＡスクール構想の端末には必要なもの

だと考えておりまして、このあたりにつきまし

ては昨年度の1月ごろから、例えば昨年度の2月
には関連する企業の説明会を市町を集めて行い

ました。また、その後、端末のスペック等につ

きましても、様々なご意見をいただきながら、

基本となるようなベースとなるものをつくって

きたという状況にございます。

その後、クラウドの活用につきましては、そ

れぞれの先生方、子どもたちのアカウントなど

が必要になりますので、このあたりについては

県と市町で本年度は2回の協議会を行っており
ます。それ以外にもオンラインで7回、様々な
情報交換会を行いながら、それぞれの市町の端

末の導入に向けて準備を進めてきたという状況

でございます。

すみません、パソコンのスペック等につきま

しては、後ほど、わかりましたらご説明をさせ

ていただきたいと思います。

【中村(泰)委員】 ものすごく大変な業務だと思
います。今、話を伺って思ったのが、ワクチン

接種に近いというか、表現が正しいのかちょっ

とわからないんですけれども、本当に経験した

ことのないようなことをやっていくので、もの

すごく大変だろうなと思います。

ただ、すごく関心も高いことですので、市民、

県民の皆様がわかるような形で、今、幾つか事

例を申し上げて、こういったところがどうなっ

ているのかというのをお伺いしたんですけれど

も、また、議論を継続させていただきながら、

まずは課題を抽出するところから始めないとい

けないと思うので、抽出をして、それをひとつ

ひとつ、こういったものというのは恐らくある

程度最初に決めておかないと、走り出してこれ

をやり出したらすごく混乱もするし、お金もロ

スすると思うんですね。なので、今のうちにも

う少し何か議論を深めた方がいいかなと感じま
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したので、引き続きの議論をよろしくお願いい

たします。

同ページのＥｄＴｅｃｈサービスの導入検証

ということなんですけれども、工学系との連携

というところだと思うんですが、民間との連携

といったところもまた出てくると思うんですけ

れども、このあたりについて現状をお知らせい

ただけないでしょうか。

【狩野高校教育課長】ＥｄＴｅｃｈサービスの

検証事業というのをまず取り組みたいと考えて

おります。いわゆる教育とＩＣＴ技術を融合さ

せた学習支援のサービスでございますけれども、

その予算を計上させていただいております。

高校にとっても初めてのことですので、どの

ように活用できるのかという課題を今から整理

をするわけですけれども、生徒たちの学習支援、

学びが豊かになる、質が向上するために、この

ＥｄＴｅｃｈサービスというのを、指定校を指

定して、その検証事業からまずスタートしたい

と考えております。

【中村(泰)委員】 まだ、多分本当に今からとい
うところだと思うので、もう少し具体的に決ま

ってきた時に、また深まった議論をさせていた

だければと思います。

同資料の5ページです。特別支援教育の推進
というところで、障害のある生徒がＩＣＴを活

用し就労するために必要な指導内容・方法の研

究とございます。具体的にどういった研究をさ

れているのかお知らせいただけないでしょうか。

【宮﨑特別支援教育課長】まず、この新型コロ

ナウイルス感染対策といたしまして、「新しい

生活様式」が提唱されて、在宅勤務などが推奨

されるなど、働き方が大きく変化をしておりま

す。

そこで、特別支援学校の卒業者につきまして

も、従来の勤務形態のみならず、ＩＣＴを活用

した、例えば在宅勤務の機会などが増えるとい

うことを想定したキャリア教育について研究す

るという内容でございます。

【中村(泰)委員】 わかりました。在宅をイメー
ジしたというところなんですけれども、多分そ

れだけではないのかなということと、あとは実

際に子どもたちがどのような形でこれをやって

いるのかというのを、もう少しイメージが欲し

かったんですが。

【宮﨑特別支援教育課長】まず、この事業につ

きましては、文科省の方で公募を予定しており

ます「ＩＣＴを活用した職業教育に関する指導

計画、指導方法の開発」という研究委託事業を

活用して事業を展開したいと考えております。

具体的な内容としましては、特別支援学校1
校にＩＣＴ活用キャリア教育コーディネーター

というものを配置いたしまして、ＩＣＴ関連企

業をターゲットとして職場実習、これは生徒が

実際に行って仕事をするような取組でございま

すが、それを受け入れていただけるような企業、

それから雇用が可能な企業の開拓であるとか、

それからＩＣＴを活用して就労するためには、

実際どのようなスキルが必要かということ、ま

た、それをどのように指導すればいいか、その

ような研究を進めてまいりたいと考えておりま

す。

【中村(泰)委員】 研究を進めていくということ
で、そこまで今の時点では、県としてはそんな

に知識であるとか、経験というのは備わってな

いということなんでしょうか。

【宮﨑特別支援教育課長】過去に在宅就労した

方というのはおられますが、実際にそういう現

場実習等において、在宅での実習を行った生徒

というものは本県ではまだ実例がございません。
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ですから、今後、そのようなことが増えるとい

うことを前提といたしまして、どのような取組

が必要かということを、今後、研究を深めてま

いりたいと思っているところです。

【中村(泰)委員】 在宅勤務をイメージしたとい
うところで、恐らくそれだけではないところで、

先議の際も申し上げたんですけれども、恐らく

いろいろな活動、もっと幅広い活用が見えると

思うので、もう少し多岐にわたる議論ができれ

ばなと思いますので。

【宮﨑特別支援教育課長】今、委員がおっしゃ

るようにＩＣＴを活用した就労と申し上げまし

ても、文書入力であるとか、表計算であるとか、

ホームページのデザインなど、本当に多岐にわ

たることが考えられますので、実際、就労や実

習に向けてどのような技能が必要で、どのよう

な方法が求められるかということについて研究

を深めてまいりたいと考えております。

【中村(泰)委員】 わかりました。要は、どうい
った職種でご活躍いただけるのかとか、そうい

ったところの調査からということで理解をいた

しました。引き続き、どうぞよろしくお願いい

たします。

続きまして、横長資料となります。32ページ
です。外国語教育強化事業です。

コロナのために、恐らく海外に行けないとい

うことで減額という措置がなされていますが、

まずは、その認識で正しいかどうかお知らせく

ださい。

【加藤義務教育課長】この減額につきましては、

海外に留学というものではございません。小・

中学校を対象にして行っている英語の事業にな

っております。この事業の減額につきましては、

昨年度まで実施しておりました小学校の教員を

対象とした事業が、民間業者に委託をして行っ

ておりました。これが次年度から実施するもの

に関しましては、中学校の教員を対象として、

私どもが主になって研修を行うということで、

その部分の減額というものが大きな要因となっ

ております。

【中村(泰)委員】 理解いたしました。ありがと
うございます。

では、横長資料の39ページです。先ほどもい
じめ不登校対策事業費のスクールカウンセラー

の活用事業について議論がなされましたけれど

も、スクールカウンセラーとしては目標に対し

て整ってはいるという一方、増やさないといけ

ないという認識でいらっしゃるということで捉

えております。

そこで、今回改正になっております子育て条

例行動計画の変更の資料の12ページに、平成29
年から平成30年の不登校の生徒の数を出され
ています。公立小・中学校全体で136名増加、
高校では11名減少ということのようです。この
トレンドを見ていくと、不登校生徒の数という

のは、子どもが減っているにも関わらず増えて

いると。割合自体も当然増えていますし、数も

増えているということです。

そういった中でスクールソーシャルワーカー

の活用であるとか、スクールカウンセラーの事

業、こういったところをもっと手厚くしていか

ないといけないんだろうなと思う一方、もちろ

ん不登校の要因というのはいろんな理由があっ

て、各ご家庭の経済的な要因であるとか、社会

的事情、また先生方の働く環境とか、そういっ

た複合的な理由があるとは思うんですけれども、

実際そういう意味で、対策は打っているけれど

も、なかなか追いつかないという状況の中で、

このスクールカウンセラーの活用事業自体が、

当然プラスではあるんですけれども、そもそも
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の方向性として合っているのかどうか。もしく

は、またプラスの、もちろんお金が潤沢にあっ

て、いろんな施策を打てればいいんですけれど

も、効果的なところという視点でご意見をいた

だければと思います。

【安永児童生徒支援課長】学校における生徒指

導の課題というのは、不登校に限らず、いろん

なところであるわけですが、学校だけで抱える

ことができない、対応に苦慮している事案が近

年多く発生しているという現状があります。

教職員だけでは対応できない、保護者対応も

含めた支援を、スクールカウンセラーやスクー

ルソーシャルワーカーと協力しながら、総合的

に子どもたちを支援していく位置づけとして教

育相談体制の専門家としてのスクールカウンセ

ラー、スクールソーシャルワーカーの力をかり

て学校を支援していきたいという思いの中で事

業展開していると理解していただければと思い

ます。

【中村(泰)委員】 なかなかこれの効果というの
をはかるというのはすごく難しいと思うんです

けれども、実際に現場の声として、例えばスク

ールカウンセラー、スクールソーシャルワーカ

ーの方をもっと増やしてほしいという声が上が

っているから、当初の目標を達成しているけれ

ども、もっともっと増やそうとしているのか。

そこをどのように認識されているか、教えてい

ただけないでしょうか。

【安永児童生徒支援課長】 当初、この目標300
校を令和5年度までに達成しようとした当時の
目標としては、まだまだ学校の期待に沿えてな

い、教育相談体制の充実が喫緊の課題だと考え

て設定したものであると理解しております。

現在、この目標に一定到達しておりますが、

昨年来のこのコロナ禍で、特に子どもたちの心

の支援というのは重要な意味を占めております。

そういった意味でも、本年度、補正予算で希望

する学校全てのところにスクールカウンセラー

を配置したという実績もございますし、そうい

う学校の期待にこれからもますます応えていき

たいと、市町の考えにも沿っていきたいという

思いの中、やはり1校でも2校でも、予算との兼
ね合いの中で適正な配置を進めていきたいと考

えているところです。

【中村(泰)委員】 現場もこういった事業が必要
であるということを、今はっきりおっしゃって

いただきましたので、我々としてもしっかりこ

ういった事業を応援していかなければならない

と思っております。

以上です。

【加藤義務教育長】先ほど導入いたしました端

末のスペックについてお伝えをさせていただい

てよろしいでしょうか。

このスペックに関しましては、それぞれの市

町ごとに異なるものでございますが、今回、長

崎県におきましては12の市町が共同調達とい
う形での調達を行っております。そちらの仕様

書にあるスペックでお伝えをさせていただきま

す。

まず、モバイルノート型であること、そして、

ストレージが32ギガバイト以上、メモリーが4
ギガバイト以上、画面が11から13型、また、タ
ッチパネル対応、そして、バッテリーが10時間
以上というような代表的なところだけお伝えを

させていただきます。

【中村(泰)委員】 端末のスペックはわかりまし
た。ただ、どちらかというと、端末よりクラウ

ドがどうかとか、周囲の環境の方が、そこで結

局左右されてしまうので、端末ばかりではなく

て、その周囲の環境についてもお知らせいただ
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ければと思いますので、また、後日お願いしま

す。

【浦川分科会長】 ほかに質疑はありませんか。

【堀江委員】 2点だけ質問させてください。
横長資料の41ページ、読書活動推進事業費の

ミライｏｎ（未来につなぐ）子ども読書活動推

進事業費の128万円について質問いたします。
これは52万円の減なんですけれども、こうし

た事業に50万円を超えての減というのは、ちょ
っと事業に影響するのではないかと推測いたし

ますが、実態として52万円の減はどのように事
業に影響いたしますか。

【立木生涯学習課長】 読書活動推進事業費の

52万7,000円の減ですけれども、このうちの30
万円ほど、29万9,000円が司書教諭等の研修会
にかかる費用になります。この分を今回、読書

活動推進事業費から、1ページ戻りますけれど
も、40ページの社会教育普及指導費の方に事項
を移させていただいております。

理由は、この読書活動推進事業というのは、

時限を決めた事業でありまして、この司書教諭

等の研修会につきましては、この事業の期間が

終わった後も恒常的にやっていくべき研修であ

るので、事項を移して研修会が継続的にできる

ような措置をとっております。それが一番大き

な費用の分になります。

あとは様々な講師謝金とか、県中学生ビブリ

オバトル大会の経費、会場費を少し削ったりと

か、そういったことでこの金額が落ちていると

いう形になります。

【堀江委員】私の記憶が間違いなければ、この

ミライｏｎ（未来につなぐ）子ども読書活動推

進事業は、平成30年が487万円、令和元年が257
万円、令和2年が181万円、そして今回が128万
円で、令和元年に国の支出金がなくなった予算

なんですよね。国の支出金がなくなって、県単

でやってきていた事業です。先ほどのやりとり

の中で、長崎県学校保健専門医等派遣事業は国

の支出金がなくなっても県単で事業を実施しま

すという事業になったわけです。このように国

の支出金がなくなった場合、県単でやるんです

けど、県の財政が厳しいという中では、財源規

模が少なくなっていくという流れがあるのでは

ないかという思いが私はありまして、改めてこ

の50万円の減というのが事業に影響ないのか
という疑問を持って今の質問をしたところです。

でも、今の答弁ですと、事業そのものには影

響がないという答弁だったという理解でよろし

いでしょうか。確認の意味で答弁をお願いしま

す。

【立木生涯学習課長】委員のおっしゃるとおり

だと考えております。しっかり事業を展開して

まいりたいと思います。

【堀江委員】 最後に、横長資料31ページの義
務教育課の長崎県学力調査実施事業費について

質問したいと思います。

今回、47万円減になっておりますが、この減
の理由を教えてください。

【加藤義務教育課長】長崎県学力調査実施事業

における減額につきましては、対象となる児童

生徒数の減少や過去の実績により、印刷費や送

料等の事務費を減額したものとなっております。

【堀江委員】 生徒数の減。令和3年度は、3年
に1回、小学校6年生の理科が全国学力テストで
あるので、県が実施をしないから減ということ

ではないんですね。それはもう令和2年度の予
算の話で、今回はそれとは別に生徒の数が減っ

たということの減ということですか。

【加藤義務教育課長】そのようになっておりま

す。
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【堀江委員】私は、学力テストがなぜ悉皆方式

でされるのかと、抽出方式でするべきではない

かということをこれまで指摘をしてまいりまし

た。過去にも、例えば一橋大学の久富善之教授

の「学力テストの戦後史」を取り上げまして、

1947年（昭和22年）から昨年まで、戦後70年余
り学力テストが行われてきたけれども、結局、

今のような方式は10年間で、残りの60年間は全
部抽出式だったんだということを指摘してきま

した。

この抽出式になりますと、国が状況を把握し

て、国の教育の政策を改めて、学校教育の状況

を改善するということになるんですけれども、

現在の悉皆式になりますと、学校が平均点を全

国と比較して改善に取り組むということで、同

じ学力調査なんだけれども、これは非常に結果

が求められるということになるので、長年の戦

後の学力調査の状況から見ても、このあり方に

ついては抽出式がいいのではないかという意見

があるということを指摘してまいりましたが、

改めて、この全国学力テストの悉皆式というや

り方についての県教委の視点、見解を答弁を求

めたいと思います。

【加藤義務教育課長】私どもの考えといたしま

しては、この調査は児童生徒一人ひとりに還元

すべきものであると考えております。一人ひと

りの子どもたちの学力の定着状況を見取り、そ

の後の指導に活かしていくと考えれば、悉皆が

望ましいものと考えております。

【浦川分科会長】 ほかに質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【浦川分科会長】ほかに質疑がないようですの

で、これをもって質疑を終了いたします。

次に、討論を行います。

討論はありませんか。

【堀江委員】 第2号議案「令和3年度長崎県一
般会計予算」のうち関係部分につきましては、

教育委員会の予算1,326億4,645万円のうち、職
員給与費は1,170億65万円で、88％を構成しま
す。もちろんこの予算については賛成です。ど

の子にも確かな学力をと、長時間労働と言われ

る中で、子どもに寄り添い、日頃から頑張って

おられる教職員の皆さんに敬意を表します。

しかし、その中で長崎県が進めている県の学

力調査、本予算とは直接関係ありませんが、全

国学力調査について私は賛成できません。

令和3年度は、「長崎県総合計画チェンジ＆
チャレンジ2025」の初年度でもあります。長崎
県は確かな学力の育成を掲げ、その指標は全国

学力調査の平均正解率です。結果が求められ、

教職員も子どもたちも競争に駆り立てられてい

く状況は否定できません。

ひとりひとりの子どもの学びを支える取組は、

各学校でひとりひとりの子どもに合わせ工夫し

て行われており、全国学力調査を基準にする理

由が見つかりません。

県民から寄せられる声として、「新型コロナ

ウイルス感染症の影響で学校での学びのあり方

が問われている。」「子どもは数値ではかれな

い。子どもの力を数値に置き換え、競争させる

取組はやめてもらいたい。」「子ども一人ひと

りに目が行き届く少人数学級を国より前倒しし

て実施するためにも教職員を増やしてほしい。」

こうした現場の声を申し上げて反対討論といた

します。

【浦川分科会長】 ほかに討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【浦川分科会長】これをもって討論を終了いた

します。

予算議案に対する質疑・討論が終了しました
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ので、採決を行います。

まず、第2号議案のうち関係部分について採
決します。

第2号議案のうち関係部分については、原案
のとおり可決することに賛成の委員の起立を求

めます。

〔賛成者起立〕

【浦川分科会長】 起立多数。

よって、第2号議案のうち関係部分は、原案
のとおり可決すべきものと決定されました。

次に、第78号議案のうち関係部分については、
原案のとおり可決することにご異議ございませ

んか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【浦川分科会長】 ご異議なしと認めます。

よって、第78号議案のうち関係部分について
は、原案のとおり可決すべきものと決定されま

した。

審査の途中でありますが、本日の審査はこれ

にてとどめ、明日は午前10時より委員会を再開
し、引き続き教育委員会の審査を行います。

本日はこれをもって散会いたします。

お疲れさまでした。

― 午後 ３時５２分 散会 ―
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１、開催年月日時刻及び場所

  令和３年３月１０日

自  午前１０時００分

至  午後 ２時１２分

於  委 員 会 室 ２

２、出席委員の氏名

委員長（分科会長） 浦川 基継 君

副委員長（副会長） 中島 浩介 君

委   員 中山  功 君

〃 徳永 達也 君

〃 山田 朋子 君

〃 堀江ひとみ 君

〃 ごうまなみ 君

〃 宅島 寿一 君

〃 麻生  隆 君

〃 山下 博史 君

〃 中村 泰輔 君

３、欠席委員の氏名

な  し

４、委員外出席議員の氏名

な  し

５、県側出席者の氏名

教 育 長 池松 誠二 君

政 策 監 島村 秀世 君

教 育 次 長 林田 和喜 君

総 務 課 長 桑宮 直彦 君

県立学校改革推進室長 松山 度良 君

福利 厚生室 長 吉田 和弘 君

教育環境整備課長 日高 真吾 君

教 職 員 課 長 上原 大善 君

義務 教育課 長 加藤 盛彦 君

義務教育課人事管理監 大場 祥一 君

高校 教育課 長 狩野 博臣 君

高校教育課人事管理監 山﨑 由美 君

特別支援教育課長 宮﨑 耕二 君

児童生徒支援課長 安永 光利 君

生涯 学習課 長 立木 貴文 君

生涯学習課企画監 山﨑 賢一 君

学芸 文化課 長 草野 悦郎 君

体育 保健課 長 松﨑 耕士 君

体育保健課体育指導監 岩橋 英夫 君

教育センター所長 山口 千樹 君

６、審査の経過次のとおり

― 午前１０時００分 開会 ―

【浦川委員長】 おはようございます。

委員会を再開いたします。

昨日に引き続き、教育委員会関係の審査を行

います。

議案を議題といたします。

教育長より総括説明をお願いいたします。

【池松教育長】 おはようございます。

教育委員会関係の議案についてご説明いたし

ます。

「文教厚生委員会関係議案説明資料」教育委

員会の1ページをお開きください。
今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第17号議案「知事、副知事、教育長及び常勤の
監査委員の給与の特例に関する条例の一部を改

正する条例」のうち関係部分、第18号議案「職
員の給与の臨時特例に関する条例の一部を改正

する条例」のうち関係部分、第25号議案「市町
村立学校県費負担教職員定数条例及び県立学校
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職員定数条例の一部を改正する条例」、第47号
議案から第50号議案「財産の取得について」で
あります。

はじめに、条例議案についてご説明いたしま

す。

第17号議案「知事、副知事、教育長及び常勤
の監査委員の給与の特例に関する条例の一部を

改正する条例」、第18号議案「職員の給与の臨
時特例に関する条例の一部を改正する条例」は、

「中期財政見通しを踏まえたさらなる収支改善

対策」の一環として、平成27年度から臨時特例
的に実施し、令和2年度末で期限を迎える特別
職及び管理職員の給与減額支給措置について、

新型コロナウイルスの感染拡大に伴い、県税収

入の減少が新たに見込まれるなど、さらに厳し

い財政運営を余儀なくされる見通しであること

を踏まえ、令和4年3月31日まで期間を延長し、
給料月額及び期末勤勉手当を含む給料月額に連

動する手当について、教育長が5％の減額、管
理職員が2％～3％の減額をする給与減額支給
措置を実施しようとするものであります。

なお、第18号議案の具体的内容につきまして
は、後ほど教職員課長から補足説明いたします。

第25号議案「市町村立学校県費負担教職員定
数条例及び県立学校職員定数条例の一部を改正

する条例」は、児童生徒数等により算定される

教職員定数の増減に伴い、関係条例について所

要の改正をしようとするものであります。

次に、事件議案についてご説明いたします。

第47号議案から第50号議案「財産の取得につ
いて」は、県立高等学校での教育活動に供する

ための教師用及び生徒用タブレットパソコンを

取得することについて、議会の議決に付すべき

契約及び財産の取得又は処分に関する条例第3
条の規定により、議会の議決を得ようとするも

のであります。

なお、具体的内容につきましては、後ほど教

育環境整備課長から補足説明いたします。

続きまして、議案外の主な所管事項について

ご説明いたします。

（新規高等学校卒業者の就職内定状況につい

て）

本県の公立高等学校における新規卒業者の就

職内定率は、高校教育課の調査結果によると1
月末現在で95.2％と、前年同期97.0％を1.8ポイ
ント下回っております。今年度は新型コロナウ

イルス感染症の影響で求人数が減少したことな

どが原因と考えられます。

なお、県内就職割合は67.2％と、前年同期
63.3％を3.9ポイント上回り、同時期としては過
去最高の値となっております。

県教育委員会では、これまで、キャリアサポ

ートスタッフの配置や各高等学校を定期的に訪

問指導するなど県内就職希望者を支援する事業

を展開するとともに、長崎労働局や産業労働部

など関係機関と連携して県内企業に対して採用

枠拡大と早期求人を要請するなど、高校生の就

職支援に取り組んでまいりました。このような

取組の成果が県内就職割合の増加につながった

ものと考えております。しかしながらまだ、就

職未内定者がおりますので、今後も生徒の進路

実現のためしっかりと支援に努めてまいります。

（ＩＣＴを活用した教育の推進について）

ＧＩＧＡスクール構想等により1人1台端末
が整備されることに伴い、今後、ＩＣＴ環境を

効果的に活用し、児童生徒の力を最大限に引き

出す学びの実現が求められております。

このため、県教育委員会としても、教育のＩ

ＣＴ化を強力に推進したいと考えており、令和

3年度は高校教育課内に「ＩＣＴ教育推進室」
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の新設を検討しているところです。同室を中心

に県立学校の教科指導においてＩＣＴを効果的

に活用した授業の実現や教員の負担軽減等の支

援を行っていきたいと考えております。

（新県立図書館の整備について）

昨年10月に着手した県立長崎図書館郷土資
料センターの建設工事については、令和3年10
月の完成に向け、整備を進めているところです。

施設の名称については、長崎県に関する地域

資料や郷土出身者に関する資料などを収集・保

存・提供する知の拠点として、また、県民の皆

様が郷土長崎県についての学びを深め、故郷長

崎への愛着と誇りを持ってほしいという思いを

込め、「長崎県立長崎図書館郷土資料センター」

とすることといたしました。

また、当センターにおいては、県民の利便性

を確保するため、ミライｏｎ図書館の資料の予

約・貸出等ができる「ミライｏｎサテライト」

を設置するとともに、ミライｏｎ図書館と連携

を図りながら、市町立図書館等への支援や企画

展等の開催などのサービスを提供することとし

ております。

今後とも、県民の皆様が本県の文化を継承し、

個性と魅力ある郷土の創出に寄与する施設とな

るよう、準備を進めてまいります。

5ページをご覧ください。
（県庁舎跡地西側における埋蔵文化財調査につ

いて）

県庁舎跡地の埋蔵文化財調査については、こ

れまでの調査で、跡地西側部分に江戸時代の土

層等が確認されておりました。今回の調査では、

西側遺構の面的な広がりと、古い石垣の残存状

況の確認を主な目的として、昨年11月5日から
本年2月26日まで内容確認調査を実施いたしま
した。

今回の発掘調査で、県庁舎跡地の西側部分は、

明治時代に盛土して形成された土地であること

がわかったほか、調査箇所からは、井戸の遺構

や江戸時代の瓦片等が見つかっております。

今後、これまでの出土した遺物を整理すると

ともに、文献調査や専門家のご意見も伺いなが

ら、報告書をまとめていくこととしております。

6ページをご覧ください。
（長崎県行財政運営プラン2025（案）の策定に
ついて）

新たに取り組む行財政改革に関する計画につ

きましては、県議会や県民の皆様からのご意見

も踏まえて、このたび、令和3年度から令和7年
度までを推進期間とする「長崎県行財政運営プ

ラン2025（案）～挑戦する組織への変革とデジ
タル改革～」をとりまとめました。

教育委員会においては、全庁的な取組である

事業の選択と集中や内部管理経費の縮減等に取

り組むとともに、行政手続きや庁内業務におけ

るデジタル化の促進などに取り組んでまいりま

す。

また、教育の質の確保・向上の観点から教職

員の長時間労働の解消のため、働き方改革をさ

らに進めてまいります。

今後、プランの実現に向けて全庁一丸となっ

て取り組んでまいりますので、委員各位のご協

力を賜りますようお願い申し上げます。

そのほか、「子ども県展」の開催について、

文化財の指定について、長崎県教育委員会特定

事業主行動計画についての内容については、文

教厚生委員会関係議案説明資料に記載しており

ます。

以上をもちまして、教育委員会関係の説明を

終わります。

よろしくご審議を賜りますようお願い申し上
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げます。

【浦川委員長】 次に、教職員課長より、補足説

明をお願いいたします。

【上原教職員課長】お手元に配付しております

令和3年2月定例県議会文教厚生委員会説明資
料のご準備をお願いいたします。

資料の2ページをお開きください。
第18号議案「職員の給与の臨時特例に関する

条例の一部を改正する条例」のうち関係部分に

ついてご説明いたします。

1、改正要旨になりますが、「中期財政見通
しを踏まえたさらなる収支改善対策」の一環と

して、平成27年度から臨時特例的に実施し、令
和2年度末で期限を迎える管理職員の給与減額
支給措置について、新型コロナウイルスの感染

拡大に伴い、県税収入の減少が新たに見込まれ

るなど、さらに厳しい財政運営を余儀なくされ

る見通しであることを踏まえ、令和4年3月31日
まで期間を延長し、実施するものであります。

2、減額支給措置の内容になりますけれども、
具体的には、知事、教育、警察の各部局におい

て、管理職員を対象に実施しますが、教育委員

会におきましては、資料に記載のとおり、理事

等については3％、本庁の課長及び校長等につ
いては2.5％、副校長等については2％の現行と
同じ内容で減額を行うものであります。

これにより、実施期間の1年間で、第17号議
案の特別職を含み、教育委員会で約2.7億円の歳
出削減を見込んでおります。

以上で議案についての補足説明を終わります。

よろしくご審議賜りますようお願いいたしま

す。

【浦川委員長】 次に、教育環境整備課長より、

補足説明をお願いします。

【日高教育環境整備課長】今回、ご審議をお願

いいたしております第47号議案から第50号議
案の財産の取得につきまして、補足してご説明

いたします。

お手元の横長資料の文教厚生委員会説明資料

の4ページ、財産の取得議案一覧と、Ａ4縦型一
枚物の補足説明資料、それから追加でお配りし

ておりますけれども、入札結果一覧、これは四

枚物でございますけれども、こちらも併せてご

覧いただきたいと思います。

県立高等学校における教師用及び生徒用タブ

レットパソコンの有償譲受についてでございま

す。

補足説明資料をご覧ください。

1の事業概要でございますが、新型コロナウ
イルス感染症の影響による臨時休業等の緊急時

における学びを保障するとともに、Society5.0
時代の学習環境の基盤を早期に整備するため、

県立高校において1人1台パソコン（タブレット
パソコン）等を整備するものでございます。

2のタブレットパソコンの整備に係るこれま
での経過等でございますが、まず昨年9月定例
県議会におきまして予算議案を提案し、議決を

いただきました。その後、令和2年11月24日に
一般競争入札の公告を行い、令和3年1月7日に
入札開札、1月13日に仮契約を締結しておりま
す。

3の入札結果の概要についてでございますが、
教師用タブレットパソコンで1件、生徒用タブ
レットパソコンは、県内を3地区に分けまして、
計4件で入札を行っております。入札結果につ
きましては、記載のとおりであります。なお、

4件の落札額の合計は、消費税を含みまして14
億1,623万9,550円となっております。

4の今後の予定についてでございますが、今
議会でご承認をいただきましたら、直ちに本契
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約を締結し、7月末までには、順次各学校へ納
品が完了する予定としております。

補足説明は以上でございます。

よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。

【浦川委員長】 ありがとうございました。

以上で説明が終わりましたので、これより議

案に対する質疑を行います。

質疑はありませんか。

【堀江委員】最初に、教育環境整備課課長の補

足説明がされました第47、48、49、50号の財産
の取得について、質問いたします。縦書きのこ

れまでの経緯ということで、整備に係る経緯が

説明されましたが、この中で、昨年の11月24日
に一般競争入札が公告をされて、ＷＴＯ案件と

いうのがあります。このＷＴＯ案件とはどうい

う意味か、まずそこから教えてください。

【日高教育環境整備課長】一連の調達の合計金

額が3,000万円以上の案件につきましては、広く
全世界の企業が参加できるという形で、公告期

間を40日間取る必要があるとか、県内に規模を
絞るとかそういうことができない、全世界的に

入札参加ができるという案件でございます。

【堀江委員】広く全世界に対象となるというこ

とですね。あえていえば、一つの大きな案件の

場合は、可能であれば、区切ってするというよ

うに私は理解をしているんですけれども、そう

であっても、地元の業者に対応が可能であれば、

そういう地元の業者がいいかと思うのですが、

今回、入札の結果として、4つの契約があると
いう中では、Ａ業者が3つの契約になっており
ますね。このことについては、契約総額が14億
円のうち、合計をいたしますと、この1つの業
者、Ａ業者といたしましょうか、Ａ業者で10億
円を超えての契約案件の結果になったんですけ

れども、このことについては、どういう見解を

お持ちですか。

【日高教育環境整備課長】今回の入札につきま

しては、ＷＴＯ案件でございますので、機種と

かを絞っての入札ができません。ですから、例

示品をお示ししまして、あと例示品に基づく

我々が求める仕様書、メモリー容量ですとか、

画面のサイズ、それから大きさ等を示しまして、

それに合致する同等品については承認をします

よと、同等に審査を受けまして、合致すれば、

同等に承認します。その中で、教師用パソコン、

タブレットパソコンにつきましては、同等品申

請はございませんで、4社の入札がございまし
て、落札率が大体90％でございました。3件の
生徒用パソコンにつきましては、同等品申請が

出てきまして、同等品を承認しております。そ

の結果、生徒用パソコンの3件につきましては
85％の入札率でありました。
私たちとしましては、これは適正な入札結果、

今回はＡ業者が3件取られておりますけれども、
これは企業努力の結果だと思っております。

【堀江委員】契約案件が4つあって、広く、も
ちろんきちんと品質を確保した上ですけれども、

4つの契約のうち3つが1つのＡ業者に契約され
たということについて、どのように思っている

のかと尋ねしたのですが、公平に、これは手順

にのっとってやったという回答だったと理解い

たします。

物品管理室に、令和2年度に物品管理で実施
した入札案件のうち、今回この3つの契約を取
ったＡ業者が実績はどうかとお尋ねをいたしま

した。すると、16件このＡ業者は契約を取って
いるんですけれども、物品管理室としては、昨

年1年間で170件の契約があって、そのうちの16
件ということで、約1割。その契約の実績の額



令和３年２月定例会・文教厚生委員会・予算決算委員会（文教厚生分科会）（３月１０日）

- 88 -

が1億4,000万円なんです。1年間でＡ業者が物
品管理室、要するに、県庁とのいろんな物品の

やり取りで契約をして、その総額が1億円とい
う中で、今回、このタブレットのパソコンで、

結果として3つの契約を入札を受けて、一気に
10億円の契約を取ったということになるわけ
ですけれども、これというのは企業努力という

ことの見解でしょうか。

【日高教育環境整備課長】企業努力と、あと今

回は各県立学校全校に端末管理システムといい

ますか、パソコンへのセッティング作業がござ

いますので、そういうセッティング作業を1台1
台していかなければいけませんので、そういう

人的配置もできるところが取ったのだと思って

おりまして、それを含めて企業努力と考えてお

ります。

【堀江委員】もう一つ質問いたしますけれども、

別の案件ですが、議案の番号といたしましては、

第17号、第18号のうちの第18号議案です。今、
教職員課長が説明がありましたが、第17号、第
18号の議案の合計で、教育委員会として、合わ
せて2.7億円という数字が出されましたが、例え
ば、この管理職の先生たちの減額率ですけれど

も、年間にいたしますと幾らかということは算

定されていますか。

【上原教職員課長】学校職員の平均額というこ

とでお答えさせていただきます。例月給与で約

1万円の減額、期末手当を含めて、年収ベース
で約17万円の減ということで見込んでおりま
す。

【堀江委員】 この17万円というのは、今回、1
年間の減額になるんですけれども、これは7年
目ですよね。だから、これまで過去2回この議
案が上がってきていたわけですけれども、その

時は年間15万円という回答があっているんで

すが、それはこの1年間だけで17万円という意
味ですか。計算の方法が違うかもしれませんが。

【上原教職員課長】 1年間で計算したところ、
全職員、対象職員が1,219名いるんですけれども、
平均で算出したところ、そういった計算になっ

たということであります。

【浦川委員長】 ほかに質疑はありませんか。

【宅島委員】県立高等学校における教師用及び

生徒用タブレットパソコンの有償譲受の件に関

してですが、事業概要で、「新型コロナウイル

ス感染症の影響による臨時休業等の緊急時にお

ける学びを保障するとともに、Society5.0時代
の学習環境の基盤を早期に整備するため、県立

高校において1人1台パソコン等を整備する。」
となっているんですが、この「学習環境の基盤

を早期に整備するため」というところで、例え

ば、今まで生徒さんたちが使っていた教科書、

こういうところもこれに全て入るということで

認識していいですか。

【狩野高校教育課長】委員がお尋ねになったの

は電子教科書のことかと思いますが、教科書自

体は、紙ベースの教科書を使用していくことに

なります。

【宅島委員】 わかりました。

それでは、教科書は紙ベースでやって、この

タブレットでは、先生たちとともに、授業中も

タブレットでしながら授業はやるんですよね。

いかがですか。

【狩野高校教育課長】授業の中で、パソコンを

使いながら授業を行っていくということになり

ます。

【宅島委員】それはそれぞれ都道府県ごとに違

うと思うんですけれども、例えば、教科書自体

もタブレットで全部やるというような都道府県

もあるのでしょうか。
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【狩野高校教育課長】現在、電子教科書という

のは国の方で議論をされているんですけれども、

高校ではほとんど使われていないというのが実

情でございます。

【加藤義務教育課長】デジタル教科書について、

関連でお答えをさせていただきます。

今は、まず先行して、小中学校におけるデジ

タル教科書の検討が進んでおります。現在は全

て紙ベースでやっているのですが、今後、その

紙をデジタルにしていくのかどうかという議論

がなされておりまして、令和6年度をめどに、
まずは小学校の教科書をどのように取り扱って

いくのかという検討がなされているところでご

ざいます。

【宅島委員】 今、小学校の話ですけれども、中

学校もそういう議論があるんですか。

【加藤義務教育課長】小学校と中学校一体とな

って協議がなされておりまして、次に教科書が

替わるのが、令和6年度に小学校、その次の年
が中学校となっておりますので、まず令和6年
度の小学校の取扱いということがスタートにな

っていくかと思っております。

【宅島委員】 わかりました。

【浦川委員長】 ほかに質疑はありませんか。

【山下委員】 おはようございます。

宅島委員の質問に関連して、第47号から第50
号議案についてお尋ねをしたいと思います。9
月議会でも予算審議でいろんな中身については

議論があっていると思うので、重複したら大変

申し訳ないんですけれども、まず1点目は、こ
れはタブレットパソコンですので、例えば故障、

破損とか、盗難に遭うことももしかしたらある

かもしれないと思います。生徒が持ち帰ること

を想定されていると思うのですが、それに備え

た保険というのがどのような仕組みになってい

るのか、方向性とか、今わかっている範囲で結

構ですので、お答えいただければと思います。

【日高教育環境整備課長】故障等につきまして

の対応でございますけれども、現在、その中身

について協議中でございます。通常の県の備品

ですと、学校管理下で行われますけれども、委

員もご説明のとおり、今回、自宅に持ち帰った

りして使いますので、その辺の役割分担につき

ましても早急に検討を深めたいと思っておりま

す。

【山下委員】いずれにしても、保険には加入す

る方向でご検討はされているということなんで

しょうか。

【日高教育環境整備課長】保険等の内容につき

ましても、今後詳細に検討を加えた上で、検討

したいと思っております。

【山下委員】そのあたりもフォローアップして

いただければ。保護者の方々から結構問合せが

あっていまして、今、そういうご不安をお持ち

の方がいらっしゃるみたいですので、そのあた

りを不安がないように取り組んでいただければ

と思っています。

二つ目が、これは耐用年数というのはどのぐ

らいで考えていらっしゃるのでしょうか。

【日高教育環境整備課長】 6年間の耐用を考え
ております。ですから、3年ごとに生徒が替わ
りますので、2巡をするという形で考えており
ます。

【山下委員】 わかりました。

【浦川委員長】 ほかに質疑はありませんか。

【山田(朋)委員】私も第47号から第50号議案で
お尋ねをしたいと思います。学校休校とかがま

たあったらという時のために、自宅での学習に

備えて、Ｗｉ-Ｆｉの費用、ルーターだったり、
通信費のことで市町が独自に経済的に困窮のと
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ころとか、そもそも環境がないところに整備を

するようなことで動かれていたかと思いますが、

その後の21市町の状況と、併せて県立高校はど
のように対応を考えているのか、そのあたりを

教えてください。

【加藤義務教育課長】端末の持ち帰りにつきま

しては、本年度、市町とも様々な協議を行って

まいりました。その中で、情報交換も進めてき

たところです。現在、平常時に持ち帰りをする

という方針を決めた市町も一部ございます。た

だ、その持ち帰りの在り方については、どのよ

うな保障、また通信費についての取扱いをやっ

ていくのかということは、それぞれの市町でま

だ協議を行っておりまして、来年度から、まず

は学校での活用が進み、持ち帰りについては、

今後検討がなされていくものと考えております。

【狩野高校教育課長】今ご指摘のとおり、家庭

での通信環境というのは、家庭でそれぞれだと

思います。基本的には、県立高校の場合には、

学校でダウンロードをして、家庭ではオフライ

ンで使っていくということで考えております。

【山田(朋)委員】 実際のところは休校は1回だ
けしかなかった。その後の第2波とか第3波では、
国は、休校はもうしないという方針のようだっ

たのですが、今後、また爆発的な感染とかがあ

って、また休校になることもあるかもしれない

ので、私は、昨年度からずっとその通信費のこ

ととか、各市町で調整いただいていたので、あ

る程度、方向性がもう決まっているのかなと思

っていたのですが、やはり万が一に備えて学び

の保障は私は重要であると思いますので、市町

と持ち帰りのこと、通信費の負担の件等、しっ

かり詰めていただきたいことをご要望申し上げ、

終わります。

【浦川委員長】 ほかに質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【浦川委員長】ほかに、質疑がないようですの

で、これをもって質疑を終了いたします。

次に、討論を行います。

討論はありませんか。

【堀江委員】 第18号議案「職員の給与の臨時
特例に関する条例の一部を改正する条例」のう

ち関係部分につきましては、同意できません。

特例と言いながら、もう既に7年目、小学校に
入った児童が卒業する期間を超えて減額措置が

取られています。年間17万円の減額は、地域経
済のさらなる疲弊となります。教育委員会の姿

勢を示すということであれば、トップである教

育長に対応していただいて十分と考えます。

以上、反対討論といたします。

もう一つ、第25号議案「市町村立学校県費負
担教職員定数条例及び県立学校職員定数条例の

一部を改正する条例」。児童生徒の増減等に伴

い、特別支援学校18人増加があるものの、結果
として、先生の数を減らすということには賛成

できません。先生たちを減らさず、少人数学級

を求める立場からも、同意できないことを申し

上げておきます。

【浦川委員長】 ほかにありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【浦川委員長】討論がないようですので、これ

をもって討論を終了いたします。

議案に対する質疑・討論が終了しましたので、

採決を行います。

まず、第18号議案のうち関係部分について採
決いたします。

第18号議案のうち関係部分については、原案
のとおり可決することに賛成の委員の起立を願

います。

〔賛成者起立〕
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【浦川委員長】 起立多数。

よって、第18号議案のうち関係部分について
は、原案のとおり可決すべきものと決定されま

した。

次に、第25号議案について採決いたします。
第25号議案については、原案のとおり可決す

ることに賛成の委員の起立を願います。

〔賛成者起立〕

【浦川委員長】 起立多数。

よって、第25号議案については、原案のとお
り可決すべきものと決定されました。

次に、第17号議案のうち関係部分及び第47号
議案乃至第50号議案については、原案のとおり、
可決することにご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【浦川委員長】 ご異議なしと認めます。

よって、第17号議案のうち関係部分及び第47
号議案乃至第50号議案については、原案のとお
り可決すべきものと決定されました。

次に、陳情審査を行います。

事前に配付しております陳情書一覧表のとお

り、陳情書の送付を受けておりますので、ご覧

願います。

審査対象の陳情番号は7と13となっておりま
す。

陳情書について、何か質問はありませんか。

【ごう委員】 陳情番号7番について、一点お伺
いをさせていただきます。西海市からの要望で

すが、特別支援学校の小中学部の設置のお願い

ということで届いております。一点確認させて

いただきたいのですが、このアンケートの調査

目的の中に、小中学部を設置するためには、要

件として、継続して10名程度の児童が就学する
見込みが必要であるということで記載されてお

ります。これはすみません。私の勉強不足だと

思いますが、継続してというのは、1学年に10
名がいるということなのでしょうか、それとも

小学部で10名、中学部で10名ということなので
しょうか。

【宮﨑特別支援教育課長】 小中学部合わせて

10名ということでございます。
【ごう委員】ありがとうございます。小中学部

で合わせて10名ということで、今回、このアン
ケートの結果が結構しっかりと記載されており

ますが、未就学児から中学校までの就学希望者

数ということで、総計して124名ということで
就学を希望する方がいらっしゃるようですので、

今後、この要望書を頂いた後に、教育委員会の

中で設置に向けての検討がなされていくという

ことで理解してよろしいでしょうか。

【宮﨑特別支援教育課長】西海市からの入学希

望者は124名となっておりますが、この124名に
つきましては、本当に特別支援学校の対象とな

る児童生徒であるかということ、それから、対

象となる場合であっても、児童生徒及び保護者

の皆様が特別支援学校への就学を希望するかど

うかということを含めて検討する必要があり、

そのあたりの精査を行っていく必要がございま

すので、今後西海市教育委員会と協議しながら

精査を進めていきたいと考えております。

【ごう委員】そのあたり、しっかりと協議を詰

めていただきまして、この要望書の中にもあり

ますが、地元に特別支援学校がないがゆえに、

遠くの支援学校までの送迎で非常にご苦労され

ていたり、また幼い子どもを寄宿舎に入れなが

ら教育、療育を受けさせているという現状もあ

るようでございます。そのあたりが一日も早く

改善するために、このような要望が出ていると

思いますので、しっかりと西海市とも協議を詰

めていただければと思います。
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【浦川委員長】 ほかに質問はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【浦川委員長】ほかに質問がないようですので、

陳情につきましては、承っておくことといたし

ます。

次に、事前通告された、その他所管事項一般

に対する質問を行うことといたします。

質問はありませんか。

【山田(朋)委員】 通告している中で、二点ほど
お尋ねをしたいと思います。

まず、県立高校生のアルバイトについてであ

ります。今、県内の県立高校で、アルバイトの

状況はどのようになっているのか、アルバイト

の許可の状況をまず教えてください。

【狩野高校教育課長】県立の全日制高校のアル

バイトに対する規定については、各学校で定め

ております。各学校とも、まず高校生の本分で

ある学業、部活、学校行事など、学校生活に支

障がないことを原則としてアルバイト許可をし

ております。規定は学校ごとに違いますが、授

業がある平常日は原則禁止としておりますが、

家庭の経済的な状況などで、許可をする場合も

ございます。実際、現在も通年でアルバイトを

している生徒もおります。また、夏休みや冬休

みなど長期休業中は許可をしておりますが、許

可をする場合も、学業の取組状況であるとか、

進学、進級とか、卒業に影響しないなど、成績

を考慮して許可をしているというのが現状でご

ざいます。

【山田(朋)委員】 家計状況によっては許可をし
ているということでありますが、学校の種類に

よっても、商業とか農業系、工業系の生徒はア

ルバイトをしていいような学校もあるようです

が、そういった状況は、どんな感じですか。

【狩野高校教育課長】それも学校ごとそれぞれ

でございまして、おっしゃるとおり、専門高校

においては、許可をして、アルバイトに従事し

ている生徒が多いという状況です。普通科の高

校におきましても、今申し上げたとおり、原則、

平常日は禁止をしていて、夏休み、冬休みなど

は許可をしているが、学業、成績等を考慮しな

がらというのが実情でございます。

【山田(朋)委員】 私に寄せられた声の中で、県
立の進学校と言われる学校、ただし、全員が進

学をするわけでもないと。就職をする生徒もい

る中で、長崎県としては、若者の県内就職、定

着、県内にできるだけ就職してほしいという思

いの中で、教育委員会も様々キャリア教育に取

り組んでいただいていると思いますが、そうい

った子たちが、進学を希望していない中、普通

高校に行っているけれども、その中で、地元の

1次産業、サービス業とかでアルバイトをする
ことによって、そのまま就職をしたり、県内に

残ろうとかいう気持ちになると私は思うんです

が、そういった考え方については、どう思われ

ますか。

【狩野高校教育課長】 山田(朋)委員がおっしゃ
ったことは、定時制高校には当てはまる部分が

あると思っております。例えば、アルバイトで

入った仕事先から仕事ぶりが認められて、卒業

後にそのまま正社員として雇用されるという例

もございます。一方、全日制の生徒につきまし

ては、アルバイトに従事できる時間帯ですとか

期間というのが限定的でありますので、任され

る仕事もかなり限定的になっていくだろうと思

っております。当然、アルバイトを通して働く

ことの大変さ、お金の大切さだとか、また自分

を成長させる機会にはなっていくのだろうと思

っているんですけれども、全ての生徒にアルバ

イトを奨励するというのは、今は難しい現状か
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なと思っています。

【山田(朋)委員】 希望する生徒ということで、

私も学業が一番やるべきことだと思うので、た

だ、その中で、私に寄せられた声は、離島の県

立高校でした。1次産業とか、繁忙期は非常に
人手不足だと。そういった中で、お手伝いをし

てほしい方々もいるし、生徒たちも、それに関

わってやりたいと。だから、例えば土日とか、

学校が夕方まであるから平日はなかなか難しい

かもしれませんけれども、そういった中で、や

りたいという子がいる場合は、全員に勧めてく

れなんて言ってなくて、希望する子たちがいて、

なおかつ進学希望ではない、地元で就職するな

り、どこかで就職するという子たちに対しては、

もう少し広げていいのではないかと思いますが、

見解を求めます。

【狩野高校教育課長】それぞれの実情というの

はあるでしょうから、そこは学校ごとに臨機応

変に判断をしていけばよろしいのかなと思って

おります。

【山田(朋)委員】 ぜひ、そうお願いをしたいと
思います。必ずしも進学校だから進学をするわ

けではないと私は思いますし、希望する子がい

たら、そういったことを経験する。先ほどの答

弁でもあったように、働くことで得るものも大

きく、子どもが大きく成長することもあるでし

ょうから、ぜひ学校には、もう少し柔軟に生徒

の声を聞いてくれるように話をしていただきた

いと思います。

次に、もう一点、部活動について伺いたいと

思います。部活動の活性化ということで書かせ

ていただいておりますが、一部新聞報道等もあ

ったように、長崎県では今、土日に部活動の引

率を行う場合に、先生方に交通費が支給されて

いないという状況にあるようです。本県も含め

て23府県ほど支給がされていないようであり
ますが、まず、この件に関しての見解を求めま

す。

【上原教職員課長】教員の土日の部活動や練習

試合につきましては、法令、政令の定めにより

まして、正規の勤務時間を超える勤務とみなさ

れないということから、本県においては、出張

を命ずることができず、公費で交通費相当分を

支給することができておりません。一方で、土

日等に部活動に従事した教員に対しては、国の

基準に基づいて、2,700円の部活動の手当を支給
しております。

【山田(朋)委員】 23府県が支給をしていないけ
れども、残りの24県は支給をしていると思うの
ですが、時間外、土日は勤務外だという考え方

の下に支給ができていないという長崎県の考え

方だと思いますが、よその県はできている。お

隣の佐賀県もできていると聞いていますが、私

は、子どもたちの安全と、あと先生方も、そう

いうことが積み重なっていけば、土日に出て

2,700円もらっても、例えば、ちょっと遠くまで
自分の車に生徒を乗せて連れていったり、そう

いったことを考えた時に、もう少し柔軟に対応

すべきだと思いますが、見解を求めます。

【上原教職員課長】九州においては、報道にあ

りますとおり、佐賀県で土日の部活動の練習試

合に交通費を支給しているようであります。具

体的には、学校長が部活動の顧問の先生に勤務

として出張を命ずる必要があるということです

から、例えば、平日の火曜日と日曜日を振り替

えて、練習試合がある日曜日を勤務日として出

張命令することで交通費を支給していると理解

しております。要は、平日と振り替えをしてや

っているというような形で支給されているんだ

と思います。ここについては、法令の関係もあ
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って、なかなか難しい部分があると思っていま

す。

部活動指導手当につきましては、国の基準に

基づいて2,700円の手当を支給しております。こ
の手当につきましては、全国の都道府県の教育

長の協議会を通じて、実態に即した形で改善が

できないかということで要望を行っております

ので、この点について、引き続き機会を捉えて

要望してまいりたいと考えております。

【山田(朋)委員】 今いろいろ全体的な要望をや
っていただいているようでありますが、本当に

この2,700円という額では、到底先生方の休日の
貴重な時間を使って、もうそういう思いだけで

は厳しいのかなと。私も文化系とスポーツ系の

部活動の顧問をしている先生方にお話を聞きま

したが、若い時はよかったと。体力も許したと。

ただ、こういう年になっていくと、自分たちの

子どものこともあるという中で、いろんなそれ

ぞれに応じた先生方のご負担、顧問を持ってい

たら、自分の子どもたちのことは置いておいて、

そちらを一生懸命やらざるを得ないなんていう

ことも出ているようでありますので、先生方の

ご負担をないようにしていただきたいと思って

おります。その一つとして、よその県では、そ

ういう交通費の支給もしているようであります

ので、ほかの二十数県の取組状況とかもしっか

り確認いただいて、これはお金だけではないこ

とはもちろんわかりますが、先生方がもっとも

っと活動しやすい環境をつくっていただきたい

と思います。

土日の部活動の時の保険は、各部で入って対

応しているという感じですか。

【松﨑体育保健課長】委員は生徒の保険を言わ

れていると思うんですけれども、そこは学校の

活動の中でけがが生じれば、そこに対しては掛

金がありますので、日本スポーツ振興センター

のほうから給付金があるということになります。

【山田(朋)委員】 あと、新たに部活動指導員制
度の導入のことがあると思いますが、この導入

状況、今後の取組の状況とかを教えてください。

【松﨑体育保健課長】部活動指導員については、

令和2年度、県立高等学校において13人、県立
中学校で1名配置しております。
今後についてですけれども、部活動指導員の

制度に関して、運用していく上で、課題が大き

く二つ見えてまいりました。まず、人材の確保

という課題が一つございます。部活動の時間に

合わせて来ていただく、そういう人材が必要で

あること、なおかつ部活動指導員というのは、

従来の外部指導者と違いまして、教職員の一員

になります。ということで、技術的な指導を行

うだけではなくて、様々な責任も負うというこ

とで、受けられる方がなかなか、それではちょ

っと荷が重いと、そういう意見もありまして、

人材を確保するというのが一つ大きな課題であ

ります。

もう一つは、学校の教職員といえども、教員

定数ではございません。なおかつ、任用する自

治体が一定の報酬の負担を負うと、そういう課

題も今、見えてまいりました。

我々としては、部活動指導員を配置すること

で、部活動の質の向上と教員の負担軽減の効果

が大きいというのが我々の調査の中から見えて

きましたので、ぜひ配置については促進してい

きたいと考えておりますけれども、学校におい

ては、例えば、小規模校とか、部活動をたくさ

んやりたい、専門の先生がたくさんいるという

学校は配置の必要性があるのかというところも

あります。そういうところも含めて、指導員を

配置することによって、いかに学校が活用をや
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っていくかと、そういうところを見極めながら、

部活動指導員を配置していきたいと考えており

ます。

【山田(朋)委員】 県が今、県立学校で配置をさ
れている部活動指導員にお支払いをしている額

はお幾らなんですか。

【松﨑体育保健課長】 1時間1,600円という数
字です。

【山田(朋)委員】 わかりました。
一定の財政負担があるということでありまし

た。県立学校は、県の負担と、これは国費が一

部出ているのですか。

【松﨑体育保健課長】財政負担は、県立高校に

ついては、全て県が持ちます。市町が採用する

分については、これは中学校なんですけれども、

3分の1が国、3分の1が県、3分の1が地元の自治
体ということになります。

【山田(朋)委員】 今、人材確保が難しいという
ことでありました。長崎県の21市町の中で、中
学校で具体的に部活動指導員制度を導入しよう

という動きがあるところがあれば教えてくださ

い。

【松﨑体育保健課長】私ども、今申しましたよ

うに財政負担が生じますので、市町教育委員会

にも調査をかけたり、定期的に意見を聴取して

いるところです。その中では、効果的であると

いうのはよく理解されておりますので、配置を

したいという市町は幾つかございます。しかし

ながら、実際今、配置しているのは2市にとど
まっております。

【山田(朋)委員】 2市で導入をいただいている
ようであります。現場の先生方に聞いたところ、

休みが欲しいと。今、平日1回、土日1回休みに
はなっているけれども、やっぱり休みが欲しい。

そういうお声も寄せられました。その中で、部

活動指導員制度がどうやって導入されていくの

かと、現場の先生方もかなり不安に思っている

形も聞いてまいりました。なので、いい人材が

いて、現場の先生方ともスムーズに連携が取れ

ながら、子どもたちの部活動指導が適切に、い

い形で行われることを希望申し上げ、質問を終

わりたいと思います。

【浦川委員長】 ほかに質問はありませんか。

【堀江委員】私は二つ通告をいたしております

が、まずコロナ禍における図書館機能の発揮に

ついて、質問したいと思います。図書館は、非

常事態の時ほど知る権利を果たすべきで、その

工夫、努力が求められるという立場から、単に、

施設を設置するだけではない、機能することが

重要ということで、このコロナ禍の中で、全面

休館をせず、利用制限などをしている図書館を

個別に点検されたという方がおられます。その

方の報告書を読ませていただいて質問いたしま

すが、全面休館をせず利用制限などをしている

個別の努力ということでは、もちろん感染防止

のためのマスクの着用、手指消毒、検温は当然

のこととして、閲覧の座席を5割削減した。利
用者の滞在利用時間を30分にした。同時入館者
を30人に制限した。入館を許さない下でも電話
やメール等での資料要求に応じた。あるいは貸

出し冊数や貸出し期間の拡大措置をして、郵送

などで利用者に届けた、やむを得ず休館せざる

を得ない状況に際しても、利用者、住民からの

要求に応えて図書館機能、サービスの提供に努

力、工夫した図書館もある一方で、貸出しサー

ビス全般を中止したり、ネットでの資料検索の

様々なデータ利用もさせない措置をしたという

ことで、コロナ禍の中で、図書館機能の全国で

の動きがあったということを私はこの報告書を

見て思いました。
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まず、質問といたしましては、長崎県内の状

況がどうなのか、把握されている範囲で教えて

ください。

【山﨑生涯学習課企画監】県内には、県と大村

市が設置いたしますミライｏｎ図書館、それと

18の市町に公共図書館36館ございます。図書館
の未設置自治体が2つありまして、そこでは2つ
の公民館図書室が設置をされておりまして、全

体で39館室ございます。この39館室の状況でご
ざいますけれども、私どもが把握をしているこ

とにつきましては、令和2年4月16日からの緊急
事態宣言発令に伴いまして、その始期と終期の

差はございますけれども、全館休館をしていた

というような状況でございます。

【堀江委員】この全館休館ということは、いわ

ば図書館機能は全て行っていなかったというこ

とになるんですか。

【山﨑生涯学習課企画監】休館中におきまして

も、例えば、先ほど委員のお話にありましたよ

うに、電話やファクス、メール等でのレファレ

ンスの受付であったり、蔵書の検索、そういっ

たものについては継続して行っております。ま

た、一部の図書館におきましては、特設のカウ

ンターを設置いたしまして予約した本の受渡し

を行ったり、あるいは年末になりますけれども、

電子書籍を導入したというような図書館もござ

います。

【堀江委員】私が冒頭に述べました図書館は非

常事態の時ほど知る権利を果たすべきではない

かというこの意見についての県教委としての見

解があれば、教えてください。

【山﨑生涯学習課企画監】知る権利ということ

に対する見解でございますけれども、図書館に

は、委員ご指摘のとおり、知る権利、学ぶ権利

がございます。そういったものをどうやって休

館中、確保していくかということで、そこにつ

きましては、いろんなご意見あろうかと思いま

すけれども、私どもは、できる限りのことをし

たいと考えておりまして、例えば、ミライｏｎ

図書館におきましては、先ほど申しました電話

やファクス、メール等によるレファレンスのほ

かにも、郵送による宅配サービスも実施をした

ところでございます。

【堀江委員】 もう一つ、入館記録ですね。クラ

スターが発生した時に、その方たちと連絡を取

る一つの手段として、図書館に入館される方た

ちに、名前を書くということで、図書館の立場

からすると、それまでそういうことはなかった

んだけれども、こういうコロナ禍の中では、来

館者、入館者に、名前を書くというところも出

てきたし、これは非常に意見が分かれるところ

だと聞いているのですが、長崎県教育委員会と

しては、このコロナ禍の中での入館記録につい

ては、どのような見解をお持ちですか。

【山﨑生涯学習課企画監】入館記録の作成につ

きましては、日本図書館協会がガイドラインを

作成いたしまして、この中で、氏名及び緊急連

絡先を把握し、来館者名簿を作成すると示して

おります。その後、来館者名簿の作成の運用に

関する補足説明ということも公表しております

けれども、そのガイドラインの中では、その中

に示された基本的な事項全てを実施するという

ことまでは義務づけていないということ、また

全国一律にそのガイドラインが当てはまるもの

ではないということも記されており、それぞれ

の図書館が、感染リスクの評価を行いながら主

体的に判断をしていくものと、そのガイドライ

ンの中では示しております。

また、協会の中に設置をされております図書

館の自由委員会というものがございます。こち
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らのほうでも、図書館の利用のプライバシーの

保護という観点から、来館記録の収集は推奨し

ないというようなことも表明をしておりまして、

この委員会のほうでも、地域の状況に応じて、

どうしても来館者の名簿、記録が必要な時には、

利用者への通知であったり、外部機関への提供

方法、そういったプライバシーの保護について

明確な取扱いを決めるということが必要という

ような見解も出されております。

こういったことを踏まえまして、私どもとい

たしましては、このガイドラインの趣旨にのっ

とって、各地域の感染状況であったり、地理的

な状況、館内の施設の状況、職員の体制、さら

にその周辺施設の対応状況、各自治体の対応方

針、そういったものを踏まえまして、それぞれ

の図書館が総合的に判断をするものと考えてお

ります。

なお、今のところ、収集はしていない場合で

あっても、今後の状況次第では収集をしていく

必要性が出てくることも考えられます。そうい

った時点、時点で判断していく必要があると考

えておりますので、来館記録の収集、あるいは

収集しない、そのどちらか一方が正しい、正し

くないとか、そういう判断については、どちら

も誤りというようなことではないと考えており

ます。

【堀江委員】 ありがとうございました。

コロナの感染という未曽有の経験をする中で

は、本当に図書館に関わる皆さんのご苦労とい

うのもかいま見た思いがいたしましたし、逆に

また、生涯学習という立場からも、図書館機能

の果たす役割が非常に大きなことであると思い

ましたので、この機会に、私としては、その報

告書を基に質問させていただいたところです。

ありがとうございました。

もう一つ、少人数学級の問題を通告いたして

おりました。簡潔に質問したいと思いますが、

今、少人数学級に国の動きがあっているんです。

報道されていますけれども、教育委員会として、

どのように把握をしておられるのか、このこと

を教えてください。

【大場義務教育課人事管理監】既に報道で発表

のとおりですけれども、国は、小学校の学級編

制の標準を現行40人から35人に引き下げるこ
ととしております。具体的には、令和3年度に
第2学年、4年度に第3学年と、毎年度、学年進
行により段階的に進め、令和7年度には第6学年
まで学級編制標準を引き下げていくということ

であります。そのため、標準法と言われますけ

れども、令和3年4月1日施行期日として改正の
準備をされているというところを把握しており

ます。

【堀江委員】 そうしますと、毎年当初予算の2
月議会で審議をする定数条例との関わりですけ

れども、大体生徒数が減っていくので、1クラ
ス40人で計算をして、大方先生たちも減らすと
いう流れになるのですが、35人ということを1
学年ずつやっていくので、すぐにとはならない

と思いますが、また長崎県も既にやっている学

年もあるということを考えますと、この35人に
進めていく動きが条例に反映されるということ

になるのはいつになるのでしょうか。

【上原教職員課長】先ほど、定数条例の関係で

審議をいただきました。定数条例ですけれども、

定数につきましては、小中学校のほうで2名減
ということで先ほどご審議いただきました。今

回、法改正がなされ、本県の場合、小学校2年
生につきましては、国の加配を利用して35人学
級ということで実現をしておりますけれども、

法定数で今回算定させていただきました。そう
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した場合には、算定する前と算定した後で、9
名差が出てきたということで、今回、少人数の

法改正の部分で9名増ということで定数のほう
を上げさせていただいているところであります。

令和4年度以降につきましては、また数が増え
て、法定数で算定した数で定数条例のほうを改

正していきたいと考えております。

【堀江委員】今の答弁を私が理解するに、私の

質問は、40人が35人になった、それに合わせて
先生たちの数が変わっていくというのが定数条

例と理解をしていて、そうしますと今回の条例

は、生徒数がさらに少なくなっているので、総

体的に結果としてはマイナスになったのですが、

これが令和4年度からは増に転ずる。令和3年度
も35人で計算した部分はあるんだけれども、結
果としては増になって、令和4年度から、条例
上も増になるということでいいのですか。

【上原教職員課長】委員のご理解のとおりで結

構です。小学校2年の部分がもう35人というこ
とで、数字の端数の積み上げで、今回9名とい
う形で出ております。小学校3年からは40人か
ら35人ということで、改めて算定という形にな
りますので、人数は、それよりも多く出てくる

というような形になろうかと思います。

【堀江委員】 ありがとうございました。

そこで、もう一つ、この少人数学級なんです

が、一つは、40人から35人にするという定数が
国として動き出したということでは、一歩前進

として評価をするんです。しかも、学年1年ご
とにということで、一気にやらずに1年ごとに
やるということについてはどうかなという意見

や、さらには35人ではなくて、もう少し数を減
らすべきではないか、例えば国際医療福祉大学

教授であります和田秀樹教授は、少人数学級35
人では手ぬるいということで、顕著な効果が出

るのは20人以下ではないかという指摘もある
んですけれども、県教委としては、国の法律に

基づいて定数を決めていくというのはあるんで

すけれども、35人でも手ぬるい、20人以下にす
べきではないか、そうしたご指摘等についての

見解がおありであれば、お示しください。

【大場義務教育課人事管理監】学級の適正規模

については、いろんな考え方がございましょう

が、県教委といたしましては、小中学校の学級

規模については、児童生徒の育成、生活集団と

して切磋琢磨する場として、ある程度の規模が

必要だと考えております。子ども一人ひとりに

目が行き届く教育を推進し、子どもたちの抱え

る様々な問題にきめ細かに対応するため35人
の学級編制を実施しており、一定効果があると

考えております。

【堀江委員】適正規模、ある程度の規模ですよ

ね。そうすると、35人でいいと思っているわけ
ですか。

【大場義務教育課人事管理監】先ほど申したと

おり、一定の効果があると考えておりますので、

現在のところ、35人と考えております。
【堀江委員】 40人の時は40人と言い、国の法
律が35人になったら35人。だから、教育委員会
としては、もちろん国の法律に基づいてするん

ですけれども、20人が顕著ではないかと、フィ
ンランド含め、海外では20人というのが大方の
そうした流れがある中で、県教委としては、そ

れ以上の見解はないのですか。35人が適正規模
だと思っているんですね。これは5年先にも、
35人が適正規模だと思うのですか。
【大場義務教育課人事管理監】これまでも少人

数学級編制を進めてまいりましたが、国の加配

等、定数を活用しながらということになります。

県教委といたしましても、先ほど申したとおり、
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現状35人の学級編成が、一定効果があると考え
ております。

【池松教育長】県教委の考え方のお尋ねですけ

れども、まず少人数学級が何人が適正かという

のは、これは国のほうでも言っていますけれど

も、エビデンスがないということです。20人が
いいのか、30人がいいのかというのは議論があ
ると思っております。今、ヨーロッパの国のこ

とも例に挙げられておったのですが、少人数学

級だからといって学力が上がっているわけでは

ないというような学説もあるということであり

ますので、我々としては、一定規模、それが10
人なのか、30人なのかというのはエビデンスを
持っておりませんけれども、やはり教師の目が

行き届く人数というものが一つ、それとお互い

に切磋琢磨し合う程度の規模が必要ではないか

と考えております。そういった意味では、発達

段階に応じて違うと思いますし、我々は県立高

等学校の改革の中では、過去の経験値の中から、

高校生としては、1学年10人以上は必要なので
はないかと考えておりますので、根拠を問われ

ると非常に困りますが、県教委としてはそう考

えておりますし、今回、国が35人を目指すとい
うことについては、40人よりは、先ほど言った、
先生方が生徒に目が行き届くことは、より効果

が上がるのではないかと考えている次第です。

【堀江委員】確かに数がどうかということの議

論ではなくて、少人数学級の効果をどう見るか

ということの中で、例えば、今回、コロナ禍の

中で40人のクラスが分散登校した。そうすると、
半数しか来ない子どもたちが、大好きな友達が

登校できなかったので寂しい思いをしたという

こともある一方、ある先生のお話ですと、子ど

もの息づかいや、ああ、わかったという、そう

したつぶやきなんかも教室の中で聞くことがで

きて、本当に20人という数というのは、自分自
身が丁寧に寄り添うということが実際としてで

きるということで実感をしたという、そうした

お話も聞いております。片や、私が取り上げま

したけれども、専門家というか、その分野の方

たちの中では、20人というのがいいのではない
かという声もあって、今回、少人数学級で国が

大きく40人から35人ということで動き出した
中で、改めて県教育委員会が少人数学級に対す

る見解、それから強いて言えば、その人数につ

いてもどのように思っているのかということを

あえて質問させていただいたところなんですが、

確かに根拠がないということもありますけれど

も、いずれにしても、どれくらいの人数が発達

状況に応じて、子どもたちにとってはいいのか、

あるいは先生たちにとってもいいのかというこ

とについては、この数ということに決めずに、

私は、ぜひ毎年、ある意味、検討してほしいと

いうことをこの機会に要望させていただいて、

終わります。

【浦川委員長】 それでは、換気のために、20
分まで休憩したいと思います。

― 午前１１時１０分 休憩 ―

― 午前１１時２０分 再開 ―

【浦川委員長】 委員会を再開いたします。

ほかに質問はありませんか。

【徳永委員】通告ですので質問させていただき

たいと思っております。

まず、教員の適正な配置についてですけれど

も、部活動指導者の配置ということも含めて、

今回、教育委員会としても大きく取り上げてお

られましたけれども、まず、この適正な配置に

ついて力を入れた根拠をお示しいただきたいと

思います。
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【山﨑高校教育課人事管理監】人事異動につき

ましては、教職員がそれぞれの適性を活かして

活躍できるような配置を通して、活気に満ちた、

特色ある学校づくりを推進しているところであ

ります。

【徳永委員】私は常日頃、今の県立高校につい

ては、特に部活動について、適正な配置、スポ

ーツと文化もどっちもありますけれども、特に

スポーツについて、非常に優秀な指導ができる

先生がおられますけれども、昨今、県立高校の

志願者数、少子化にも大きな要因がありますけ

れども、非常に少なくなっております。特に、

宅島委員も一緒ですけれども、私たちの地元の

小浜高校、国見高校においても、本当に存続が

どうなのかという、地元の人からも大きな不安

があります。

そういう中で、私の地元、国見高校サッカー

部、今回、九州の新人戦で久しぶりに優勝とい

うことで、ちょっと早く優勝すれば今年の志願

者数ももっと多かったと思いますけれども、来

年に期待をします。ここは木藤先生という国見

高校のＯＢがおりますけれども、今、教員とし

て、監督として大きい成果を出していただきま

した。

これは一つの例ですけれども、こういった特

に志願者数が少ないところには、私は、こうい

った先生、指導者が配置されることが大きな力

になると思いますけれども、さっき私が申し上

げた志願者数のいろんな問題等、その辺も含め

たところでの配置なのか、もう一つは、働き方

改革のところの配置なのか、その辺、どうなん

ですか。

【林田教育次長】幾つかの角度からご質問いた

だいたものと思いますが、まず運動部活動の指

導員に関しては、教員の働き方改革、それと部

活動の活性化を目指したものということでござ

います。

また、教員の適正配置に関しては、大規模校

も小規模校もありますけれども、それぞれの学

校の特色をどうやって引き出していくか、運動

とか、あるいは部活動の面からも総合的に勘案

して配置をしていくという趣旨のものでござい

ます。

【徳永委員】配置については、県立高校という

ことで、転勤等については、教員間の均衡とい

うこともあるでしょうけれども、しかしながら、

こういった対策を講じるということは、私は、

昨今の非常に厳しい県立高校の状況を鑑みての

一つの対策ではないかと思うんですけれども、

教育長、その辺はどうなんですか。

【池松教育長】まず、中学校から高校に進路を

定める時に、中学生はそれぞれ将来像を描いて

高校を選ぶと思います。その中で、徳永委員が

おっしゃるように、スポーツで頑張って、例え

ば将来Ｊリーグを目指すというような生徒もい

るでしょうし、学力で日本一になって、将来、

博士になると考えている子どももいると思うん

ですが、そういった意味で、その進路実現のた

めに、高校がどう子どもたちを支援していくか

という役割は大変大事だと思います。その時に、

例えば、スポーツで選ばれる学校という売りも

あるのかもしれませんけれども、それはそれと

して、全員がそうではないという現実が、例に

挙げれば国見高校はあるわけです。サッカーを

目指して来ている子どもたちもいるけれども、

いわゆる普通の高校生活を送るために来ている

子どももいる。ですから、特色を消すつもりは

全然なくて、そこはそことして特色をそれぞれ

の高校の中で打ち出していかないと、特に、多

様な価値観を持つ子どもたちがいるわけですか
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ら、そういう意味では、スポーツを売りにする

といいますか、一つ、それを目指して、ある高

校を選ぶというような子どもたちが出てきても、

それはそれで活性化のためには大変いいことで

はないかと考えております。

【徳永委員】そのとおりだと、私もそのように

理解をしております。特色のある学校、特に、

実業高校は、それなりに目的がありますけれど

も、普通高校においては、受験校と、いろいろ

と普通校の中にもありますので、そういった中

で、なかなか特色がないとなれば、やはり選択

肢から外れていく。そして、もう一点は、特に

島原半島の場合は、今、私立高校も大変です。

そういう中で、私立との競合というのもありま

すし、特に私立は今、スポーツの面、学力の面

も含めて、大変力を入れております。県として、

私立とあまり対峙というのはなかなか難しい面

も、これは教育長もいつも言われておりますけ

れども、ただしかし、何のために地元に高校が

あるのかということ、そして選択肢の中に入ら

ないとなれば、これは本当に大きな損失であり

ますから、今後は、さらなるそういった特色の

ある学校、それにはやはり今後、そういった人

材も採用しなければならない。特に、今、先生

になる人も少ないと言われておりますけれども、

そういう中でも、そういった教員というものも

採用するべきだと思いますけれども、その辺、

どうなんですか。

【池松教育長】昨日、予算議案でご審議をいた

だいた、今回、スポーツ協会が、いわゆるアス

リートを職業とマッチングする部分があって、

当然、スポーツ協会を通すわけではないですが、

教員としてアスリートが帰ってきてくれて、後

輩の児童生徒を指導してくれて、またすごいア

スリートが生まれるということは非常にいい循

環だと思いますので、そういった意味では、教

育委員会だけではなくて、知事部局それから警

察本部も含めて、そういうアスリートが帰って

くれるような周知はやっていかなければいけな

いと思っています。

それで、おっしゃるように、教員の異動、配

置の中で、学校の特色を出すための教員の配置

ということについても十分検討していかなけれ

ばいけないと思っていますが、ただ一定、例え

ば長崎県の場合、広域人事ということで、離島

も経験をしてもらうと。それが本人のスキルア

ップにもつながるというようなことがあります

ので、その辺のタイミング等も考えながら、両

立できるような異動の仕方を検討していかなけ

ればいけないと考えております。

【徳永委員】 そこは私も理解します。ただ、異

動の場合は、その異動された後に、例えばサッ

カーならばサッカーの指導者を配置、ここでそ

ういった実績をつくって、やっとその高校が、

これはいろんなスポーツもそうなんですけれど

も、それで、その次に来られる先生が、なかな

か専門の方が来られないということになれば、

せっかくのその財産が何だったのかとなります

し、だからこそ、次に来られる教員を採用して、

育てるということも私は大きな県教委のお仕事

ではないかと思います。

それとまた、今、転勤という問題もあります

けれども、片や、例えば小浜中学校はブラスバ

ンドが強いんですけれども、なかなかこういっ

たところの指導者が高校にはいないということ

で、どうにかならないかということ、これは宅

島県議は地元ですから、特に言われていると思

うんですが、そういった面はどうなんですか。

【山﨑高校教育課人事管理監】学校の特色を維

持するためにも、人事異動につきましては、そ
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れぞれの学校の校長から丁寧にヒアリングを行

い、学校の意向等を十分に酌みながら進めてい

るところです。それから、部活動等の指導者の

適切な配置につきましても、その専門性や、先

ほど言われました指導の継承等につきまして、

配慮しながら、総合的に対応しているところで

ありますし、今後もそうしていきたいと思って

おります。

【徳永委員】やはりそういった人材も、ある専

門の方は多いけれども、少ない指導者と専門の

方もあると思いますので、そういったところも

含んで今後対応していただきたいと思っており

ます。

もう一つは、ＧＩＧＡスクールの件ですけれ

ども、今回、ＧＩＧＡスクールについては、予

定とすれば令和3年7月まででタブレットを納
品完了とあります。ただ、新聞等で、南島原市

と松浦市が遅れているということをお聞きして

いますけれども、これはどういうことが原因な

んですか。

【加藤義務教育課長】今回の国のＧＩＧＡスク

ール構想における端末の整備につきましては、

その経費の3分の2は補助金という形で行って
おります。その補助金につきましては、本年度

中に整備をするという形になっております。残

りの3分の1につきましては、交付税という形で
整備を進めることになっておりまして、これは

令和4年度までに整備をするという形になって
おります。ですので、それぞれの市町の整備計

画で、遅くとも令和4年度までに整備するとい
う形になっているのですが、2つの市町におい
ては、来年度、また令和4年度までかけて整備
をするという計画で進んでいるところでござい

ます。

【徳永委員】来年度までには、間違いなく整備

をするということでよろしいですか。

【加藤義務教育課長】 令和4年度までに整備が
完了するという今の段階の見通しでございます。

【徳永委員】ただ、報道等で我々も聞いたんで

すけれども、そうなれば、南島原市、松浦市の

方は、なぜ自分たちの市だけが遅いのかという

懸念はあると思うんです。これはさっき言われ

た交付税措置が3分の1となれば、県としても、
そこは市のほうに委ねるしかないということで

すか。

【加藤義務教育課長】これにつきましては、そ

れぞれの市町で計画を組みまして、整備を進め

ていかれますので、当然、市町での判断、また

計画を立てていかれることになると思うのです

が、この少し遅れた計画での整備となった理由

といたしまして、例えば、パソコン室に、比較

的新しいパソコンがあるというような状況もご

ざいまして、例えば小学校1年生、2年生に関し
ましては、今回のタブレットの準備というのは

少し遅れるのですが、そのパソコン室を1年生、
2年生が独占的に使いながら、パソコンの導入
期における取組を進めていくということになっ

ております。また、計画の前倒し等についても、

ご検討などをなされているようです。まず間違

いないことは、来年度、県内全ての小中学生が、

これまで以上にパソコンを用いながら学習を展

開していくことになりますので、そのことに関

しては、全ての市町と共同歩調で進めていきた

いと考えております。

【麻生委員】四項目通告していましたけれども、

昨日、議案の中で、教職員の病欠については回

答いただきましたので、三項目についてお尋ね

をしたいと思います。

一つは、教員免許の更新に関してでございま

す。昨年、委員会で、うちの川崎議員から質問
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があって、概要は議事録で読ませてもらいまし

た。その中で、更新時期に関する長崎県の課題

について、研究して、軽減負担に取り組むとい

う回答がございましたけれども、これに関して、

県としての方針とか課題は見極めできたのでし

ょうか。

【上原教職員課長】さきの予算決算委員会のほ

うでお答えさせていただきましたけれども、本

県における教員免許更新講習につきましては、

長崎大学を中心に、県内の10大学が県と連携し
て設置する長崎県教員免許状更新講習連絡協議

会において、教員が円滑に免許更新講習が受講

できるように調整を行わさせていただいており

ます。

具体的には、毎年の免許状更新対象者数を把

握して、離島を含めた県内7地域で講座を設定
し、対象者に十分な講座数を確保できるように

ということで配慮をいただいているというよう

な状況であります。

その後、九州各県を確認させていただきまし

た。他県においては、それぞれの大学で講座を

開設しているところですが、本県においては、

連携して協議会でやっていることで、離島地区

を含む7地区でやっており、より更新講習を受
講しやすい環境が提供できているのではないか

ということについて確認できました。

一方で、更新講習を受講することで教育セン

ターの研修を一部免除する数というものが本県

より多い県というものもございました。また、

鹿児島県などでは、県教育委員会が免許更新講

習の一部を実施しているというような事例も確

認できました。

県としましては、県教育センターの研修免除

の拡大の可能性や県内大学との連携の在り方、

国においても、免許更新については在り方を今

後研究していくというような報道もあっており

ます。そういった国の動向、他県の状況も踏ま

えて、教員免許状更新に係る教員の負担軽減に

ついて、さらに研究を深めていきたいと考えて

おります。

【麻生委員】 ありがとうございました。

ただ、長崎大学も含めて検討してもらって、

離島があれば出前講座をやってもらうというこ

とで、計画を見させてもらいましたけれども、

1,500人ぐらいの人たちが毎年受けるというこ
とで、希望の講座といいますか、先生の講座が

よければ、そこに集中してしまうということで、

均等にならないということも聞いたんですけれ

ども、そういったことについて、ご配慮とか、

また極力出張費は負担しなくていいというよう

な形になっているんですけれども、そうなると、

期間中、夏休みが主でしょうけれども、出張費、

宿泊費とか出てきますけれども、それについて

の負担軽減についてのお考えはどうなのでしょ

うか。

【上原教職員課長】講習がなかなか受講できな

いというようなお話だったかと思います。そこ

の点については、連絡協議会のほうで、どのよ

うにすれば受講しやすい環境が提供できるのか、

協議してまいりたいと思っております。

それと、3万円の費用負担、あと旅費、そう
いった負担もあるかと思います。そういったと

ころにつきましては、全国都道府県教育長協議

会を通じまして、一定年数以上教員として勤務

して、定年退職した方の更新講習については、

更新講習の受講免除ですとか、受講時間の短縮

等の負担軽減を図ること、もしくは免許更新に

係る経費に対して財政的な措置を講じることが

できないかというような要望を行っております。

引き続き、そういった要望もしていきながら、
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負担軽減が図れるようなことができないかとい

うことについて、研究してまいりたいと考えて

おります。

【麻生委員】 この免許更新については2年間と
いうことで、ただ今年は、ＧＩＧＡスクール構

想のタブレットが現場に入ってくると。講習も

同じような形で進んでいくんだろうなと思うと、

現場では大変混乱するのではないかと思ってい

るんです。そういった中では、めり張りのある

取組をお願いしたいというのが一点と、あと一

点、中教審で今回の免許更新について、問題が

あるのではないかというご意見も出ています。

これに関して一点言いますと、教師の資質、能

力の確保ができているのかとか、教師、管理職

等の負担の軽減、また教師の確保を妨げないと

かいうことも出ているんですけれども、中教審

の問題ですからあれですけれども、長崎として、

課題はどのようにお考えなのか、その点、教え

ていただければと思います。

【上原教職員課長】中教審の内容、報道などを

見させていただきました。受講数が多いのでは

ないかとか、極端なところでは、講習自体が必

要ないではないかというような報道もあったか

と思っています。ただ、やはり知識のリニュー

アル、10年に一度の免許の更新は必要だと考え
ておりますので、国の議論を注視しながら、ど

ういったものが県として負担軽減ができるのか、

そういったことについてはまたしっかりと研究

していきたいと考えております。

【麻生委員】 わかりました。

日頃から研修もされていらっしゃると思いま

すので、そういった積み重ねで子どもたちに新

しい情報とか指導ができるようにお願いしたい

と思います。

次に、図書館の司書配置について、お尋ねし

たいと思います。第4次の図書の計画を見まし
て、図書司書の配置が県下、伸びているという

話なんですけれども、ただ、長崎市においても

中学校区に1人という状況で、全校配置ではな
いんです。先ほど別の委員から話がありました

けれども、長崎も公立図書館も39館室で、全国
で30番目というぐらいに大変落ちている状況
であります。それで、学校図書館が子どもたち

の図書館としてしっかりと機能すると。それは

司書教諭もおりますので、本当に全部図書館に

図書司書がおって、子どもたちに図書の魅力が

展開できているかということについては、なか

なか数字だけの問題ではないのではないかと思

っているところなんです。これについて、第4
次計画を出されていますので、今後、県として、

どのように図書館運営を含めて取り組んでいく

のか、また、図書司書の1校1人配置というのが
希望ですけれども、財源の問題もありますので、

いかに効率よく子どもたちに取組ができるかと

いうことについてのお考えをお尋ねしたいと思

います。

【立木生涯学習課長】学校図書館の在り方につ

いてということでのお尋ねかと思います。

まず先に現状を申し上げますと、学校司書の

配置について、現在229人が県内の小中学校418
校に配置をされておりまして、割合としては、

全小中学校の85.3％という数値になっておりま
す。

数値の比較をどうするかというところは様々

かと思いますけれども、平成17年に最初の司書
配置等がスタートしたところからしますと、そ

の時が39名、そして37校でしたので、この15
年間、本当に関係の皆様の努力で、配置の人数

としては約6倍、学校数としては11倍強に増や
すまでやってきております。ただ、この数が、
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配置の割合としては、これまでの15年間で最も
高い割合を昨年度、今年度と示しているんです

けれども、決してこの割合がここまで来たから、

もうこれで十分だとは私どもとしても考えてお

りません。今、委員がお示しになられたように、

配置が1校に1人のところもあれば、1人が複数
というところもあるかと思います。そういった

ところについては、各市町にも働きかけをしな

がら、少しでも多くの子どもたちに学校司書の

方がおられるということの恩恵が享受できるよ

うな努力はしてまいりたいと思っています。

もう一つのこととして、これも委員がおっし

ゃったように、学校司書の方の量的な問題だけ

ではなくて、質の問題、いわゆる資質の向上と

いうものをどう図っていくかということにつな

がるかと思います。私どもとしましては、昨日、

予算のところでもご議論いただきましたけれど

も、学校司書あるいは司書教諭、そういった方々

の研修会をずっと継続して行っております。現

在は、割と基礎的な講座と、それから中級的な

講座に分けまして、文部科学大臣表彰を受けた

ような優秀な学校の実践発表であったり、ある

いは今年は、ミライｏｎ図書館も開館しており

ますので、そういったミライｏｎ図書館の知見

を活かすような講義を入れたり、そういったこ

とをしながら図書館に関わる職員、学校司書を

含めた資質の向上というものをしっかり取り組

んでいければと考えております。

【麻生委員】数から見ますと85.3％で、充実さ
れたという状況ですけれども、先ほど言いまし

たように、中学校区に1人なんですよね。中学
校で小学校2校とか3校ありますけれども、その
中で、要は、午前中だけとか、昼からとか、そ

ういう兼務をされているわけです。

あと一点は、学校の授業と併せて、司書教諭

と連携して、図書館活用だとか、調べ学習、そ

ういった図書館を利用して、もっと効果的に授

業の密度を上げるとかいうことができないのか

というのが一点と、あと一点は、図書館づくり

の状況で、私は、環境、図書館の流れが変わっ

てきている、図書館に本だけ置けばいいという

話ではなくて、図書館のデコレートだとか、木

質化で癒やしのある図書館を作るとか、そうい

った方向に今、大きく動いているのではないか

と思っているんです。私立高校でいえば南山高

校、活水高校というのは、平湯モデルで、本当

にすばらしい図書館が県内にあるわけです。こ

ういったことについて、県教委としていかがお

考えなのか、二点併せてお尋ねしたいと思いま

す。

【立木生涯学習課長】 まず、授業等での活用、

連携のことについて、そしてもう一つは、図書

館の木質化を含めた環境整備についてのお尋ね

かと思っております。

まず、最初の部分、いわゆる授業との関わり

ということについてですけれども、よく言われ

るように、子どもたちが、これからより深く生

きる力を身につけるために、当然、読書活動と

いうのは重要で、そのために図書館というのが

非常に大きな役割を果たします。そうした中で、

授業との連携というのは当然必要になってくる

かと思います。先ほどの話の繰り返しになりま

すけれども、私どもが、例えば学校司書の方だ

けの研修会、司書教諭だけの研修会、そしてい

わゆる基礎的ではないほう、少しキャリアのあ

る方向けの研修会の中では、学校管理職であっ

たり、司書の担当者についても対象として門戸

を開きながら、そういった複数の職の方が一緒

に研修を受けて、いろいろなことを考えて、意

見交換をする場もつくっておりますけれども、
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そういった形での研修に取り組んでおります。

そうした中で、授業でどう使っていくか、図書

館の役割がどういうものかというものをお互い

が必要性を認識しながら進めていく、そういっ

たことの蓄積をつくっていくことが重要なのか

なと思っております。

二点目の環境整備のことについても、やはり

子どもたちにとって、ただ本を貸し借りする場

所、読む場所ではなくて、子どもたちが本の魅

力に触れながら、居場所として、非常に快適に

過ごせる場所であるということは必要だと思っ

ております。そういった意味でも、これもいろ

いろな実践発表の中でも、決してそれがソフト

面だけではなくて、ハード面として、図書館の

環境をどのようにして、子どもたちがより快適

に過ごせるか、そういったことについても研修

の中で、実践発表をしていただいておりますの

で、併せて、しっかり取り組んでいければと思

っております。

【麻生委員】 1校に1人いれば、各教員との連
携で、図書館活用がうまくつながるんでしょう

けれども、なかなか日頃から忙しい中で、本当

にやれているのかなということが一点疑問があ

ります。

あと一点は、要は、図書館の魅力といいます

か、本の魅力というのは、やっぱり図書館司書

がしっかりいて、デコレート、本を見せていく

といいますか、子どもたちの興味を引くとか、

そういった観点と、あと古い図書がいっぱいあ

りますから、更新をちゃんとやって、それに併

せてできる状況も大事ではないかと。そのため

には、図書司書のさらなるレベルアップと、図

書館のハード面を併せた展開をぜひご検討いた

だきたいと思います。よろしくお願いしたいと

思います。そういう形で一緒になってやってい

きたいと。

長崎市は、自前でありますけれども、間伐材

の利用で、木質化の関係についても、コストは

安く抑えながら、平湯先生の監修をもらいなが

らさせていただいて、相当やらせていただいた

という状況であると思います。こういった例が

あると思いますので、ぜひ活用してもらえばと

思っているところでございます。

最後に、不登校の関係についてお尋ねしたい

と思います。本会議でも、うちの宮本議員から、

コロナ関係を含めて不登校の話があったんです

けれども、改めてもう一回、現状を教えてもら

えませんでしょうか。

【安永児童生徒支援課長】本県の不登校児童生

徒の現状といたしましては、年々増加傾向にあ

りまして、小学校、中学校、高等学校とも、本

年度、増加し、合わせて2,163名の不登校児童生
徒の状況になっています。これは全国的にも増

加傾向でありまして、本県も、その傾向と同じ

であるという状況です。

【麻生委員】できれば小学校、中学校の割合を

教えてくれますか。

【安永児童生徒支援課長】全児童生徒に対する

不登校の生徒の割合は、小学校で0.7％、中学校
で4.0％であります。
【麻生委員】昨年、川崎議員が同じようなこと

を質問していました。要するに、オンラインで

の関係はどうだという話でしたけれども、今回

はちょっと別の観点から確認をしたいと思って

いるんです。前回の委員会の中では、不登校自

体、学校に来てくださいと言うだけが子どもた

ちの居場所づくりではないんだというご意見が

あったと記憶しています。ただ、これだけ多く

の不登校が出る話の中で、今回、県教委として

も新しい取組をされていますよね。今回、どう
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いう取組を進められているのか、その点につい

て、お尋ねしたいと思います。

【安永児童生徒支援課長】不登校児童生徒に対

する取組については、本県の生徒指導上の重要

な課題であると認識しております。県としまし

ては、市町教委と連携、協力しながら、教育支

援センターでの対応とか、スクールカウンセラ

ー、スクールソーシャルワーカー等による教育

支援、手遅れのない初期対応、粘り強い組織的

対応の支援に努めているところでありまして、

具体的には、各市町の教育支援センター、適応

指導教室と言われるところにスクールカウンセ

ラーやスクールソーシャルワーカーを派遣した

り、スクールカウンセラー等の各学校での勤務

の中で、先生方や保護者向けの校内研修を行っ

たり、そういう具体的な取組を通して、少しで

も不登校の生徒が学校に再び登校できるような

支援を行っているところです。

【浦川委員長】午前中の審査はこれにてとどめ、

午後は、1時30分から再開いたします。
しばらく休憩いたします。

― 午前１１時５６分 休憩 ―

― 午後 １時２８分 再開 ―

【浦川委員長】 委員会を再開いたします。

ほかに質問はありませんか。

【中村(泰)委員】 お疲れさまです。
では、私のほうから、まずはＧＩＧＡスクー

ルの推進ということで話をさせていただきます。

昨日もＧＩＧＡスクールについて触れさせてい

ただきましたので、その部分は割愛をさせてい

ただきます。

昨日の総務部学事振興課のほうにもお伝えし

たところですけれども、ＧＩＧＡスクール、端

末整備において先進的な県内私立校との連携に

ついて、まずはご答弁いただけますでしょうか。

【狩野高校教育課長】 来年度、県立高校に1人
1台パソコンが入るということが決まりまして
から、我々も勉強しなければいけないというこ

とで、県内外の高校9校を本課の職員と教育セ
ンターの職員で手分けして視察をしたところで

ございます。

【中村(泰)委員】 ありがとうございます。
実際にそういった私立校に行かれて、いろい

ろな意見交換であるとか、現場を見ているとい

うことだったと思いますが、具体的に、どうい

った知見を得たのかをお知らせいただけないで

しょうか。

【狩野高校教育課長】一番は、授業でどう活用

されているかということの視察と、もう一つは、

導入当初、授業に至る前の一番のトラブル、課

題は何だったのかということを聞き取りをして

まいりました。その中では、一番多かったのは

ネットワーク接続の障害、それからパソコン処

理の速度が遅いといったような課題が挙げられ

ております。

【中村(泰)委員】 ありがとうございます。
昨日も、ＧＩＧＡスクールを推進していくに

当たって、運営と整備、前段階、その後の実際

の教育というところでお伺いをいたしました。

両方とも確認をされたということです。私もご

縁があって先進的な県内の私立校、名前を挙げ

るのは控えるんですけれども、お話を聞く機会

がありました。実際ネットワークの障害という

か、やはり回線が集中するので、想像していた

以上に回線をどのように設定するのかがかなり

重要だと。要は、端末があったって回線がうま

くいかないと使えないということになるので、

そこは多分、我々が想像している以上に厳しい

のかなというのを感じております。
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ただ、私が一番衝撃的だったのが、そこの学

校は、事前にお伝えはしておりましたけれども、

5～6年前ぐらいから1人1台端末をやっていた
ということで、始める当初からＳＥを1人雇わ
れたということを聞きました。そのＳＥという

のは、要は、端末の整備、実際に生徒たちが端

末を触っていく中で、いろいろなトラブルが起

きると。アプリの入れ替えであるとか、端末が

壊れる、実際は壊れていないけど、壊れている

とか、そういうことも多々あって、全学年、全

生徒を対応していくには、とてもではないけど

今の先生方の負担にそれが加わったら、そもそ

も回らないというようなことがあったので、そ

もそも機械をしっかり触れる人材が要るという

ことで、ＳＥを1人雇われたそうです。
県も、相談員みたいなことで、持ち回りでそ

ういった指導員を配置するということを聞いて

おりますけれども、私立校では、1校に1人ぐら
い要るほどの、やっぱりそこは課題があるとい

うことです。そのあたりについて、今の計画で

本当に対応できるのかという不安を私は感じて

いるんですけれども、その件についてはいかが

でしょうか。

【桑宮総務課長】県立学校の校内のネットワー

クの対応についてのご質問ということで答弁を

させていただきます。現在、県立学校の校内Ｌ

ＡＮにつきましては、各種の問合せや障害発生

時の対応を行う常駐のＳＥ、ヘルプデスクを今

年度は12月までは5名を配置しておりました。
それを本年1月から、国のＧＩＧＡスクールサ
ポーター配置支援事業も活用しまして1名増員
して、来年度も6名体制で対応していきたいと
考えております。

【中村(泰)委員】 回線ということではなくて、

むしろ、高校に出向いて、生徒が使っている端

末を触れる人材のことを私は申し上げていたん

です。今のお話だったら、相談窓口というよう

な形で理解したんですけれども、そのあたり、

いかがでしょう。

【桑宮総務課長】学校のほうにはこの常駐ＳＥ

というのは出向かないんですけれども、ヘルプ

デスクというお話をさっきさせていただきまし

たけれども、例えば、パスワードが通らないと

か、ワードが立ち上がらない、そういった問合

せを受けまして、リモートでも対応はできると

いうような体制は取っておりますので、直接出

向くということはできませんが、そういった対

応は可能となっております。

【中村(泰)委員】 運用のところなんですけれど
も、確かに私も会社に勤めていた時に、そうい

うヘルプデスクがあって、リモートで私のパソ

コンに入って作業するという方がいらっしゃっ

たんです。要は、そういうリモートで生徒の端

末に入って、外から作業をするということでよ

ろしいですか。

【桑宮総務課長】そういった対応も可能と考え

ております。

【中村(泰)委員】 ということであれば、要は、

出向かなくても、その6名の方でと。県立高校
は60校ぐらいあろうかと思います。簡単に計算
すれば、要は、1人が10校ぐらい対応する、そ
ういった規模感にはなるんですけれども、確か

に遠隔でも対応することはできるのですが、も

ちろん学校の先生方もそうですけれども、まず

はその6名で対応していくという認識でよろし
いですか。

【桑宮総務課長】 今回1名の増員をしたわけで
すけれども、1人1台の導入というのが今まで経
験のないことでございます。昨年の委員会でも

中山委員から、対応は大丈夫なのかというご心
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配の声もお聞きしたところであります。正直申

し上げまして、実際に蓋を開けてみないとわか

らないという部分もありますので、そこら辺は

実際に問題が生じた場合には、迅速に、機動的

に対応できるような体制はできるだけ取ってい

きたいと、どういうことが起こるであろうかと

いう想定も含めまして、これからもそういう想

定と対応について考えていきたいと思います。

【中村(泰)委員】 ありがとうございます。
もう少し詳しくお伺いしたいのですが、その

6名は、ＧＩＧＡスクールのためだけに充てら
れた方であって、多分、こういったものは最初

に動き出した時にこそ人が必要で、人が増えた

り減ったりというのが、最初は極端な話、10人
どんと入って、そこから減っていくというよう

なやり方もあるのかなと思ったりするんですけ

れども、そこを含めてお願いします。

【桑宮総務課長】 お尋ねの一つとしましては、

全体的な対応を行うための常駐ＳＥでございま

す。と申しますのは、授業以外にも校務のほう

のシステム等を持っておりますので、それも含

めて対応するための常駐ＳＥということでござ

います。

あと、問合せ等に変動があるのではないかと

いうようなお尋ねだったかと理解しております

けれども、導入時には、当然、導入した業者の

ほうで設定をなさる。まず、そこで幾つかのト

ラブルですとか、立ち上がらない、つながらな

いといった対応は、一義的には設置業者のほう

で対応されると思いますけれども、私どもの常

駐ＳＥにつきましても、県立学校のネットワー

クを熟知しているという面から、サポートとい

うことは可能ではないかと考えております。

【中村(泰)委員】 ありがとうございます。
確かにリモートデスクトップみたいなことで

入っていけば、私もすごくイメージはつくとい

うか、多分、効率的にさばけていくとは思いま

すし、同じような事象が多分続くのかなと思い

ますので、1校に1人というのは理想ですけれど
も、そんなことはできないというのはわかって

いるので、いかにしてそこを効率的に回してい

けるのかが大事なのかなということで理解いた

しました。

冒頭、私立校の先進事例を学んでいただきた

いということで、決して批判をしているつもり

はないんですけれども、最初そこの高校にお伺

いをした時に、本当は実はもっと県立高校の皆

さんに来てほしいんだということをその私立校

は言っていたんです。こういうコロナの前に県

立高校が視察に来たと。ただ、それは長崎では

なくて、熊本の県立高校が先に視察に来たとい

うことを言われていたんです。たまたま熊本で

そういったことを進めようといった動きがあっ

て、恐らく、そっちが先だったのかもしれない

んですけれども、私立校は県内県立高に対して、

幾らでもそこは教えますと。多分、私立校から

すれば、自分たちのほうが全然先に行っていて、

追いつかれることはないというような自信も持

っておられたようですので、先に経験された方

に伺うのが一番だと思いますので、そこは今以

上に連携を取っていただいて、起こり得るトラ

ブルに備えていただければと思います。よろし

くお願いいたします。

次の質問に移ります。県立中学の成果という

ことでお伺いをいたします。この質問は、私自

身が高校生であった時、その後、高校を卒業し

ての経験であるとか、その感覚、記憶を踏まえ

て質問をさせていただきます。長崎でいえば長

崎東中で、佐世保でいえば佐世保北中、諫早高

校附属中、こういった県立中学ですけれども、
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各校ばらばらとは思いますが、設立後10年から
15年ぐらい経過していると思います。そこで、
設立時の意義と、それに基づいた現在の評価を

どのように今捉えておられるか、お知らせ願い

ます。

【松山県立学校改革推進室長】まず、導入の目

的につきましてご回答いたします。併設型中高

一貫教育につきましては、従来の中学校3年、
高校3年の学校制度に加えまして、子どもたち
や保護者の進路選択の幅を広げる観点から、中

学校と高校の6年間を接続し、6年間の生活の中
で、計画的、継続的な教育課程を展開すること

を目的に、平成11年度から制度化がされており
ます。

本県におきましても、生徒一人ひとりの能力、

適性に応じた教育を進めるために、学校選択肢

の拡大を図るという観点から、平成16年度に長
崎東中、佐世保北中の2校をパイロット校とし
て、平成23年度に諫早高校附属中を設置したと
いう経緯でございます。

【中村(泰)委員】 意義はわかりました。
そこで、その意義に対しての成果、評価をも

う少し、特徴的な生徒を引き出すとか、あとは

幅を広げるというお話がございましたけれども、

そういったところでお知らせいただければと思

います。

【狩野高校教育課長】今、少子化の影響が一番

大きいと思うんですけれども、志願倍率が低下

傾向にあります。しかし、併設型の中高一貫校

の中等教育の選択肢の一つとしては、依然、児

童生徒、保護者からの高い期待を集めているん

だろうと、評価をしております。

評価を何で見るかという様々な観点があると

思うんですけれども、例えば、全国的な質問紙

調査によると、全国と比較して、県立中学校生

が顕著に高い傾向にある。全体像としては、自

分にはよいところがあるんだという自己肯定感

が高いとか、人の役に立つ人間になりたいとい

う生徒が多いというのは一つあります。それは

県立中学校の一つのメリットを活かした教育の

成果ではないかと思っています。例えば、中学

校籍の教員だけでなくて高校の教員も中学生に

教えることで、6年間を見通した計画的な教育
もできます。それから、一部教科によっては、

高校での学習内容を中学時代に取り組むことが

できるということで、学力の伸長には寄与して

いるのではないかとも評価をしております。

【中村(泰)委員】 ありがとうございます。非常
に答えにくい質問で、そこは大変恐縮でござい

ます。

質問もさせていただいた背景で、ちょうど私

がその前に高校生だったんですけれども、その

後、大学に入って、総合選抜が廃止になったと。

それと県立中学が出てきたということが、要は、

同時に来たんです。ここはあくまでも私のいろ

いろ聞いていた話であるとか、事実は違うとこ

ろがあろうかと思うんですけれども、勉強で頑

張りたいと。先ほど教育長も、勉強で頑張って

博士になるんだというお話いただきましたけれ

ども、そういった本当に勉強で頑張る子どもた

ちを長崎県の中で県が主導して育てていくんだ

というような思いがそこに根底としてあるのか

なと理解をしたんです。総合選抜が廃止になっ

たと。私も大学にいて気づいたんですけれども、

長崎が本当に当時は均一化されていて、それは

それでいいところもあれば、悪いところもある

んですけれども、総合選抜で標準化されていた

と。ただ、他県は、もっとそれこそ切磋琢磨の

世界でやっていて、長崎の人間がちょっとぬく

い感じがあったんです。当時、学校の先生から
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も、総合選抜で均等になっているところもいろ

いろ弊害も出ているんだということを聞いてい

たもので、その後、実際県の考えで総合選抜が

廃止になったわけですけれども、その総合選抜

が廃止になって、今、県立高校、県立中学とい

うようなところまで出てきたということで、そ

こが連動しておかなければおかしいと私は思い

ます。そういう視点で県立中学の成果というと

ころをご回答いただきたいんです。

【狩野高校教育課長】入学者選抜を経て入学を

してきますので、当然、目的意識とか意欲が高

い生徒だろうと思っています。その生徒たちの

まず期待というのは、6年後の自分の進路にあ
るのだろうと思っていますので、学力は6年間
でつけて、4年制大学を中心に進学をしている
というそのニーズには一定応えているのかなと

思います。当然、まだ課題等もございますので、

そこは整理しながら、より充実に努めていかな

ければならないと考えております。

【中村(泰)委員】 ありがとうございます。
佐世保は佐世保北、諫早は諫早、大村の子ど

もたちも諫早高校に行っていると聞いています。

東高なんですけれども、長崎の中で勉強がやり

たいんだという子どもたちがどれだけ東高に行

っているのかということを、私も子どもがいて、

いろんなところから話を聞くんです。東高に行

って勉強をしたいというような子どもが、私が

想像しているよりは少ないんです。もちろん、

長崎市の場合は附属がありますし、そして青雲

もあったりするんですけれども、そういったと

ころで本当は長崎東というのがうんと競うよう

な位置にあるのかなと、最初はそういうことを

イメージしてできたような学校なのかなと思っ

ていたんですけれども、なかなか現状は厳しく

て、もちろん地理的な状況であるとか、いろん

な要因があるとは思うんです。正直なところ、

東高より西高がいいし、北陽台のほうがいいわ

けです。本来であれば、県立中を擁する東のほ

うがもっと目立っていいのかなと思うんですけ

れども、そのあたりはいかがでしょう。

【狩野高校教育課長】ご指摘のとおり、設置し

てもう17年ぐらいたちますので、先ほど県立学
校改革推進室長が答弁したような目的があって

スタートをしておりますけれども、それもだん

だん薄れてきているかもしれないと今、委員の

お話を聞きながら思いました。やはり設置の意

義というのは、目的意識の高い生徒を選抜して、

6年間しっかり育てて、大学進学も含めてその
期待に応えていく、それが県立中学校の意義で

しょうから、18年目を迎えるに当たって、きち
っと課題を整理しながら、県中の本来の趣旨、

意義というのは何だったかのかというのももう

一度確認しながら進めてまいりたいと思ってい

ます。

【林田教育次長】補足して答えさせていただき

ますが、県立中学校の設置そのものは、多様な

保護者、生徒のニーズに対して応えていくとい

うものだったと思います。私立のほうで中高一

貫校がどんどん出始めて、長崎県内には、残念

ながら、県立の中学校はないような状態で、そ

この中で、中学校、高校と3年、3年と刻んでい
く教育課程もあろうし、6年間一貫してやって
いく課程もあるだろうと、そういったご希望に

どうやって沿っていくかという面があったかと

思います。もう一つは、総合選抜の廃止は非常

に大きくて、その廃止後の学校の魅力化と保障

化をどう進めるのかという観点でも、県立中学

校の設置は関係しているだろうと考えておりま

す。要は、県民の皆様に多様な教育の機会を与

えることが一番大きな目的だったと思います。



令和３年２月定例会・文教厚生委員会・予算決算委員会（文教厚生分科会）（３月１０日）

- 112 -

そういった中にあって、一番大きな成果は、

測れる数値としては出てきていないのではない

かと私は思っております。いわゆる難関校と言

われているところへの進学実績も確かに大事な

んでしょうけれども、それ以上に、学びの質そ

のものが中高一貫校では非常に深くなっている

という認識を持っています。このことに関して

は、今、大学等で行っています課題解決型の学

習法、いわゆるＰＢＬというものを、どんどん

高校の段階で実施しております。公立の今の強

みというのは、ふるさと教育もそうなんですけ

れども、ＰＢＬという新たな学習方法を高校や

中学校の教育の中に落とし込んでいるという状

況かと思います。今、大学のほうも入試改善で、

そういった新しい学びの方向にかじを切ってい

るところでありまして、そこに照準を合わせて

教育を展開しているという状況です。そういう

意味では、県立中学校だったり、併設型の中高

一貫校は、先取りしてそういうものに取り組ん

できたという実績がありますので、学びの質と

しては非常に高いものを持っていると私として

は認識しております。

【浦川委員長】 ほかに質問はありませんか。

【中山委員】ふるさと教育について、お尋ねい

たします。私の経験知からすると、ふるさとと

いうのは、一つは自然体験ですね。山といえば、

うちのところは八郎岳があるし、川といえば鹿

尾川があるし、海、里、田んぼ、お墓とか、こ

ういうところで遊びながら地域のよさを感じた

ところもありますし、もう一方では、地域の伝

統文化といいますか、お稚児さんでしたり、神

社に参ったり、宮相撲をしたり、ペーロン等に

参画して、それなりに地域のよさ、文化に親し

んだということもあります。また、三つ目には、

郷土の偉人が、こういう人がおって、こういう

地域をこうしたんだという話もお年寄りから聞

いて、ああ、そうかなというような感じをしな

がらきたような感じがしますが、現在は、かな

りそういう自然体験、文化体験を含めて、子ど

もが体験する機会が非常に少なくなったという

部分があるので、学校教育の中で、きちんとこ

の辺を教えていく必要があろうということで、

取り組んでいる部分もあるのではないかと思い

ます。

そこで、先ほどちょっと説明ありましたが、

もう一度、ふるさと教育の目的というか、狙い

と、併せて、教育行政の中で位置づけ、ふるさ

と教育、もう一つ言ったように、キャリア教育

をどのように位置づけて取り組んでいるのか、

まずここをお尋ねしたいと思います。

【狩野高校教育課長】ふるさと教育の意義、目

的というのは、まず一つは、ふるさとの歴史と

か文化など、理解を深める、まず知るというこ

とだろうと思っています。二つ目に、ふるさと

への愛情とか誇りを持たせていくという、そう

いった意識を醸成していくということ、もう一

つは、将来、地元で地域社会とか産業を支える

人材とか、もしくは県外とか海外に出ても、ふ

るさとの発展に貢献したいという人材を育成し

ていく、そういった貢献意識の向上にあるので

はないかと思っています。

キャリア教育との関係ですけれども、キャリ

ア教育というのは、全ての教育活動を通じて行

われるものでございます。それは授業もキャリ

ア教育でございますし、いろんな学校行事もそ

うです。ですから、キャリア教育の中に、ふる

さと教育というものが含まれているという位置

づけで今、学校教育を行っているところでござ

います。

最終的な目標としては、地域を担う人材の育
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成ということでございますので、今、ふるさと

教育というのは、学校教育の中でもかなり大き

な部分を占めております。課題解決型の学習と

いうのが今、教育次長からの答弁でありました

けれども、その一つでもあります。地域に出か

けていって、ふるさとの課題は何かということ

を考え、調べ、解決策を探るというプロセスを

通して、よりふるさとを深く知るということも

ございます。それがふるさと教育イコール、先

ほどもＰＢＬという話がございましたけれども、

それにも資する教育を展開しているということ

でございます。

【中山委員】 先ほどの高校教育課長の話では、

地域を知る、長崎県を知る、地域に愛情を持つ、

長崎県に愛情を持つ、そして長崎県の産業で働

いて、長崎県のために働いてということ、その

ような話をされましたので、これは長崎県の将

来に関わる大変重要な部分だと考えておりまし

て、それで、この位置づけについて、大きな部

分があるというような考え方ということになる

と、私としては、どのように理解していいのか

わからないのだけれども、極端に言うと、教育

行政の中で、これは一丁目一番地で取り組むよ

うな問題ですよと言えば、ああ、なるほどなと

わかるんです。教育行政の中で、全て大きな位

置づけと思うけれども、やはりその辺を明確に

してほしいと思うんですけれども、もう少し私

にわかるような、皆さん方がふるさと教育につ

いて真剣に取り組んでいくんだというメッセー

ジ的なものを何かできませんか。

【林田教育次長】期待に沿えるかどうかわかり

ませんけれども、キャリア教育というものが今、

学校教育の中では一番大事なものだと私は認識

しております。キャリア教育は、先ほどから申

しているとおり、教育活動全般にわたって取り

組んでいくものとされておりますが、要は、一

人ひとりの社会的・職業的自立に向け、必要な

基盤となる能力や態度を育てることによってキ

ャリア発達を促す教育ということで、生きる力

を育む教育と言ったほうがいいかなと思います。

そういう教育の根幹になるものが、長崎県で言

うと、今、取り組んでいる、ふるさと教育にな

ろうかと思っています。要は、キャリア教育の

一番大本、土台をつくる教育でして、大事にし

ていきたいと考えております。

特に、今後、ＧＩＧＡスクール構想もあって、

いわゆるバーチャルの世界でいろんな物事が体

験が擬似的に進んでいくことは多くなってくる

と思うんです。それを直接肌身で感じて、そし

て人とのつながりを意識しながら、ふるさと長

崎に向き合っていく、その教育がふるさと教育

になってくるかと思いますので、教育の中で非

常に重要な部分を今から占めていくのではない

かと、期待を持って取り組んでいきたいと思っ

ております。

【中山委員】高校教育課長の答弁より少し心に

響きましたので、ぜひ一番大事だというような

気持ちでひとつ取り組んでほしいと思います。

そこで、昨日、キャリア教育の中で、教育長

のほうから、小、中、高、大の連携が最も大事

だという話を最後にされたわけであって、まさ

に、このふるさと教育はそれだというように考

えておりまして、併せて、家庭教育、幼児教育、

小学校、中学校、高校、大学と、これを一貫し

てどのような形でつなげていくかということが

大事になってくると思います。

そこで、時間の関係があるので一つ一つ聞く

のがなかなか難しい部分があるので、まとめて

ほしいのですが、今、私が言ったように、家庭

教育、幼児教育、小学校、中学校、高校、大学
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ついて、それぞれのふるさと教育の狙いが違う

んだろうと私は思うんです。子どもの発達段階

によって、元は一緒だけれども、指導の仕方な

り、教科のさせ方も違うんだと思うんです。そ

こで、それぞれのこれが一つ。もう一つは、今

までにいろいろ取り組んできているので、現状

の中で、ふるさと教育、例えば小学校では、こ

ういう効果が出てきている、そしてこういう課

題がある。そして、今後これをどのような形で

取り組んでいくのか。今の6項目について、そ
れぞれ発言をまずいただきたいと思っているん

です。

【池松教育長】まず初めに、流れといいますか、

それぞれの発達段階に応じたふるさと教育をど

う考えるか、大枠、私が感じていることをお話

をさせていただいて、不足しているところがあ

ると思いますので、後、それぞれ担当課長から

答弁をさせたいと思います。

まず、ふるさと教育の定義がいろいろあるん

ですけれども、いわゆる、ふるさと教育だとし

た時に、その目的は何かといえば、先ほど教育

次長がお話ししたような大きな目的もあるんで

すけれども、もうちょっと端的に言うと、自分

自身のアイデンティティーを確立するための一

つの素材としてのふるさと教育があるのかなと。

生まれ育ったところを愛するというところから、

自己肯定感も含めて、そういう資質というもの

が育まれていくのではないかと考えております。

そういった意味で、就学前、幼稚園なんかを

イメージすると、例えば、地域のお祭りに参加

して、そこのみこしの音を聞いたり、地域特産

の食材を、いわゆる郷土料理なるものを食べた

りすること、それから今は少ないのかもしれま

せんけれども、近所の田んぼで遊んだり、そう

することによって地域のいわゆる原体験、原風

景というものを脳にすり込むというんですか、

多く持たせるということが就学前の教育のあり

ようかなと思ったりしています。

小学校になると、現在もやっておりますけれ

ども、地域の歴史や文化、それから現状の地域

の課題とか、地域がどうあるべきかということ

について調べたり、それぞれ議論をしたりする

ことによって、地域に対する愛着を深めるとい

うこと。

それから、中学校になったら、実際の行動と

して、地域の行事やボランティアに参加をした

り、それから、よくありますけれども、地域の

市役所の計画づくりに参画をするというような

ことで、社会の関わりを通じて、自分らしい生

き方、自分の将来像を考えさせると。

高校は、まさに大学に進学するにしろ、就職

するにしろ、いわゆる大人の一歩手前ですから、

今まで学んだ学びの先の社会生活を意識した中

で、実生活で役に立つような専門知識なるもの

を身につけていくというのが我々が所管する高

校までの教育のありようかなと。

大学に行くと、それぞれ進んだ学部によって、

その専門知識をまさに深めたり、いわゆる教養

を身につけることによって、卒業後、社会の中

で、自分がどのような立ち位置の中で、社会に

どう貢献できるかというのを深く考える期間で

はないかと考えております。

あと足りない部分は、それぞれ担当課長のほ

うからお話をさせていただきます。

【加藤義務教育課長】私のほうから、つながり

というところでご説明をさせていただきたいと

思います。今、教育長がお伝えをいたしました

ように、ある意味、保育園、幼稚園時代という

のは、ふるさとのことを五感で感じながら、小

学校に入学してまいります。そういった中で、
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小学校の導入期におきましては、特に、生活科

の学習というものを用いながら、先ほど委員が

おっしゃったように、地域との触れ合いや、ま

た家族との触れ合い、このようなものを実際に

学校の中で教育活動として展開をしながら進め

ているという状況がございます。

もう一つ、接続といたしまして私どもが特に

課題と感じておりましたのが、中学校と高校、

義務教育段階のつながりでございました。この

つながりを確かなものにしたいということで取

り組んでおりますのが、昨日からお伝えをして

おりました、ふるさと教育とキャリア教育を融

合させた私どもの取組だと考えております。実

際に取り組んだ指定校におきましては、高等学

校の取組に学びながら先生方が授業を展開して

まいりました。また、中学生も、高校生の様子

を見ながら、多くの刺激をいただいたものです。

また、実践をした中学生の中には、自分は中学

校を卒業したら、高等学校で、こんなふるさと

学習をしたいという意識を持つ者も出てまいり

ました。

こういった形でそれぞれのつながりを強めて

いきたいと考えているものでございます。

【中山委員】基本的には、教育長がしたことを

了としたいんです。ただ、時間がないので。本

当は一つずつ、小学校は小学校でやりたいので、

私が言った6つの部分の狙いと、そして現状の
成果と課題、そして今後の取組について、後で

資料として作り上げてくれませんか。この分に

ついては了とします。時間が足らないので質疑

しません。よろしくお願いします。また次にし

ます。

そこで、先ほどちょっと話があったのですが、

要するに、家庭教育は生涯学習課、幼児教育は

こども未来課、小学校、中学校は義務教育課、

そして高校教育課、それで大学と私立高校につ

いては学事振興課ということになっていますよ

ね。そうすると、この狙いの中で、その成果な

り、育てていこうという指標なり、そしてそれ

がうまく習得できているかどうか、そしてそれ

をどのように検証するのか、これはしないより、

したほうがいいという形になってきますので、

そこで教育委員会含めて、他部局との連携を今

どういう形で取り組んでいるのか。連携の現状

について教えてくれますか。

【狩野高校教育課長】他部局との連携というの

は今、ちょっと薄いだろうと思うんですけれど

も、今、教育庁内では、本県のふるさと教育に

つきましては、義務教育課、高校教育課それか

ら生涯学習課の3課で、ふるさと教育の全体計
画というものを策定しまして、それに基づいて、

小、中、高それぞれの発達段階と地域性を活か

したふるさと教育を展開しております。

高校卒業後の一つの大きな目標というのが、

先ほど申し上げた、地域を担う人材を育成する

という一つの高校卒業後のゴールに向かいなが

ら、それぞれの発達段階に応じて展開をしてい

るところでございます。

【中山委員】考えようによっては、若者を県内

にどれだけ定着させるかということも書いてい

るけれども、そういう最終的な目的をきちんと

するならば、教育委員会だけでは、とてもでは

ないけれども、その成長というか、効果を検証

することはできないと私は考えています。キャ

リア教育は若者定着課でしょう。それで、例え

ば、こういうことを一堂に会して、ふるさと教

育の進行状況とか、目指すべき若者の定着、こ

ういう議論はしたことはあるんですか。

【狩野高校教育課長】若者定着課と高校教育課

は、いわゆる県内就職の支援という部分でやっ
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ております。例えば、県内企業の説明会もふる

さと教育の一つと捉えておりますので、そうい

う意味では、若者定着課とは連携をしながらや

っているところでございます。

【中山委員】 生涯学習課、義務教育課、高校教

育課、学事振興課、こども未来課、若者定着課、

やはりここは最低でも定期的に協議をするとい

うことが私は大前提になってくると思うんです。

ぜひ、一層ふるさと教育、キャリア教育を進め

ていこうという協議会をつくって、ちゃんとや

るべきだと私は思うんですけれども、教育長、

どうですか。

【池松教育長】重要なご指摘をいただきました。

ただ、現実的に、私学の教育内容にどこまで県

行政が関与できるか。考え方として、私立高校

においても、例えば、県内就職率を増やそうと

いうような動きはありますので、そういう1個1
個の進路先についての支援策についてはあるん

ですけれども、教育内容といいますか、教育に

ついて、どこまで行政が協議できるか、それは

幼稚園とかも含めて、担当課と話合いをさせて

いただきたいと思います。それから協議できる

ものについては、連携を取れるように協議を進

めていきたいと考えております。

【中山委員】県内の高校生、大学生を県内定着、

知事は、上げようと言っているんですよ。それ

は私立であろうが県立であろうが関係あるもの

ですか、県民だから。それで、あそこは学事振

興課が窓口だから、学事振興課を通じて、私立

なら私立のほうに、きちんと指導してもらえば

いいし、既に学事振興課としても、ふるさと教

育になるような事業を各学校に募集をして取り

組んでいるんだという、そういうはっきりした

部分もあるわけですから、この最低6者協議会
をぜひひとつ協議できるように進めていただく

ことを、とりあえず今日は要望しておきます。

【浦川委員長】 ほかに質問はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【浦川委員長】ほかに質問がないようですので、

以上で質問を終了します。

それでは、次に教育委員会関係の審査結果に

ついて、整理したいと思います。

しばらく休憩いたします。

― 午後 ２時１１分 休憩 ―

― 午後 ２時１１分 再開 ―

【浦川委員長】 委員会を再開いたします。

これをもちまして、教育委員会関係の審査を

終了いたします。

明日は、午前10時より、こども政策局を含む
福祉保健部の審査を行うことといたしますので、

よろしくお願いいたします。

本日は、これをもって散会いたします。

お疲れさまでした。

― 午後 ２時１２分 散会 ―



第 ３ 日 目
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１、開催年月日時刻及び場所

  令和３年３月１１日

自  午前１０時００分

至  午後 ４時１６分

於  委 員 会 室 ２

２、出席委員の氏名

委員長(分科会長) 浦川 基継 君

副委員長(副会長) 中島 浩介 君

委   員 中山  功 君

〃 徳永 達也 君

〃 堀江ひとみ 君

〃 山田 朋子 君

〃 ごうまなみ 君

〃 宅島 寿一 君

〃 麻生  隆 君

〃 山下 博史 君

〃 中島 泰輔 君

３、欠席委員の氏名

な  し

４、委員外出席議員の氏名

な  し

５、県側出席者の氏名

福祉保健部長 中田 勝己 君

福祉保健部次長 安永 留隆 君

福祉保健課長 中尾美恵子 君

福祉保健課企画監
（地域福祉・計画担当）

猿渡 圭子 君

監査指導課長 吉野 康弘 君

医療政策課長 伊藤 幸繁 君

医療政策課企画監
（新型コロナワクチン接種担当）

林田 直浩 君

医療人材対策室長 加藤 一征 君

薬務行政室長 本多 雅幸 君

国保・健康増進課長 永峯 裕一 君

国保・健康増進課企画監
（健康づくり担当）

川内野寿美子 君

長寿社会課長 尾﨑 正英 君

長寿社会課企画監
（地域包括ケア担当）

山口 美紀 君

障害福祉課長 中村 浩二 君

原爆被爆者援護課長 山崎 敏朗 君

こども政策局長 園田 俊輔 君

こども未来課長 德永 憲達 君

こども家庭課長 今冨 洋祐 君

６、審査の経過次のとおり

― 午前１０時００分 開議 ―

【浦川委員長】それでは、委員会及び分科会を

再開いたします。

中山委員から、所用により本委員会への出席

が遅れる旨の連絡があっておりますので、ご了

承をお願いいたします。

これより、こども政策局を含む福祉保健部関

係の審査を行います。

審査に入ります前に、理事者側から概要説明

及び複数部にまたがる審査の際に出席していな

かった職員の紹介を受けることといたします。

【中田福祉保健部長】 おはようございます。

〔幹部職員紹介〕

以上でございます。よろしくお願いいたしま

す。

【浦川委員長】 ありがとうございました。

それでは、審査に入ります。

【浦川分科会長】まず、分科会による審査を行

います。
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予算議案を議題といたします。

福祉保健部長より、予算議案の説明をお願い

します。

【中田福祉保健部長】福祉保健部関係の議案に

ついて、ご説明いたします。

「予算決算委員会文教厚生分科会関係議案説

明資料」の福祉保健部の1ページをご覧くださ
い。

今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第2号議案「令和3年度長崎県一般会計予算」の
うち関係部分、第14号議案「令和3年度長崎県
国民健康保険特別会計予算」、第78号議案「令
和2年度長崎県一般会計補正予算（第14号）」
のうち関係部分、第88号議案「令和2年度長崎
県国民健康保険特別会計補正予算（第3号）」、
そして、同資料の追加1記載の第94号議案「令
和2年度長崎県一般会計補正予算（第16号）」
の5件であります。
初めに、第2号議案「令和3年度長崎県一般会

計予算」のうち関係部分について、ご説明いた

します。

令和3年度は、「長崎県総合計画 チェンジ＆
チャレンジ2025」のもと、県民の皆様が、住み
慣れた地域で安心して暮らし続けることができ

る持続可能な地域共生社会の実現を目指し、地

域医療介護総合確保基金等も活用し、施策の充

実・強化と新たな事業展開を図ってまいります。

歳入予算は福祉保健部合計で267億8,609万
7,000円、歳出予算は福祉保健部合計で1,140億
7,103万2,000円となっており、各科目につきま
しては、1ページから2ページに記載のとおりで
あります。

初めに、臨時的なコロナ対策事業を除く当初

予算の主な内容について、ご説明いたします。

介護・福祉人材の育成・確保について。

地域包括ケアシステムを支える介護・福祉人

材の育成・確保を促進するため、高校生、介護

福祉士を目指す学生、多様な働き方を希望する

移住者、他産業からの転職者などの人材確保の

取組に要する経費として7,476万3,000円など
を計上いたしております。

3ページ下段をご覧ください。
医療人材の育成・確保について。

地域の需要に応じた医療人材の育成・確保を

進めるため、令和6年4月からの医師の時間外労
働上限規制適用に向けて、医師の労働時間短縮

に向けた総合的な取組を実施する医療機関を支

援する経費として3,604万3,000円などを計上
いたしております。

4ページの中ほどをご覧ください。
健康の保持増進と生活習慣病の予防について。

健康長寿日本一の実現に向けて、生活習慣病

予防の基本である食事や運動等の生活習慣の改

善及び口腔機能の維持増進等を図るため、「な

がさき3ＭＹチャレンジ」の普及啓発に加え、
飲食店等と連携した野菜摂取の促進、県内事業

所の社食向上支援等、県民自らの主体的な健康

づくりの取組を促す経費として1,690万円など
を計上いたしております。

医療提供体制の整備・充実について。

住み慣れた地域で安心して暮らし続けること

ができるよう、地域の実情に応じた医療提供体

制の整備・充実に向けて、地域医療構想に基づ

く病床の機能分化・連携のための施設・設備整

備に対する助成等に要する経費として1億
8,644万8,000円などを計上いたしております。
このほか、5ページ下段、高齢者の社会参加

と活躍促進から、12ページ中段、債務負担行為
について、その内容につきましては記載のとお

りであります。
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次いで、12ページ下段をご覧ください。
当初予算のうち臨時的なコロナ対策事業の主

なものについて、ご説明いたします。

医療提供体制の充実について。

新型コロナウイルス感染症対策として、検査

体制の拡充、医療体制の強化を進めるため、県

内8医療圏においてＰＣＲ検査等の検体採取を
ドライブスルー方式で実施する「地域外来・検

査センター」の設置・運営や、行政検査、入院

医療費の公費負担等に要する経費として3億
4,779万8,000円。重点医療機関等における病床
の確保や、帰宅困難な医療従事者の宿泊施設確

保を行う医療機関に対する支援に要する経費と

して64億9,428万2,000円。医師が入院療養の必
要がないと判断した軽症者や無症状の方が療養

を行う宿泊療養施設の確保に要する経費として

19億5,755万4,000円などを計上いたしており
ます。

新型コロナウイルス感染症スクリーニング事

業について。

医療機関や介護施設等における新型コロナウ

イルス感染症の院内・施設内感染を未然に防止

するため、患者が入院する前に実施するＰＣＲ

検査等への支援に要する経費として3億4,196
万1,000円などを計上いたしております。
医療防護資材の整備について。

感染症指定医療機関等へ提供するマスクやガ

ウン等医療防護資材の購入経費として4億849
万1,000円を計上いたしております。
このほか、14ページ中段、感染対策を強化し

た歯科診療車の整備から、16ページ上段の新型
コロナウイルス感染症に対するセーフティネッ

トの強化について、その内容につきましては、

記載のとおりであります。

次に、第14号議案「令和3年度長崎県国民健

康保険特別会計予算」について、ご説明いたし

ます。

歳入予算、歳出予算ともに合計で1,563億75
万4,000円となっており、各科目につきましては、
16ページから17ページに記載のとおりであり
ます。

長崎県国民健康保険特別会計は、国民健康保

険法の改正により、平成30年度から県も国民健
康保険の保険者となり、国保財政運営の中心的

な役割を担うこととなったことに伴い、県全体

で必要となる保険給付費等の支出の額を見込み、

その財源の一部を市町から納付金として徴収し、

市町には保険給付費等に必要な額を交付金とし

て支払うものであります。

また、被保険者の健康の保持増進や医療費適

正化等の取組を促進するため、市町の保険事業

への支援など、予防・健康づくりに関する事業

を実施してまいります。

債務負担行為については、総務管理費及び保

険事業費について2件計上しており、内容につ
きましては記載のとおりであります。

次に、第78号議案「令和2年度長崎県一般会
計補正予算（第14号）」のうち関係部分につい
て、ご説明いたします。

歳入予算は、福祉保健部合計で3億7,583万
3,000円の増。歳出予算は、福祉保健部合計で
17億6,005万2,000円の減となっており、各科目
につきましては、18ページに記載のとおりであ
ります。

19ページをご覧ください。
補正予算の主な内容につきまして、ご説明い

たします。

コロナ禍におけるがん治療体制の強化につい

て。

新型コロナウイルス感染症が感染拡大する状
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況下においても、がん治療を安定的に提供でき

る体制を確保するため、がん治療機器の整備へ

の支援に要する経費として1億2,650万円の増
を計上いたしております。

新型コロナ入院受入医療機関緊急支援につい

て。

新型コロナウイルス感染症患者の受入病床と

人員を確保するため、受入病床を確保する医療

機関に対する支援に要する経費として1億
2,000万円の増を計上いたしております。
このほか、19ページ下段から21ページ記載の

年間所要見込みに基づく補正のほか、21ページ
の繰越明許費、債務負担行為について、その内

容につきましては、記載のとおりであります。

22ページをご覧ください。
次に、第88号議案「令和2年度長崎県国民健

康保険特別会計補正予算（第3号）」について、
ご説明いたします｡

歳入予算、歳出予算ともに合計で2億4,839万
3,000円の減となっております。これは国民健康
保険保険給付費等交付金の減など、年間所要見

込みに基づくものであります。

続きまして、資料追加1の1ページをお開きく
ださい。

第94号議案「令和2年度長崎県一般会計補正
予算（第16号）」について、ご説明いたします。
歳入予算、歳出予算ともに合計で42億6,250

万9,000円の増となっております。
補正予算の内容については、新型コロナウイ

ルス感染症患者の受入体制の強化のため、重点

医療機関等における感染症患者専用病床の確保

に要する経費として42億6,250万9,000円の増
を計上いたしております。

最後に、歳入歳出予算の確定に伴う整理等を

行うため、3月末をもって令和2年度予算の補正

を知事専決処分により措置させていただきたい

と考えておりますので、ご了承賜りますようお

願いいたします。

以上をもちまして、福祉保健部関係の説明を

終わります。よろしくご審議を賜りますよう、

お願いいたします。

【浦川分科会長】 次に、こども政策局長より、

予算議案の説明をお願いします。

【園田こども政策局長】こども政策局関係の議

案について、ご説明いたします。

「予算決算委員会文教厚生分科会関係議案説

明資料 こども政策局」の1ページをご覧くださ
い。

今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第2号議案「令和3年度長崎県一般会計予算」の
うち関係部分、第3号議案「令和3年度長崎県母
子父子寡婦福祉資金特別会計予算」、第78号議
案「令和2年度長崎県一般会計補正予算（第14
号）」のうち関係部分の3件であります。
初めに、第2号議案「令和3年度長崎県一般会
計予算」のうち関係部分について、ご説明いた

します。

令和3年度は、「長崎県総合計画チェンジ＆
チャレンジ2025」に掲げる「長崎県の未来を創
る子ども、郷土を愛する人を育てる」、「みん

なで支えあう地域を創る」といった基本戦略の

実現に向け、「長崎県子育て条例」に基づき、

安心して子どもを産み育てることができ、子ど

もが生まれてきてよかったと感じる社会となる

よう、県民総ぐるみの子育て支援、結婚、妊娠・

出産から育児までの一貫した切れ目ない支援、

きめ細やかな対応が必要な子どもや家庭に対す

る支援など、各種施策の充実・強化と新たな事

業展開を図ってまいります。

歳入予算は、こども政策局合計で33億2,671
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万9,000円、歳出予算は、こども政策局合計で
261億3,600万5,000円となっております。
なお、各項目につきましては、1ページから2

ページに記載のとおりであります。

2ページをご覧ください。
当初予算の主な内容については、結婚、妊娠・

出産、子育て支援の強化について。

婚姻率の低下及び晩婚化、晩産化の進行によ

る夫婦の出生力の低下などによる少子化に歯止

めをかけるため、市町、企業・団体との連携を

さらに深めながら、結婚、妊娠・出産、育児の

切れ目ない支援を強化してまいります。

1 県・市町連携の下、結婚支援、子育て支

援、地域づくり等のネットワークの融合を図り、

企業や地域コミュニティーなどによる主体的な

結婚・子育て応援の取組を促進するとともに、

効果的な情報発信による結婚、妊娠・出産、子

育て応援の機運醸成や、若年層へのライフデザ

インセミナー等による意識醸成などに要する経

費として4,507万円。
2 長崎県婚活サポートセンターによる相談

業務やお見合いシステムの運営及び利用会員の

拡大キャンペーンの実施、婚活サポーターによ

る縁結び活動の推進、各種セミナー・イベント

の充実等、結婚を望む独身男女の婚活への支援

に要する経費として4,088万円。
3 県内各市町における婚活イベントやセミ

ナー、お見合いシステム窓口設置などの少子化

対策の取組への支援に要する経費として1億
1,131万5,000円。

4 妊娠・出産の希望をかなえるため、不妊

治療に要する費用の一部助成や支援を必要とす

る妊産婦を早期に把握し、適切な支援へとつな

げるための医療や行政などのネットワーク構築

等に要する経費として2億5,998万7,000円。

5 潜在保育士向け求人・求職サイト「保い

っぷ」を活用した再就職支援を強化するととも

に、新卒保育士の県内定着の促進と保育士離職

防止対策の推進に要する経費として3,320万
6,000円を計上いたしております。
このほか、3ページから9ページにかけまして、

3ページの新型コロナウイルス感染症への対応
について、4ページの子ども・子育て支援新制
度への対応について、保育所等における待機児

童対策について、私立幼稚園の振興について、

幼稚園、保育所等の耐震化の推進について、5
ページの県民総ぐるみの子育て支援や子どもを

取り巻く有害環境対策の推進について、社会生

活を営む上で困難を有する子ども・若者等への

支援について、子育て家庭の経済的負担軽減に

ついて、6ページの母子保健の充実について、
障害のある子ども等への支援について、総合的

な児童虐待防止対策の推進について、7ページ
の社会的養護体制の充実について、婦人保護対

策について、ひとり親家庭等の支援や子どもの

貧困対策について、8ページの債務負担行為に
ついてで、その内容につきましては、記載のと

おりであります。

9ページをご覧ください。
次に、第3号議案「令和3年度長崎県母子父子
寡婦福祉資金特別会計」について、ご説明いた

します。

歳入予算、歳出予算ともに合計で1億6,244万
円となっており、各科目につきましては、記載

のとおりであります。

これは、母子及び父子家庭並びに寡婦の経済

的自立等を図り、併せてその扶養している児童

の福祉を推進するために、修学資金、就学支度

資金等を貸し付けるものであります。

10ページをご覧ください。
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次に、第78号議案「令和2年度長崎県一般会
計補正予算（第14号）」のうち関係部分につい
て、ご説明いたします。

歳入予算は、こども政策局合計で1億7,949万
3,000円の減、歳出予算は、こども政策局合計で
8億4,850万5,000円の減となっております。
なお、各科目につきましては、記載のとおり

であります。

補正予算の主な内容につきましては、年間所

要見込みに基づくもので、その内容につきまし

ては、11ページに記載のとおりであります。
このほか、11ページから12ページにかけまし

て、繰越明許費について、債務負担行為につい

てで、その内容につきましては、記載のとおり

であります。

最後に、令和2年度補正予算の専決処分につ
いて、あらかじめご了承を賜りたいと存じます。

令和2年度予算につきましては、今議会にお
いて補正をお願いいたしておりますが、歳入に

おきまして、国庫補助金等に未確定のものがあ

り、また、歳出におきましても、年間の執行額

の確定に伴い整理を要するものがあります。

したがいまして、これらの調整、整理を行う

ため、3月末をもって令和2年度予算の補正を知
事専決処分により措置させていただきたいと考

えておりますので、ご了承を賜りますようお願

いいたします。

以上をもちまして、こども政策局関係の説明

を終わります。よろしくご審議を賜りますよう

お願い申し上げます。

【浦川分科会長】 次に、提出がありました「政

策等決定過程の透明性等の確保」などに関する

資料、政策的新規事業の計上状況について、説

明をお願いいたします。

【中尾福祉保健課長】「政策等決定過程の透明

性等の確保及び県議会・議員との協議等の拡充

に関する決議」に基づきまして、本分科会に提

出いたしました福祉保健部関係の資料について、

ご説明をいたします。

今回、ご報告しますのは、政策的新規事業の

計上状況についてであります。

資料の1ページをお開きください。
1ページ、一番上のがんとともに生きる事業

費から、下から2つ目の在宅歯科医療推進事業
費（医療介護基金）までの8事業であり、内容
につきましては、記載のとおりでございます。

説明は、以上でございます。

【德永こども未来課長】引き続き、こども政策

局の政策的新規事業の計上状況について、ご説

明をいたします。

同じく資料の1ページでございます。福祉保
健部の一番下の未来を照らす「ながさき結婚・

子育て」推進事業費の1事業を政策的新規事業
として計上させていただいたところでございま

す。内容につきましては、記載のとおりでござ

います。

以上で説明を終わります。

【浦川分科会長】 ありがとうございました。

以上で説明が終わりましたので、これより予

算議案に対する質疑を行います。

質疑はありませんか。

【堀江委員】 最初に、2号議案、福祉保健部、
横長資料の52ページ、この中のしまの医師確保
対策費の中のしまの医療機関運営費補助1億
990万円について質問いたします。
この事業の内容につきましては、52ページに
書かれているとおりですが、この中のヘリコプ

ターによる離島への巡回診療についてです。本

土から離島に医師を搬送する巡回診療と、患者

の下り搬送、本土病院で急性期の治療を終えた
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患者を離島病院へ搬送するということの下り搬

送が昨年度から実施されることになって2年目
に入るわけですが、今回、手続というか、どう

いう人を下り搬送に充てるかということの基準

が明らかになったのかということをまず教えて

いただきたいと思います。

【加藤医療人材対策室長】ヘリの下り搬送、い

わゆる本土から離島に容態が安定した患者さん

を送るという下り搬送ですが、本格的な運用が

昨年5月から始まっております。その対象とし
まして条件が4つ設けられております。まず、
引き続き離島の企業団病院で入院が必要な患者

であること、次に公共交通機関での移動が困難

な患者であること、3番目に医師または看護師
の付添いが必要な患者であること、4番目に家
族の同意があることということで、4つの条件
を課しまして、対象の患者さんを搬送するとい

うことです。

通常、週3日間、医師の搬送を行っているん
ですけれども、新たに下り搬送の日にちを設定

しておりまして、月2回ほど、年間24回確保す
るという形で運用がなされているところでござ

います。今年度の実績としましては、既に8件
の実績がございます。

以上のような状況です。

【堀江委員】このしまの医療機関運営費補助の

1億990万円は、前年度と比べますと9,302万円
増ではないかと思っているんですが、実績その

ものは昨年度の実績に基づいて、これは予算的

には見積もっているという理解でいいんでしょ

うか。

【加藤医療人材対策室長】この金額のうち、ヘ

リに係る金額は1億円、県が負担をしていると
いうことで定額になっておりまして、それ以外

にもしまの医療機関への運営費の補助という形

で、それが実績に基づくもの、来年度は見込み

に基づくものという形で計上している状況でご

ざいます。

【堀江委員】いずれにいたしましても、患者の

下り搬送は、本土の病院で急性期の治療を終え

た患者を離島の病院に搬送するというのは、離

島の患者さんを、例えば、本土の家族がどうや

って運ぶかというのは、車でも非常に大変だっ

た思いがありますので、こうしたことが制度と

してできて、基準としても4つの基準が今示さ
れましたが、もちろん、病院の判断で行われる

こととはいえ、そうした制度があるということ

を知らせていただきたいと思っています。

次に、横長資料の57ページの国保・健康増進
課が所管いたします健康長寿日本一の長崎県づ

くり推進事業、1,690万円について質問いたしま
す。

これは、内容としてはここに書かれていると

おりですが、前年度と比較いたしますと238万
9,000円の増になっているんですが、直売所と連
携した野菜の摂取促進とか、みんなで楽しく運

動に親しむ環境づくりとか、ヘルシーワールド

の表彰でありますとか、どこの事業が、どのよ

うに充実されたのかということもこの機会にご

説明いただきたいと思います。

【川内野国保・健康増進課企画監】健康長寿日

本一の長崎県づくり推進事業についてのご質問

でございます。

これまで健康づくりを積極的に取り組む企業

や団体を表彰する「ながさきヘルシーアワード」

でありますとか、職場の健康づくりを応援する

ためのアドバイザーの派遣、県民の皆様に健診、

運動、食事に関するポイントをわかりやすくお

示しする「ながさき3ＭＹチャレンジ」をキャ
ッチフレーズとした普及、周知・啓発、また、
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今年度は農産物直売所や健康づくり応援の店等

を活用しました野菜摂取促進などに取り組んで

まいりました。来年度、令和3年度は、これま
での取組に加えまして、健康経営に取り組む企

業の拡大を目的とした取組として350万円ほど
増額いたしまして、優良企業の取組内容を取材、

動画として作成したものを、テレビ、ホームペ

ージ、ユーチューブ、ＳＮＳなどでの発信を行

う。また、企業の社員食堂に対する従業員の健

康課題に応じたメニューのアドバイスなどの支

援を行う経費を増額しております。

また、県民の皆様に健康づくりを楽しく始め、

継続できるようにするための環境づくりとしま

して、野菜摂取に関しては60万円ほどを増額い
たしまして、今年度作成しました「旬の野菜レ

シピ」について店頭に掲示したりでありますと

か、作り方の動画などを店頭で放映するなど、

野菜の摂取でありますとか、県産の野菜の消費

拡大の両面からの普及・啓発に取り組んでいく

こととしております。

それから、今年度、実施しましたが、健康づ

くり応援の店における「もっと野菜をたべよう

キャンペーン」の中身を少し発展させまして、

野菜だけではなく、減塩食やバランス食も加え

た「ヘルシーメニューの提供キャンペーン」な

どを実施しまして、健康づくり応援の店の登録

店舗の拡大も図っていきたいと考えております。

また、運動に関しましては、90万円ほど予算
を増額いたしまして、スポーツ振興課と連携し

た総合型地域スポーツクラブなどでの取組を促

進するための健康づくりや介護予防に特化した

スポーツ指導者の育成に取り組むこととしてお

ります。こちらは総額500万円ほど増額をして
おります。

一方、今年度の予算に計上しておりました周

知啓発の経費でありますとか、市町職員の研修

経費につきましては、国民健康保険の保険者努

力支援交付金を活用することといたしておりま

すので、特別会計の方に計上させていただいて

おります。

【堀江委員】説明をいただきましたけど、これ

は毎年1回健診を受けて、毎日にこにこ9,000歩、
歩いて、毎日3回野菜を食べて、人生100年時代
に向けて長崎県が健康長寿の日本一をつくろう

という施策で、非常になかなか成果が見えにく

いというか、福祉の事業そのものは、もちろん

成果が見えにくいんですけれども、そこら辺を、

例えば野菜をどれだけ取っているかとか、県民

の意識を変えていくということにつながってい

くので、国保・健康増進課だけの取組ではでき

ないと思っているので、そこら辺の取り組み方、

さらに予算も上げて取り組むというところでの、

取り組み方としては昨年度と今年度は同じです

かね。

さっき言われたように、ここを少しこのよう

に予算を増やしましたということですけれども、

その点についてはどうですか。なかなかつかみ

にくいなと思いながら、私、予算を見ていたん

ですが、どのようにお考えですか。

【川内野国保・健康増進課企画監】事業の成果

について、委員おっしゃるとおり、なかなか見

えにくい状況でありますけれども、県民の皆様

が楽しく自主的に取り組んでいただく取組をい

ろんな仕掛け、農産物直売所とか、スーパーマ

ーケットなどでとか、また地域のスポーツクラ

ブなどでの取組を通して県民の自主的な取組を

促していきたいと考えております。

【堀江委員】否定している質疑ではなくて、い

いことだと思うんです。健康寿命を伸ばそうと

いうことで、それはいいと思うんですが、なか
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なか県民に伝わらないという思いがあるもので

すから。しかも、当初予算を比較すると増にな

っているので、具体的にどういうところを伸ば

していくのかなと思いながら、この質問をした

ところです。

次に、74ページの障害福祉課の障害者福祉医
療費助成費11億6,361万円について質問いたし
ます。

これは、市町が負担する障害者の医療費への

助成ということになるんですが、子どもの医療

費は現物給付ということで、県とそれぞれの自

治体が2分の1ずつの負担になるんですが、障害
者の福祉医療費の場合は、現物給付という形で

はなくて、大村市は違いますけれど、償還払い

ですよね。これは現物給付にならないのかとい

うことについてはどうですか。

【中村障害福祉課長】現物給付の問題につきま

しては、これは市や町の負担のこともございま

すので、市や町と一緒に協議会をつくりまして、

そこで検討を続けております。

アンケート調査をしまして、市や町の意向も

確認しておりますが、現物給付化となりますと

財源もそれなりに必要になってくるということ

もございまして、市や町もなかなか踏み切れな

いという状況になっております。ただ、引き続

き検討はしてまいります。

【堀江委員】長崎市が要望している重度障害者

にとりましては経済的な負担も大きく、償還払

いに伴い、申請のために市役所を訪ねたり、申

請書を郵送したりということで手続も煩雑とい

うことから、やはり現物給付化ということが県

民の理解が得られるのではないかと。そうした

声も一方ではあるんですけど、いわゆる自治体

が2分の1負担ということで、市町の方が、どち
らかというと積極的ではないということですか。

【中村障害福祉課長】先ほど申し上げましたよ

うに、市や町と一緒に協議しております。市や

町のご意見を伺いましたところ、申し上げたよ

うに、市や町のご事情もございますので、なか

なか踏み切れない状況ということはございます。

【堀江委員】福祉医療制度検討協議会の中で協

議をされているということですので、県民にと

っては償還払いよりも現物給付の方が、これは

もう利便性は高くなるわけですから、ぜひ引き

続き検討をよろしくお願いしたいと思います。

79ページ、依存症対策総合支援事業費の
1,634万円についてお尋ねいたします。
内容については、ここに書かれているとおり、

これは体制整備に要する経費ですが、これは

979万円減ってますよね。体制整備の中で、こ
れだけ、900万円を超えて減になるということ
は、何か理由があったんですか。

【中村障害福祉課長】 前年度に対しまして979
万円減っているということでございます。令和

2年度の予算では、委託事業といたしまして予
防教育啓発事業として、県民の意識調査、あと

依存症の背景調査を計画して、これが予算額で

1,200万円計上しておりました。それは令和2年
度で終わりますので、令和3年度の予算には計
上しておりません。

【堀江委員】いずれにしても、体制整備につい

ては、例年どおり確保されるということで理解

いたしました。

こども政策局の横長資料の21ページ、乳幼児
医療助成費についてお尋ねいたします。

これは長崎県の対象年齢が就学前までの予算

かと思うんですが、前年度に比べますと1,695
万円増になっています。この対象年齢を拡大す

る考えはないのかということも、この機会に改

めてお尋ねしたいと思います。
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【今冨こども家庭課長】乳幼児医療費の対象年

齢の拡大につきましては、現物給付の導入によ

ります想定以上の財政負担の増加や、県の基金

残高の減少などの本県の厳しい財政状況を踏ま

えると、非常に困難であると考えております。

県といたしましては、国の責任において全国

どこに住んでいても同じ条件で医療が受けられ

る制度の構築を図っていただく必要があると考

えており、引き続き、政府施策要望や全国知事

会を通じて、子どもの医療費助成制度の創設な

どを強く求めてまいりたいと考えております。

【堀江委員】答弁は毎年同じように、拡大は財

政的に困難ということですが、これだけ人口減

少の中での子育て支援という中で、子どもの医

療費の助成ということでは、やはり県内の自治

体が中学校が当たり前で、今、高校まで延ばす

というように、県内の自治体の基本的な考えと

しても、少子化対策ということからも、そして

人口減少対策ということからも、子どもの医療

費の年齢、現物給付の拡大をするというのは、

ある意味、主流な政策になってきているので、

ぜひ長崎県としても就学前までという考えを固

定せず、年齢拡大をぜひ検討していただきたい

と思っています。

第14号議案の国保特別会計について質問い
たします。

今回、2月24日の資料の中で、私が国民健康
保険の、いわゆる枠組みといいますか、歳入歳

出の内容はもちろんわかるんだけれども、枠組

みが見えない。だから、国保財政の基本的な枠

組みを、ぜひこれは残してほしいということで

要望いたしましたら、2月24日の説明資料の中
に、この枠組みがきちんと掲載されております。

そのことについてお礼を申し上げて、質問した

いと思っています。

コロナ禍の中で国保の傷病手当が創設された

と理解をしているんですが、内容と、それから

期間がどのようになっているのかということも、

この機会に教えてください。

【永峯国保・健康増進課長】国民健康保険にお

ける傷病手当金についてでございますが、従来、

国民健康保険制度には傷病手当金というものは

ございませんでしたが、今年度の新型コロナウ

イルス感染症の影響を受けまして、新型コロナ

ウイルス感染症に感染した場合、あるいは感染

が疑われた場合に仕事を休まざるを得なくなっ

た場合の給与を補塡する目的として創設された

ものでございます。

当初の期間といたしましては、今年度末、本

年3月31日までとされていたところでございま
すが、先月、2月19日に国から通知がございま
して、6月30日まで期間を延長するということ
で通知が出ているところでございます。

なお、7月以降につきましても、その際の感
染状況を見ながら、また引き続き検討するとい

うことで聞いております。

【堀江委員】この傷病手当は、コロナの中で収

入がないということに対して、国保では今まで

なかった傷病手当金が出されるということで、

県民の声に応えた、あるいは国の制度としてや

っているので、国民の声に応えたものだと思っ

ておりますが、事業主が対象外という問題があ

ります。全国では、7つの自治体が事業主を対
象として行っていると私は把握しております。

少なくとも7月以降につきましても、この傷病
手当金の継続を強く要望していただきたいと思

っております。

それから、国保の問題では、国民健康保険税、

あるいは国保料が払えないという長崎県内での

滞納世帯数が手元の資料でわかりますか。
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【永峯国保・健康増進課長】 昨年の6月1日時
点の数字でございますが、県内の滞納世帯数に

つきましては、1万9,235世帯という数字でござ
います。

【堀江委員】 最後に、第94号議案の横長資料
で、歳出で、内容としては、6ページに書かれ
ているとおりに42億円が新型コロナウイルス
感染症患者等の病床確保に要する経費というこ

となんですが、改めて、この42億円の補正で、
どれぐらいの病床が確保されるのか、どう考え

たらいいのかということを教えてください。

【伊藤医療政策課長】この病床確保料でござい

ますが、もともとは、今年度前半の実績を踏ま

えまして、後半には、その1.2倍の予算を11月補
正予算で要求させていただいておりまして、約

127億円を確保しておりました。しかし、12月
からの感染拡大を受けまして、その確保する病

床、フェーズ4、感染ピーク時に確保する病床
数395床を確保いたしました。さらに、1月中旬
には、県全体の病床占有率が6割近く、長崎医
療圏につきましては9割近くなったものですか
ら、この最大確保病床を421床に拡充いたしま
した。この421床に拡充した病床を引き続き年
度内確保するのに必要な予算ということで、今

回、この42億円を追加で要求させていただいた
ということでございます。

【堀江委員】 それで、報道によりますと、厚生

労働省が新型コロナウイルスの次の感染拡大に

備えるために、各都道府県に対し、病床確保計

画を見直すよう要請する方針を決めたというよ

うな報道もあっているんですけれども、これま

で長崎県として、病床数はどうかというのはも

ちろん計画があったのですが、今回のコロナウ

イルスの関係では、再拡大も含めて今後の見通

しもあるので、こういう病床確保についても見

直す方向になるのではないかと思うんですが、

その点については、どう考えておられますか、

見解を教えてください。

【伊藤医療政策課長】まだ国のほうからは正式

な要請、通知等は来ておりませんが、3月9日の
田村大臣の記者会見の際に、今回の第3波の感
染拡大を受けて、1日に発生いたしました新規
感染者数が2倍になった場合でも対応できるよ
うな体制が必要ではないかというようなご発言

があっておりますので、このご発言を受けて、

病床確保計画、長崎県の場合は昨年7月に策定
をしておりますが、この計画の見直しについて

も、今後、国のほうからの要請、通知に基づき

まして、検討をしてまいりたいと思っておりま

す。

【浦川分科会長】 ほかにございませんか。

【山田(朋)委員】 新型コロナウイルスワクチン
接種体制確保事業費について伺いたいと思いま

す。

この事業費は、地域の卸売業者との調整とか、

市町の事務に関わる調整、接種スケジュールの

広域調整等ということであります。

私が一般質問で質問させていただいたことの

確認、続きをさせていただきたいと思っており

ますが、離島県長崎として、国として500から
1,000程度の島は、高齢者人口にかかわらず、全
島接種をしても構わないというような通知が来

ておりました。その中で一般質問の際に知事が、

「各市町で、そこは柔軟に対応できるように国

に要望する」という答弁をいただいております。

それで、4月に入ってくるワクチンの数が、
長崎県には22箱だと私は理解をしております。
そして、各市町に対して3月3日の午前9時を回
答締切りで、それぞれ希望を確認していると思

いますが、そのあたりの状況がどうなっている

のかを教えていただければと思います。
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【林田医療政策課企画監】高齢者の接種に向け

たワクチンの供給状況でございますけれども、

今、委員ご指摘のとおり、4月5日の週に2箱、
12日の週に10箱、翌週の19日の週に10箱、合計
22箱が配分されると伺っております。
この配分につきましては、現在、市町と調整

しておりまして、どのように市町に配分するか

ということで調整中ということでございます。

【山田(朋)委員】 私は、希望を一般質問で申し
上げました。ちょうど2,000人ぐらいの規模の離
島が長崎県に4つあって、その大人の人口が大
体1万1,000人ぐらい、私、数えたんですけれど
も。そうすると、1回目のワクチンの数とちょ
うどはまるなというのがあって、離島を優先的

に接種するなんていう話は市町とは全然できて

なくて、どういう状況なのかをちょっと教えて

いただきたいと思います。

【林田医療政策課企画監】今、市町のご意向を

聞いておりまして、なるべく早く打ちたいとい

うご意向もあると思いますので、そこも踏まえ

まして配分を考えたいと思っております。

【山田(朋)委員】離島は医療が脆弱であるとい
うことで、そういった形で優先接種をすること

は、多くの県民の皆様のご理解をいただけるも

のかなと思っております。

離島を持っている市町が8市2町しかないの
で、全体的な問題ではないかもしれないですけ

れども、最初に22箱を各市町で配分すると1箱
ずつぐらいしかない状況になるので、そうする

と、1回分が975ぐらいしかないので、500人弱
の分をどう割り当てをするかということは、各

市町はとても難しいのではないかと思っていま

すので、そのあたり、まだ調整をいろいろされ

ている。もちろん、第一義的には市町が決める

ことなので、市町が当然優先されるところでは

ありますが、そういったことも検討の要素にあ

るということをお話をいただくというか、議論

をいただくと非常にありがたいなということを

申し上げておきたいと思います。

次に、部長説明の中でありました、3ページ
の看護師等養成所、教育内容の充実を図り、県

内就業を促進するための経費として1億5,278
万円を計上いただいております。横長資料の47
ページに、これがまさに載っているんですけれ

ども、48ページの2段目にも看護師等県内就業
定着促進ということで記載されております。内

容は同じようなんですが、県内就業促進に係る

経費の支援に要するとありますが、この辺をち

ょっと教えていただければと思います。

【加藤医療人材対策室長】 この2つの事業でご
ざいますけれども、対象が異なります。

まず、看護師等養成所運営費補助、これが医

師会立の養成所に対する運営費の補助というこ

とでございまして、今回、拡充をしております。

医師会の養成所に対しまして、生徒の数であっ

たりとか、教員の数であったりとか、そういっ

た基準額に基づいて補助をしているんですけれ

ども、県内の就業率に応じた加算をしておりま

して、今回、さらに高い就業率を達成した場合

に、より加算をするという見直しで県内就業を

促進しようという取組をしております。

もう一方の県内就業の促進事業というのは、

医師会立ではなくて、民間の大学であったりと

か高校に対する支援でございまして、これにつ

きましても県内就業のための取組、例えば、病

院の見学であったりとか、研修であったりとか、

そういったことに対して支援をするということ

で、対象がちょっと異なるという状況でござい

ます。

【山田(朋)委員】 成果を出した分に、また加算
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をしていくということでありますので、医師会

の方で成果を出されたという理解でいいと思う

んですけれども、医師会の学校が何校あって、

民間の、長崎国際大学とか活水女子大学とか養

成校がいろいろあると思うんですが、数はそれ

ぞれどんな感じですか、額が大分違うような感

じがするので。

【加藤医療人材対策室長】 県内には全部で14
校の養成の学校がございます。そのうち医師会

の養成所が、長崎、佐世保、県央、島原という

ことで4校あります。あと、高校が玉成、向陽、
九州文化学園、五島ということで4校。あと、
大学が県立大学シーボルト校、長崎大学、活水

女子大学というような形になっております。

医師会の養成所には、そういった形でインセ

ンティブをつけるし、民間につきましては、そ

ういった取組に対してきちんと後押しをすると

いうような形で支援をしているというような状

況でございます。

【山田(朋)委員】 今お聞きをしたら、医師会の
方で4か所、学校があるということであります。
民間の方で、高校も含んでいるんですかね。そ

れぞれの養成校の人数でいうと、医師会の4校
と、ほかの残りを考えた時に、恐らくですが、

私は定員を細かく知らないんですけれども、学

生数に相当開きがあるのかなと思うんですよね。

どんな状況ですか、比べて若干少ないのではな

いかなと思うんですけれども、どう思われます

か。

【加藤医療人材対策室長】先ほどは、養成校の

数だったんですけれども、その中で課程がござ

います。例えば、医師会の養成校の中でも、准

看護師課程があって、准看護師から看護師に進

む課程があって、最初から看護師の課程という

ことで、課程が幾つかに分かれているという状

況でございます。課程の数でいいますと、全体

で20課程ございます。そのうちの9課程が医師
会立ということで、約半分を医師会が担ってい

るという状況でございます。

【山田(朋)委員】医師会が行っている事業の20
課程のうちの9課程が何ですか。
【加藤医療人材対策室長】 県内全体で20課程
ある中で、医師会で運営しているのが9課程と
いうことで、県内の20課程のうちおよそ半分の
課程が医師会が持っているということです。

【山田(朋)委員】県内の養成の全てが20課程あ
って、そのうちの9課程、半分を医師会が持っ
ているから、半分と言わない額だけれども、医

師会が大きい金額を担っていてもおかしくはな

いという考え方に基づいた予算ですか。

【加藤医療人材対策室長】この医師会の運営費

というのは、もともと国の補助事業として創設

されたものでございまして、それが基金の事業

に振り替わって残っており、もともとそういっ

た形で補助がされていたこともあって、全国同

様に補助をしているという状況でございます。

長崎県独自のものとしましては、先ほど申し

上げたように、県内就業率による加算というこ

とでインセンティブをつけたということでござ

います。

【山田(朋)委員】 内容は理解いたしました。私
が申し上げたいのは、そういった昔からの、国

で一律の制度かもしれないですけれども、民間

の養成学校においても、多くの人材を養成いた

だいていることを考えると、限られた予算では

あるでしょうけれども、今後、こちらの方にも

予算をしっかりつけていただいて、もっと県内

で就職いただける形の支援を各学校にやってい

ただきたいとご要望申し上げます。

次に、49ページ、潜在看護師再就職研修事業
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費ということで計上されておりますが、どのよ

うな支援を行っているのかということと、過去

の実績をお知らせいただければと思います。

【加藤医療人材対策室長】潜在看護師再就職研

修事業は、今年度、新規で立ち上げた事業でご

ざいまして、モデルケースとしまして、大村市

医師会が通常の再就業のための研修を気軽に受

けていただこうということで、潜在看護師が身

近な診療所で1日であるとか、短期間での研修
をした後、そのまま就業につなげるというのを

モデルケース的にやって、これがうまく成果が

出たら県下に広げようという計画で今年度予定

していたんですけれども、コロナの影響でほと

んど活動ができなかったということで、来年度

はまた新規として同じように大村地域で実施し

まして、成功した場合には、県下に広げるとい

う計画で新規として立ち上げているという状況

でございます。

【山田(朋)委員】 まず、大村の方で広げていた
だくということですが、例えば、大村に通える

範囲の人、長崎とか諫早とか佐世保の人がちょ

っと参加をしたいというのも可能なのか、その

あたりを教えてください。

【加藤医療人材対策室長】これは大村市医師会

に参加する医療機関での研修でございまして、

大村以外から参加したいということは、可能で

ございます。

【山田(朋)委員】 横長資料の53ページ、災害薬
事コーディネーター等養成事業とありますが、

こちらを教えていただければと思います。

【本多薬務行政室長】災害薬事コーディネータ

ーに関するご質問ですけれども、災害薬事コー

ディネーターというのは、災害が発生した時に

各地域に本部ができる、県は県庁に本部ができ

ます。その時に薬事に関すること、お薬の物流

であったり、薬剤師の派遣であったり、そうい

うことを調整する担当の方を育成して、その

方々に本部の方に来ていだいて調整していただ

くような人を育てるという事業でございます。

【山田(朋)委員】 そうしたら、各地区ではなく
て、とりあえず災害本部に来ていただいて、各

避難所、災害地域での薬のニーズのいろんな調

整をしていただくという役回りでよろしいんで

すかね。

【本多薬務行政室長】おっしゃるとおり、県本

部の部分、それから地区ごとに本部ができると

思いますけれども、地区ごとの本部に行ってい

ただくという形になると思います。

【山田(朋)委員】 大分県では、薬剤師さんが乗
って災害時に車ごと支援に行ったりしていまし

たけれども、長崎県では、そういった予定があ

るのか、それとももう既にあるのかどうか、教

えていただきたいと思います。

【本多薬務行政室長】モバイルファーマシーと

いうものですけれども、現在、九州では、県レ

ベルでは大分県、熊本県、福岡県が持っていま

す。ただ、長崎県では、なかなかそこまで現状

としては話ができていません。年間の維持費が

かかるということもありますし、また、派遣す

る時に誰が乗っていくかとか、そういう問題が

解決されていないところがありまして、現在の

ところ、まだ導入には至っていない。また、検

討もしていないというような状況でございます。

【山田(朋)委員】 福岡と熊本と大分にあるとい
うことですが、九州全域が被災地になる災害と

いうのは比較的少ないのかなと思います。その

中で、例えば3県にあるのであれば、協定では
ないですけど、長崎県が独自に用意できないの

であれば、もし長崎県に災害が起きた時に応援

協定していただく中での提供をお願いするとか、
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そういったことも検討いただきたいと思います

が、どうですか。

【本多薬務行政室長】現実は、大分県のモバイ

ルファーマシーが、熊本地震があった時には派

遣されております。協定はまだ結んでおりませ

んが、実際に災害になると、派遣していただけ

ると思いますけれども、委員おっしゃるとおり、

協定等でその部分はしっかりと決めておく必要

があると思っております。今後、検討させてい

ただきたいと思います。ありがとうございます。

【山田(朋)委員】 あと、部長説明の13ページの
5番目に高齢者施設等において感染症患者が集
団発生した場合の医療チームの派遣に要する経

費を計上いただいておりますが、今回の、この

1年間の中で、どれくらいそういった実績があ
ったのか教えていただきたいのと、これは大体

何回分を想定した費用になっているのか、教え

てください。

【伊藤医療政策課長】高齢者施設等でクラスタ

ー等が発生した場合に医療支援チームを派遣し

ておりますが、今回の予算の3,840万8,000円で
ございますが、これは1チーム4人のチームを5
チーム、15日間、2つの施設に派遣するという
前提での積算で予算を要求させていただいてお

ります。

派遣の実績につきましては、詳細な人数の資

料が手元にありませんが、今回の感染拡大にお

きましては、医療機関に対して2件、高齢者福
祉施設に対して1件、ＤＭＡＴと今回新しく設
置をいたしましたＣｏｖＭＡＴ、この医療チー

ムをそれぞれ派遣しております。

【山田(朋)委員】 あと一点伺いたいと思います。
こども政策局で部長説明の3ページ、潜在保

育士の求人・求職サイトで様々取組をいただい

ておりますが、保育士離職防止対策で経費が計

上されておりますが、近年の状況、潜在保育士

がどれくらい職場復帰いただいているのか、そ

のあたりを教えてください。

【德永こども未来課長】潜在保育士の方につき

ましては、現場でどの程度復帰されているのか

というのは、なかなかわかりづらいところもあ

るんですが、私どもが運営しております「保い

っぷ」を通じて復帰された方につきましては、

昨年度が50名の目標に対して31名、今年度も50
名の目標を立てておりますが、今時点で30名と
いうことで、3月は少し数が多くなるケースが
ございますので、目標には少し足りないぐらい

ですけれども、三十数名の方が復職されること

になるのではないかと考えております。

【山田(朋)委員】 着実に実績を積んでいただい
ているかと思いますが、待機児童ゼロの状態だ

ったんですか、昨年度の4月スタートは、また4
月に新たな年度を迎えると思います。

そこで、誰もが安心して働くことができるた

めには、本当に保育士の方々が重要であります

ので、しっかりと取組を進めていただきたいと

ご要望申し上げます。

終わります。

【浦川分科会長】 ここで換気のため、11時10
分まで休憩したいと思います。

― 午前１１時 ２分 休憩 ―

― 午前１１時１３分 再開 ―

【浦川分科会長】 分科会を再開いたします。

ほかに質疑はありませんか。

【山下委員】 おはようございます。それでは、

質疑をさせていただきます。

こども政策局の予算議案の中で、横長資料の

15ページでありますが、少子化対策強化事業費
というところで、議案外でも、お見合いシステ
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ムについてということで通告をさせていただい

ておりましたが、予算議案でもありますので、

一括してここで質疑をさせていただきたいと思

います。

コロナの影響で、婚活の部分等、結婚支援に

ついても影響が出ているのではないかというこ

とで懸念をしているわけでありますが、厚生労

働省が先日2月22日に発表した速報値ですけれ
ども、出生数が過去最少だったという記事がご

ざいました。婚姻減少率も70年ぶりの大きさと
いうことで、2020年の出生数が前年比2.9％減
の87万人と5年連続で過去最少となったという
ことで出ております。婚姻数が12.7％減で、こ
れは新型コロナウイルス禍での婚姻の先延ばし

もあったと見られるのではないかという記事が

ありました。

今回、予算立てをまた引き続きということで

されていると思いますけれども、まずお尋ねし

たいのが、長崎県においては、どのような速報

値だったのか。それから、コロナの影響で成婚

数も含めて、このあたりの事業にどのように影

響があったのか、まず、そのあたりから聞かせ

ていただきたいと思います。

【德永こども未来課長】少子化の対策につきま

してのコロナの影響も含めてのご質問かと思い

ます。

まず、委員からご指摘がございました令和2
年の人口動態統計速報、これは速報値でござい

ますので、来年の9月、10月ぐらいが確定にな
るかと思います。その速報値ベースでの状況で

ございますが、長崎県につきましては、まず出

生数につきましては、速報では9,906人というこ
とで、増減率で申しますと、前年比約5％の減
となっております。それから、婚姻件数につき

ましては4,988件ということで、これも増減で申

しますと、前年比約11％の減となっております。
もう一つ、委員からお話ございました県の事

業の部分についてどうかというお話でございま

す。今、県のほうでは、結婚支援については、

大きく3つに分けまして、1対1のマッチングで
ございますお見合いシステム、仲人さんみたい

な形でやっていただく縁結び隊、それから、な

がさきめぐりあい事務局の自主事業ですけれど

も、婚活パーティーというか、集合型のながさ

きめぐりあい事業の3つをやっております。
コロナ前の令和元年度の状況につきましては、

成婚数について、お見合いシステムが53件、縁
結び隊が26件、ながさきめぐりあい事業が19件
ということで、立てておりました100件の目標
に対して98件という成婚数でございました。
ただ、令和2年度は、さらに高い目標をとい

うことで目標の設定をいたしまして臨んでおり

ましたが、2月末時点の数字で申し上げますと、
お見合いシステムが44件、縁結び隊が8件、な
がさきめぐりあい事業に至りましては1件とい
うことで、現時点でございますが、53件にとど
まっているところでございます。

全体として、お見合いシステムの方はあまり

数字は変わっていないんですけれども、縁結び

隊とながさきめぐりあい事業が大幅な減になっ

ております。これにつきましては、縁結び隊で

ご尽力いただいている方が今60名ぐらいいら
っしゃるんですけれども、この方々が比較的ご

高齢の方で頑張っていただいている方が多いと

いうことで、今年度はコロナ禍ということで活

動を控えたいというお申出も全体的にございま

して、その辺は致し方ないことかなということ

で活動を控えていただいたという部分も一つご

ざいます。

それから、ながさきめぐりあい事業に関しま
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しては、どうしても婚活パーティー的な集合型

でございますので、これにつきましては、実は、

今年はほぼ実施ができていないというのが実情

でございます。ながさきめぐりあい応援隊とい

う事業者の皆さんでやっていただくのですが、

これが企画はあるんですけれども、なかなか人

が集まらないというような状況もございまして、

そのような影響が出ているという状況でござい

ます。

【山下委員】 2月末現在ということで、3月分
の1月が入っていないので、もうちょっと増え
るのかなというのはあるんですが、全体合計が

かなり減る見込みであるということがわかって

おります。コロナの影響でいろんな活動が制限

されているという部分で、こういう数字になっ

てくるのかなというのは致し方ない部分もある

と思うんですが、今おっしゃったお見合いシス

テムが、そう成婚数が変わらない、微減で落ち

着くだろうということなんですけれども、この

システムについては、ＮＩＢさんとかでＣＭが

流れていますよね。そういう効果もあるのかな

という感じがするんですけど。従来の目標も含

めて、現在どのぐらいの登録数なのかというの

はわかりますでしょうか。

【德永こども未来課長】お見合いシステムの会

員数につきましては、従来、他県の状況で、会

員登録をされている方が2,000人以上いるよう
な県で成婚数が比較的多くなっているという現

象がございます。そういったことがございまし

て、この会員の登録数につきましては、2,000
人というのを目標にしてまいった経緯がござい

ます。

そのような中、今年度4月の時点では1,300人
の会員数でございましたが、今年度は、やはり

コロナ禍でいろいろ活動が制限される中、こち

らの割引キャンペーンですとか、そういったも

のにちょっと力を入れまして、実は、夏ぐらい

から、会員に登録される方がかなり増えてきて

おります。実は、2月末時点で、目標の2,000人
を上回りまして2,135人の会員数となっている
ところでございます。

【山下委員】コロナ禍において、少し光がある

このシステムを活用いただいているのかなと思

います。ながさき縁結び新聞というのを読ませ

ていただきましたけれども、半額キャンペーン

等々の効果がここで出てきているのかなと思い

ます。

このお見合いシステムについて、もうちょっ

とお聞かせいただきたいんですけれども、どう

いう方法で会員のお引き合わせというか、具体

的にどういう形でやられるのか。それで、会員

増加後、前と比べて、引き合わせの状況という

のは何か変わった部分があるのでしょうか、そ

のあたりをお聞かせください。

【德永こども未来課長】まず、お見合いシステ

ムがどのような形で出会いの場を提供している

かというお話でございます。

まず、会員の登録をしていただく段階では、

独身証明書とか、いろんなものを提出していた

だいて身分の確認をさせていただいて登録をい

ただくという形になります。その上で、システ

ムに登録をしていただいて、まずシステム上で、

いろんなプロフィールとかが入っていますので、

そういったところでお相手を探していただくと

いうような形になります。お互いの面会の同意

が得られた段階で、最初からお2人で会ってい
ただくのではなくて、実は、システムサポータ

ーという制度を設けておりまして、そこに仲介

する方に入っていただくような形を取っていま

す。最初は、そのシステムサポーターの方が仲



令和３年２月定例会・文教厚生委員会・予算決算委員会（文教厚生分科会）（３月１１日）

- 134 -

介をして、3人でお会いするというような形を
取っています。その後、同意が得られた段階で、

そのシステムサポーターさんを通じて、初めて

そこで連絡先を交換して、交際がスタートする

というシステムになっております。

このお引き合わせが成立するというケースに

つきましては、実は、これも夏ぐらいから会員

数の増加とともに大幅に伸びておりまして、今、

例年の1.5倍を超えるペースでお引き合わせが
成立しているという状況でございます。

【山下委員】ありがとうございました。非常に

いい傾向で、1.5倍ということで推移していると
いうことですので、今回またこういう予算を計

上をしていただいて、ぜひ活用していただける

ように、来年度もしっかりと取り組む必要があ

ると思っていますし、今後の方針等について、

来年度に対する意気込みというか、そのあたり

も最後にお聞かせいただければと思います。

【德永こども未来課長】一番いい状況としては、

コロナ禍が収まりまして、従来の形でやれると

いうのが効果としては一番高いのかなと思って

いるのですが、状況も見ながら、当面はこのお

見合いシステム、県で直接やっている事業とい

う部分につきましては、こちらに力を入れる必

要があるのかなと思っています。

次年度につきましては、今年度好評をいただ

きました登録キャンペーンをちょっと内容変え

てやりたいと考えているところがございます。

あと、新しい生活様式ですとか、若い方のニ

ーズに応えるためにも、要は、自宅でご交際の

申込みができるシステムですとか、センターに

行かなくても自宅で閲覧できるシステム、ご本

人の写真掲載の同意があれば、写真の閲覧機能

なども設けて、さらに利便性を高めまして、多

くの方に出会いを提供できるように頑張ってい

きたいと思っております。

【山下委員】ありがとうございました。コロナ

禍でありますけれども、ぜひとも1組でも多く
成婚できるように、いろんなフォローアップ、

工夫等を重ねていただければと思います。

以上で終わります。ありがとうございました。

【浦川分科会長】 ほかにありませんか。

【麻生委員】 おはようございます。

こども政策局の関係で不妊治療関係について、

今回、予算を倍増してやっていただくというこ

とで改めて感謝したいと思っております。また、

今回、不育症関係についても、一部、予算が県

としてつけられております。

これについてお尋ねしたいのは、今回、100
万円程度しか不妊治療の補助はありませんけれ

ども、不育症関係について県内の実態がどの程

度なのか把握されているのかどうか、お尋ねし

たいと思います。

【今冨こども家庭課長】不育症に関しましての

ご質問でございます。

不育症について、県内でどれくらいの治療等

が行われているかについては、申し訳ございま

せんが、把握しておりません。

【麻生委員】今まで不妊治療ということであり

ましたが、不育症については、検査料が大変高

いということで、染色体の問題も含めてあろう

かと思っています。今回、新たな項目で予算を

つけられたわけですので、ぜひ取組をお願いし

たいなと。

併せて、患者に対するケアが大事だと思って

いますので、職場の問題とか、そういう患者へ

の体制だとか、そういう不安などもありますか

ら、そういう課題への支援をぜひお願いしたい

と思うんですけれども、県としてのお考えをお

尋ねしたいと思います。
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【今冨こども家庭課長】治療を行う方々に対す

る精神的なサポート等についてのご質問でござ

います。

この点につきましては、基本的には保健所に

設置しております不妊専門相談センターの方で、

そういう精神的なサポート等を行うこととして

おります。それに加えまして、今回はラインに

よる相談窓口も準備しておりまして、こちらで

も併せて対応してまいりたいと思っております。

【麻生委員】併せて、不妊治療について予算が

約50％以上アップされておりますけれども、不
妊治療についての現状、晩婚化でこの予算が増

えたわけですから枠も増えてくると思います。

回数も増えましたので、県として予算内でどの

くらいの方に対応しようと思っていらっしゃる

のか、数がわかりましたら教えてもらえません

か。

【今冨こども家庭課長】特定不妊治療の受診状

況でございますが、基本的に県の方で予算をつ

けておりますのは、中核市を除きます19市町の
分についてでございます。令和元年度の実績で

申し上げますと、延べ件数で607件、402名につ
いての治療に対する助成を行っております。県

の予算ではございませんが、長崎市と佐世保市

を合わせて同数ぐらいの助成の規模になってお

ります。それに対しまして今回の助成拡大によ

り、大体1.5倍ぐらいの予算を今回組んでおりま
す。

【麻生委員】なかなか子どもができないという

ことで長年悩んでいる方が多いわけですから、

ぜひ対応していただいて、あとは心のケアとか、

職場の対応ということもよく言われております

ので、ぜひこの点についてはお願いしたいと思

います。

保険事業についてお尋ねしたいと思います。

国民健康保険で県として今回160億円ぐらいの
負担をしております。保険者として2年目にな
るわけですけれども、運営について特に方針が

出ていまして、力を入れていこうということで

取組がされています。また、各市町の負担率、

また、激減緩和ということで取り組まれている

ところであると思っています。

今後、県として、どういう点に力を入れて取

り組んでいくのかについて、方針を出されてお

りますけれども、改めてお尋ねしたいと思いま

す。

【永峯国保・健康増進課長】国民健康保険制度

につきましては、平成30年度から都道府県化が
なされたところでございます。以前は各市町単

位で運営がなされてきたところでございますが、

どうしても市町国保につきましては、年齢構成

が高く、医療費水準が高いといった課題、ある

いは財政運営が不安定になる、そういった規模

の市町も存在していたというようなことでござ

いまして、国保制度改革の中で国からの公費負

担の充実とともに、都道府県が財政運営の責任

者となって、その部分をしっかり担っていくと

いうことで、今回、3年目を迎えているところ
でございます。

県といたしましては、財政運営、持続可能な

制度運営といったところをしっかり担っていく

ことが第一義的な責任だと考えております。

今後、高齢化が進み、医療費も増大していく

ということが想定されておりますので、この医

療費の部分をしっかり適正化を図っていくとい

うことが重要であろうと考えておりますことか

ら、市町と一体となって、予防・健康づくりの

保健事業の部分に力を入れて取り組んでまいり

たいと考えております。

【麻生委員】 国保に入っているのは県民の約
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24％、4分の1程度であると思っております。た
だ、どうしても人口減少も含めて後期高齢化率

が高くなる。なおかつ、高度医療ということで、

財政的に大変厳しい運営を迫られるのではない

かと思います。データヘルスも含めて展開され

るということでありますけれども、県として、

データヘルスを使ってＰＤＣＡを展開するとい

うことであろうと思います。一点は、そういう

取組の、さっき市町と言われましたけれども、

どういうところに力を入れて展開されるのか、

まず教えてもらえませんでしょうか。

【永峯国保・健康増進課長】データヘルスを活

用した健康づくりでございますが、これは健診

情報でございますとか、レセプトデータ、そう

いった情報を積極的に活用し、効果的・効率的

な保健事業を展開していくというようなことを

目的に計画を作成しております。これは平成30
年度に第2期の計画が策定されているところで
ございまして、県内全市町で策定され、取組が

進められているところでございます。

県といたしましても、県全体としての健康課

題の抽出あるいは分析、そしてまた、有効な取

組事例の横展開等、そういった部分を積極的に

進めてまいりたいと考えているところでござい

ます。

【麻生委員】あと一点、先ほど堀江委員から話

がありましたけれども、収納率の問題を含めて

ありますけれども、長崎県は長崎市が一番悪く

て92％、他の自治体では98％まで上がっている
という状況が言われています。

これに対して県は保険者として取組を徹底し

てやるということを書いてあります。先ほど、

滞納世帯数が上がりましたけれども、2万世帯
ぐらいあるわけですね。これについてどういう

手当てをしながら、もちろん、保険者としての

展開はきちっと、負担を公平性を保つというこ

とであろうかと思いますけれども、どのような

形で指導しながら収納率を上げていくのか、ま

た、徴収していくのかということについてのお

考えをお尋ねしたいと思います。

【永峯国保・健康増進課長】 まず、本県の収納

率についてでございますが、平成30年度の数字
で申し上げますと、県平均94.08％、全国平均が
92.85％でございますので若干上回っていると
いう状況で、全国順位といたしましては25位と
いうことになっております。この収納率をいか

に上げていくかということが大変重要な課題で

ございます。

県といたしましては、市町における滞納整理

の実践力あるいは応用力を備えた人材を育成す

るために徴収アドバイザー、先進的な取組を行

っている自治体からアドバイザーという形で招

聘いたしまして、毎年度、研修会を実施いたし

ているところでございます。

そしてまた、滞納されている方々がどうして

も発生する部分はございますが、そういった

方々に対しましては、これは国全体の制度でご

ざいますけれども、短期被保険者証という、有

効期限が短い保険証を発行いたしまして、窓口

に来ていただく回数を増やし、その中で納付に

対するアドバイス等、相談にも乗るというよう

な取組を各市町の窓口で行っているところでご

ざいますので、引き続き、そういった取組を進

めてまいりたいと考えております。

【麻生委員】あと、国保の関係と協会けんぽを

含めた医療制度、併せて、75歳になると後期高
齢者になるわけです。後期高齢者についても応

分の負担を県としてもされております。県民の

健康づくりということでいろいろ取り組まれて

おります。そういうことで周知を集めながら健
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康づくりを展開しながら、高度医療を含めて負

担を落としていかないと、なかなか厳しいなと

いう状況があるかと思いますので、ぜひ連携し

て取組をお願いしたいなと思っております。

一例でありますけれども、前に長野県にお邪

魔した時に、長野市で保健指導員という制度を

つくって細かな取組をされておりました。一つ

は、特定健診の徹底だとか、食事の改善とか、

そういうきめ細かなところまで展開を、各市町

の取組だと思いますけれども、取組として健康

づくりについてどういう戦略を持って展開され

ようとしているのか、最後にお尋ねしたいと思

います。

【永峯国保・健康増進課長】医療費の面で申し

上げますと、本県の市町国保の医療費につきま

しては、全国で7番目に高いといった状況がご
ざいます。まずはこの部分をいかに改善してい

くかというところが重要な部分だと考えており

ますので、ご自身の体の状況を知っていただく

ためには健診を受けていただく、これが基本中

の基本でございますので、まずは特定健診の受

診率を上げていくこととし、現状は、令和元年

度の受診率が39.2％、そういった状況でござい
ますので、これを引き上げていきたいと考えて

おります。

そしてまた、糖尿病の関係でございますけれ

ども、医療費の面で申し上げますと、人工透析

に至ってしまうと医療費も非常にかかるという

ようなこともございます。現状、人工透析の原

疾患として糖尿病性腎臓症が割合として一番多

いというところもございますので、この糖尿病

性腎臓病の重症化予防、こういったことを重点

化して取り組むこととしておりまして、次年度

の予算にもそういった経費を計上しているとこ

ろでございます。

そしてまた、高齢者の関係で申し上げますと、

高齢者の介護予防と保健事業の一体的実施とい

ったことも始まっております。75歳のところで
医療保険者が切り替わって、今までそこで保健

事業が途切れていたところを継続して実施でき

るような、そういう取組を各市町で強力に進め

ていくことにしておりますので、県といたしま

しても、その点についてのサポートを行ってい

きたいと考えております。

【麻生委員】最後にしますけど、後期高齢者の

関係について確認したいと思います。

後期高齢者についても広域連合でやっていら

っしゃいますので、今、長崎市長が広域連合の

トップですね。県としても応分の負担、約200
億円近い金額を出しているわけですから、ここ

に国民健康保険と同じような、保険者の立場と

して展開できないかなと。もちろん、後期高齢

者についても地域の医療がいろいろ、受けられ

る医療の状況がそれぞれ違いますけれども、県

全体としてどう捉えるかという考え方が必要で

はないかと思っております。

そういうことでお尋ねですけれども、こうい

う予算を出しているわけですから、後期高齢者

についても何らかの展開を、さっき言いました

ように、データヘルスを使ったりとか、併せて

全体の医療費の抑制をするということも大事か

と思いますけれども、県としての後期高齢者に

ついての考え方についてお尋ねしたいと思いま

す。

【永峯国保・健康増進課長】ご指摘がございま

したとおり、後期高齢者医療広域連合につきま

しては、県が直接的に保険者という立場ではご

ざいませんで、県内全市町が加入する特別地方

公共団体を組織して運営がなされているところ

でございます。
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国保と違いまして保険者ではないという部分

はございますが、先ほどお話がございましたと

おり、県からも医療費の負担金の支払いをいた

しているところございます。また、全体として

の医療費適正化というような視点も当然ござい

ますので、これを県として広域連合に全て任せ

るということではなく、私どもも積極的に関わ

って財政運営の面、あるいは保健事業の面で協

議をしているところでございます。

具体的には、広域連合の運営の中で様々な会

議がございます。一番実務的な会議として幹事

会といったようなものもございます。そういっ

たものに私どもも参加して、今申し上げた財政

運営の面であるとか保健事業の面、そういった

面でも意見を申し上げているところでございま

す。

今後も、国保との接点という部分のつながり

も含めまして、広域連合とも積極的に意見を交

換し、協議を進めてまいりたいと考えておりま

す。

【麻生委員】ありがとうございました。限りあ

る予算と、今後、高齢化していく状況なので、

連携しながら、地域でしっかり見守りながら健

康づくりをやっていくということで知事も打ち

出しておりますので、何とか地域全体で盛り上

げていただきたいと思いますので、よろしくお

願いいたします。

【浦川分科会長】 ほかに質疑はありませんか。

【中村(泰)委員】 お疲れさまです。横長資料の
42ページです。医療政策課の皆様の職員給与費
でございます。前年度と比べて1.7倍ということ
で14名の給与です。コロナ禍で医療政策課の皆
様には本当にご尽力をいただいております。そ

れとともに皆様の激務を非常に心配いたしてお

ります。

そこで、昨年度と比べて何名増加となったか。

また、コロナ対策本部の皆様の給与も含めてこ

こに入っているのかについてお知らせ願います。

【中尾福祉保健課長】まず、医療政策課の人員

でございますが、今年度途中で増員しておりま

すので、その数でございます。今年度で11名の
増員を行っております。これはワクチンのチー

ムでありますとか、宿泊療養等の体制の整備を

するための増員でございます。

なお、人件費につきましては、今年度の配置

を基準にしまして来年度の予算を組んでいると

いう状況でございますので、福祉保健部全体の

中で数を見込んで予算をとっているところでご

ざいます。

コロナ事務局の職員につきましては、福祉保

健課付けの職員と、応援で派遣されている職員

がございます。福祉保健課付けの職員の給与費

につきましては、福祉保健部の予算で計上され

ているという状況でございます。

【中村(泰)委員】 ありがとうございます。半分
は理解できなかったんですけれども、私の理解

が足らずにすみません。医療政策課の給与費と

いうことで、今回14人分と。昨年度と比べて1.7
倍になっていて、要は、単純に医療政策課の皆

さんが、もともと14名であって、来年度も14名
で1.7倍になるんだったら、仕事量が1.7倍にな
るので、そんなことは当然あり得なくて、要は、

しっかりと増員されて、この予算が計画されて

いるのかというところを伺いたいんですね。

【伊藤医療政策課長】医療政策課の職員給与費

でございますが、これは42ページの公衆衛生総
務費の職員給与費が14人ということで上がっ
ております。昨年度は、これが8人でございま
したので、6人の増になっております。
これ以外に、横長資料の45ページ、医薬総務
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費の中に職員給与費がございます。医療政策課、

医療人材対策室、薬務行政室の職員が33人と書
いておりますが、ここの人数は昨年度31人でご
ざいますので、プラス2名。先ほどの公衆衛生
総務費を含めまして8人の増ということになっ
ております。

【中村(泰)委員】 よくわかりました。8人の増
ということで、最後に確認させていただきたい

こととしては、当初、コロナが広がっていった

中で医療政策課の皆様の残業が増えていったと

いうことは耳にいたしました。

現状、こういった増員をして来年度もこの体

制でいくということで、皆様の負担というか、

そこは仕事がしっかりと共有というか、分散さ

れているのかということについてお伺いしたい

んですけれども。

【伊藤医療政策課長】もともと今回の新型コロ

ナウイルス感染症対策につきましては、医療政

策課の中に3つの班がございまして、その中で
感染症・がん対策班で当初は対応しておりまし

た。ただ、7人の班ということでございますの
で、とても対応できなくなりまして、今、医療

政策課全体、ほかの2班を含めて役割分担をし
ながら業務を進めているところでございます。

併せて、今年度から年度の途中、途中で増員

していただきまして、現在、8名の増員になっ
ておりますので、特定の職員に業務が偏らない

ような形で役割を分担しながら業務を進めてい

るところでございます。

【中村(泰)委員】 ありがとうございます。医療
政策課の皆様だけではなくて、ほかの課の皆様

も含めて、コロナの収束がなかなか見えない中、

息を止める間もないというような状況が続いて

おられると思いますが、引き続き、どうかよろ

しくお願い申し上げます。

続きまして、横長資料の71ページです。新型
コロナウイルス感染症対策事業費の中の自殺対

策強化事業費ということで579万円が上がって
おります。すみません。私も不勉強で、自殺対

策強化費ということで明細を見たのが初めてで

ございまして、これまでこういったお声があっ

たがために、こうした事業が新たに出てきたん

だろうなと思うんですけれども、今年度、県民

の皆様からどういうお声が届いて、こういった

事業をやるということに至ったのか、お知らせ

いただけないでしょうか。

【中村障害福祉課長】 令和3年度当初予算で計
上しております新型コロナウイルス感染症対策

事業費のうち、自殺対策強化事業費についての

ご質問です。

この事業費の内訳としまして、民間団体で「い

のちの電話」とか自殺の相談をしている団体が

ございますので、そちらへの補助としまして

225万円。そして、県の機関の長崎こども・女
性・障害者支援センター、こちらは精神のセン

ターになっておりまして、こちらの相談専門員

の増ということで354万2,000円、合計しまして
579万2,000円を計上したのが、この事業でござ
います。

この事業につきましては、令和2年度の補正
で国の方でも予算がつきまして、コロナ禍にお

いて家に閉じ籠もって外に出て行けないと。一

方で、仕事が継続できなくなって経済的に困っ

たりして日本全国で自殺の数が7月か8月あた
りから増えてまいりました。そのあたりの対策

として国としても予算をつけまして、相談体制

の強化をということで令和2年度、補正をして
まいりました。来年度も、その強化を継続する

ということで当初予算に計上したものでござい

ます。
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【中村(泰)委員】ありがとうございます。要は、
国が自殺者数の増加ということを背景にして予

算がついて、そこで県の民間団体の方により強

化をしてほしいというところから、今、2つ、
民間団体のご紹介がありましたけれども、そち

らについているということで理解いたしました。

そこで、なかなか話しにくいところであると

は思うんですけれども、具体的にどういった問

い合わせというか、経済的な話が多いのか、ど

ういった話が多いのか、わかる範囲で。こうい

ったところで問い合わせを受けられている方々

がどういったお声を聞いているのかということ

をお知らせいただきたいと思います。

【中村障害福祉課長】 具体的にということで、

一点訂正ですが、先ほどの金額のうち最初に申

し上げました民間団体、こちらは民間団体への

補助で、後の方で申し上げました相談の専門員

の配置、これは県の機関への専門員の配置です

ので、民間、県の機関それぞれに強化をしてき

たと。

私が存じいてますのが、県の機関から上がっ

てきている相談の内容についてですが、その内

容につきましては、コロナで感染の不安がある

といったことをはじめ、コロナによって、先ほ

ど申し上げたように、なかなか外に出て行けな

いと、そこで心が苦しくなっていると、そうい

ったような相談が寄せられているということを

伺っております。

【中村(泰)委員】 わかりました。いろいろな要
因があられると思います。こういったところに

しっかりと予算を、増額というか、つけて、本

当に今必要な事業だと思いますので、引き続き

のご支援をよろしくお願い申し上げます。

続きまして、横長資料の73ページです。障害
者一般就労工賃向上支援事業費でございます。

工賃向上のための支援経費ということですけ

れども、具体的にどういった支援を行っていく

のか、お知らせ願います。

【中村障害福祉課長】工賃向上の事業につきま

して、具体的にどういった支援をしているのか

ということについてでございます。

まず、各障害者の施設で作りました商品を販

売する商品販売会がございまして、その広報等

の事業を行っております。これが83万円です。
そして、商品力、販売力を向上していこうと

いうことで、工賃アップのセミナー、あるいは

工賃向上のためのコンサルタントを施設に派遣

して事業所の工賃向上のコンサルをしていただ

く、こういった商品力・販売力アップ事業に160
万円、こういった活動。

あと、予算外ではございますが、我々、障害

福祉課で「長崎県ＣＲＳ通信」ということで、

事業所でこういった活動をしていますという通

信、数ページの紙でございますけど、これを作

って情報を発信しております。こういった事業

をしております。

【中村(泰)委員】 ありがとうございます。実際
に就労施設で、要は障害者の方を支援している

方から伺ったこととしては、障害者の方の賃金

を上げられる施策を打っていくことが障害者に

とってすごくモチベーションのアップになるん

だということを聞きました。実際にこれだけの

能力があるのに、これだけしかもらってないと

いうような方も中にはいらっしゃるそうです。

よって、事業を実施いただくことは大変あり

がたいんですけれども、もっともっと増額をし

ていただいて、こういった方にご支援を届けて

いただけるように、引き続き、どうかよろしく

お願いいたします。

【浦川分科会長】それでは、午前中の審査はこ
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れにてとどめ、午後は1時30分より分科会を再
開いたします。

お疲れさまでした。

― 午前１１時５７分 休憩 ―

― 午後 １時３０分 再開 ―

【浦川分科会長】 分科会を再開いたします。

ほかに質疑はございませんか。

【中村(泰)委員】 お疲れさまです。午前中の続
きで二点ほど質問させていただきます。

横長資料の81ページです。遺家族等援護及び
旧軍関係調査事務費でございます。昨年度と比

較いたしまして3割から4割程度、費用が減って
いるということで、減り幅としては、かなり大

きい減り幅だということで認識いたしておりま

すが、現状、この事務作業は実態に応じて減っ

ているのかということについてまずはお知らせ

願います。

【山崎原爆被爆者援護課長】 この遺家族の630
万円の減ですが、主なものは戦没者の遺族に対

する弔慰金の作業でありまして、5年サイクル
で事務作業を行っております。今年度が初年度

でありまして、件数が約1万件、令和3年度は
1,770件程度、件数がかなり減るということ。あ
と、国からの単価が昨年度に比べてかなり減っ

たということで、トータルで600万円ぐらいの
減になっております。

【中村(泰)委員】 ありがとうございます。実態
に応じてということですが、国の単価が減った

とさっきおっしゃったと思うんですけれども、

そこがよくわからなかったのでご説明いただけ

ますか。

【山崎原爆被爆者援護課長】昨年度は、まだ国

の単価自体が示されておりませんで、県で試算

して出した単価で計算しておりましたが、今年、

単価がはっきりしましたので、その単価でもっ

て計算しております。

【中村(泰)委員】 私も不勉強で申し訳ないんで
すけれども、何の単価かよくわからないので、

そこからご説明いただけますか。

【山崎原爆被爆者援護課長】弔慰金の支給事務

関係ですが、県が行っておりますが、間に市町

が入ってお手伝いをしていただいておりますの

で、その市町の支給事務の市町村交付金の関係

でございます。

【中村(泰)委員】 わかりました。このために、

要はご家族であるとか、そういった遺族の皆様

に対して何か支援が落ちるというか、そういっ

たことではないということですね、単価が下が

るということは。

【山崎原爆被爆者援護課長】弔慰金支給の事務

に係る手数料の交付金ですので、戦没者の遺族

に対する金額自体は、前回と変わっておりませ

ん。

【中村(泰)委員】 わかりました。それを伺って
安心をいたしました。

最後の質問に移ります。こども未来課になり

ます、横長資料の19ページです。幼稚園耐震化
緊急事業費ということで、昨年度と比べて1億
3,000万円の減と。前年度が1億5,000万円で、
今年度が2,000万円ということです。昨年度がこ
ういった案件が多かったんだろうなと思うんで

すけれども、要は、これを見るに幼稚園での耐

震補強工事が必要な箇所が、概ね実施できてい

るのかなという理解をしておりますが、そのこ

とについていかがでしょうか。

【德永こども未来課長】こちらの耐震化の費用

につきましては、昨年度、別の事業で1件、1億
円ぐらいの工事があったんですけれども、それ

がなくなって今年度は申請件数がないというこ
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とで1億円の減となっております。
全体の概況を申しますと、今、耐震化の部分

につきましては、年間2～3件程度しか改善でき
てないという部分がございます。実は、耐震化

に関しまして、今、耐震ができてない施設につ

いては、個別に状況をお伺いさせていただいて

いるところですけれども、経営上の問題とかい

ろいろございまして、なかなか喫緊にできない

とか、あるいは耐震化という工事をするのでは

なくて、建て替えと同時にしたいという方が大

半でございます。そういった話し合いの中で、

経営的な部分も多少あるというお話もございま

すので、認定こども園に移っていただいて有利

な補助金を使っていただくですとか、認定こど

も園にならなくても、幼稚園であれば新制度の

方に移行していただいて、少しでも余裕をとっ

ていただいてやっていただくと、そういった部

分から今お話をさせていただいているところで

ございます。

【中村(泰)委員】 ありがとうございます。そう
いえば、私も以前、こども未来課に耐震工事の

件で、ある幼稚園のことでご相談をしたことが

ありましたので話がつながったところです。

結局は、幼稚園自身で一定の負担をしなけれ

ばならないところが大きなハードルであって、

補助金を使ってやるけれども、なかなか申請件

数が上がらないということが実際なのかなとい

うことで理解をいたしました。

非常に難しい問題であると思うんですけれど

も、引き続き、こういった補助についてしっか

りとお示しいただくとともに、国に求めながら、

こういった補助金の上乗せということをしてい

かないと、なかなか広がらないのかなという現

状を園側からも聞いておりますので、引き続き

のご尽力をよろしくお願いいたします。

【浦川分科会長】ほかに質疑はございませんか。

【中山委員】二点ほどお尋ねします。

一点は、出会い結婚支援事業で、先ほど山下

委員から質問がありましたので大方わかりまし

た。私は、結婚が予想以上に少なかったなと思

いまして、今年は反動で増えるんだろうと思い

ますけれども、これをどう増やしていくか。そ

のためには各市町の取組が重要だと考えており

ますので、その点で質問します。

県内各市町における結婚イベントやセミナー、

お見合いシステム、窓口設置などで1億1,131万
円余、予算を組んでいるようでありますが、そ

の中で、結婚イベント、セミナーについて、事

業内容、対象見込み人数、事業費等について説

明いただきたいと思います。

【德永こども未来課長】市町の取組ということ

につきましては、来年度、1億1,000万円程度の
市町との連携事業ということで予算を組ませて

いただいております。これまでは活用する市町

をどんどん増やしていくということを目標にず

っとやってまいりまして、今、結婚新生活でい

えば12市町、全体でいえば16市町ぐらいが活用
しているところでございます。

市町の取組としては、先ほどご紹介がありま

した婚活サポートセンターの窓口を市町に設け

ていただいたり、あるいはセミナー、それから

要は、若い人たちの出会いの場の提供という意

味でのイベントをやっております。

ただ、今年度に関しましては、数字の細かい

把握はできていないのですが、新型コロナウイ

ルスの影響で、イベント関係の業務というのは

なかなかできていないということで、その部分

をセミナーに振り替えたり、そういった作業を

やっていただいているところでございます。一

部の市におきましては、オンラインイベントな

んかもやっておられるところもあるところでご
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ざいます。

次年度につきましては、結婚新生活支援とい

う制度がもともとあったんですけれども、それ

が来年度から要件が少し拡充されるということ

で、実は、長崎県は、そのモデル地区に選定さ

れると、要は、補助率のかさ上げがいただけた

り、助成の上限が上がるというような事業がご

ざいまして、そこのモデル地区に応募いたしま

して、全国で12県採択をされているのですが、
それについて採択を受けましたので、その部分

で、従前8市町だったものが、11市町で取り組
んでいただけるというような形になっておりま

す。そういったところを中心に市町とは連携を

していきたいと思っております。

今のは全て交付金事業の話なんですけれども、

もう一つ、未来を照らすながさきというところ、

先ほど政策的新規でお話をさしあげた事業の中

で、地域コーディネーターという方を設けるこ

とにしております。

実は、こういった事業の中で、子育て支援で

すとか、あるいは地域づくりというのを普段や

っておられる方と結婚支援のコラボが何かでき

ないかということで、地域の中に入っていくこ

とを考えております。当然、地域の中に入って

いく段階では、市町との連携というのはものす

ごく重要になります。そういったところで市町

との連携ということを確認しながら、先ほど、

お見合いシステムのお話がございましたけれど

も、県民全体の熱というか、機運醸成を図って

いかないと、なかなか全体の、数字ということ

だけを求めるわけではありませんが、そういっ

た部分も必要になるかと思いますので、そうい

った事業に取り組んでいきたいと考えておりま

す。

【中山委員】事業内容については理解しますけ

れども、私が何を聞いたかというと、結婚イベ

ント、セミナーをやるということでしたけれど

も、これを具体的にどこでどうやるのか、参加

者をどのくらいを見込んでいるのか。聞きたか

ったのは、新年度でやった場合、コロナの影響

があるんです。コロナの影響をどのように見て、

どのような対策をして、これを予定どおり実施

できるのかと、そういう疑問が出たものだから

質問したわけであって、総論的に答えてもらっ

たって理解できないわけだけれどもね。

【德永こども未来課長】市町のセミナーの参加

人数の細かいところは、今、手元にデータがご

ざいませんので、後ほど集計してお渡しするこ

とでいかがでしょうか。

【中山委員】それは後でもいいけれども、やは

り議案で上げた以上は、そのくらいはちゃんと

情報をつかんでおって、例えばこの計画でイベ

ントとセミナーと合わせて参加に向け市が1万
人なら1万人立てていると。そうなると、この
コロナの中で、それをどうして実現するのかと、

そこを聞きたかったわけだから、本来の私の質

問に対して、なかなかそういう答弁では納得い

かないわけですよ。ぜひ、参加人数を出すこと

も大事だけれども、それをどう実行するか、そ

のための工夫をよく市町と相談して、計画どお

り実施できるように、ひとつ特段の努力をお願

いしておきたいと思います。

それともう一つ、お見合いシステムの会員は

2,100人ちょっとで増えたということで、大変あ
りがたいなと思います。これが主力になる可能

性があるので、そうすると窓口の設置、これは

大変ありがたい話で、これが21市町の中でどう
いう状況であるのか。先ほど12市町と言われた
けれども、12市町が全て窓口を開設するように
なるのか、21市町はどういう影響が出てくるの
か、その辺を教えてくれますか。

【浦川分科会長】 暫時休憩します。
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― 午後 １時４４分 休憩 ―

― 午後 １時４４分 再開 ―

【浦川分科会長】 分科会を再開します。

【德永こども未来課長】窓口の設置につきまし

ては、21市町のうち、先ほど交付金事業のお話
をさしあげたのですが、窓口の設置に関しまし

ては、長崎市、長与町、時津町、対馬市を除く

17市町で実施をしていただいているところで
ございます。

【中山委員】 17市町ということだから、かな
り進んできていると思うんですけれども、あと

の長崎市ほか4町については、どのように取り
組んでいくのですか。

【德永こども未来課長】立地条件として、婚活

サポートセンターが長崎市内にございます。そ

ういったことで、長崎市、それから長与町、時

津町は、窓口が今のところないところでござい

ます。対馬市に関しては、対馬市で独自にそう

いったお引き合わせというものを実行しておら

れることがございまして、窓口の設置には至っ

ていないところでございます。

ただ、今、長崎市とは、例えば先ほどのお見

合いシステムの分について、自治会の回覧板に

入れて周知をしていただくとか、そういった面

でのご協力は多々いただいておりまして、そう

いったところも含めて、今後も協力関係を築い

てやっていきたいと思っているところでござい

ます。

【中山委員】ぜひ長崎市に働きかけをしていた

だきたいのは、長崎市は県下の人口の3分の1が
いるんです。それと、皆さんご存じないかもし

れないけれども、野母崎から琴海まで100キロ
メートルあるんです。長崎市はここの中央部だ

けではないんです。その辺を含めて、時津町、

長与町についても、ぜひ働きかけをして、21全
市町に窓口を設置するという形が、より効果を

発揮する可能性があるので、ぜひ取り組むこと

を、これは要望しておきます。

次に、病院企業団への助成について。

約20億円を超える助成をやっているようで
ありますけれども、それはそれなりに理由があ

ると思います。

まず、基本的な問題を一つ教えていただきた

いのは、病院企業団の医師、そして看護師の現

在の充足度というか、定員に対して充足してい

るのかどうか、この辺の現状を教えてくれます

か。

【浦川分科会長】 暫時休憩します。

― 午後 １時４７分 休憩 ―

― 午後 １時４８分 再開 ―

【浦川分科会長】 分科会を再開します。

【伊藤医療政策課長】病院企業団の医師と看護

職員の充足の状況でございます。

まず、企業団の医師についてですが、定員が

134名に対しまして現員が122名、12名が不足。
看護職員ですけれども、定員が287名ですが、
現員が255名、32名の不足という状況でござい
ます。

【中山委員】ありがとうございました。医師が

12名、看護師が32名不足の中でも何とかやって
いただいているんだと考えておりますが、それ

ぞれの病院で幾らか割合は違うと思いますけれ

ども、負担もかなりしているんだろうと思いま

す。

この医師、看護師の補充計画というか、今後、

補充は、もうやる気がないのかどうか、やった

方がいいのではないかと思いますが、この辺の

補充計画についてどのように考えているのか教

えてくれますか。

【加藤医療人材対策室長】まず、医師につきま

しては、昨年度、医師確保計画を策定いたしま
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した。その中で、現在、県が修学資金を貸し付

けている養成医というのがございます。例えば、

長崎大学に15枠の地域枠があり、その方に修学
資金を貸し付けまして、その後、6年間借りた
場合は9年間、企業団を含めた指定の病院に勤
務していただくという仕組みでございます。

第1期の医師確保計画の中で、まずは離島の
企業団病院に養成医を派遣していくという形で、

今増えてきておりますので、令和5年度まで派
遣をすることで、一定充足するだろうという計

画を立てているという状況でございます。

【伊藤医療政策課長】先ほどの人数の関係で訂

正をさせていただきます。確認する欄がどちら

も違っておりました。

医師につきましては、定員が173名で現員が
143名、30名の定員割れということでございま
す。看護職員ですけれども、定員が946名、現
員が882名、64名が定員割れでございます。す
みません、修正をさせていただきます。

看護職員の人材の確保でございますが、これ

は病院企業団に修学資金制度を設けております。

これは病院と県と市町が、それぞれ負担をいた

しまして看護職員の養成を行っておりまして、

順次、配置をしているところです。現員が64名
足りませんので、この修学資金制度だけでは、

なかなか確保できないということで、看護職員

の派遣をする民間の会社等がございますので、

そちらの方からの派遣等で、あるいは臨時職員

等の採用等で対応しているところでございます。

【中山委員】 64名というのは、結構大きな数
字と考えておりますので、補充に向けて努力す

る方向性については、課長の答弁を了とします

ので、ぜひ実効性が上がるようにお取り組みい

ただくことを要望しておきたいと思います。

次に、企業団が企業債をかなりの額、お借り

していると思いますので、企業債元利償還金で

すか、これがどの程度入っているのかというこ

とと、今後の償還計画はどうなっていますか。

【浦川分科会長】 暫時休憩します。

― 午後 １時５３分 休憩 ―

― 午後 １時５３分 再開 ―

【浦川分科会長】 分科会を再開します。

【德永こども未来課長】先ほど、お見合いシス

テムの窓口を設置している市町の答弁の中で、

私、長崎市、長与町、時津町、対馬市と申した

んですが長与町が今年度から始まっておりまし

て、佐々町が入っていないということで、正確

に申しますと、今、窓口がないのが、長崎市、

時津町、佐々町、対馬市ということになります。

以上、訂正させていただきます。申し訳ござ

いません。

【浦川分科会長】 暫時休憩します。

― 午後 １時５４分 休憩 ―

― 午後 １時５４分 再開 ―

【浦川分科会長】 分科会を再開します。

【伊藤医療政策課長】病院企業団の企業債の関

係でございますが、私の手元にあるのが病院企

業団に対する県からの負担金ということで数字

がございますが、建設改良の起債の償還に関す

る県の負担金でございますが、約7億9,000万円
の負担をいたしております。

償還計画でございますが、きちんとした償還

計画、毎年、実際の高度医療に係る設備の導入

等につきましては、長期的なところも一部ござ

いますが、その時々で導入するものもございま

すので、長期的な計画というところでは策定し

ておりません。

【中山委員】令和2年度の企業団の経営状況に
ついてお聞きしたいわけでありますが、新型コ

ロナウイルスが経営にどのような影響を及ぼし
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ておるのか、お尋ねしたいと思います。

【伊藤医療政策課長】病院企業団の経営につき

ましては、なかなか収支が取れずに赤字の状態

が続いておりますが、令和元年度から、その収

支差については改善傾向でございました。令和

2年度につきましては、今回の新型コロナウイ
ルス感染症の関係で、医業収益はかなり落ちて

いるところでございますが、今回、県の方で追

加補正等もお願いしております空床補てんの補

助金等がございます。この新型コロナウイルス

関係の補助金を、企業団に対しても交付してい

るところでございまして、令和2年度につきま
しては、その補助金も加えますと、経常収支に

ついては若干改善するのではないかということ

で考えております。

【中山委員】 幾ら支援するの、補助金は。コロ

ナになってから収支が改善したというのは、ち

ょっと納得いかないよ。

【伊藤医療政策課長】その経常収支の改善でご

ざいますが、令和元年度の決算の収支で約3億
円の赤字ということでございます。これが令和

2年度、医業収益の状況を見ますと、この赤字
幅が数億円の赤字幅になっておるところでござ

いますが、今回の新型コロナウイルス関係の補

助金の交付によりまして、この赤字幅が解消さ

れて経常収支が黒字になる可能性があると考え

ております。

【中山委員】黒字になることは、ありがたい話

であるけれども、私はコロナの影響を聞いたわ

けであって。そうすると、前年度は赤字が3億
円程度ということであったので、その倍以上と

いうことだから、3億円以上のコロナに対する
影響があったと理解しておきます。

次に、ワクチン接種がそろそろ始まるのでは

ないかと考えておりますが、病院企業団の医師、

看護師について、接種計画についてどのように

考えているのか、お尋ねいたします。

【伊藤医療政策課長】病院企業団の医療従事者

につきましては、今回のワクチン接種の医療従

事者の優先接種の中で接種をいたしてまいりま

す。本県におきましては、3月8日から、今週月
曜日から接種を開始いたしております。各職員、

病院によって異なりますが、2週間から半月程
度で1回目の接種を終えまして、その後、3週間
置いて、さらに2回目の接種をするということ
でございます。4月中には全ての病院で接種が
完了するのではないかと考えております。

【中山委員】 4月中に接種が終わるということ
でありますので、少しは離島関係、安心して勤

務できるのではないかと思いますので、ありが

たいなと思います。

そこで、もう一点、病院企業団は離島関係も

当然あるわけですが、しまの町民の皆様方に打

つに当たって、病院企業団がどのような関わり

方をしていくのか、していこうと考えているの

か、そこを教えてくれますか。

【伊藤医療政策課長】このワクチンの接種につ

きましては、一番中核的な役割を果たします基

本型の接種施設ということで、今、県内に19施
設を県で指定しておりますが、企業団病院につ

きましては、全てこの基本型接種施設になって

いただいております。ここではまずワクチンの

管理をしていただく、それから自分の病院の従

事者に接種をしていただく、さらに周辺の医療

従事者、各地域の医療従事者についてもワクチ

ン接種をしていただくという役割がございます。

住民接種に対する各企業団病院の役割でござ

いますが、これは各市町のほうで個別接種ある

いは集団接種ということで、それぞれ今、接種

の方法を検討しているところでございます。い

ずれにいたしましても、企業団病院につきまし

ては、その中心的な役割を果たしていくという



令和３年２月定例会・文教厚生委員会・予算決算委員会（文教厚生分科会）（３月１１日）

- 147 -

ことで考えております。

【中山委員】ぜひ企業団が中心になって、特に、

しまの町民の皆様方に早く接種ができますよう

に期待しておきますので、よろしくお願いして

おきたいと思います。

【浦川分科会長】 ほかに質問はございますか。

【宅島委員】 お疲れさまです。「令和3年2月
定例県議会予算決算委員会 文教厚生分科会 こ

ども政策局」の縦長資料の6ページ、総合的な
児童虐待防止対策の推進についてということで

2億49万6,000円計上されております。
私も以前から児童虐待のことに関しては、一

般質問を通じてお尋ねをずっとしていたんです

けれども、「189」という番号を押すと県内の
長崎、佐世保、どちらかの児童相談所に直通で

電話がかかって通報できるというような「いち

はやく」という番号が設置されて、もう数年た

ちます。

いろんなニュースを見ますと、2019年度、全
国の速報値でいいますと、19万3,780件が児童
虐待の対応として確認されております。長崎県

で最新でわかる件数を、何年度で何件だったか

ということをお聞きいたします。

【今冨こども家庭課長】児童虐待の相談対応件

数につきましては、令和元年度で1,053件となっ
ております。

【宅島委員】ありがとうございます。長崎県で

1,053件の通報があったということであります。
そこで警察と共同で対応された案件の件数はわ

かりますか。

【今冨こども家庭課長】警察で、そのうち何件

逮捕されたとか、そういう情報というのは、申

し訳ございません、ございません。

【宅島委員】逮捕された案件がないということ

で認識していいですか。

【今冨こども家庭課長】逮捕された案件がない

ということはないんですけれども、申し訳ござ

いません、そこが何件、昨年度あったかという

ことは、正確には把握していないという状況で

ございます。

【宅島委員】今の答弁は、私は非常にショック

を受けていまして、毎年毎年こうやってお金を

計上して、通報が何件あったということで終わ

るのではなくて、長崎県としては何件相談を受

けて、何件きちっと対応できて取り締まりまし

たというようなことまできちっと把握してない

と、何のためにこの対策を打つか、わからない

と思うんですね。

今回の場合も2億円、予算を計上してありま
すので、やはり子どもたちの生命を守るための

制度なので、きちっと行政当局は対応していた

だかないと子どもを守れませんよ。そんな、わ

かりませんと言っている間はですね。ぜひお願

いをしたいと思います。

それで、児童相談所は長崎と佐世保に2か所
あるんですけれども、今現在、何名体制でこの

児童虐待に当たられているのか、教えてくださ

い。

【中尾福祉保健課長】児童相談所の専門職の配

置の状況でございますが、令和2年度は、児童
福祉司については、長崎が25名、佐世保が11名、
児童心理司については、長崎が7名、佐世保が6
名という状況でございます。

【宅島委員】ありがとうございました。それぞ

れ大変少ない人数で頑張られていると思ってい

ますので、しっかりこの2億円という中でもで
きるだけ、働いている方々の重圧にならないよ

うにというか、もう少し柔軟に対応できるよう

な人員の体制も考えていただければと思います。

それと、7ページの婦人保護対策についてと
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いうことで、ＤＶ被害者の相談から自立まで切

れ目のない支援を行うということで5,569万
5,000円が計上されておりますけれども、2020
年4月から11月までの全国の自治体、また、内
閣府の配偶者暴力相談支援センター、これを合

わせてですが、ＤＶ被害者が13万2,355人とい
う数字が発表されております。

そこでお尋ねいたしますが、最新の数字で、

長崎県内で配偶者からのＤＶ被害者数がどのく

らいあったのか、教えてください。

【今冨こども家庭課長】先ほどの国の、コロナ

禍におきますＤＶの相談件数に対応するものと

しましては、本県の令和2年4月から令和3年1月
までの件数がございまして、それでいきますと

1,512件、昨年度よりも139件増加しているとい
う状況でございます。

【宅島委員】課長のご説明によりますと、コロ

ナ禍におけると、理由がコロナ禍における事案

ですか。

【今冨こども家庭課長】通常ですと、国の公表

等は前年度分で公表されるところですが、現状

におきまして、コロナ禍ということで何か月か

に一遍、国の方も今公表しておりまして、その

データというものが、先ほど申し上げました

1,512件という状況です。
ただ、相談件数の中身については、コロナに

伴います相談だけではなくて、ＤＶ相談全般の

件数という状況でございます。

【宅島委員】 わかりました。それでは、この

5,569万5,000円の中身についてですが、自立か
ら切れ目のない支援を行うと書いてあるんです

けど、おおよそどのくらいの人数を想定されて

いるんですか、支援人数は。

【今冨こども家庭課長】 この5,569万5,000円
の婦人保護対策費という内容でございますけれ

ども、こちらが幾つかの事業に分かれておりま

して、婦人相談員設置費でございますとか、婦

人相談所の事業費、また、清和寮の運営費であ

りますとか、ＤＶの相談対応の支援費でありま

すとか、そういう様々な事業に分かれておりま

して、対象としましては、何人というような形

ではなくて、こういうＤＶの被害を受けた方々

全般の対策として、このような事業を考えてお

ります。

【宅島委員】 それではお尋ねしますけれども、

この事業は去年もあったんですかね。それでは、

去年、相談件数は何件ぐらいあったんですか。

【今冨こども家庭課長】この事業で対応しまし

た昨年度の実績としましては、相談対応としま

して3,418件、一時保護としまして68名、別に
同伴児童としまして77名を一時保護をしてお
ります。

【宅島委員】 わかりました。今、大変驚きの数

字をお聞きしました。去年、3,418件の相談があ
ったんですね。恐らく今年はコロナ禍でもっと

ひどい数字が出てくると思うんですけれども、

この5,000万円ぐらいで対応できるのか不安で
すけれども、ぜひ最大限、漏れのないようにし

っかり、女性が、7割ぐらいの方が配偶者から
のＤＶ被害者とお聞きしているんですけれども、

男女別の比率はわかりますか、長崎県の。

【浦川分科会長】 暫時休憩します。

― 午後 ２時１３分 休憩 ―

― 午後 ２時１３分 再開 ―

【浦川分科会長】 分科会を再開します。

【今冨こども家庭課長】相談件数につきまして

は、男女別の資料を手元に持っておりませんけ

れども、一時保護につきましては、全員が女性

となっております。
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【宅島委員】 私は、特に児童虐待、また、配偶

者からのＤＶは、現代における大きい事案だと

思いますので、行政が被害者の方たちを守る。

そしてまた、できるだけ出さないというような

施策の展開を期待して質問を終わります。あり

がとうございました。

【浦川分科会長】ほかに質問はございませんか。

【ごう委員】私からは一点だけ、医療政策課に

お尋ねをさせていただきたいと思います。

説明資料の5ページ、それから、横長資料の
45ページになりますが、がんとともに生きる事
業費について、いろいろと質問させていただき

たいと思います。

今回の予算が6,959万2,000円ということで
計上されておりますが、中身につきましては、

5ページに書いてありますように、精度管理、
受診率向上対策、先進医療、相談支援体制の充

実・強化の経費ということですが、大まかな内

訳をお聞かせ願えますでしょうか。

【伊藤医療政策課長】がん対策の予算につきま

しては、来年度の予算を大きく組み換えをさせ

ていただいております。最も大きな額になりま

すのは、がんの医療体制、相談・支援機能の強

化ということでございまして、がん診療連携拠

点病院等に対する補助金が約4,000万円でござ
います。それ以外に、がん検診につきまして受

診をしていただくための広報経費、あるいはが

ん検診で再検査が必要という場合の精度管理の

部分で約550万円、がん検診の受診率向上の部
分で約640万円、新しい医療の推進ということ
で、がんのゲノム医療に関わる医療従事者の研

修でありますとか、ここには妊よう性温存への

支援の予算も入りますが、その予算の関係で約

450万円。そのほか、がん登録、これは全国的
にがん患者のデータの登録制度がございますが、

この関係で約1,000万円の予算を組んでおりま
す。

【ごう委員】具体的にご報告、ありがとうござ

いました。

本県のコロナ禍におけるがん検診の受診の状

況というのは、かなり下がってきていると思う

んですが、現段階で把握できている現状の数値

とかがあれば教えていただけますか。

【浦川分科会長】 暫時休憩します。

― 午後 ２時１７分 休憩 ―

― 午後 ２時１７分 再開 ―

【浦川分科会長】 分科会を再開します。

【伊藤医療政策課長】がんの検診率でございま

すが、がんの部位別で検診率が出ております。

胃がんの場合ですと、本県は10.4％、全国的に
は16位でございます。それから、肺がんが9.2％、
全国順位が18位。大腸がんが7.6％、全国順位は
32位でございます。乳がんが15.6％、全国順位
が34位。子宮頸がんの受診率が18.4％、全国順
位が13位でございます。これは平成30年度のが
ん検診の受診率でございます。

【ごう委員】 今、部位別のがんの受診率、平成

30年度の実績ということでお聞かせいただき
ました。

私の方で長崎県健康事業団に確認をとらせて

いただいて、2019年度と2020年度の比較という
ことで数値を出していただいたものがあります。

全体的に2019年度と2020年度を比較すると受
診率が半分ぐらいに下がってきているというよ

うなこと。中でも女性特有のがんである乳がん

や子宮頸がんの受診率がかなり低いというよう

なデータが出ておりました。

そこで、女性のがんに特化しますけど、乳が

んとか子宮がんの検診受診率というのが、日本
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が世界の中でも少し低いような状況があるとい

うことで、その原因の一つとしては、企業の一

般健診の中に乳がんや子宮頸がんの項目が入っ

ていない。別途料金がかかってしまうというよ

うなことが一つの原因ではないかというような

報告もあります。

本県の見解としてはどうですか。女性特有の

がんの受診率が低いことに対してどのような見

解をお持ちでしょうか。

【伊藤医療政策課長】特に、本県の女性特有の

がんということですと、乳がんの受診率が全国

的にも低いということでございます。受診率向

上のための予算的なところはこれまでございま

せんでしたので、今回の予算では、動画配信、

若い方にも見ていただけるような動画配信等も

含めて、当然、紙媒体での広報も行ってまいり

ますが、いろんな媒体を使って受診率向上を図

るとともに、市町の役割が非常に大事になって

まいりますので、市町のがん検診の担当職員を

集めた研修会、講習会をさらに充実して開催し

てまいりたいと思っております。

【ごう委員】今おっしゃったように、市町の役

割は非常に大きいかなと思っております。例え

ば、長崎市のがん検診を見ましても、自己負担

が必要なものの中に乳がんの超音波検診で自己

負担が1,400円かかります。それからマンモグラ
フィーでは2,000円の自己負担がかかります。こ
ういったところもコロナ禍、2019年、2020年の
受診率がかなり下がっていたということは、生

活の困窮ということも一つ理由の中にあるので

はないかということを危惧しております。

特に若い女性、例えば子宮頸がんであれば長

崎市からクーポンが20歳の時にきます。それか
ら、乳がんであれば40歳の時にクーポンがきま
す。でも、その2回しかこないんですね。例え

ば、30代、子育ての真っただ中の女性の方々に
は、市からのお知らせが届きにくかったり、例

えば、シングルで、非正規で働いているような

方であれば、なかなか受診の機会が得られない

のではないかということが少し問題かなと私は

思っております。

今回、予算をつけていただいて、広報に640
万円という経費をかけてお知らせをしていただ

くようでございますが、広報の、例えば動画の

配信は一定若い方に見てもらうということであ

りましたけれども、もう少し踏み込んだ広報の

仕方というのを考える必要があるのではないか。

例えば、独り親の方が児童手当の現況届けをす

るのが年に1回やってまいります。その時に検
診を受けたかどうかの確認をするとか。そうい

うことを少し知らせてあげるということが必要

なのではないか。それから、これは市町のこと

ですけれども、クーポンが20歳と40歳の時にく
るのを、もっと回数を増やすとか、若い方に乳

がん、子宮がんが増えてますので、そのあたり

の対策が必要ではないかと思っておりますが、

生活困窮によって検診を受けてない方も多いと

思うんですけど、そのあたりは県としては実感

はありますか。

【伊藤医療政策課長】確かに、そういう様々な

機会を捉えて、そういう周知をしていくという

のも非常に大事なことと思っております。

今回の市町のがん検診担当者を集めた研修の

中では、市町が受診率向上のためにどうしたら

いいかというような、実際、現場で抱えていら

っしゃる意見も聞いていこうと思っております。

その意見も含めて、その改善策を検討してまい

りたいと思います。

【ごう委員】ただでさえ、女性特有のがんの受

診率が低い。それがコロナ禍においてまた低く
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なっている。受診控えと併せて、そういった生

活の困窮も原因の一つではないかと思っており

ますので、何らかの研修等で一人でも多くの、

女性の皆様方も含めて県民の皆様方の命を、実

態をしっかり調査していただければと思ってい

ます。どういう理由で検診を受けないのかとい

う実態を調査していただいて受診率の向上に努

めていただければと思いますので、要望したい

と思います。

【浦川分科会長】 2時35分まで休憩したいと思
います。

― 午後 ２時２４分 休憩 ―

― 午後 ２時３４分 再開 ―

【浦川分科会長】 分科会を再開します。

質疑はございませんか。

【徳永委員】 福祉保健部の3ページの介護分野
についてですけれども、今、非常に人材不足と

いうことで事業者の方も大変であります。そう

いう中で、高校生、介護福祉士を目指す学生等

と書いて人材確保の取組に要する経費として

7,476万3,000円とありますけれども、どういっ
た取組をされているのか、お尋ねいたします。

【尾﨑長寿社会課長】介護人材の確保について

のお尋ねでございます。

県といたしましては、介護人材の確保は喫緊

の課題と考えておりまして、基本的には参入の

促進、それから環境の改善を大きな柱に取組を

進めているところでございます。

参入の促進につきましては、介護分野以外の

一般の方々からの参入を促進するほか、介護分

野について学んでおられる養成施設、あるいは

福祉系高校から県内の事業所に就職することの

促進等の支援をしているところでございます。

環境の改善につきましては、離職者をできる

だけ出さないというところでございまして、実

際に賃金の向上に資するような加算の取得の支

援とか、介護分野における資質の向上というこ

とで職員の研修を行って長く人材を定着させる

ような取組を実施しているところでございます。

【徳永委員】 そういう中で、今、どれぐらいの

方が不足しているのか。そして、例えば、高校

生、介護福祉士を目指す学生が、今どれぐらい

の方が学んでおられるのか、その辺はデータが

ありますか。

【尾﨑長寿社会課長】介護人材の不足の状況で

ございますけれども、有効求人倍率におきまし

て、令和2年12月の状況で、全産業におきまし
ては0.95という数字でございますけれども、介
護サービスの職業については2.35ということで、
求人しても求職者がなかなか集まらないという

状況で人材の不足感は強いのかなと思っている

ところでございます。

それから、介護福祉士の養成施設で勉学され

ている方のお尋ねでございますけれども、6施
設、養成施設がございまして、令和2年度の定
員は176名に対して130名の入学者ということ
ですので、なかなか定員を満たす状況になって

いないということでございます。

【徳永委員】県立高校、私立高校を含めてどれ

ぐらいの学科があって、どれぐらいの生徒さん

がそこにおられるのかわかりますか。それと、

専門学校、大学。

【尾﨑長寿社会課長】先ほど言いましたように、

介護福祉士養成施設として、専門学校、それか

ら大学等の定員が176名に対して令和2年度の
入学者が130名という状況でございます。それ
から、福祉系の高校の入学者につきましては、

県内に福祉系高校として4校、介護の初任者研
修を実施する高校といたしまして11校ござい
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ます。これは令和元年度の入学者ですけれども、

全体で254名、入学者がいるという状況でござ
います。

【徳永委員】あんまり多くないんですね。数字

としては。私の地元でも、こういった事業所の

方から、地元の高校にも、そういった学科、コ

ースをつくっていただきたいと言われています。

今後は、若い介護福祉士が必要とされますので、

そういう意味ではなかなか厳しい。さっき言わ

れたように2.35、これはよそからというのは大
変厳しいものがある。そうなれば地元、まして

や、若者の県外流出も防げますし、こういった

ニーズ、これだけの求人があるということです

ので、県の教育委員会ともしっかり連携を取ら

なければなりませんけれども、その辺は今後ど

う考えられているのか。

【尾﨑長寿社会課長】委員ご指摘のとおり、若

い人材の確保というのは大変重要でございまし

て、こういった養成施設、あるいは高校の福祉

系の部門にまず進学をしていただくというとこ

ろが非常に重要ではないかと思っておりますの

で、教育委員会とも連携して、中学生の段階か

ら、こういったところへの進路というものをぜ

ひ考えていただくような形の働きかけを進めて

まいりたいと考えているところでございます。

基本的に介護の仕事の理解の促進ということ

で、県におきましては、介護施設の方の講話を

県内の小学校から高校で実施しているところで

ございまして、介護の仕事を理解し、福祉系の

高校なり養成施設に進学していただくような取

組を進めているところでございます。この事業

につきましても、教育委員会とも連携して取組

を進めていきたいと考えております。

【徳永委員】 それと、先ほどの高校生の254人
の方の卒業後の進路というのは、わかりますか。

【尾﨑長寿社会課長】福祉系高校の生徒の進路

の状況ということでございます。

令和元年度の卒業生につきまして、介護福祉

士養成施設に進学した生徒数は、全体の6.4％で
ございます。それから、医療系の大学等に進学

した生徒数につきましては、全体の24.4％。介
護職員として就職した生徒数が24.8％というこ
とでございまして、介護以外のところに進学し

ている事例なども実態としてあると認識してい

るところでございます。こういったところへ事

業所への就職、あるいは介護の養成施設に進学

をしていただくというところの働きかけを今後

強力に進めていく必要があると考えているとこ

ろでございます。

【徳永委員】そうなれば、約半分ぐらいがそう

いう関係への就業で、あとは進学、就業と、あ

と半分は一般的なその他の仕事ということです

ね。

今後、介護分野の人材不足ということで、県

もその辺を大変な問題ということで取り組んで

おられますので、今後、各機関と連携を取りな

がらやっていただきたいと思っております。

次に、3番目の介護ロボットの普及、1,818万
9,000円ですが、この支援経費としてどういうも
のに充てているのか、お尋ねいたします。

【尾﨑長寿社会課長】介護ロボットの導入の支

援でございますけれども、基本的に事業所の皆

様が介護ロボットを導入することについて支援

をしているところでございます。

介護ロボット、そういう機器を導入するに当

たって、その購入経費の一部について支援をし

ているという状況でございます。

【徳永委員】これはリースとか購入ということ

でいいんですか。

【尾﨑長寿社会課長】購入またはリースといっ
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たようなことについて助成をしている状況でご

ざいます。

【浦川分科会長】 しばらく休憩します。

― 午後 ２時４５分 休憩 ―

― 午後 ２時４５分 再開 ―

【浦川分科会長】 分科会を再開いたします。

質疑の途中でありますが、本日、3月11日は、
東北地方を中心に未曾有の被害をもたらした東

日本大震災の発生から10年目に当たるという
ことで、ここで震災により犠牲となられました

全ての方々に対し、哀悼の意を表すべく黙祷を

捧げたいと思います。

皆様、ご起立をお願いします。

黙祷。

〔黙   祷〕

黙祷を終わります。ありがとうございました。

【徳永委員】リース代、購入代ということです

けれども、この予算は1,800万円ということです
けれども、これぐらいということではないんで

すけれども、現場はなかなか大変なんですね。

介護ロボット、例えば腰の負担を和らげるとか、

今、いろんな機械が出ております。これは今後

取り入れたいという事業所等が多いと聞いてお

りますけれども、その辺どうなんですか。

【尾﨑長寿社会課長】介護ロボットの導入ニー

ズが非常に高いということについては、私ども

も理解しているところでございます。今年度、

新型コロナウイルス感染症にも介護ロボットが

資するということで、9月定例会、それから先
日、議決をいただきましたけれども、今議会に

おいても補正予算を上げまして約5億円ほどの
事業所に対する支援を実施しているところでご

ざいます。

来年度に向けまして、この介護ロボットにつ

きまして、有効なロボット、有効な機器等につ

いて、どういったものが事業所に対してより有

効なのかということの実態を調査いたしまして、

新たな支援について、今後、考えていきたいと

考えております。

【徳永委員】先ほど質問いたしました人材不足。

こういったことは介護の重労働の要因となって

おりますので、こういったロボット等の普及は、

そういったことの解消にもつながると思います

ので、しっかりとした予算を確保していただき

たいと思っております。

もう一つ、こども政策局ですが、3ページの
新型コロナウイルス感染症の対応について、2
番に、強い不安を抱える妊産婦への支援に要す

る経費として5,484万8,000円とあります。
そういう中で、これは妊婦さんだけではなく、

いわゆる家庭内感染の中で若い家族、例えば、

若い両親と幼児ですよね。この場合に夫婦が感

染した場合に、お子さんが濃厚接触者として、

そういう実例があるんですね。そうした場合に、

たとえ近くにおじいちゃん、おばあちゃんがお

られても、子どもを引き取って面倒を見るとい

うことは、なかなか厳しいということを保健所

からも言われるというような実例もあります。

このようなことの実例と、そしてまた、対策

を県でも行って、この予算の中にそういうこと

の対策費も組み込まれているのか、お聞きした

いと思います。

【今冨こども家庭課長】両親や独り親世帯の親

御さんが新型コロナウイルスに感染した場合の

濃厚接触者に当たります子どもへの対応につい

てのご質問だと思います。

子どもの保護でありますとか移送方法につき

まして、庁内の関係課、各保健所、児童相談所、

あと関係市町と協議をいたしまして対応マニュ
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アルを作成しておりまして、それに沿って対応

することになります。具体的には、まずは濃厚

接触者である子どもの検査を実施いたします。

その上で陽性の場合には、もしくは軽症または

無症状の場合には、まずは保護者と一緒に自宅

療養を検討いたしまして、それが困難な場合に

は宿泊療養施設を検討することになっておりま

す。療養施設については、保健所が決定するこ

とといたしております。

また、陰性の場合で親族による養育が困難な

場合につきましては、まずは保護者と一緒に自

宅療養や宿泊施設での療養を検討し、自宅療養

も宿泊施設での療養も困難な場合には、最終的

に児童相談所が個室対応が可能な児童養護施設

とか乳児院、または里親へ一時保護委託を行う

体制を確保いたしております。これは離島等を

含めて全ての地域において、それができるよう

にいたしております。

子どもの移送方法につきましては、離島から

の移送等もございますので、各保健所、児童相

談所、関係市町等で役割分担を行って移送もす

るようにマニュアルを作成しております。

その上で、今年度の予算につきましては、児

童養護施設等コロナ対策事業費の中で一時保護

所の職員の宿泊費等を、今のところ、14名分を
予定しておりまして、その分の予算を確保いた

しております。

【徳永委員】若いご夫婦、そして独り親の家庭

は、そういう不安があるものですから、県もそ

ういった対応をこの予算の中でやっていくとい

うことでありますから安心しました。

ただ、保健所とか市町と連携を取るといった

時に、ご家庭に対してしっかりとそういった指

導ができる体制は、先ほど言われたとおりでき

ているということでよろしいわけですね。

14名ということですので、今後、増えればま
た予算も追加してやるということの理解でよろ

しいわけですね。その辺、どうですか。

【今冨こども家庭課長】 当初予算は、今、推定

しての予算計上でございますので、状況に応じ

て補正予算等もしっかり対応してまいりたいと

考えております。

【浦川分科会長】 ほかに質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【浦川分科会長】ほかに質疑がないようですの

で、これをもって質疑を終了いたします。

次に、討論を行います。

討論はありませんか。

【堀江委員】 第14号議案「令和3年度長崎県国
民健康保険特別会計予算」につきましては、令

和2年度に創設された傷病手当金が、令和3年度
も、今のところ、7月までですが、継続される
ことは評価をいたしますが、以下の理由で反対

いたします。

県民から寄せられる声は、高過ぎる国保税を

払える国保税にしてほしいという声です。長崎

県内で国保税が払えず滞納している世帯は、午

前中、答弁にありましたように、令和2年6月1
日現在、1万9,235世帯、国保加入世帯の9％に
なります。

これまで県内自治体は、法定外の一般会計繰

入れなどを行い、高過ぎる国保税を引き下げる

取組をしてまいりました。国保都道府県化が県

内保険料の統一、各自治体の一般会計等繰入れ

をなくすことを導入の目的にしていることは、

過去の委員会審議で明らかにされています。

それぞれの自治体は、納付金100％を県に納
めなければならず、結局は県民への徴収強化、

さらには医療費抑制等へ向かわざるを得ない仕

組みとなり、県民にとっては、必要な医療を受
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けられないことにつながると認識をいたしてお

ります。

以上の理由から反対をいたします。

【浦川分科会長】ほかに討論はございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【浦川分科会長】ほかに討論がないようですの

で、これをもって討論を終了いたします。

予算議案に対する質疑・討論が終了しました

ので、採決を行います。

まず、第14号議案について、採決いたします。
第14号議案については、原案のとおり、可決

することに賛成の委員の起立をお願いします。

〔賛成者起立〕

【浦川分科会長】 起立多数。

よって、第14号議案については、原案のとお
り、可決すべきものと決定されました。

次に、第2号議案のうち関係部分、第3号議案、
第78号議案のうち関係部分、第88号議案及び第
94号議案については、原案のとおり、可決する
ことにご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【浦川分科会長】 ご異議なしと認めます。

よって、各議案については、原案のとおり、

可決すべきものと決定されました。

しばらく休憩します。

― 午後 ２時５７分 休憩 ―

― 午後 ２時５９分 再開 ―

【浦川委員長】次に、委員会による審査を行い

ます。

議案を議題といたします。

福祉保健部長より、総括説明をお願いします。

【中田福祉保健部長】予算決算分科会でご説明

いたしました予算議案の分を除く福祉保健部関

係の議案につきまして、ご説明いたします。

福祉保健部の「文教厚生委員会関係議案説明

資料」をお開きください。

今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

1ページに記載の第20号議案「長崎県薬事審査
会条例の一部を改正する条例」、第21号議案「長
崎県薬務関係手数料条例の一部を改正する条

例」、第22号議案「長崎県の事務処理の特例に
関する条例の一部を改正する条例」のうち関係

部分、第23号議案「長崎県指定居宅サービス等
の事業の人員、設備及び運営の基準に関する条

例等の一部を改正する条例」、第24号議案「長
崎県指定障害福祉サービスの事業等の人員、設

備及び運営の基準に関する条例等の一部を改正

する条例」のうち関係部分、第66号議案「長崎
県福祉保健総合計画について」の6件でありま
す。

議案の内容につきまして、ご説明いたします。

第20号議案「長崎県薬事審査会条例の一部を
改正する条例」及び第21号議案「長崎県薬務関
係手数料条例の一部を改正する条例」につきま

しては、「医薬品、医療機器等の品質、有効性

及び安全性の確保等に関する法律等の一部を改

正する法律」等の交付に伴い、地域連携薬局、

専門医療機関関連薬局の認定制度が創設される

ため、所要の改正をしようとするものでありま

す。

第22号議案「長崎県の事務処理の特例に関す
る条例の一部を改正する条例」のうち関係部分

につきましては、知事の権限に属する事務の一

部を市町において処理することに関して、移譲

事務である有料老人ホームの運営状況等の報告

の徴収等について、根拠法令である「老人福祉

法」が改正されたため、所要の改正をしようと

するものであります。

第23号議案「長崎県指定居宅サービス等の事
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業の人員、設備及び運営の基準に関する条例等

の一部を改正する条例」につきましては、「指

定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営

に関する基準等の一部を改正する省令」の交付

に伴い、所要の改正をしようとするものであり

ます。

第24号議案「長崎県指定障害福祉サービスの
事業等の人員、設備及び運営の基準に関する条

例等の一部を改正する条例」のうち関係部分に

つきましては、「障害者の日常生活及び社会生

活を総合的に支援するための法律に基づく指定

障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運

営に関する基準等の一部を改正する省令」の公

布に伴い、所要の改正をしようとするものであ

ります。

第66号議案「長崎県福祉保健総合計画につい
て」につきましては、「長崎県総合計画チェン

ジ＆チャレンジ2025」における保健・医療・介
護・福祉分野の施策の基本的な考え方や方向性

を示すとともに、具体的な施策を体系的に進め

るための指針を定める本計画について、長崎県

行政に係る基本的な計画について議会の議決事

件と定める条例第2条の規定により、議会の議
決を得ようとするものであります。

次に、議案外の主な所管事項について、ご説

明いたします。

新型コロナウイルス感染症対策について。

新型コロナウイルス感染症に関しては、これ

までの検査体制の拡充を図り、医療提供体制の

強化や軽症者等向け宿泊療養施設の整備を推進

するなど、積極的にその対策を講じてきたほか、

「受診・相談センター」を設置し、「診療・検

査医療機関」を指定するなど、季節性インフル

エンザの流行期を見据えた発熱患者等への対策

に注力してきたところであります。

そのような中、国は、全ての国民に提供でき

る新型コロナウイルスワクチンの確保を図るべ

く、各企業との交渉や研究開発の支援を実施し

ているところであり、確保されたワクチンは、

国の指示の下、都道府県の協力により、順次、

市町村において接種を開始することとなってお

ります。

ワクチンの大まかな接種順位につきましては、

医療提供体制に及ぼす影響や、感染・重症化の

リスクの大きさ等を踏まえ、まずは医療従事者

や感染患者に直接接する業務を担う保健所職員、

救急隊員などへの優先接種が行われ、続いて高

齢者や高齢者以外で基礎疾患を有する者への接

種、最終的には全ての国民に対し接種すること

とされており、このうち医療従事者等への優先

接種については、県が主体的に関係機関との調

整を図り、ワクチン接種に係る体制構築に取り

組んでいるところであります。

具体的には、医療従事者等への優先接種の接

種場所として、ワクチンを超低温保管するディ

ープフリーザーを配置した「基本型接種施設」

を19施設、この「基本型接種施設」と連携する
近隣の「連携型接種施設」を122施設設置して
おり、約6万2,000人となる優先接種の対象者に
対し、両施設において円滑に接種を実施してま

いりたいと考えております。

また、その後のワクチン接種については、市

町が主体となって実施することから、医療機関

との委託契約や接種費用の支払い、住民への接

種勧奨や個別通知など、各市町事務が滞りなく

進捗できるよう、広域的な視野を持って必要な

調査を行うとともに、市町では対応できない専

門的な相談に応じることができる体制を整備し

てまいりたいと考えております。

今後とも、県医師会や長崎大学等の関係機関
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と連携を図りながら、引き続き検査体制や医療

提供体制の拡充・強化に努めるとともに、各市

町との情報共有や調整を進め、新型コロナウイ

ルスワクチンが円滑に接種できる体制を構築し

てまいります。

その他の所管事項につきましては、外国人介

護人材の受入れについて、長崎県再犯防止推進

計画の策定について、長崎県国民健康保険運営

方針の策定について、長崎県老人福祉計画・長

崎県介護保険事業支援計画の策定について、第

6期長崎県障害福祉計画・第2期長崎県障害児福
祉計画の策定について、長崎県行財政運営プラ

ン2025（案）の策定についてで、記載内容のと
おりであります。

以上をもちまして、福祉保健部関係の説明を

終わります。よろしくご審議を賜りますようお

願いいたします。

【浦川委員長】 次に、こども政策局長より、総

括説明をお願いします。

【園田こども政策局長】予算決算委員会文教厚

生分科会でご説明いたしました予算議案を除く

こども政策局関係の議案について、ご説明いた

します。

「文教厚生委員会関係議案説明資料 こども政

策局」の1ページをご覧ください。
今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第24号議案「長崎県指定障害福祉サービスの事
業等の人員、設備及び運営の基準に関する条例

等の一部を改正する条例」のうち関係部分、第

67号議案「長崎県子育て条例行動計画の変更に
ついて」の2件であります。
議案の内容について、ご説明いたします。

第24号議案「長崎県指定障害福祉サービスの
事業等の人員、設備及び運営の基準に関する条

例等の一部を改正する条例」につきましては、

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援

するための法律に基づく指定障害福祉サービス

の事業等の人員、設備及び運営に関する基準等

の一部を改正する省令の公布に伴い、所要の改

正をしようとするものであります。

第67号議案「長崎県子育て条例行動計画の変
更について」につきましては、長崎県子育て条

例に関する取組を総合的かつ計画的に進めるた

めに、令和2年3月に策定した「長崎県子育て条
例行動計画（令和2年度～6年度）」について、
「長崎県総合計画チェンジ＆チャレンジ2025」
との整合を図るなど、所要の改正をしようとす

るものであります。

次に、議案以外の報告事項について、ご説明

いたします。

損害賠償の額の決定について。

これは、小児慢性特定疾病医療費助成制度に

おいて、県が行う認定事務の誤りにより、平成

27年4月から令和2年11月にかけて、本来、相手
方が負担する必要のなかった医療費を負担させ、

損害を与えた事案3件について、損害賠償金17
万4,238円を支払うため、去る2月16日付で専決
処分をさせていただいたものであります。

権利の放棄について。

これは、長崎県母子及び父子並びに寡婦福祉

資金貸付金の債権1件7万6,155円について、債
務者の破産免責及び連帯保証人もいないことに

より債権の回収が不能であることから、当該権

利の放棄を行うため、去る2月16日付で専決処
分をさせていただいたものであります。

次に、議案外の主な所管事項について、ご説

明いたします。

2ページをご覧ください。
長崎県ＤＶ対策基本計画の策定について。

長崎県ＤＶ対策基本計画については、昨年11
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月に定例県議会文教厚生委員会において、素案

をお示しし、令和2年12月28日から令和3年1月
18日までパブリックコメントを実施するとと
もに、長崎県ＤＶ対策等推進会議からご意見を

いただき、最終案を取りまとめたところです。

今後、県議会のご意見を踏まえ、3月までに
計画を策定し、公表するとともに、その実現に

向け、各種施策に確実に取り組んでまいります。

その他の所管事項につきましては、結婚支援

事業の推進について、長崎県行財政運営プラン

2025（案）の策定についてで、内容は記載のと
おりであります。

以上をもちまして、こども政策局関係の説明

を終わります。よろしくご審議を賜りますよう

お願い申し上げます。

【浦川委員長】 次に、福祉保健課長より、補足

説明をお願いします。

【中尾福祉保健課長】 第66号議案「長崎県福
祉保健総合計画について」、補足してご説明を

いたします。

お手元の補足説明資料「長崎県福祉保健総合

計画について」をご覧ください。

まず、計画案の概要でございます。

1、計画の策定趣旨につきましては、県総合
計画の個別計画として、「長崎県総合計画チェ

ンジ＆チャレンジ2025」との整合性を図りなが
ら、保健・医療・介護・福祉分野の基本的な考

え方、方向性を示すとともに、各施策を総合的

及び体系的に進めるための指針として作成する

ものでございます。また、社会福祉法に基づく

地域福祉支援計画も兼ねて策定をするものです。

2、計画の期間については、令和3年度から令
和7年度の5か年計画としております。

3、計画の策定体制としまして、本計画につ
きましては、福祉保健審議会、福祉保健総合計

画専門分科会で審議し、決議をいただいたもの

でございます。

4、計画の体系としまして、本計画は、保健・
医療・介護・福祉施策の方向性を明らかにする

基本理念を実現するための3つの基本目標を定
め、取組を進めることとしております。

また、平成30年の社会福祉法の改正によりま
して、地域福祉支援計画の策定が努力義務とな

り、計画に盛り込むべき事項が追加されたこと

を踏まえまして、基本目標の3を中心に、地域
福祉支援計画としての位置づけを明確にいたし

ました。

5、理念・目標等でございます。基本理念に
つきましては、長崎県総合計画の基本理念に基

づき、「県民一人ひとりの尊厳が保たれ、住み

慣れた地域で安心して暮らし続けることができ

る持続可能な地域共生社会の実現を目指す」と

しております。

この基本理念に掲げる地域のあるべき姿を実

現するために、基本目標の1では、「安心して
子どもを産み育てることができる地域を目指

す」こととしております。この目標を実現する

ための施策の展開方向として、「子どもの伸び

やかな育ちへの支援」、「きめ細かな対応が必

要な子どもと親への支援」に取り組んでまいり

ます。

2ページをご覧ください。
基本目標2では、「一人ひとりが安全で安心

して暮らし続けることができる地域を目指す」

こととしており、この目標を実現するための施

策の展開方向としまして、医療提供体制の整

備・充実、医療・介護・福祉人材の育成・確保、

地域包括ケアシステムの構築・充実、認知症施

策の推進、介護・福祉サービス基盤整備等の推

進、健康の保持増進と生活習慣病の予防、原爆
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被爆者等の援護に取り組んでまいります。

基本目標3では、「人と人とのつながりを大
切にして誰もが生きがいや役割を持って、助け

合いながら暮らしていくことのできる地域共生

社会の実現を目指す」こととしており、この目

標を実現するための施策の展開方向としまして、

共に支え合う地域社会づくり、地域で安心して

暮らすための支援体制づくり、誰もが生きがい

や役割を持って活躍できる地域づくりに取り組

んでまいります。

3ページをご覧ください。
計画の構成は、6 計画の構成図でお示しし

ているとおりでありまして、全体で68の施策を
掲げ、このうち53項目について数値目標を設定
しております。

なお、資料には記載しておりませんが、数値

目標の数としては63ということになります。
4ページをお開きください。
計画策定の経過でございますが、昨年7月に

長崎県福祉保健審議会の全体会を、その後、福

祉保健総合計画専門分科会を4回、開催をし、
審議をしてまいりました。11月定例県議会文教
厚生委員会におきまして、計画素案をご説明し、

本議会において計画案を上程させていただいて

おります。

5ページをご覧ください。
本計画については、関係団体等への意見照会

及びパブリックコメントを実施しております。

まず、1 関係団体等への意見照会ですが、

令和2年10月28日から11月9日の期間で68の関
係団体及び21市町への意見照会を行い、34件の
ご意見をいただきました。

なお、意見照会を行った関係団体の一覧を参

考までに6ページに添付しております。
意見に対する対応区分は、素案に修正を加え

反映させたものが21件など、記載のとおりでご
ざいます。

ご意見及び対応の具体例としまして、「依存

症対策の推進の施策に関して、薬物依存のみの

取組と捉えられる文章となっている」というご

意見を踏まえまして、その他の依存症について

も説明を追加して修正をいたしました。

また、「医療提供体制の整備・充実の施策に

関して、オンライン診療等は盛り込まないのか」

というご意見をいただきました。このご意見に

つきましては、現在、国において適切な実施に

向けた検討が進められているところであり、こ

れらの状況を踏まえ、今後、検討していくこと

としております。

次に、2のパブリックコメントですが、令和2
年12月4日から12日24日の3週間で3件のご意
見をいだたきました。意見に対する対応区分は、

素案に修正を加え反映させたもの1件など、記
載のとおりでございまして、具体的には、「在

宅医療・介護連携の推進の施策に係る地域連携

薬局に関する数値目標について、生活圏域に1
件程度として地域包括ケアシステム、日常生活

圏域の124圏域に合わせた数値目標を設定して
はどうか」というご意見をいただきました。ご

意見のとおり、124薬局とする目標を設定した
ところでございます。

その他、離島の障害者や事業所の抱える困難

性に対するご意見もいただいたところでござい

ます。

説明は以上でございます。よろしくご審議を

賜りますようお願いいたします。

【浦川委員長】次に、長寿社会課長より補足説

明をお願いします。

【尾﨑長寿社会課長】 私から第23号議案「長
崎県指定居宅サービス等の事業の人員、設備及
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び運営の基準に関する条例等の一部を改正する

条例」について、補足して説明をいたします。

「令和3年2月定例県議会長寿社会課補足説明
資料」をご覧ください。

まず、概要でございますが、本条例は、国の

介護保険サービスや高齢者施設等の人員、設備

及び運営に関する基準等の改正省令が令和3年
4月1日から施行されることに伴い、長崎県の基
準を定めた条例について、改正省令で定める内

容に基づき改正するものとなります。

なお、この基準は、従来は厚生労働省令で全

国一律に定められていたものですが、平成23年
の「地域の自主性及び自立性を高めるための改

革の推進を図るための関係法律の整備に関する

法律」の施行により、一部を県条例で規定する

こととなっております。

改正する条例は、介護保険法関係といたしま

して、訪問介護サービスなどに代表される居宅

サービス、介護予防関係のサービス、介護老人

福祉施設、介護老人保健施設、介護療養型医療

施設、介護医療院それぞれの基準に関する条例

を、老人福祉法関係といたしまして、養護老人

ホーム、特別養護老人ホームの基準に関する条

例を、社会福祉法関係といたしまして、軽費老

人ホームの基準に関する条例となっており、各

条例の改正内容をまとめたものを第23号議案
としております。

改正内容の主なものにつきましてでございま

すが、まず一点目は、利用者の人権擁護や虐待

防止の強化のため、事業者における体制整備や

従業者に対する研修の実施を図ることを新たに

規定しております。

2ページ目をご覧ください。
二つ目といたしまして、感染症や非常災害の

発生時に備えた体制整備のため、事業者がサー

ビス提供を継続するため、及び早期の業務再開

を図るための計画として、業務継続計画、いわ

ゆるＢＣＰを策定し、発生時に計画に基づき必

要な措置を講じることを新たに規定しておりま

す。

三つ目といたしまして、認知症介護の充実の

ため、事業者に対し、全ての従業者に認知症介

護に係る基礎的な研修を受講させることを新た

に規定しております。

四つ目として、職場におけるハラスメント防

止の強化のため、事業者が職場において行われ

るハラスメントの言動で就業環境が害されるこ

とを防止するための方針を明確化することを新

たに規定しております。

五つ目といたしまして、テレビ電話装置や電

磁的記録の活用を図るため、事業者によって実

施するサービス担当者会議について、テレビ電

話装置等のオンラインの対応でも可能とするこ

とや、事業者が作成する書類について書面に書

いて電磁的記録である電子ファイル等により作

成・保存ができることを規定しております。

最後に、本条例の施行日は、令和3年4月1日
となっておりますが、虐待の防止、業務継続計

画の策定、認知症に係る基礎的な研修の条文は、

令和6年3月31日までの間は経過措置として事
業者の努力義務となっております。

3ページ及び4ページ目につきましては、先ほ
ど述べた9つの条例の根拠法や定義について概
略をお示ししているものでございます。

説明は以上でございます。

【浦川委員長】次に、障害福祉課長より補足説

明をお願いします。

【中村障害福祉課長】 第24号議案「長崎県指
定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び

運営の基準に関する条例等の一部を改正する条
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例」について、お配りしております補足説明資

料に基づいて、ご説明いたします。

まず、1の概要でございますが、この改正条
例は、障害福祉サービスや障害者支援施設等の

人員、設備及び運営に関する基準等を改正する

省令が令和3年4月1日から施行されることに伴
い、2に記載しております改正する条例の各条
例につきまして、改正省令で定める内容に基づ

き、改正しようとするものであります。

改正する条例は、2に記載のとおり、障害者
総合支援法関係で6本、児童福祉法関係で3本、
合計9本であります。

3の改正内容の主なものとして8項目、記載し
ております。

まず、（1)利用者の虐待防止等のための担当
者の設置及び委員会の開催並びに従業者に対す

る研修の実施義務の追加、次のページでござい

ますが、（2）感染症の発生蔓延防止のための
委員会開催、指針整備、研修及び訓練の実施義

務の追加。

（3）感染症や非常災害の発生時に備えた業
務継続計画の策定義務の追加。

（4）身体拘束等の適正化のための対策を検
討する委員会開催や、指針整備、研修の実施義

務の追加。

（5）と（6）は、⑦の条例の指定通所支援事
業所に置くべき従業者の見直しと医療的ケアを

行う場合の看護職員配置義務の追加。

（7）は、⑧の条例の福祉型障害児入所施設
における従業員の数の見直し。

（8）は、⑧の条例の福祉型児童発達支援セ
ンターにおいて、医療的ケアを行う場合の看護

師の配置義務の追加であります。

施行日は、令和3年4月1日でありますが、改
正内容によって、資料記載のとおり、経過措置

を設けており、経過措置期間中は（1）から（4）
の項目については努力義務に、（5）と（7）の
項目については、従前の例によるものとしてお

ります。

以上をもちまして、補足説明を終わります。

よろしくご審議を賜りますようお願い申し上げ

ます。

【浦川委員長】次に、こども未来課長より補足

説明をお願いいたします。

【德永こども未来課長】 私からは、第67号議
案「長崎県子育て条例行動計画の変更について」、

補足して説明を差し上げます。

お手元に「令和3年2月定例会こども未来課補
足説明資料」という2枚ものの資料をお配りし
ておりますので、それに沿ってご説明をいたし

ます。

まず、1として計画変更の概要でございます。
「長崎県子育て条例行動計画（令和2年度～6
年度）」は、長崎県子育て条例が目指す県民総

ぐるみで長崎県の次代を担う子どもが夢と希望

をもって成長できる環境を整備し、安心して子

どもを産み育てることができる社会の実現のた

めに、ちょうど1年前の令和2年3月に策定をい
たしたところでございます。

しかしながら、今年度策定いたしました「長

崎県総合計画チェンジ＆チャレンジ2025」と数
値目標の項目の整合を図る必要があるため、所

要の変更を行うものでございます。

2番目の変更の理由の欄に変更の内容をまと
めております。

記載のとおり、数値目標項目の一部記載の変

更が3項目、総合計画の策定まで保留していた
目標値の設定等が7項目、項目名の表現の変更
が3項目でございます。数値目標項目以外の変
更につきましては、ＳＤＧｓの説明の記載など



令和３年２月定例会・文教厚生委員会・予算決算委員会（文教厚生分科会）（３月１１日）

- 162 -

を追加するものでございます。

具体的な内容につきましては、2枚目に一覧
表としてお示しをさせていただいております。

向かって左側が変更後、右側が変更前の内容と

なっており、いずれも総合計画と内容を整合さ

せたものとなっております。

数値目標以外の項目の変更につきましては、

お配りしております新旧対照表、変更後の計画

本文に記載のとおりでございます。

参考までに、これまでの経緯と予定を1枚目
の3、計画変更のこれまでの経過及び予定のと
ころに記載しております。

令和2年3月の策定後、12月に「長崎県総合計
画チェンジ＆チャレンジ2025」が策定されまし
たので、それに伴いまして、その後、庁内の関

係部局や関係機関と協議の上、変更案の作成を

行いました。令和3年1月に今年度2度目となる
長崎県子育て条例推進協議会を書面に開催し、

今回の案についてご了解をいただいたところで

ございます。

今後、県議会のご了解をいただきました後に

計画の変更、公表をする予定としております。

説明は以上でございます。よろしくご審議賜

りますようお願いいたします。

【浦川委員長】 ありがとうございました。

換気のため、3時35分まで休憩したいと思い
ます。

― 午後 ３時２６分 休憩 ―

― 午後 ３時３９分 再開 ―

【浦川委員長】 委員会を再開いたします。

【今冨こども家庭課長】先ほど、児童虐待の相

談対応事案につきまして、そのうち警察の方で

摘発されている事案が何件あるかという質問に

対してのお答えでございます。

令和元年度で長崎県内で8件ございました。
【浦川委員長】以上で説明が終わりましたので、

これより議案に対する質疑を行います。

質疑はございませんか。

【山田(朋)委員】第23号議案について伺いたい
と思います。

今回の主な改正のところで、虐待防止のため

の体制整備や従業者に対する研修の実施を義務

化されたことを高く評価したいと思っておりま

す。

それで、高齢者に対する虐待事案というのは

社会的な問題になっているので、既に義務化さ

れているものと私は思っていたんですが、任意

的には多く研修が行われているのか、今の状況

について教えてください。

【尾﨑長寿社会課長】 第23号議案についての
ご質問でございます。

高齢者の虐待防止法が平成27年に制定され
まして、その中で介護施設等につきましては、

研修の実施、あるいは苦情処理体制の整備とい

うのが法律で求められているところでございま

す。

今回の省令改正につきましては、さらに虐待

防止について施設の基準として明確化するとい

うことと、その施設における虐待防止の取組に

ついて具体的に求めるということで、具体的に

は虐待防止のための委員会を事業所内に設置し、

定期的に開催すること、事業所の指針を整備す

ること、研修を実施すること、そして、事業所

内で担当者を定めること、そういったことを今

回条例の中に定めまして、事業所の虐待防止の

取組を推進していくことにしているところでご

ざいます。

【山田(朋)委員】 今までも様々取り組んでいた
だいた中、もっと強化をいただくということで
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ありますので、高く評価をさせていただきたい

と思っております。

高齢者の虐待の現状ですけれども、平成30年
度に長崎県で通報とか相談があった件数が29
件、実際に虐待と判断されたのが15件、令和元
年度が通報・相談があったのが17件で、虐待判
断件数は6件ということであります。
この虐待の内訳を見ると、女性が7割ぐらい、

被害を受けていると思いますが、こういったこ

とに対してどのような対策が必要だと認識され

ていますか。

【山口長寿社会課企画監】ただいまご紹介いた

だきましたように、施設での被虐待者は女性が

多いという現状がございました。家庭等におけ

る虐待の被虐待者につきましても、やはり女性

が多くなっている現状がございます。

県といたしましては、県や各市町、地域包括

支援センターにおいて、県民の方々や介護施設

等からの虐待通報や相談に対する窓口を設置し

ております。そこで相談者への助言や実態把握

などの対応を実施しておりますけれども、県で

は、そういった窓口の職員を対象としまして、

虐待に対応する上での必要な知識や対応手順な

どの研修を実施しております。

また、県民の方々に対しましては、自宅で介

護を行う上で知っておいていただきたい知識の

普及啓発や窓口の周知を行うためのセミナーを

開催しております。そのようなことで、介護を

一人で抱え込まないで必要なサービスを利用す

ることが非常に大事だと考えております。

また、施設職員に対しましては、先ほど課長

の答弁にもありましたが、管理者や職員などを

対象に実務の経験に応じたきめ細やかな虐待防

止に向けた研修を実施することで、その方々が

施設内における虐待防止に向けた推進を行う役

割を果たしていただきたいと考えております。

【山田(朋)委員】 介護に従事される方、また、

ご家族に対しての様々な研修、その支援、あと

は県民に広く、こういった状況を理解していた

だきたいと思っております。

今回、もう一点非常に評価をさせていただき

たいのが、業務継続計画の策定を義務づけとあ

ります。通常、施設ではある程度のものはつく

られていると思っておりますが、これをいつま

でに策定を義務づけていくのか、そのあたりと、

今、県内でどういう状況にあるのか、わかれば

教えていただきたいと思います。

【尾﨑長寿社会課長】業務継続計画についての

お尋ねでございます。

業務継続計画の策定状況ということについて

は、調査したものがないので手元に資料はない

んですけれども、平成29年度に災害に対する対
応ということで、高齢者施設等の要配慮者利用

施設については、非常災害の対策計画を策定す

ることが求められております。

県内の通所、それから入所の高齢者施設、約

2,000事業所のうち、約6割の1,226事業所から
回答をいただき、その中で「計画を策定してい

る」と答えられた事業所が993事業所でござい
ました。

ただ、災害対策計画というのは、基本的には

利用者の身体とか生命の安全確保というところ

にとどまりますので、今回、国が求めていると

ころの業務継続計画というのは、身体・生命の

安全確保を図った上で、さらに優先的に継続・

復旧すべき事業、業務の継続といったところに

ついても計画を立て、速やかに介護サービスを

継続していくことを求めているところでござい

まして、こういったことにつきましては、新た

にそういった要素を盛り込んだ計画とするよう
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に県としても指導していく必要があろうかと考

えているところでございます。

【山田(朋)委員】 今回求められるレベルは、生
命・財産に関するすごくレベルの高いものにな

ると思います。産業労働部では、ちょっと違う

事業ではありますが、事業者向けに相談員を派

遣したりとか研修を開いたりする制度があるよ

うであります。

県は事業者に求めていくということでありま

したが、具体的に業務継続計画をつくるマニュ

アル策定の研修会ではないですけれど、そうい

ったものを予定しているのか。その辺を教えて

ください。

【尾﨑長寿社会課長】業務継続計画につきまし

ては、国の方で既に業務継続のガイドラインと

いうものを作成しておりまして、各事業所にお

いて学べる研修の動画というものも既に作成し

ていただいているところでございます。

県におきましては、まずは事業所の皆様に、

こういった国が出している業務継続計画の策定

に当たるポイントなどが示されたガイドライン

等を学んでもらうように、こういった動画の視

聴等を周知してまいりたいと思っております。

また、利用者様の安全に関わる大事なお話だ

と思いますので、研修等の計画も検討してまい

りたいと思います。

【山田(朋)委員】 いつまで、来年度中に策定と
か、そういうタイムスケジュールがありますか。

その辺、簡単に教えてください。

【尾﨑長寿社会課長】この業務継続計画の規定

につきましては、令和6年3月31日までの間は経
過措置として事業者の努力義務ということにな

っておりますので、基本的には3年間の間に計
画策定をしていただく必要があると考えており

ますが、先ほど言いましたように、災害という

のはいつ発生するかわかりませんので、できる

だけ早期に計画を策定するように努めてまいり

たいと思います。

【山田(朋)委員】 わかりました。策定するため
の様々な支援をお願いしたいと思っております。

引き続き、第24号議案について伺いたいと思
います。

第24号議案も改正のポイントは一緒なので、
業務継続計画のこととか、障害福祉の施設に対

しても、障害福祉になると、さらに事業所種別

が増えてくると思いますので、それぞれに策定

をいただくための、先ほどと同じような形だと

思いますが、国がビデオをつくられたり、策定

のためにどういった支援をしていくのかを伺い

たいと思います。

【中村障害福祉課長】障害福祉施設におきまし

ても、先ほどの高齢者の施設とほぼ同じような

内容でございます。

まず、期限でございますが、虐待防止と身体

拘束につきましては令和4年3月31日まで、業務
継続計画につきましては令和6年3月31日まで
の経過措置期間、その間は努力義務となってお

ります。虐待防止と身体拘束につきましては、

平成24年に虐待防止法が施行されておりまし
て、国からも手引と通知が発出されて、各施設

は従来から取り組まれてきたところでございま

す。今回、改めて省令に義務として追加規定が

されたと理解しております。

業務継続計画につきましては、ガイドライン

が国から出されておりますが、これは昨年12月
に新型コロナウイルス感染症への対応を含めた

マニュアルということで、改めてホームページ

に掲載されております。

今回の改正につきましても、災害だけでなく、

感染症のことも併せて書かれておりますので、



令和３年２月定例会・文教厚生委員会・予算決算委員会（文教厚生分科会）（３月１１日）

- 165 -

こちらは各事業者にマニュアルの周知を図りな

がら、3年間の間に策定していただくように障
害福祉課としても努めていきたいと思っており

ます。

【山田(朋)委員】 事業者の方が策定しやすいよ
うに、しっかり支援をいただきたいと思います。

障害者の虐待の関係をホームページで見ると、

平成30年、通報が35件、件数が10件、これは養
護者による虐待、施設従事者による虐待が、通

報が48件、件数として16件、上がってきていま
す。

先ほどの高齢者と同じで、被害の内訳、被虐

待者の状況を見てみますと、女性が64.8％とい
う状況にあります。その中で養護者により虐待

された方は、どういった理由でそのようになっ

たかということを見ると、「それが虐待に値す

るというように理解をしていなかった」という

方がかなり多くを占めていました。女性の虐待

の内訳で多いのが、身体的虐待と性的虐待であ

ります。このあたりは養護者の方の無理解とか

があるようでありますが、こういったことがな

いようにしっかり働きかけをしていただきたい

と思いますが、どのような対策を打っているの

か。また、打とうとしているのかを教えてくだ

さい。

【中村障害福祉課長】養護者については、申し

訳ないんですが、障害福祉課では従業者を対象

としております。施設の従業者に対しても、同

じように対応していく必要があろうと思ってお

ります。

これは従来から通報があった場合は、市や町

と協力して調査を進め、そして指導しておりま

すので、今後もそれらの取組を継続してまいり

たいと思っております。

【山田(朋)委員】 施設の関係は県が所管して、

養護者に関しては市町という理解でいいですか。

【中村障害福祉課長】市町が担当ということで、

そのとおりでございます。

【山田(朋)委員】 担当ということは、よく理解
するんですが、長崎県の障害福祉課ということ

でありますので、障害者がいらっしゃるご家庭

の問題というのも、当然、一義的には市町の担

当かもしれませんが、非常に大きな問題だと私

は思っておりますので、市町の担当者とも連携

していただいて、こういった、特に女性が被害

を受けているようであります。また、男性の被

害状況で見ると、経済的なこととか、放置され

たり、ネグレクトが大きな虐待の種類のようで

すので、女性に限らず男性もですが、障害者の

方々が不利益を被るようなことがないように、

市町としっかり連携いただきたいことをお願い

申し上げ、終わります。

【浦川委員長】 ほかにありませんか。

【中村(泰)委員】 第66号議案「長崎県福祉保健
総合計画について」、お尋ねをいたします。58
ページです。

先ほど、徳永委員が介護福祉士の不足につい

て議論されましたけれども、こちらの資料では

介護職の方が令和7年度、2025年度では3,300
人の不足が見込まれるということで、介護職員

の確保が必要となっているという記載がござい

ます。

そこで、私は、3年前に県が策定された「長
崎県介護人材育成確保プログラム」というもの

を拝見させていただきました。そちらを見ると、

物すごく詳細な検討であるとか、データに基づ

いた県の置かれた介護職の方の状況を細かく記

しておられました。実際、介護職に就かれる方

の年齢層の分析がなされておりまして、それを

見ると、30代、40代、50代の方が多く介護の仕
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事をされていると。それぞれ25％ずつぐらいだ
ったんですけれども、一方、若い方、20代の方
はすごく低いという結果でした。要は、それか

ら考えた時に、子育てであるとか、一度仕事に

就いて、その後、介護の仕事をされている方が

非常に多い傾向にあるんだなということでござ

います。

そこで、より効果的に施策を打っていくため

に、30代、40代、50代、こういった方々に対し
て介護の仕事を薦められるような事業の進め方

が適切かなと考えております。

そこで、資格を積極的に取れる奨励金のよう

な施策が県として今ないのかどうか、お知らせ

いただけますでしょうか。

【尾﨑長寿社会課長】介護人材の確保について、

資格取得のための支援のお話でございます。

県におきましては、介護福祉士の資格取得の

ための資金の貸付事業を行っておりまして、先

ほど委員からもお話がありました。今まで経験

がなかったような方についても、そういった貸

付金の事業なども生かしてもらいながら、新た

な職場として介護の職場を選んでいただきたい

と考えているところでございます。

令和3年度からは国の方で新たなメニューが
追加となりまして、一定、初任者研修等を終え

た介護の未経験者、無資格者、無職の方々が介

護職就職支援金というものを貸し付けるメニュ

ーを新たに設けております。貸付額が上限で20
万円となっておりますけれども、そういった就

職準備金的なお金を用意しております。その上

で、この貸付金につきましては、2年間、県内
の介護事業所で介護職員として勤務した場合、

返済が全額免除となるような事業でございまし

て、これから介護の仕事を目指してみるという

ような人たちには有効なツールではないかと考

えておりますので、こういったことをＰＲしな

がら介護人材の確保に努めてまいりたいと考え

ております。

【中村(泰)委員】 需給ギッャプがこれほど大き
い業種というのは、恐らくないと思います。

そこで、コロナ禍で職業について苦しんでお

られる、これから悩まれる方も多くいらっしゃ

ると思います。もちろん、給与面の支援という

のも大事ですけれども、こういったところに興

味であるとか、やってみようと思ってもらえる

ような仕掛けが非常に重要になってくると思い

ますので、引き続きの施策の推進をよろしくお

願いいたします。

【浦川委員長】 ほかに質疑はございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【浦川委員長】ほかに質疑がないようですので、

これをもって質疑を終了いたします。

次に、討論を行います。

討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【浦川委員長】討論がないようですので、これ

をもって討論を終了いたします。

議案に対する質疑・討論が終了しましたので、

採決を行います。

第20号議案、第21号議案、第22号議案のうち
関係部分、第23号議案、第24号議案、第66号議
案及び第67号議案については、原案のとおり、
可決することにご異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【浦川委員長】 ご異議なしと認めます。

よって、各議案は、原案のとおり、可決する

べきものと決定されました。

次に、陳情審査を行います。

事前に配付しております陳情書一覧表のとお

り、陳情書の送付を受けておりますので、ご覧
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願います。

審査対象の陳情番号は、2、3、11、14となっ
ております。

陳情について、何か質問はありませんか。

【堀江委員】 11番、「すべての医療機関・介
護事業所への財政支援を求める陳情書」につい

てです。

本陳情は、医療機関、介護事業所にそれぞれ

アンケートを実施されて、財政支援を求めるこ

とへの賛同が79通、寄せられたとお聞きいたし
ております。経営的影響では、医療機関で8割、
介護事業所で6割が、「一定影響がある」、「深
刻である」との回答があっています。

アンケートの自由記載も読ませていただきま

したけれども、医療機関にあっては、一つ、「コ

ロナに対しての密を避けるための患者さんの受

診抑制、経済の落ち込みによる受診抑制のため

の外来患者数の減少は、想像を絶するほど悲惨

です。職員の維持、医院の経営は厳しく、先々

不安で、常に閉院の考えを持って臨んでいま

す。」

もう一つ、「役員報酬カット、従業員のボー

ナス減額など手は尽くしましたが、限界があり、

クリニックの閉鎖も考え始めています。」

あるいは、介護事業所にありましては、一つ、

「日々状況が変わり、精神的負担も大きい。介

護職で生活への制限も大きく、仕事を続けてい

くには使命感だけでは難しくなっているかもし

れない。」

もう一つは、「定期的なＰＣＲ検査をしてほ

しい。」といった、そうした声も寄せられてい

ます。

医療機関への財政支援ということにつきまし

ては、感染予防設備などへの補助、それから医

療従事者への慰労金というのはありますけれど

も、病院の経営そのものを支援するものではな

いと認識をしております。

また、赤字経営の医療機関につきましては、

融資という制度がありますけれども、借入金を

完済する見通しが立たない医療機関も多いのが

実情です。いわゆる医療版持続化給付金の支給

など、経営を直接支える必要な資金を届ける政

策が必要ではないかと思っております。

したがいまして、本陳情で述べられておりま

す全ての医療機関・介護事業所への財政支援を

国に対して要請することを求めるということに

つきましての見解をお願いいたします。

【伊藤医療政策課長】この新型コロナウイルス

感染症の感染拡大による影響は、新型コロナウ

イルス感染者に対応している医療機関だけでは

なく、全ての医療機関に影響を与えていると認

識しております。

現在は、新型コロナウイルス感染者に対応す

る医療機関に関しましては、病床確保料、ある

いは医療機器の導入等の支援を行っております。

また、感染者の受入れいかんにかかわらず、

全ての医療機関に対しまして、感染防止対策へ

の対応を行っていただくための支援金の給付を

行っているところでございます。

今後も引き続き、国に対しまして医療機関の

経営悪化への歯止めをかけるよう、引き続き要

望してまいりたいと思っております。

【堀江委員】課長の答弁として、全ての医療機

関が影響を受けているということは認識してい

るという点の回答をいただきましたので、ぜひ

今後、様々な方法があるかと思いますが、本陳

情の趣旨に沿ってご検討いただきたいというこ

とをあえて申し上げたいと思います。

【浦川委員長】 ほかに質問はございませんか。

【山下委員】手短に質問させていただきたいと
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思います。

陳情番号2番であります。長崎県鍼灸マッサ
ージ師会より、鍼灸マッサージ業の経営の窮状

を訴える陳情書が出ているわけであります。こ

の救済策等の考え方についてお尋ねしたいと思

います。

少し振り返ってみますと、コロナ拡大から1
年がたつわけでありますが、当初、整骨院さん

やあん摩マッサージ、鍼灸マッサージは、健康

保険業務であるということと、健康維持のため

の施術ということで、治療を継続して開業して

ほしいということで、休業要請協力金の対象外

になったわけであります。また、医療従事者や

福祉事業者向けの慰労金の対象からも外れたわ

けであります。新しい生活様式については対象

となったわけでありますが、その後、昨年の9
月定例会において、同僚の下条議員が整骨院等

の陳情書について質疑をさせていただいている

わけであります。

その中で、「国家資格を持つ柔道整復師さん、

あん摩マッサージ師さん、鍼灸マッサージ師さ

んが業務を行う施術所については、医療提供施

設の一つである。」ということで医療政策課長

の答弁があったとお聞きしております。しかし、

整骨院等の特定の業種については、県単独の独

自の支援策は困難であるという見解が示された

わけであります。今回、新たにこのように鍼灸

マッサージ師会からも陳情が出てきたわけであ

ります。

県単独では、財政面等なかなか厳しいところ

も理解はしておるところでありますが、健康保

険業務ということでもあるし、ぜひこの柔道整

復師さん、あん摩師さん、鍼灸師さんの業務で

括って、さらに何かしら支援を再度検討してい

ただくことはできないか、そのあたりの認識を

お伺いいたしたいと思います。

【伊藤医療政策課長】今お話がありましたとお

り、国家資格を持つあん摩マッサージ指圧師、

はり師、灸師、柔道整復師がその業務を行う施

術所につきましては、医療法上の医療提供施設

に含まれると考えております。

この施術所につきましては、不特定の方が出

入りして、体に直接触れて施術を行う必要があ

るということですので、その感染防止対策につ

きましては、非常に重要であると考えておりま

す。

県内では、その施術所を感染源とする感染拡

大は確認されておりませんので、これも関係者

の皆様が感染防止対策に努められている結果で

はないかと考えております。

県では、この感染防止対策が必要不可欠な医

療機関や薬局等に対しましては、国、厚生労働

省の新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交

付金を活用いたしまして、その感染防止対策の

ための支援金を交付しておりますが、残念なが

ら、この施術所については、その対象になって

おりません。

県として、あん摩、鍼、灸を行う施術所など

特定の業種のみを対象として独自の支援策を新

たに創設するということは、困難であると考え

ておりますが、国の新型コロナウイルス感染症

緊急包括支援事業は、感染防止対策や医療提供

体制の整備等を実施するためのものであります。

県としましては、この財源を活用して施術所の

支援を行うことができるよう、全国知事会を通

じて、引き続き、国に対して要望するとともに、

県としても要望項目の一つとして国に対して要

望してまいりたいと思っております。

【山下委員】中田部長にお尋ねしたいんですが、

これ、制度と制度の狭間といいましょうか、本
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当にかわいそうな状況にあるのではないかなと

私は切に思うわけであります。

今、課長がおっしゃった厚労省のコロナ緊急

包括支援事業交付金の中にぜひ対象としていた

だくように、今後、長崎県としても国に強く要

望していただきたい。そして、できれば県民健

康維持対策支援金みたいな名目で何かつくって

いただければと思います。部長、最後に見解を

いただければと思います。

【中田福祉保健部長】これまでの経緯につきま

しては、医療政策課長からの答弁のとおりであ

りますが、私としても、国に対しましては、こ

の交付金の対象に含めていただきたいというよ

うに強く要望させていただきたいと思います。

一方、県独自の事業につきましては、他所と

の整理等いろいろ課題もありますので、そうい

った課題を解決した上でなければ県独自の策と

しては困難、課題があるかなと思っております

ので、まずはしっかりと国の方にも、国全体の

制度としてできるように要望をきちんとしてま

いりたいと考えております。

  以上でございます。
【山下委員】部長からもそのような答弁をいた

だきましたので、ぜひ引き続き、しっかり要望

を上げていただきたいと思います。

以上で終わります。ありがとうございました。

【浦川委員長】 ほかに質問はありませんか。

【ごう委員】 陳情番号の14番について質問さ
せていただきます。

「新型コロナウイルス感染対策における障害

児者とその支援者への感染予防策の充実を求め

る陳情書」、長崎県肢体不自由児者父母の会連

合会からの陳情でございます。

新型コロナウイルス感染症予防対策としての

ワクチン接種のことについて、まず確認をさせ

ていただきたいんですが、ワクチン接種につき

ましては、国の指示の下、都道府県の協力によ

り、順次、市町村において接種を開始すること

となっており、大まかな接種の順位については、

医療提供体制に及ぼす影響や、感染・重症化の

リスクの大きさ等を踏まえて、まずは医療従事

者や感染患者に直接接する業務を担う保健所職

員、救急隊員などへの優先接種が行われ、続い

て、高齢者や高齢者以外で基礎疾患を有する者

への接種、最終的に全ての国民に対して接種を

することとされております。

そのような中で、重症化リスクが高いことか

ら高齢者が最優先となっておりますけれども、

重症化のリスクが高いのは障害児、障害者も同

じことだと私は思っております。

そこで、お尋ねをしたいんですが、65歳未満
の重度の障害のある方々に対するワクチン接種

の順位について、県としてはどのようにお考え

なのか、お聞かせください。

【林田医療政策課企画監】ワクチンの接種の順

位についてでございますけれども、委員ご指摘

のとおり、重症化のリスクの大きさであるとか、

クラスター対策の推進といった観点から国の方

で定められております。高齢者の後は基礎疾患

をお持ちの方、高齢者施設等の従事者が対象と

なっているところでございます。

しかしながら、接種の優先順位の考え方と申

しますのは、地域によっていろいろ考え方があ

ろうかと思います。市町におきまして、接種を

円滑に進めるためには、それぞれの地域の実情

に応じた接種方法を選択できるようにすること

が必要かと考えておりますので、市町の判断で、

より効率的な対応ができるように国と協議して

まいりたいと思っております。

【ごう委員】今のご答弁からいきますと、市町
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の判断で柔軟に対応ができるということであり

ますね。ありがとうございます。

この陳情書の中にありますけれども、長崎県

においては、医療提供体制が脆弱なため、障害

児者が感染した場合に医療が十分に提供されな

いのではないかという不安があるということで

ございました。

私のところにも多くの声が寄せられておるん

ですが、障害児者本人が感染した場合にどうな

ってしまうのかとか、その支援をしているご家

族が感染した場合に、その本人、障害者、障害

児はどうなってしまうのかという不安もすごく

お持ちなんですね。

そこで、お尋ねをしたいんですけれども、現

在、長崎県におきましては、障害児者本人また

は家族が感染した場合にどうするという体制の

整備が整っているのかどうか、お聞かせくださ

い。

【中村障害福祉課長】障害児及び障害者が感染

した場合、あるいは家族が感染した場合の対応

ということでございますが、長崎県全体の仕組

みとしまして、特殊疾病につきましては、コー

ディネーターを頼んでおりまして、長崎県の場

合でいいますと、大村の岡田先生とか、障害児

の方をよく診ておられる先生に特殊疾病コーデ

ィネーターということで参加していただいて、

実際に例があった時は先生たちと協議して、障

害を持っていらっしゃる方というのは個別の障

害がいろいろございますので、その状態に応じ

た対応が必要になってまいります。そこを相談

して、それに合わせて、例えばご家族が感染さ

れて、お子様が障害児なんだけど、濃厚接触者

になった場合にどうするか。例えば、よくご存

じのご親類宅に避難していただくということも

考えられますし、あるいは施設の短期入所を利

用するということも考えられます。場合によっ

ては、医療機関に入院していただくということ

も考えられます。そこはケース・バイ・ケース

で先生たちと相談しながら障害を持っていらっ

しゃる方の状態に応じた対応をしていこうとい

うことで決めております。

【ごう委員】 ありがとうございます。今、ケー

ス・バイ・ケースで、その都度対応していくと

いうご答弁でございました。

現在、私が確認をさせていただいている中で

は、ショートステイとか入院という枠がやっぱ

り少な過ぎて、なかなか対応ができないという

ことで、保護者の方々には、それこそ岡田先生

とか専門家の方々は、「感染しないように注意

してください。」と言うことしかできないとい

うような中で、非常に逼迫した状態で、ぎりぎ

りの中で介護されている状態が続いております。

なので、そのあたり、しっかりと体制整備とい

うものをしていたただくようにお願いしたいと

思います。

これは一例ですけれども、埼玉県におかれま

しては、今回、補正予算で4億円の予算をつけ
ていただいて、介護者が感染した場合、被介護

者、高齢者であったり障害者を受け入れる施設

を7施設、確保したというような事例もありま
すので、そういったところまで体制を整備して

いただくことを要望したいと思います。よろし

くお願いいたします。

【浦川委員長】 ほかに質問はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【浦川委員長】ほかに質問がないようですので、

陳情につきましては、承っておくことといたし

ます。

審査の途中ですが、本日の審査はこれにてと

どめ、明日は午前10時より委員会を再開し、引
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き続き、こども政策局を含む福祉保健部関係の

審査を行います。

委員会を散会いたします。お疲れさまでした。

― 午後 ４時１６分 散会 ―
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第 ４ 日 目
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１、開催年月日時刻及び場所

  令和３年３月１２日

自  午前１０時００分

至  午後 ０時 ８分

於  委 員 会 室 ２

２、出席委員の氏名

委員長(分科会長) 浦川 基継 君

副委員長(副会長) 中島 浩介 君

委   員 中山  功 君

〃 徳永 達也 君

〃 堀江ひとみ 君

〃 山田 朋子 君

〃 ごうまなみ 君

〃 宅島 寿一 君

〃 麻生  隆 君

〃 山下 博史 君

〃 中村 泰輔 君

３、欠席委員の氏名

な  し

４、委員外出席議員の氏名

な  し

５、県側出席者の氏名

福祉 保健部 長 中田 勝己 君

福祉保健部次長 安永 留隆 君

福祉 保健課 長 中尾美恵子 君

福祉保健課企画監
（地域福祉・計画担当）

猿渡 圭子 君

監査 指導課 長 吉野 康弘 君

医療 政策課 長 伊藤 幸繁 君

医療政策課企画監
（新型コロナワクチン接種担当）

林田 直浩 君

医療人材対策室長 加藤 一征 君

薬務 行政室 長 本多 雅幸 君

国保・健康増進課長 永峯 裕一 君

国保・健康増進課企画監
（健康づくり担当）

川内野寿美子 君

長寿 社会課 長 尾﨑 正英 君

長寿社会課企画監
（地域包括ケア担当）

山口 美紀 君

障害 福祉課 長 中村 浩二 君

原爆被爆者援護課長 山崎 敏朗 君

こども政策局長 園田 俊輔 君

こども未来課長 德永 憲達 君

こども家庭課長 今冨 洋祐 君

６、審査の経過次のとおり

― 午前１０時００分 開議 ―

【浦川委員長】 おはようございます。

委員会を再開いたします。

【德永こども未来課長】 冒頭で、昨日、中山委

員の方からご質問がございました。婚活支援イ

ベントセミナーの令和3年度の市町の計画につ
いて、ご報告させていただきます。

イベントとセミナーの実施回数、実施人数に

ついてのお尋ねでございましたが、令和3年度
は、まず、婚活のイベントの部分につきまして

は、8市町が25回、最大848名の集客を目指して
実施することとなっております。

また、セミナーにつきましては、7市町、こ
れが25回計画されておりまして、最大931名の
参加をもくろんでの実施をすることとなってお

ります。

【浦川委員長】 ありがとうございました。

きのうに引き続き、こども政策局を含む福祉

保健部関係の審査を行います。
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議案外の所管事項に関する補足説明を受ける

ことといたします。

それでは、福祉保健課企画監より補足説明を

お願いします。

【猿渡福祉保健課企画監】長崎県再犯防止推進

計画案について、補足してご説明いたします。

お手元の両面1枚ものの補足説明資料「長崎
県再犯防止推進計画（案）の概要について」を

ご覧ください。

1 計画の策定趣旨でございますが、平成28年
12月に、成立・施行されました再犯の防止等の
推進に関する法律、再犯防止推進法の第4条第2
項及び第8条第1項に基づき、長崎県における再
犯防止推進等の施策の推進に関する計画として、

新たに策定するものでございます。

参考として記載しておりますが、平成28年12
月の再犯防止推進法成立後、平成29年12月に、
国の再犯防止推進計画が閣議決定され、本県に

おきましては、平成30年度から令和2年度まで
の3カ年計画で、法務省の委託を受け、地方再
犯防止推進モデル事業に取り組みました。その

成果も踏まえまして、本計画案を策定しており

ます。

2 計画の期間でございますが、令和3年度か
ら7年度までの5年間の計画としております。

3 計画の策定体制でございますが、本計画策
定のため、地方関係者をはじめ、有識者等で構

成します長崎県再犯防止推進計画策定検討委員

会を設置し、ご審議いただくとともに、国の地

方関係機関等の担当者レベルでの勉強会を開催

し、計画案を検討してまいりました。

4 計画の体系でございますが、1基本理念に
つきましては、「だれ一人取り残さない“やさ

しい社会”の実現を目指す」としております。

2 基本方針につきましては、国の再犯防止推

進計画に掲げられている5つの基本方針を踏ま
えまして、犯罪をした者等が、社会において孤

立することなく、円滑な社会復帰ができるよう

支援し、その結果として、県民が犯罪による被

害を受けることを防止し、安全で、安心して暮

らせる社会が実現するよう取り組むこととして

おります。

資料の裏面をご覧ください。

3 重点課題といたしまして、1 関係機関・団
体等との連携体制の構築、2 就労・住居の確保、
3 保健医療・福祉サービスの利用の促進等、4
学校等と連携した修学支援の実施、非行等の防

止、5 犯罪をした者等の特性に応じた効果的な
指導のための取組等、6 民間協力者の活動の促
進、広報・啓発活動の推進に取り組むこととし

ております。

5 計画案策定の経過は、記載のとおりでござ
いますが、昨年12月4日から25日までパブリッ
クコメントを実施するとともに、各市町と意見

交換を実施し、いただいたご意見を踏まえまし

て、計画案を策定いたしました。

説明は以上でございます。よろしくご協議を

賜りますようお願いいたします。

【浦川委員長】次に、医療政策課長より補足説

明をお願いします。

【伊藤医療政策課長】「新型コロナウイルス感

染症対策について」という補足説明資料に従い

まして、ご説明をさせていただきます。

まず、1の相談体制についてであります。
相談体制につきましては、各保健所に設置を

しておりました「帰国者・接触者相談センター」

を集約した上で、新たに「受診・相談センター」

を開設し、昨年の11月2日から運用を開始して
おります。

この受診・相談センターでは、発熱などの症
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状がある方で、受診先に迷う方などからの相談

を受け付け、最寄りの「診療・検査医療機関」

を案内しており、土日・祝日を含む24時間体制
で相談を受け付けております。

次に、2の診療・検査体制についてでありま
す。

診療・検査体制につきましては、専用の診察

室を設置するなど感染防止対策を講じた上で、

発熱患者等の診療・検査を行う医療機関を「診

療・検査医療機関」として指定しており、2ペ
ージの1行目に書いてございますが、2月24日ま
でに、離島を含む県内全ての医療圏において、

372の医療機関を指定しているところでござい
ます。

②の一日当たりの検査可能件数ですが、現在

の検査体制としましては、1月末までに離島を
含む県内の40カ所で、一日に2,360件の検査を
実施できる体制を整備しており、年度内には県

内の66カ所で、一日3,510件の検査を実施でき
る体制を構築することとしております。

③の地域外来・検査センターにつきましては、

ドライブスルー方式等で検体採取及び検査を集

中して実施する「地域外来・検査センター」を、

県内全ての医療圏に設置しているところでござ

います。

3ページをご覧ください。
3の医療提供体制についてであります。
医療体制については、昨年7月に感染状況に

応じてフェーズごとに病床を段階的に拡充する

「病床確保計画」を策定し、感染ピーク時に患

者を受け入れる病床としては、最大421床を確
保しているところであります。

4ページをご覧ください。
中ほどに記載しておりますが、軽症者や無症

状の方のうち、医師が入院療養の必要がないと

判断した方について、宿泊施設等で療養してい

ただく体制を整備しており、現在、全ての医療

圏に12施設（384室）を確保しております。
次に、4の新型コロナウイルスワクチン接種

についてであります。

ワクチン接種にかかる実施体制としては、国

の指示の下、都道府県の協力により、市町村に

おいて予防接種を実施することとなります。

国立病院機構の病院などの約4万人の医療従
事者の先行接種については国が、それ以外の医

療従事者約470万人の優先接種については都道
府県が、4月以降に接種を開始いたします高齢
者等の住民接種については、市町村が体制を整

備し、実施することとなります。

5ページをご覧ください。
③の県の役割ですが、これまでに医療従事者

の優先接種の体制整備として、超低温冷凍庫（デ

ィープフリーザー）を設置して、ワクチン管理

を行う基本型接種施設や、地域の医療従事者等

への接種を行う連携型接種施設を指定し、去る

3月8日から接種を開始したところであります。
6ページをご覧ください。
このほか県の役割として、ワクチン等の流通

調整、専門的相談体制の整備、市町における接

種体制の整備への支援などを実施しているとこ

ろであります。

以上、簡単ではございますが、新型コロナウ

イルス感染症対策についての補足説明を終わら

せていただきます。

ご審議のほど、よろしくお願いいたします。

【浦川委員長】 次に、国保・健康増進課長より

補足説明をお願いします。

【永峯国保・健康増進課長】 第2期長崎県国民
健康保険運営方針（案）について、ご説明をい

たします。
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お手元の補足説明資料「第2期長崎県国民健
康保険運営方針（案）の概要について」をご覧

ください。

まず、運営方針の性格・目的についてでござ

いますが、この運営方針は、国民健康保険法に

基づき都道府県が策定するものでございまして、

財政運営や資格管理、保険給付などの保険者の

事務について、県と市町が共通認識のもとに実

施するための統一的な運営方針でございまして、

今回が第2期のものとなっております。
期間は、令和3年度から5年度までの3年間の

方針ということでございます。

中ほど、運営方針の体系についてでございま

すが、記載事項につきましては、法令で定めが

ございまして、必須事項、任意事項、合わせて

8項目となっております。
本県の場合は、全ての項目について記載して

いるという状況でございます。

続きまして、今回の運営方針のポイントとい

たしましては、現在、国保事業の納付金の算定

におきましては、各市町の医療費水準等を反映

した算定を行っており、それに基づいて、各市

町それぞれが保険料の算定を行っているという

状況でございますが、将来的に、県内での保険

料水準の統一に向けまして、次の3年間で、こ
の医療費水準の格差を反映させない仕組み、こ

ういったものを検討していくこととしておりま

す。

その際、各市町間の医療費水準が、一定程度

平準化されるまでの間につきましては、医療費

水準の低い市町に対する措置といたしまして、

特別交付金を交付する、こういった仕組みを併

せて検討していくこととしております。

また、保険者努力支援制度の抜本的な強化を

踏まえ、引き続き、関係団体等と連携し、保健

事業などの取組を進めていくことといたしてお

ります。

裏面でございます。

策定の体制、スケジュールにつきましては、

約1年ほど前から、各市町と国保連携会議等に
おいて協議を重ねてまいりまして、昨年11月議
会に素案をお示しした後に、パブリックコメン

トを実施し、本年2月に、県国保運営協議会へ
の諮問・答申を実施したところでございます。

以上で説明を終わらせていただきます。よろ

しくご審議賜りますようお願い申し上げます。

【浦川委員長】次に、長寿社会課長より補足説

明をお願いします。

【尾﨑長寿社会課長】 第8期の長崎県老人福祉
計画・長崎県介護保険事業支援計画につきまし

て、お手元に配付しております1枚ものの資料
を用いまして、計画（案）の概要をご説明いた

します。

まず、1．計画の策定趣旨でございます。
計画の性格について、この計画は、老人福祉

法及び介護保険法に基づき、3年ごとに策定す
る計画でございます。

計画の目的につきましては、老人福祉計画は、

介護保険事業支援計画を包含する計画で、高齢

者に関する施策全般にわたる実務計画として策

定するものであり、介護保険事業支援計画は、

保険者である各市町が推進する要介護・要支援

者のための介護サービス基盤の整備に対して、

広域的な調整を行い、介護保険事業の円滑な実

施を支援するために策定する計画であり、両計

画は、一体として策定することとなっておりま

す。

次に、2．計画の期間でございますが、令和3
年度から令和5年度の3年間となっております。

3．計画の策定体制につきましては、医療福
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祉介護の関係団体や、保険者である市町の代表

等で構成する長崎県福祉保健審議会高齢者専門

分科会において検討していただくとともに、市

町の担当課長会議や、庁内の連絡調整会議にお

いても説明し、策定作業を進めました。

さらに、昨年12月から本年1月にかけてパブ
リックコメントを実施し、計画案を作成したも

のでございます。

次に、4．計画の体系といたしまして、基本
理念は、「地域のみんなが支えあい、高齢者が

いきいきと輝く元気な長崎県づくり」、政策目

標は、「地域包括ケアシステム」の深化でござ

います。

計画の核となる取組としては、喫緊の課題に

対応するため、社会参加の促進をはじめといた

しました5つのプロジェクトにより、計画を強
力に推進していくこととしております。

5つのプロジェクトを設定した考え方は、1ペ
ージ目から2ページにかけての四角囲みをご覧
ください。

次に、2ページをご覧ください。
展開する施策につきましては、高齢者の状況

に応じ3つのステージに整備し、地域包括ケア
システムの5つの要素に応じた以下の政策の体
系の下、施策を展開してまいります。

次に、5．計画の策定スケジュールにつきま
しては、先ほど申し上げましたように、令和2
年12月から3年1月のパブリックコメントを経
まして、令和3年3月、計画策定公表の予定とな
っております。

最後に、その他といたしまして、まず、施設

整備につきましては、特別養護老人ホーム、介

護老人保健施設、認知症高齢者グループホーム

等の整備につきまして、地域の実情や市町の意

向を十分に尊重した計画定員としており、各施

設種別ごとの計画定員は、記載のとおりでござ

います。

介護保険料につきましては、各保険者である

市町において、令和3年度から令和5年度までの
介護サービスの総費用の見込料と国の介護サー

ビス報酬単価により決定される予定でございま

す。

なお、令和3年2月22日現在の推計結果に基づ
く県内の平均保険料基準額は、一人当たり月額

が6,252円となっており、第7期計画と比べて6
円、0.1％の減となっております。
保険料の水準が、第7期と同程度となってお
りますのは、第8期のサービス見込料が、介護
予防の取組の効果もございまして、増加傾向が

若干緩やかになっていること、また、多くの保

険者におきまして、第7期に生じた剰余金を第8
期の保険料に還元していることにより、同水準

の保険料にとどまっているところでございます。

また、介護人材の見通しの中間報告の推計に

つきましては、令和7年に必要となる介護人材
は5万6,279人と見込まれているところでござ
います。

説明は以上でございます。

【浦川委員長】次に、障害福祉課長より補足説

明をお願いします。

【中村障害福祉課長】 第6期長崎県障害福祉計
画・第2期長崎県障害児福祉計画（案）の概要
につきまして、お配りしております補足説明資

料に基づいてご説明いたします。

1．計画の策定趣旨でございますが、本計画
は、障害者総合支援法及び児童福祉法に基づき、

「障害福祉サービス等の提供体制の整備、自立

支援給付及び地域生活支援事業の円滑な実施を

確保する」ことを目的として、県、市町が3年
ごとに、それぞれ策定するものであります。
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なお、障害福祉計画と障害児福祉計画は、一

体的に策定できるものとされております。

2．計画の期間は、令和3年度から令和5年度
までの3年間となっております。

3．計画の策定体制としましては、計画全体
の検討を障害者基本法に基づき設置しておりま

す、長崎県障害者施策推進協議会及び長崎県自

立支援協議会において行い、地域における個別

課題については、各市町との意見交換等を重ね

ながら検討してまいりました。

4．計画の体系といたしましては、資料の1ペ
ージの下から2ページにかけて記載のとおりと
なっておりまして、特に、（3）重点的に取組
む施策に記載しております7つの項目につきま
しては、成果目標設定の上、重点的に取組を進

めていくこととしております。

5．計画素案からの主な修正点についてでご
ざいますが、まず、計画（案）1ページの計画
策定の趣旨に、ＳＤＧｓに係る記載を追加して

おります。

次に、43ページの精神障害にも対応した地域
包括ケアシステムの構築に係る成果指標、1年
以上の入院患者数について、国の指針に基づき、

65歳以上、65歳未満の各目標値を追加しており
ます。

次に、75ページ、手話通訳者・要約筆記者養
成研修事業に係る記載について、パブリックコ

メントにおける意見を踏まえ、音声認識アプリ

の活用等に係る取組を追記しております。

主な修正は以上となりますが、その他軽微な

修正等を行い、案として取りまとめております。

なお、補足説明資料には記載しておりません

が、計画（案）の57ページに誤りがありました
ので、訂正いたします。

57ページの現状と課題で、成年後見制度利用

支援事業について、小値賀町を除く20市町が実
施している旨、記載しておりますが、報告誤り

であり、小値賀町も実施していることは確認で

きましたので、21市町が実施していると訂正い
たします。

以上をもちまして、補足説明を終わります。

よろしくご審議賜りますようお願い申し上げま

す。

【浦川委員長】次に、原爆被爆者援護課長より

補足説明をお願いします。

【山崎原爆被爆者援護課長】広島・長崎原爆被

爆者援護対策促進協議会、いわゆる八者協の原

子爆弾被爆者援護対策に関する要望〔長崎県素

案〕につきまして、現時点での検討状況を説明

させていただきます。

資料は、「令和4年度政府予算に係る広島・
長崎原爆被爆者援護対策促進協議会要望（略

称：八者協要望）について」というＡ4縦の資
料と、Ａ4横で5枚つづりの要望文案対照表【長
崎県素案】という2つの資料をご覧願います。
まず、要望書素案の前に八者協の概要等につ

いてご説明をいたします。Ａ4縦の資料をご覧
ください。

八者協は、原爆被爆者の援護対策の強化促進

を図ることを目的に、昭和42年11月に設立され
た組織でありまして、被爆地であります広島県、

長崎県、広島市、長崎市の4県市の知事、市長
並びに4県市の議会議長の八者で構成されてお
ります。

例年7月の上旬ごろまでに要望書を取りまと
めまして、国の概算要求に間に合うように、7
月20日前後に、政府並びに国会等に対して要望
を行っているところでございます。

したがいまして、今回は、令和4年度政府予
算に対する要望の本県素案といたしまして、行



令和３年２月定例会・文教厚生委員会・予算決算委員会（文教厚生分科会）（３月１２日）

- 179 -

政側で作成いたしました要望文の素案をお示し

しております。

この素案を基に、委員会でのご意見を踏まえ

まして、今後の八者協の協議の場で提案してま

いりたいと考えております。

続きまして要望文の素案について、ご説明を

させていただきます。

Ａ4横の資料をご覧ください。
昨年と比べて変更した箇所を手書きにてお示

ししておりますが、その変更部分を中心に説明

をさせていただきます。

まず、1ページ目と2ページ目、要望文の全文
でございますが、時点修正等を行っております。

3ページ目は、要望事項の一覧です。要望文
案の変更に伴って、要望項目を変更しておりま

す。

続いて4ページの要望項目「第1 弔意事業の
充実強化」につきましても、時点修正を行って

おります。

同じく4ページの要望項目「第2 保健医療福
祉事業の充実」の小項目1 原爆症認定に関する
要望につきまして、これまでの裁判の結果等を

審査の判断材料とすること。高齢の被爆者が裁

判による解決を求める必要がなくなるよう、制

度の見直しを行うことなど、要望内容を、より

具体的にするため、文案を変更しております。

次に、8ページをご覧ください。
新たな要望項目として、「第5 『第一種健康

診断特例区域等の検証に関する検討会』での早

急な検証の実施」を追加しております。

昨年7月29日に、広島地裁で、現在、被爆地
域及び第一種健康診断特例区域とされている区

域の外で黒い雨を浴びた者について、被爆者と

認める判決があり、現在、国において、「第一

種健康診断特例区域等の検証に関する検討会」

が設置され、区域の拡大も視野に入れた再検討

が行われておりますが、対象となる方々は高齢

となっておられますので、広島・長崎両地域の

分析・検証を進めて、早急に結論を出すよう求

めるための要望項目を追加いたしました。

その下の「第6 被爆二世の健康診断内容等の
充実」でございます。

これまでの調査研究におきましては、親の被

爆に伴って、このがん発症リスクは上昇すると

いう科学的なデータは得られておりません。し

かしながら、被爆二世の方々は、がんに対する

不安を抱く年齢になっておられることから、が

ん検診の項目の追加など、健康診断内容の、よ

り一層の充実と、国において、被爆二世の数や、

健康状態を把握するための実態調査を実施する

よう求めるという要望内容に変更しております。

以上が要望内容の概要でございますけれども、

この要望文案は、あくまでも長崎県としての案、

いわゆるたたき台というものでございます。

今後、八者協の場に提案してまいりますが、

4県市が、それぞれ案を持ち寄り、協議を経た
上で、合意をなされたものが、要望文として決

定されることとなります。

このため、本県の提案が反映されない場合も

ございますので、その点につきましては、どう

ぞご了承を賜りますようよろしくお願いいたし

ます。

なお、決定された要望文につきましては、要

望実施の前に、改めて、委員の皆様方に説明を

させていただきたいと存じます。

以上で、原子爆弾被爆者援護対策に関する要

望書素案についての説明を終わらせていただき

ます。よろしくご審議を賜りますようお願いい

たします。

【浦川委員長】次に、こども家庭課長より補足
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説明をお願いします。

【今冨こども家庭課長】それでは、長崎県ＤＶ

対策基本計画の策定につきまして、お手元の資

料に沿って、補足してご説明いたします。

まず、初めに、1．計画策定の趣旨でござい
ます。

この計画は、昨年3月に改正された国の基本
方針に即して、今年度末で終期を迎える現行計

画を改定し、第5次のＤＶ対策基本計画を策定
するものでございます。

次に、2．計画の位置づけでございますが、
この計画は、ＤＶ防止法第2条の3に規定する
「都道府県基本計画」であり、県総合計画の個

別計画でございます。

続きまして3．計画の期間でございます。
計画期間は、令和3年度から7年度までの5年

間としております。

次に、4．主な改正内容でございます。
まず、国の基本方針の改正を踏まえ、ＤＶの

被害者に同伴家族が含まれることや、一時保護

後に児童相談所と連携して支援することを明記

するなど、児童相談所との連携について、より

明確にしており、他県における痛ましいＤＶ家

庭での児童虐待死亡事案を受け、国の緊急総合

対策の一環として、ＤＶ防止法が改正されたこ

とに対応するものでございます。

また、配暴センター未設置市町においては、

設置市町と同様に対応できるよう支援・助言を

行うことや、ＤＶ防止の啓発や、総合窓口の周

知方法にＳＮＳを活用していくことなどに、新

たに取り組んでいくこととしております。

その他一時保護解除後の子供の心のケアに、

スクールカウンセラーによるカウンセリングな

ど、教育機関との連携について検討していくこ

とや、県営住宅の優先入居に関して、県北地区

での目的外使用の住戸の確保などに取り組んで

いくこととしております。

次に、5．策定までのスケジュールにつきま
しては、昨年11月の本委員会において、素案を
ご報告させていただいた後、12月からパブリッ
クコメントを実施し、2月に、長崎県ＤＶ対策
等推進会議からご意見をいただいたところでご

ざいます。

パブリックコメントの結果につきましては、

9件のご意見をいただき、内容は、別添の資料
のとおりでございます。

今後、本委員会で最終案に対するご意見をい

ただき、3月末までに計画を策定し、公表して
まいりたいと考えております。

2ページをご覧ください。
6．計画素案からの主な修正点につきまして

は、長崎県ＤＶ対策等推進会議の意見による修

正点が2つございまして、内容は、文言修正と
記載のとおりでございます。

補足説明は以上でございます。よろしくご審

議賜りますようお願い申し上げます。

【浦川委員長】 ありがとうございました。

以上で説明が終わりましたので、事前通告さ

れたその他所管事項一般に対する質問を行うこ

とといたします。

質問はありませんか。

【堀江委員】持ち時間の範囲で通告に基づいて

質問したいと思います。

まず、生活保護の扶養照会について質問いた

します。

コロナ禍の経済的影響で生活に困窮している

にもかかわらず、生活保護だけは受けたくない

と生活保護の申請をためらう方は少なくありま

せん。

ある支援団体が行ったアンケートで最も多か
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った回答は、生活保護をなぜ利用しないのかと

いうことでは、「家族に知られるのが嫌」とい

う方が3割を超えて、20代、50代に限定すると
40％が「家族に知られるのが嫌」ということで、
生活保護を利用していないとしています。また、

生活保護を利用した経験のある人では54％が、
「扶養照会に抵抗感があった」という回答があ

るということが報告をされています。

そこで質問ですが、今回、コロナ禍の影響の

中で生活保護の扶養照会が利用するのにためら

うということの中で、国会でもこのことが問題

になり、田村厚生労働大臣が、「義務ではない」

と答弁をしているんですけれども、大臣の答弁

を受けて、厚生労働省の動き、さらには長崎県

のこの間の動きを答弁お願いします。

【中尾福祉保健課長】今般、国会等での議論も

受けまして、厚生労働省から生活保護法による

保護の実施要領の取扱いについての一部改正の

通知が発出されております。

この通知の中で、法の趣旨でありますとか、

扶養に関する調査の手順、扶養義務履行が期待

できない者、つまり扶養照会を行わない者の判

断基準が明確化されたものと考えております。

県としましては、国の改正通知等を受けまし

て、管内の保護の実施機関に周知をいたしまし

た。

担当者会議等において、今後、取扱いの周知

を徹底するとともに、生活保護の施行事務監査

を行っておりますので、その中で対応状況を確

認してまいりたいと考えております。

【堀江委員】そうしますと、扶養照会が生活保

護を利用するのに一つのハードルになっている。

今回、国の動き、それから長崎県が担当課をい

ろいろ周知をするということは、このハードル

がいくらか緩和されるといいますか、要するに、

利用したいと、利用しなければいけない人たち

が利用される方向になっていくのか。その点は

どう考えたらいいですか。

【中尾福祉保健課長】扶養義務の取扱いに関し

ましては、これまでも各実施機関におかれまし

て、事前に要保護者に説明をした上で、要保護

者からの聞き取り調査等によりまして、扶養の

可能性を調査して、その結果、扶養の可能性が

期待される場合に扶養照会を行ってきていると

ころでございます。

ただ、ご指摘のとおり、扶養については、や

はり感情的な問題が発生しやすいという面もご

ざいますので、照会については慎重な対応を行

っているところではありますが、今般、通知の

中で、例えば、これまでは20年間音信不通であ
ることが該当例として示されてまいりましたけ

れども、これに加えて、音信不通により交流が

断絶しているかどうかにかかわらず、扶養義務

者に借金を重ねているですとか、相続をめぐり

対立している、縁が切られている、こういった

著しい関係不良の場合に該当するか、個別の事

象を検討の上、扶養義務履行が期待できない者、

扶養照会をしない者に該当するものとして判断

をしてよいという指示が明確にされました。

こういったことを踏まえまして、今後、県と

しましても、各実施機関に対しまして、真に保

護を必要とされる方が扶養照会によって申請を

ためらうことがないよう、丁寧に相談対応に当

たっていくということを周知徹底してまいりた

いと考えております。

【堀江委員】課長の答弁を了といたしますけれ

ど、やはり法の制度といいますか、厚生労働大

臣が、「扶養照会は義務ではない」と言ったわ

けですから、本来であれば、申請の際に扶養照

会はなしでという形が私は一番いいと思うんで
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すけれども、そこまでは通知はいってなかった

ということでありますので、いずれにしても、

生活保護を受けるべき人たちが受けることがで

きるように、これまで以上に細心の注意で対応

していただきたいということを要望しておきた

いと思います。

二つ目に、先ほど説明がありました八者協の

要望について質問いたします。

今の説明を聞いて私が不満に思ったのは、あ

くまでもたたき台と。もちろん反映されない場

合にはということでしたけれども、反映されな

い場合と言う前に、長崎県の案を反映されるよ

う努力をいたしますとか、今回の要望は、広島

の判決を受けて、長崎で同じ被爆を受けたのに

被爆体験者ということで言われている人たちに

も大きな希望がやっぱり見えてきた部分でもあ

るんですね。

そういう意味では、今回のこの長崎の案は、

私は、内容として被爆者の思い、被爆体験者の

皆さんの思いを非常に反映した内容であるので、

もちろん八者協の中で協議をするんですけれど

も、長崎の案が通っていくことができるように

努力をしてほしいというエールを送りたいとい

いますか、そういう思いがあって、そういうこ

とを言うにも、議案外で通告をしないと言えな

いので、1項目上げたんですが、この長崎の案
が八者協の案としてぜひ反映されるように頑張

っていただきたいと思うんですけど、そこの部

分を答弁として求めます。

【山崎原爆被爆者援護課長】 説明文の中では、

通常のルールを説明させていただきましたけれ

ども、当然、文案として、県案として上げたも

のですから、その分については、こういった形

で進められるように、4県市の中で協議を進め
てまいりたいと考えております。

【堀江委員】ぜひ努力をしていただきたいとい

うことを重ねて申し上げたいと思います。

次に、第2期長崎県国民健康保険運営方針に
ついて質問いたします。

この中で、54ページになりますか、「短期被

保険者証及び被保険者資格証明書の取扱要綱の

策定につきまして、短期保険者証の交付基準等

について、県は取扱要綱のひな型を示します」

ということになっています。

国民健康保険税・保険料が払えなくて、そう

しますと、いかに、いわば払っていただくか。

徴収対策の一つとして、1カ月、あるいは3カ月、
あるいは6カ月ということで、1年ではない短期
保険証を作り、その保険証を取りに来てくださ

いということで、いわば保険料を納めてもらう

という形でのこの短期保険証の扱いについては、

それぞれの自治体で違います。また、そうでは

なくて、国民皆保険という立場から、短期保険

者証については交付をするという自治体もあり

ます。

こうした中で、長崎県がひな型を作るという

ことは、これはどこに合わせるのか。国民健康

保険に加入している人たちにとってプラスにな

る方向に合わせていくのかという疑問があるん

ですが、この取扱要綱の策定について、どうい

うことか説明を求めます。

【永峯国保・健康増進課長】この短期被保険者

証につきましては、ご指摘がございましたとお

り、保険料の滞納がある場合に、面談の機会を

増やすというような目的で交付されているもの

でございます。

今回、ここに、「ひな型をお示しする」とい

うことを記載をしてございますが、その趣旨に

つきましては、この短期被保険者証の取扱いも

含めまして、保険者で様々な事務が行われてお
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ります。

これまで、それが各市町で、それぞれの考え

方で行われてきたものを、今回、都道府県化に

伴いまして、なるべく同じ取扱基準、共通化で

きるものは共通化し、さらに効率化できるもの

は効率化していくというような考え方をもって、

様々な事務の標準化を進めているところでござ

います。

具体的には、これまで被保険者証の様式でご

ざいますとか、葬祭費の取扱いでございますと

か、そういったものについて共通化ができてき

たというところでございます。

この短期被保険者証の取扱い要綱につきまし

ても、なるべく県下で取扱いが異なるといった

ようなことがない方が望ましいのではないかと

いう中で、標準化できないかというような検討

を進めているところでございまして、ひな型を

お示しするという表現にいたしておりますが、

例えば、県の方から、こうあるべしというよう

な姿をお示しするというよりも、現段階では、

各市町それぞれ取扱いが違っておりますので、

そういった部分の考え方等をお伺いしながら、

各市町の共通認識が取れる期間でありますとか、

取扱い、そういったところの協議を進めている

というような状況でございます。

【堀江委員】これから様々に検討されるかと思

うんですが、いずれにしても、例えば、この短

期被保険者証一つ取っても、国民皆保険という

立場からすると、窓口に取りに来るということ

ではなくて、逆に郵送して保険証を持ってもら

う。保険証がなければ10割負担、医者にかかれ
ませんので、ぜひそうした立場での対応をこの

機会に求めておきたいと思います。

次に、ＤＶ対策基本計画について質問いたし

ます。

この中で、計画の18ページに住宅の確保につ
いて環境整備という項目があります。これは私

は過去、一般質問でも取り上げたことがあるん

ですけれど、例えば、入居時に県営住宅等であ

りますと連帯保証人が2人必要であることとか、
連帯保証人免除申請書を長崎県は作られていな

かったとかということがあったんですが、その

ことでＤＶ被害者が公営住宅を選択肢として考

えることができないという問題がありました。

その後、長崎県の住宅条例が変更されたと聞

いておりますけれども、まず、こうしたＤＶ被

害者の公営住宅優先入居の現状について把握し

ておられたら説明をお願いいたします。

【今冨こども家庭課長】ＤＶ被害者に係る県営

住宅の連帯保証人の取扱いにつきましては、県

営住宅を所管いたします土木部住宅課では、条

例に、連帯保証人の連署を必要としないことが

できる旨を規定しておりますけれども、その運

用に当たっては、今年度の4月から、連帯保証
人連署免除申請書を新たに定めまして、例えば、

60歳以上の単身者、または入居者全員が60歳以
上の世帯でありますとか、療育手帳Ａ1、Ａ2を
所持する知的障害者の方がいる世帯など、具体

的な基準を明確にしておりまして、その中にＤ

Ｖ被害者の世帯も含まれている、そういう状況

でございます。

【堀江委員】ＤＶ被害者の県営住宅の入居につ

いては、一定、選択肢として考えられる状況に

変わってきたと理解をいたしましたが、あと市

町の公営住宅の優先入居について、今後どのよ

うに働きかけていくのかということも併せて説

明をお願いいたします。

【今冨こども家庭課長】ＤＶ対策基本計画では、

住宅の確保対策としまして、国土交通省の通知

の趣旨に基づきまして、「県営住宅に準じたＤ
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Ｖ被害者の優先入居制度を早期に導入するよう

働きかけを行います」としており、連帯保証人

の取扱いにつきましても、あわせて働きかけを

行ってまいりたいと考えております。

具体的には、まずは、市町の現状と実施に向

けての課題等について調査を行い、地域の実情

に応じてどのような対応ができるのか整理して

まいりたいと考えております。

【堀江委員】 最後にいたします。

第8期長崎県老人福祉計画・長崎県介護保険
事業支援計画の概要について、あと5分ぐらい
しかやり取りができないので、一点だけ。

この介護保険制度がつくられて20年になり
ますが、どのような見解を持っているのかとい

うことを質問したいと思います。

要支援1と2、要介護1から5の認定を必ず受け
て制度を利用するんですが、利用する際は1割
負担がついて回ります。ホームヘルプサービス

とかデイサービスというのは、要支援1とか2で
は、市町が実施をします総合事業に置き換えら

れました。介護保険料も、この20年間で2倍に
なっています。入所施設での食費の負担も有料

になり、そしてまた、値上げになっています。

特別養護老人ホームには、要介護3以上でない
と入所ができません。「介護保険料は払っても

サービスは受けられない」という声もあって、

介護保険制度が20年前につくられた時と状況
が大きく変わっているのではないかと、私自身

は率直に思うんですけれども、介護保険が始ま

って20年になりますが、どのような見解をお持
ちか、この機会に教えてください。

【尾﨑長寿社会課長】介護保険制度は、制度発

足から20年が経過しております。
本県におきましても、様々な法人や民間会社

など多様な主体による介護サービス事業者が創

設され、現在では、65歳以上の高齢者の約2割
に相当する約8万6,000人の方が介護認定を受
けておるところでございます。

制度発足前は、家族介護が中心であったもの

が、保険料等を基礎とする介護報酬で経営する

民間事業者等から介護サービスが提供されるこ

ととなり、社会に不可欠なものと考えておりま

す。

これまで、様々な制度見直しが行われてきた

ところでございますけれども、高齢化が進む中

で、介護保険を持続可能なものとし、高齢者が

住み慣れた地域で暮らし続けることができる地

域包括ケアシステムの推進を図るために、そう

いった見直しが行われたものと認識しておりま

して、県としましては、今後も介護を受けたい

高齢者の方々が適切な介護サービスを受けられ

るとともに、今後の高齢化の進展においても制

度を持続可能なものとするため、今回の第8期
の老人福祉介護保険事業支援計画に掲げた各種

施策に着実に取り組んでいきたいと考えており

ます。

【堀江委員】現場の声といいますか、制度とし

て20年たち、それから直接担当する課としては、
県民の要望も、国にもぜひ上げていただいて、

より、その介護保険制度が、今の課長の答弁の

言葉を借りますと、持続できる制度であってほ

しいんですけど、一方で、私が述べましたが、

利用する側にとりましたら、いわば極端な話、

生命保険であれば掛けて、最後は受け取ること

ができることになるんですけど、介護保険の場

合は、介護保険料を払ってもサービスを受けな

ければ、もうそのままということにもなります

し、もちろん、介護保険制度を利用できる状況

でないということは、いいことではあるんです

けれども、いずれにしても、私としては、介護
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保険制度が、利用する際に、それぞれに料金が

かかり、本当に経済的に大変な状況の中では難

しいという側面もあるということをぜひ理解し

ていただきたいと思っています。

いずれにしても、今後も、この介護保険制度

の内容につきましては、いずれかの機会に、ま

た見解を求めていきたいと思います。

終わります。

【浦川委員長】 ほかに質問はありませんか。

【麻生委員】 おはようございます。4点通告し
ておりました。

国民健康保険については、昨日の予算議案の

中でいろいろ討論させていただきました。今回

の運営方針については、取組が県ということで

作成されておりますので、3年間でしっかりと
現状を認識されて、各市町に対して取組を徹底

していただいて、人口が減ってくるということ

と、高額医療の状況になってくるということが

明らかになっていますので、特定健診だとか、

そういう地域のケアをしっかりやっていただい

て運営が展開できるようにお願いしたいと思っ

ております。

それでは、ワクチン接種の状況について医療

政策課にお尋ねしたいと思います。

ワクチン接種が今から始まるわけですけれど

も、今、医療機関を含めて接種の地域が決定さ

れて、今それぞれしておりますけれども、岡山

県議会の中で、ワクチン接種が多くの人が集ま

る場所で展開できないかということで、簡単に

言えば県庁でも多くの方が県内から市町をまた

がって来られます。そういう中で、こういうワ

クチン接種が各市町に直接行かずに、勤務の状

況の中でできるということであれば、各医療機

関と連携を取って取組ができるのではないかと

いうことがありました。これについて県のお考

えについてお尋ねしたいと思います。

【林田医療政策課企画監】ワクチンの接種につ

きましては、原則として住民票のある市町で受

けていただくということになっておりますけれ

ども、高齢者や基礎疾患をお持ちの方、高齢者

施設の従事者などの接種が終わった後、次の働

き世代の方々が接種する順番になった際には、

委員おっしゃったとおり、平日に職場で接種し

た方が効率的ではないかというご意見がござい

ます。

職場での接種につきましては、このような意

見も踏まえまして、現在、厚生労働省で検討さ

れていると伺っておりまして、今後、何らかの

指針等が示されると思われますので、現在、そ

の状況を注視しているところでございます。

今後、具体的な要件等が示され、条件等が整

うようでしたら、関係機関で協議することにな

ると思っております。

【麻生委員】 わかりました。極力、皆さんが打

てる段階で早く措置してもらえばと思っている

ところですので、よろしくお願いいたします。

ワクチン接種について、一部ちょっとお尋ね

したいんですけれども、交通弱者といいますか、

そういう方たちについては、佐世保市では共通

のバスを使って運行されるということで展開さ

れております。

一昨日ですか、タクシー協会さんから要望が

あって、県下の交通弱者の方についてタクシー

を利用して接種会場にいけないのかと。負担は

個人負担ではなくて、要は、ワクチン接種を受

ける費用の中で展開できないのかということ。

片一方では、今回の大変厳しい公共交通の中で

少しでもそういう利活用ができて、存続できれ

ばという各市町のタクシー業界、また、県のタ

クシー協会からも要望があっておりますけれど
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も、これについてのお考えがどうなのか、お尋

ねしたいと思います。

【林田医療政策課企画監】交通弱者対策として

のタクシーのご利用ということですが、県には

タクシー協会から、そういうことが可能という

ことでお申し出を受けておりますので、その情

報を市町にお流しして、ぜひ活用をということ

でお知らせしているところでございます。

これにつきましては、場合によっては国の補

助金が活用できる場合もございますので、そこ

はご相談いただければと思っております。

【麻生委員】なかなか、交通弱者にそういう情

報が伝わらないという可能性もありますので、

広報についてもしっかりとお願いできればと思

いますので、これは要望にとどめたいと思いま

す。

次に、ジェネリック医薬品についてお尋ねし

たいと思います。

ジェネリック医薬品関係については、今、医

療費負担の関係で展開を図ろうとされています。

県としての取組、また、国として、ジェネリッ

ク医薬品についての展開をどの程度まで進めて

いくのかについての基本方針といいますか、現

状についてお尋ねしたいと思います。

【本多薬務行政室長】ジェネリック医薬品の使

用促進につきましては、本県におきましても平

成20年にジェネリック医薬品使用促進協議会
を設立いたしまして使用促進を図ってきたとこ

ろでございます。

国の目標としましては、令和2年9月までに
80％以上使おうという目標でやってまいりま
した。速報値ですけれども、国の方は80％には
達しなかったということですが、本県の場合は、

82％程度まで使用促進が進んでいる状況でご
ざいます。速報値ですので、確定するのに1年

近くかかりますので上下するかもしれませんけ

れども、現状では一応82％で本県は目標を達成
している状況でございます。

【麻生委員】 82％という状況であります。ジ
ェネリック医薬品は普通の先発医薬品に比べる

と半値近いといいますか、安くなっているとい

うことです。そういう中で日医工さんのジェネ

リック医薬品の課題が取り上げられました。特

に、大手の日医工さんについては、業界ナンバ

ーワンということで相当な状況も進めています。

一部報道によりますと、不足する状況もあるの

ではないかということも書いてあります。

今回、こういうジェネリック医薬品を供給し

ているところの会社の状況でありました、この

状況を含めて長崎県の医薬行政について影響が

ないのかどうか。そして、今、県としてどうい

う通知をされているのか、その点についてお尋

ねいたしたいと思います。

【本多薬務行政室長】日医工の問題につきまし

ては、日医工だけではなくて、その前に小林化

工さんというジェネリックメーカーが、原料を

取り違えて、水虫の薬の中に睡眠薬を入れてし

まった。そして健康被害が出てしまったという

事件もありました。確かに、製造に関して、ど

うしても医薬品のメーカーとしてはかなり小さ

なメーカーが多いということもありまして、製

造にちょっと問題があったというところがあり

ます。

本県におきましては、残念なことに医薬品を

つくるメーカーは2社しかございません。その2
社に関しまして、監視を定期的にやっています

けれども、この問題が起きまして、もう一回、

立入調査を行いまして問題がないことを確認し

ております。

確認しているというのは、医薬品につきまし
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ては、品目ごとに、どういう原料を使って、ど

ういうつくり方をやりますと。その上で国と県

にまず承認を受けてつくり始めるわけですけれ

ども、その承認書どおりにつくられているかど

うか、また、ルールに基づいてつくられている

かどうかというところを確認したわけですけれ

ども、県内におきましては問題がないというこ

とを確認しております。

今回の日医工さんであるとか、ほかに沢井製

薬さんであるとか、ジェネリックのメーカーは

たくさんありますけれども、販売中止であると

か、販売停止になったということになりますと、

薬局、医療機関におきましては、80％を超えた
という状況でございますので、困っているとこ

ろもあるとお聞きしております。

ただ、今回の場合につきましては、流通は3
か月程度の在庫があると言われております。今

回、営業停止になったのが1か月間ということ
ですので、その1か月間の営業停止の中で、ち
ゃんとルールを見直していただいて、ちゃんと

した製品ができるということが確認できれば、

1か月後に再開されるということになりますの
で、通常の医薬品の取扱いの卸でありますとか、

薬局でありますとか、医療機関でありますとか

が買い占めなんかを行わない限り問題は起こら

ないと考えております。

ですので、県としましては、こういう問題が

発生した時には、各関係団体には、そういう買

い占めをしないようにということをお話させて

いただくことにしております。

今回につきましては、まだ通知等は出してお

りませんけれども、口頭で電話にて薬剤師会の

方にお話をして、買い占めなんか起こさないよ

うに会員の方にお伝えくださいということでお

願いをしている状況でございます。

【麻生委員】日医工さんは大手でありますけれ

ども、聞くところによりますと、一部、3か月
分ぐらいあると言われておりますけれども、供

給量の状況で、ある薬品については買い占めで

はありませんけれども、そういうことがあるの

ではないかということも言われておりましたの

で、約8割以上がジェネリックになっていると
いうことであれば、なおさらニーズが高いと思

いますので、しっかり指導していただいて、県

民の安心がとれるようにしていただきたいと思

いますので、よろしくお願いしたいと思います。

次に、医療体制についてお尋ねしたいと思い

ます。

今回、コロナの対応で、感染者の受入れ関係

が、公立系の病院が特に多くて、急性期医療を

全部されたということで逼迫の要因になったの

ではないかと思っております。急性期医療の病

床を占めますと、事故の治療とか手術ができな

い状況が続いて、長崎大学も一部手術を見送る

という状況があっております。

今後、コロナの第4波の状況も言われている
中で、民間病院でコロナの患者さんを受け入れ

る。要するに、公と民のバランス、そういった

ことについて県として一部指導をしていただき、

また、回復者をとってもらうための病床の確保、

そういったことについて取り組むべきではない

かというご意見があるんですけれども、これに

ついてのお考えをお尋ねしたいと思います。

【伊藤医療政策課長】新型コロナウイルス感染

症に対する医療提供体制につきましては、病床

確保計画に基づきまして、感染拡大状況に応じ

まして、県から各医療機関に病床の確保を要請

しております。

今回の第3波では感染が急拡大したというこ
とで、1月中旬には県全体の病床占有率が約6割、
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長崎医療圏では約9割近くになるなど、病床が
かなり逼迫いたしました。この時期には予定さ

れていた手術や入院を延期するなど、一般の医

療にも少なからず影響があったのではないかと

思っております。

この受入病床につきましては、医療機関の役

割分担を考えながら、例えば、重症者につきま

しては、長崎大学病院あるいは佐世保市総合医

療センター、中等症・軽症の方につきましては、

公的医療機関をはじめとする地域の中核医療機

関で対応していただいておりまして、その感染

拡大のピーク時であるフェーズ4の段階では、
今回は民間医療機関も含めまして受入病床を確

保していただいているところでございます。

病床逼迫時におきましては、できるだけ受け

入れた患者さんを、新型コロナウイルス感染症

の症状が治まった感染者退院基準を満たした方

については転院をしていただくということで、

できるだけ効率的な運用をしていく必要がある

ということで考えております。

このため、今回、退院基準を改めて各医療機

関に周知を行いまして、また、退院基準を満た

した患者を受け入れていただく医療機関を調査

いたしまして、69の医療機関を受け入れていた
だく後方支援医療機関として指定いたしまして、

これまで公的医療機関、急性期の医療機関を中

心に対応しておりましたが、回復期・慢性期の

機能を含めた医療提供体制の確保を行ったとこ

ろでございます。

【麻生委員】 わかりました。第3波が収まって
公的医療機関も、ある程度多くの手術の患者さ

んを受けられるようになったと聞いております。

特に、長崎大学は基幹病院で、1日の患者も何
千人と来られるという状況で、手術も大変過密

になっているという状況を聞いております。ま

た、民間病院であれば、医師会とのつながりも

あると思いますので、今後は、そういう連携プ

レーをしながら、県としてどう連携を取りなが

らコロナ対策を取るかということが一番大事だ

と思いますので、がんの患者さんとか、進行形

の病気を持っている方が結構多くなりましたし、

高度医療が大事な状況で、重症化しないうちに

手術してもらうということも大事な観点であろ

うと思いますので、この後、どう共存するかと

いうことについてのハンドリングを医療政策課

の方でしっかりとご指導いただくことをお願い

して、私の質問にかえたいと思います。ありが

とうございました。

【浦川委員長】 換気のため、11時15分まで休
憩したいと思います。

― 午前１１時 ４分 休憩 ―

― 午前１１時１６分 再開 ―

【浦川委員長】 委員会を再開します。

ほかに質疑はありませんか。

【山田(朋)委員】 長崎県再犯防止推進計画案に
ついて伺いたいと思います。

今回、非常にすばらしい計画案をつくってい

ただいたと思っております。私は、個人的なこ

とで大変恐縮ではありますが、保護司をさせて

いただいております。その中で、かなり詳しく

調査をいただいた上で、このような形をつくっ

ていただいていることに、本当に心から感謝を

申し上げたいと思っております。

そこで、この計画案の中の12ページを見まし
たら、犯罪時に長崎県に居住していた新受刑者

のうち、犯罪時点で無職だった者が、長崎県で

いうと75.8％、犯罪を犯しているという状況に
あります。やはり就労がいかに大事かというこ

とを、この数字が表していると思っております。
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その中で、長崎県においては、協力雇用主制

度があって、今、165社、ご協力をいただき、
ページで言うと18ページになりますが、令和元
年度においては、16社で23人の雇用をいただい
ております。平成30年度の2人からすると非常
に多くの雇用をいただいていますので、こちら

も本当にありがたく思っております。

それで、もう一点の問題としてあるのが、し

っかりと働くことということになります。実は、

刑務所に再び入所した人のうち、約7割が再犯
時に無職であり、就職をきちんとするというこ

とが非常に大事な状況にあります。

そこで、この協力雇用主の状況ですが、近年、

増えてはいると思うんですが、速報値がわかれ

ば、令和2年度の状況とかわかればですし、こ
の協力雇用主になることのメリットと言ったら

あれですけど、社会的な責任のもとに、企業さ

んにやっていただいていて、議会で私も質問さ

せていただいて、入札の加点とか、そういった

ことはあると思うんですが、人材不足の中の確

保とかはあると思うんですが、ほかに具体的に

何かあれば、その辺も教えてください。

【猿渡福祉保健課企画監】協力雇用主の最新の

データでございますが、令和2年4月1日の協力
雇用主の数が173社となっております。協力雇
用主の確保は、順調に推移をしているんですけ

ど、実際に雇用される方がなかなか伸びていか

ないという現状がございます。

協力雇用主のメリットといたしましては、委

員ご指摘のとおり、本県においては、入札の加

点制度がございます。県内市町においても、大

村市あたりでも、ご協力いただいております。

具体的なメリットと言えるものは、今のとこ

ろ、その点に尽きるところでございますが、制

度について、県内市町に広がっていくように取

組をしていきたいと思っております。

【山田(朋)委員】 母子家庭とか、障害者とか、

高齢者の雇用では、国の制度があるんですけれ

ども、そういったものはなかったんですか。私

が勉強不足ですみません。勉強しておかないと

いけなかったんですけど。

【猿渡福祉保健課企画監】協力雇用主の方には、

協力金として一定の金額が入るようになってお

ります。

【山田(朋)委員】 今、言われたように、企業の

数はご協力いただいているけど、実際の数とい

うのは、まだ今からだと思っておりますので、

ハローワークとか、様々な場面で、私たち保護

司も就労の支援と住居確保とかいろいろやるん

ですけれども、連携をしながら、再就職をして

もらうことによって再犯を防止して、長崎の治

安の問題とか、誰一人取り残さない社会をつく

るという、この目的にも沿うことができると思

いますので、ぜひしっかり取組をいただきたい

と思っております。

そして、保護司の問題ですが、22ページ、保
護司の定数ですが、今、890名に対して、長崎
県では797名ということで89.6％の充足状況で
あります。

私も、何人かの議員さんをリクルートいたし

まして保護司になっていただいていますので、

先生方も、もしよろしければ、ぜひお願いをし

たいところであります。何か総務委員会で消防

団員の県職員の割合について、この間も質疑が

あったようでありますが、こういったことの把

握があれば教えていただきたいと思います。

【猿渡福祉保健課企画監】保護司で教職員を含

む県職員につきましては、現職で7名の方が協
力いただいているところであります。

委員ご指摘のとおり、なかなか確保が難しい
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現状がございまして、今年度については、県職

員の退職団体の方に活動の周知のチラシを配布

していただきました。

今後は、現職の方、若手だったり、女性だっ

たりの保護司が不足しているということをお聞

きしておりますので、県としても、保護観察所

と連携して取組を行いたいと思っております。

【山田(朋)委員】 ありがとうございます。今、

少年犯罪と女性の犯罪が増えている関係から、

若い人だったり、女性だったり、そういったニ

ーズも高まっております。お仕事をされている

人は、私もそうですが、ちょっと忙しい時は断

ることもできるというか、そういう制度もあり

ます。

ですので、まずは取組を始めてもらって、研

修を受けてもらう。これを広く知っていただく

とか、そういったことも非常に大事だと思って

おりますので、この保護司の確保についても取

組を進めていただきたいと思っております。

あと、長崎県と保護司会と保護観察所の三者

で協定を結びまして、過去に犯罪を犯した方を

長崎県の臨時職員として雇用するという協定を、

九州で3番目ぐらいでしたかね、数年前に結ん
でいただいております。残念ながら、まだその

実績がないようでありますが、こういったもの

も、いろいろなところで、新しい社会で頑張る

ことができるというその姿を示すというか、そ

ういった環境を、ぜひ県でも進めていただきた

いと思っておりますが、この件に関しても答弁

をいただければと思っております。

【猿渡福祉保健課企画監】 今、委員がご指摘

された人事課の取組につきましても、計画に記

載しております。残念ながら実績は上がってお

りませんが、制度を整えるということが重要だ

と思っておりますので、これにつきましても、

保護観察所と連携して取り組んでまいります。

【山田(朋)委員】 もう1点伺いたいと思います。
通告に書いておりましたヤングケアラーの実態

調査についてです。

9月の議会で、ヤングケアラーの実態調査に
ついてのお願いをさせていただいておりました。

その時の手法として、年に1～2度、子供たちに
対するいじめの調査等を学校で行っていただい

ております。そういったものと併せて虐待とか、

自分がヤングケアラーということの認識がない

まま、学校のこと、家事のこと、そして小さな

子供の世話をしている。あとは高齢の家族の世

話をしている。そういった子供がいるかもしれ

ないという、今、社会的な問題になっておりま

す。本県においても、その実態が少しあるよう

でありますので、私はしっかりと調査をしてい

ただきたいと思っておりますが、その後、教育

委員会とどのようにこの調査についてお話がで

きているのか、お聞かせいただきたいと思いま

す。

【今冨こども家庭課長】いじめに関する調査方

法等につきまして、教育庁に確認をいたしまし

た。

それによりますと、学校ごとで異なるという

ことでございましたので、教育庁と相談しなが

ら、具体的ないじめアンケートの例を基に、ど

のような調査内容にするでありますとか、アン

ケート回収後の対応を示したフロー図の検討を

今行っているところでございます。

引き続き、来年度の実施に向けまして、市町

への協力依頼など、今後のスケジュール等につ

いて、教育庁と協議を進めてまいりたいと考え

ております。

【山田(朋)委員】来年度ということであります。

まずは、ヤングケアラーについてのチラシのよ
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うなものとか、そういったものも含めて配って

いただきながら、学校でも広くヤングケアラー

について周知をいただきながら調査をして、そ

の調査結果を生かして、福祉の機関につなぐ部

分とか、学校で支援をいただく部分とかあると

思いますので、ぜひよろしくお願いをいたしま

す。終わります。

【猿渡福祉保健課企画監】 山田(朋)委員のご質
問で県職員の保護司の数を7名と申しましたが、
8名の誤りでございました。申し訳ございませ
ん。

【浦川委員長】 ほかにございませんか。

【中村(泰)委員】お疲れさまです。私から二つ

質問をさせていただきます。

まずは、孤独対策についてであります。

コロナ禍で孤独対策が一層求められる状況に

ございます。先般、国では孤独対策担当大臣と

いうことで新設がなされました。国としても孤

独対策に力を入れていこうとしている、まさに

今だと思っております。

そこで、このような国の動き、シフトチェン

ジに対して、県として孤独対策についてどのよ

うに捉えているのか、まずはお知らせ願います。

【猿渡福祉保健課企画監】孤独の問題について

のご質問でございますが、社会全体のつながり

が希薄化して、さらにコロナで人と人との接触

機会が減って、それが長期化する。そういった

ことで孤独の問題というのは深刻化すると、本

県においても懸念されると思っております。

【中村(泰)委員】ありがとうございます。当然、

これまで孤独対策に関して県も動いていただい

たところでございます。

国の動きに対しては、コロナ禍で、そういっ

たことに方向性として、より力を入れていくと

いうことが示されております。県としても、同

様の考えであられると思いますので、引き続き、

ここはしっかりと取り組んでいただきたいと思

います。

孤独対策と一言で言いましても、本当に多く

の様々な孤独の種類がございます。そこで、現

在、県として、孤独で苦しむ方、どういった方

を想定しているのか。どういった孤独を、今、

県として対策を実施しているのか、お知らせい

ただけないでしょうか。

【猿渡福祉保健課企画監】孤独問題の対象をど

う考えているかというご質問でございますが、

仕事や住まいを失ったり、失うおそれのある生

活に困窮されている方ですとか、見守りが必要

な高齢者、障害者、あるいは不登校やいじめの

問題を抱えている子どもたち、そのほかＤＶの

被害者、虐待の被害児童など多様な方々に影響

が及ぶと考えております。

【中村(泰)委員】ありがとうございます。孤独

に至る背景もですし、年齢層、そしてまた、保

護者と子供というようなところで連鎖していく

ということも非常に社会的に大きな問題である

ということで私も認識をいたしております。

私も孤独対策に取り組みながら、民間の方と、

このことを一緒に解決をしようということで動

いております。これまでも民間の皆さんとの連

携については、再三お願いをしてきたところで

ございます。

いただいた資料の中に、相談件数の資料があ

ったんですね。その相談件数のカーブというの

が、一度ぐっと平成28年ぐらいで落ちているん
ですけれども、またそこからがっと上がってき

たりしています。そういった背景として、相談

件数が今ものすごく伸びてきているんですね。

これは恐らく、民間の方がすごく入っていただ

いて、本当にその現場に降りて声を拾っている
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んだろうなということで私は捉えています。

今、「ゆめおす」さんとか、そういったとこ

ろに対して県も一緒に取り組んで、なかなか県

単独では難しくて、民間のＮＰＯの皆さんであ

るとか、そういった方の力を借りながらやって

いると。

実際、ＮＰＯであるとか民間の方とお話をす

ると、やはり使命感が全然違うんですね。現状、

決して高いとは言えない所得でも、やはり苦し

んでいる方を目の前にすると、どうしてもやっ

ぱり自分が動かないといけないと、本当にその

使命感でやっていただいている方が多くいらっ

しゃいます。

そこで、国でも孤独対策をこれから力を入れ

ていくということで、県としてももっと多くの

お金をつけて、より民間の方に動いていただけ

るような施策が必要だと思いますが、その点に

ついてご答弁いただけないでしょうか。

【猿渡福祉保健課企画監】様々な分野で相談支

援事業を実施しておりますが、ＮＰＯを含む民

間の専門機関ですとか外部の専門家に委託して

実施しているものが多くございます。

今回のコロナの関係で、生活困窮者の自立相

談事業につきましては、ご審議いただきました、

当初予算でも体制強化のための予算を計上させ

ていただいておりますので、今後、その影響が

長引く、体制の強化が必要ということも考えら

れますので、必要な予算については確保してま

いりたいと考えております。

【中村(泰)委員】ここで予算の増額ということ

を言うのは、なかなか難しいというのは当然わ

かっております。コロナ禍でコロナで苦しむ

方々がこれからますます増えてくるだろうとい

うことは、当然予想されることでありますし、

何より、国が大きなドライブをかけて孤独対策

に力を入れていくんだという意思が明確に示さ

れておりますので、ぜひとも、県としてもしっ

かりここは、徐々にでも結構ですので、予算を

つけていきながら、民間の皆さんとの連携を深

めていただきたいと思います。

最後ですけれども、国では、孤独対策担当大

臣が決められて動かれております。県としては、

中田福祉保健部長が孤独対策担当部長という認

識で私はおりますが、部長の孤独対策にかける

思いを最後にお知らせいただけないでしょうか。

【中田福祉保健部長】ただいまご質疑がありま

したとおり、今後、孤独に関しての様々な影響

というのがもっともっとたくさん出てくるので

はないかと思っています。

今、県では福祉保健部が中心となって対策を

進めているところでありますけれども、この問

題は福祉保健部が中心になりますけれども、恐

らく雇用の問題とか学校での問題、あと子育て

の関係、どこでも、いろんなところで孤独が非

常に問題になっていると思いますので、まず、

福祉保健部を中心として県内の関係部局と連携

できる体制をしっかりと構築をさせていただき

たいなと思っています。

あと、住民との立場が非常に近い市町の方に

も、やっぱりこの問題には関わっていただきた

いと思っていますので、県と市町との連携も、

併せて体制を強化させていただきたいと思って

います。

先ほどご指摘でありました民間団体の方が、

今、積極的にご協力いただいているということ

であります。私としても非常にありがたい話だ

と思っておりますので、この問題について、民

間の方の、各種団体の方にも十分意見をいただ

いて、今後、支援をしていただける際に、こう

いった予算の面でも必要なものがありましたら、
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私たちとしてもしっかりと検討して対策の強化

に努めてまいりたいと考えております。

【中村(泰)委員】 ありがとうございます。本当

に前向きなご答弁をいただけたかなということ

で、ありがたく思います。部局間の連携、そし

て市町との連携、また、民間との連携というこ

とをおっしゃっていただきました。聞けば聞く

ほど、本当にお金が必要だなということを感じ

るしかないという状況だと思います。なかなか

財源が厳しい中でやっていくというのも難しい

ところはあると思うんですけど、私個人の考え

としては、やっぱり格差をなくしていく、孤独

を解決していく。これはその人の人生において

もそうですけれども、経済的な面を見ても、そ

こは本当に意味のあることだと考えております

ので、将来の長崎をしっかりと導く上でも、こ

こは力を入れていただきたいと思います。

次の質問に移ります。

ワクチン接種の件でございます。ずっとワク

チン接種の件について議論がなされております。

本当に大事業で、過去に経験をしたことがない

ようなことだなということで、ずっとお伺いを

しておりました。

また、このワクチン接種につきましては、県

民の皆様の関心も高く、私自身も多く問い合わ

せを受けております。ほかの議員の皆様も同じ

だと思います。そして、何より今状況がどうな

っているのかということを県民の皆様にお知ら

せすることが大事なんだろうなということを考

えております。

こちらに練馬区モデルの資料がございまして、

1か月前ぐらいに、これが策定をされて、練馬
区はなんでこんな早く、すごく細かい計画を立

てられたのかなというのはすごく不思議なとこ

ろではあるんですけれども、やはりこういった

ものが県民に知らされたならば、すごく安心を

すると思うんですね。実際、県というより市町

だと思います。

そこで、県内の21市町において、各市町がど
ういう形でやっていくのかという、それぞれ違

いますので、しっかりと示す必要があると私は

思うんですが、まずはその点についていかがで

しょうか。

【林田医療政策課企画監】ワクチンの接種体制

の構築につきましては、国の方から今回の予防

接種に関する体制の整備であるとか、事務の流

れなどが記載されました「新型コロナウイルス

感染症にかかる予防接種の実施に関する手引

き」というものが示されております。

市町におきましては、この手引きに沿って、

接種体制の構築であるとか、事務手続等が進め

られていると思っております。

さらに、今、委員からご紹介がありました練

馬区モデルとか、他市町の状況なども参考にし

ながら準備がなされていると認識しております。

市町の状況につきましては、その接種体制等

が確定次第、それぞれ公表されるものと思って

おりますけれども、県におきましてもホームペ

ージなどで随時お伝えしていければと思ってお

ります。

【中村(泰)委員】 ありがとうございます。これ
から市町もずっと検討をしていって、そういっ

たものができていくならば県のホームページで

ということをおっしゃっていただきましたので、

そこは積極的にできればやっていただきたいと

思います。

国から示されておりますワクチン接種の手引

きは100ページぐらいあるんですけれども、基
本的には、これをベースにすればできるという

ことなんですけれども、多分こういったものを
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知らない方も多くおられると思いますので、こ

ういったことも含めて、これに沿ってやってい

るんだということをお伝えいただければと思い

ます。

続きまして、ワクチン接種の相談窓口でござ

います。

一般質問でも、このワクチン接種の相談窓口

の点について議論がなされました。私も2月定
例会の先月の先議において、この窓口の体制強

化を求めたところです。そこでＱ＆Ａなどを用

意して、やはり対応していかないといけないと

いうことをお願いさせていただきましたが、そ

の現状の検討状況についていかがでしょうか。

【林田医療政策課企画監】副反応等に係る相談

窓口につきましては、民間事業者へ委託を行い

まして、コールセンターとして来週月曜日、15
日から運用を開始するということにしておりま

す。

このコールセンターの中で対応に当たります

保健師、あるいは看護師につきましては、相談

者に対して統一的な対応ができますよう、厚生

労働省から出されておりますＱ＆Ａなどを参考

にしながら、県独自のＱ＆Ａを作成いたしまし

たので、これに沿って業務に当たってもらうよ

うにいたしております。

【中村(泰)委員】 ありがとうございます。メデ
ィアで副反応の情報がすごく出ております。私

のところにもいろんな情報が入ってきておるん

ですけれども、そこは国のしっかりとしたもの

に沿って対応いただけるということですので、

それをベースにしながら、県民の皆様に確かな

情報をお伝えいただければと思います。

続きまして、ワクチン接種の情報発信です。

21市町ごとで接種券が発行されています。よ
って21市町ごとで、各市町、何人いらっしゃっ

て、そのうち何割が接種をしたかということを

明確にすることができると考えています。

そして、一方、先日の全国知事会で、政府に

対してワクチンの目標接種率を明確にしてほし

いと、そういう要望がございました。よって、

接種目標と各市町の接種率が常に把握できる状

況にあると思います。

福祉保健部としては、そういった情報を把握

しながら、多分動かれていくのだろうと私は思

っておりますけれども、こういった情報を21市
町ごとで、例えばホームページに定期的に県民

の皆様に提示することで、しっかりと動いてい

るんだなと。自分の町は、これぐらいしか接種

していないんだなということがわかるかと思う

んですけど、こういったことをぜひともやって

いただきたいんですが、いかがでしょうか。

【林田医療政策課企画監】ワクチンの接種状況

につきましては、副反応の事例と同様に、県民

の皆様の関心が非常に高いと思っておりますの

で、それをもって皆さんは接種を判断されるの

かなと思っております。したがいまして、定期

的にホームページ等で公表してまいりたいと思

っております。

高齢者以降の住民接種につきましては、市町

別の状況についてもお示しできるようにしたい

と考えております。

【中村(泰)委員】 ありがとうございます。ホー
ムページなりで状況をお伝えいただけるという

ご答弁でした。わかる範囲で、まずは示してい

ただくというところからしていけば、県民の皆

様の不安も少しずつ解消されていくと思います

ので、できるところからの動きをよろしくお願

いいたします。

最後になります。非常に大変な事業だと思い

ます。我々が認識していないところで、本当に
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行政の皆さんが一番どこに今苦しんでおられる

のか、また、現在の大きい課題をどのように捉

えているのかをお知らせいただけないでしょう

か。

【林田医療政策課企画監】ワクチンの接種を進

めるに当たりまして、現在の最大の課題と申し

ますのは、国からのワクチンの供給量、あるい

はスケジュールが不透明であるため、具体的な

スケジュールが定まらないというところにござ

います。これは県も市町も同じ状況でございま

す。

そのため、国に対しては、具体的なワクチン

の供給量でありますとか、供給時期に関する情

報を速やかに提供いただきたいということを現

在も求めているところでございます。

【中村(泰)委員】 ありがとうございます。国に
対して求めていくということですね。

実際、副反応であるとか、接種率もそうなん

ですけど、スケジュールも県民の皆様が必要と

しているところです。しかしながら、行政も、

聞かれてもわからないというところが正直なと

ころで、接種計画が示されないと、なかなか現

場も動けないということは、もうそれは当然の

ことであります。我々も、そこをしっかりと認

識しながら、共に国に求める動きをしていきた

いと思います。

【浦川委員長】 ほかに質疑はありませんか。

【中山委員】結婚・子育て支援についてお尋ね

いたします。

結婚支援、子育て支援、地域コミュニティー

などネットワークの融合を図ること、また、健

康長寿日本一を目指すことについては、大変評

価しておりまして、これを実現するためには県

民の全員参加、実践協力し合える県民運動が必

要であると考えております。その中核となる他

部局との連携強化の在り方に対して、先ほど少

し中田部長から答弁があったようでありますけ

ど、改めて中田福祉保健部長と園田こども政策

局長にお尋ねしたいと思います。

【中田福祉保健部長】まず、福祉保健部の健康

長寿の取組に関する他部局との連携でございま

す。

健康づくりは、今、健診制度とか、あと様々

な医療体制等、福祉保健部の中で対応している

ものは当然あるんですけれども、今後、県民一

人一人が健康づくりを実践していただくに際し

ては、やはり様々な機会を捉えて取組を進めて

いただく必要があると考えております。

したがいまして、福祉保健部といたしまして

は、例えば、産業労働部、水産部、農林部、そ

ういったところとの関係部局と連携しながら、

例えば、地元県産の食材を使った健康対策、ま

た、観光の分野でいいますと、地域の魅力を楽

しみながらウォーキングにもつながるような取

組、こういったものを他部局と強化、連携した

取組を今後積極的に進めていかなければならな

いと考えております。

これまでも幾つかの実績はありましたが、今

後はそういったことをさらに強化して重点的に

進めてまいりたいと考えております。

【園田こども政策局長】少子化対策を含みます

人口減少対策については、県庁全体で統括監を

中心にした体制を既につくり上げております。

そういった中で、私どもは少子化対策の旗振

り役として、その中においても、例えば、未婚

化、晩婚化の原因が、仕事と子育てを両立でき

る環境整備の遅れでありますとか、経済的不安

定の増大でありますとか、その要因は多岐にわ

たっておりますので、現状でも県民生活環境部、

あるいは産業労働部と連携しながら企業理解を
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求める活動でありますとか、機運醸成等に取り

組んでおりますけれども、今後、さらにそれを

深化させていきたいと考えておりますし、今後、

地域に入っていく中でも、そういう地域づくり

の部局とも十分に連携しながら、少子化対策、

結婚支援対策に取り組んでまいりたいと思って

おります。

【中山委員】 部長、局長から、積極的に進めた

い、深化させたいということでありますので、

それを受けて少し具体的に質問したいと思いま

す。

まず、結婚支援、子育て支援、地域コミュニ

ティーなどネットワークの融合を図るというこ

とについては、非常に的を得た考え方であるし、

これをぜひ実現して成果を上げてほしいという

ようなお願いで質問します。

それで、具体的に子育て支援、地域コミュニ

ティーとありますけれども、どのような人々と

か団体を想定しているのか、その辺の基本的な

ことを教えてくれますか。

【德永こども未来課長】中山委員のご指摘につ

きましては、来年度、新規事業として考えてお

ります未来を照らす長崎の事業についての地域

コーディネーターの配置という部分のご質問か

と思います。

子育て支援を行っている皆さんですとか、地

域づくりをやっている皆様とか、そういった皆

様のところに入っていくということですが、基

本的には、まず、地域コーディネーターという

のを各地域ごとに委嘱しまして、地域づくり、

子育て支援、そういったものに取り組んでおら

れるキーパーソンと思われる方について、当然、

そういった事情に精通している市町にも入って

いただきまして、場合によっては、私どもがや

っております青少年健全育成県民会議の市町民

会議あたりも巻き込んで、そういったところに、

今、皆さんやっていただいている地域づくりで

ございますとか、子育て支援といったものに加

えて、結婚支援についても少し取組をお願いで

きないかということをやっていきたいと思って

おります。

子育て支援一つ取り上げましても、それぞれ

の団体でやっている取組というのは大きく異な

る部分がございますし、地域の活性化を視点に

置いてやっている団体もいらっしゃれば、特定

の分野にかなり寄り添ってやっている皆様とか

いろいろございますので、どういった部分がや

れるのかという部分については、地域それぞれ

の事情に即して地域の中で協議をしていきたい

と思います。

この取組の中で一つ実例と申しますか、イメ

ージする上で一番具体的な、こうなったらいい

なというのは、実は平戸市に一つ事例がござい

ます。平戸市にＮＰＯ法人の山田・舘浦地区ま

ちづくり運営協議会の子ども育成部会というの

がございます。この方々が、まき網漁船の乗組

員を中心とする地域の独身者の結婚支援を実施

しております。これは地域に若い方が少なくな

って、まき網漁船の関係の、要は後継者もなか

なかいないというようなことがございまして、

この子ども育成部会のメンバーの方々が、例え

ば、17人対17人で婚活イベントを自らやられた
り、あるいは私どもと連絡、協議がございまし

て、私どもの方でやっている縁結び隊、あるい

はお見合いシステムのサポーターといったもの

に自らなりたいという申し出がございまして、

そういった部分で、こういった方々が地域にお

子さんが少ないということも含めて危機感を抱

いてやっていただいているという部分で実例が

ございます。
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地域の方にお話を聞くと、最近、自治会の子

ども会なんかが、お子さんが少なくなって支援

活動もままならないんだよねみたいなお話もよ

く聞きますので、そういったところで危機感を

共有できたり、結婚支援というものの意義を共

有いただける方と手を携えてやっていきたいと

考えております。

【中山委員】答弁自体は了としたい。理解した

ところです。ただ、その前提に、子どもを支援

すると言っても、地域コミュニティーと漠然と

言っても、どこをどう指すのか、よくわからな

いので、今回、どこを、どういうことをと具体

的にポイントをまず示してくださいということ

を私は言ったんですけど。

【德永こども未来課長】そういった子育て支援

の皆さんという形でやっていきたいんですが、

具体的に広げていく像といたしましては、今、

県内に約180ぐらいの中学校校区がございます。
中学校校区を一つの指標、そういったところが

一つの生活圏になりますので、そういったとこ

ろに子育て支援をやっていただける方をできれ

ばカバーしていって、180ぐらいあって、それ
を一気にやるのは、とても無理ですので、この

事業は3年計画でございますので、3年間でそう
いったところをカバーしていく、そういったこ

とを考えているところでございます。

【中山委員】時間の関係があるので、具体的な

ことは後の議会があるので、そのたびに質問し

たいと思います。

もう一つ、長寿日本一を目指している国保・

健康増進課との連携、これについては何も考え

ていませんか。

【德永こども未来課長】今、そちらとの連携に

つきましても、お互いのパンフレットにそうい

った部分を少し掲載したり、情報を掲載したり

というような連携はさせていただいています。

委員ご指摘の県民運動的な視点というのは非

常に大切なことだと思っておりますので、そう

いった部分で、どういった部分が効果的にでき

るのかということについては、積極的に検討し

ていきたいと思っております。

【中山委員】物足りないんですけれども、それ

では逆に国保・健康増進課長、同じ部内にあり

ます結婚支援、子育て、地域コミュニティー融

合、これとの連携について関わってほしいと思

うんですけれども、考え方を教えていただけま

すか。

【川内野国保・健康増進課企画監】健康長寿日

本一の取組に関しましても、民間企業の取組等

も併せてご協力いただかなければ、行政の取組

だけではできませんので、県民運動としていろ

んな団体と連携しながら進めていきたいと考え

ております。

【中山委員】いろいろな団体と協力するのもい

いけれども、実質的にこども未来課とどうなの

かということを言っているんですけど、同じ部

にあるでしょう。そことはどうするんですか。

【川内野国保・健康増進課企画監】 先ほど、こ

ども未来課長からも答弁がありましたとおり、

どういった部分で連携ができるかということを

積極的に検討してまいりたいと考えております。

【中山委員】福祉保健部、こども政策局の中で

関係する部分について、県民運動で県民に全員

参画して実施してもらわないことには効果を上

げることはできませんよ。そのためにやはり横

串を刺し込むという話もあるから、そのために

部長、局長に先に話をしたわけだから、ぜひそ

れを受けて取り組んでほしいと思います。

併せて、話はちょっと戻るけれども、子育て

支援のコミュニティーの中に結婚支援を入れる
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ということになってくると、考えなければいけ

ないことは、共通目標をどうするかという問題

と、個別に結婚支援の目標をどうするか、どう

いう影響を与えていくのか、子育ての方にどう

いう影響を与えていくのか、この辺の共通目標

と、もう一つは成果の物差しをどうするか、こ

こを明確にしないことには、やりました、やり

ましたで終わるんですよ。この辺の目標設定と

成果の明確化、検証、この辺についてどのよう

に考えていますか。

【德永こども未来課長】今回、地域にプレーヤ

ーをできるだけ増やして応援していただける方

を増やして全体の体温を上げていくという部分

につきましては、全体の数字をどう図っていく

かというのは少し難しい部分もございます。

ただ、結果的には、そういった支援が県で直

接やっておりますお見合いシステムですとか、

そこでの成婚数、そういったものにつながるの

ではないかなと考えております。

ですので、昨日、今、コロナ禍で成婚数の数

字がかなり落ちているというふうなお話をいた

しましたけれども、そういった部分で、まず150
組という、ちょっと高い目標ですけど、そうい

ったものを目指していく。そういった中で県の

支援につなげるという部分が当然ございますの

で、例えば、システムの会員数が2,000名という
目標を達成していますが、それよりもさらに会

員数が増えるようにやっていく、そういった部

分での定点での観測というのも含めて、あとは

全体の状況が地域ごとにどうなっているかとい

うことをしっかり見極めていきたいと考えてお

ります。

【中山委員】これをやることによって予算の効

率化にもつながると私は思います。そして、あ

くまでも税を投入する以上は、国税だろうが、

県税だろうが、成果を還元するということが第

一義的にならないといけない問題であって、極

端に言うと、成果を発揮しないものは、もうす

べきではないんですよ。するならば、できるだ

け明確にしてほしいということを申し上げてお

きたいと思います。

最後になりましたが、今回の新型コロナウイ

ルス対策等において、中田部長はすばらしいリ

ーダーシップを発揮されておりまして敬意を表

したいと思いますし、さらなる頑張りをお願い

したいなと思います。

また、少子・高齢化社会が加速する中におい

て、県民の満足度をどう図っていくかという問

題を含めて、福祉保健部、こども政策局が県政

のリーダー的な気概を持って取り組んでもらう

ことを期待しておきますので、よろしくお願い

いたします。

【浦川委員長】 ほかにありませんか。

【山下委員】一点だけ、通告しておりましたの

で。

ワクチンの優先接種の考え方について一点だ

けお尋ねさせていただきます。

国が基準として決定しています指定医療機関、

そして医療従事者の優先接種、そして高齢者、

基礎疾患を有する方、高齢者施設の従事者を優

先するという考え方については、基本的にはも

ちろん納得しているところでありますが、その

後については市町が主体となって実施すること

でありますから、市町が判断していくところも

決まっている中であります。

ただ、一つ、一般保育所とか認定こども園さ

んについては、医療従事者とか警察の方、消防

の救急隊の方々等、緊急時に欠かせない仕事に

就いていらっしゃる方々の子どもさんを預かっ

ているわけでありますから、ここについては優
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先順位、もしくは順位を上げるというところの

括りが必要なのではないかと私は思います。そ

れを市町に任せていても、市町のレベルでは、

なかなか判断しにくい、決めにくい部分がある

のではないか。例えば、市境で保育園があって、

隣の町では優先接種するけど、隣の市では優先

接種しないとか、そういう不公平感も出てくる

のではないかと思いますけど、この辺の考え方

についていかがでしょうか。

【林田医療政策課企画監】ワクチン接種の順位

についてのご質問ですが、昨日も陳情審査の際

に少しご答弁はさせていただいたんですけれど

も、市町がそれぞれ地域の実情に応じた考え方

に応じて接種できるようになるのが望ましい姿

だと思っております。そこは国と協議してまい

りたいと思っております。それが実現した暁に

は、それぞれが判断していくということになる

んですが、例えば、県内統一した考え方という

のは、それぞれまた意見をお伺いしながら検討

してまいりたいと思っております。

【山下委員】ご承知のとおり、佐世保でも保育

所でクラスターが発生しました。そういったこ

とが起きると、やはり緊急の対応をする仕事に

就いていらっしゃる方の子どもさんは預けられ

なくなると、そういう仕事に就けないわけです

から、そこのところは非常に、もっと考えてい

ただきたいと私は思いますし、国に対しても、

ぜひぜひもっと要望していただいて、例えば、

一般の摂取の中で上に上げていただくとか、そ

ういった工夫をぜひともしていただきたいとい

うことで要望にかえさせていただきます。

以上で終わります。ありがとうございました。

【浦川委員長】 ありがとうございます。

ほかに質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【浦川委員長】ほかに質問がないようですので、

以上で質問を終了します。

次に、こども政策局を含む福祉保健部関係の

審査結果について整理したいと思います。

しばらく休憩いたします。

― 午後 ０時 ３分 休憩 ―

― 午後 ０時 ３分 再開 ―

【浦川委員長】 委員会を再開いたします。

これをもちまして、こども政策局を含む福祉

保健部関係の審査を終了いたします。

暫時休憩します。

― 午後 ０時 ４分 休憩 ―

― 午後 ０時 ４分 再開 ―

【浦川委員長】 委員会を再開いたします。

この後、委員間討議を行います。

理事者退席のため、しばらく休憩いたします。

― 午後 ０時 ５分 休憩 ―

― 午後 ０時 ７分 再開 ―

【浦川委員長】 委員会を再開いたします。

閉会中の委員会活動について、何かご意見あ

りませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【浦川委員長】それでは、正副委員長にご一任

願いたいと思います。

これをもちまして、文教厚生委員会及び予算

決算委員会文教厚生分科会を閉会いたします。

大変お疲れさまでした。

― 午後 ０時 ８分 閉会 ―
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文教厚生委員会委員長　　浦川　基継

１　議　　案

件　　　　　　　　　　　　　　　　名 審査結果

知事、副知事、教育長及び常勤の監査委員の給与の特例に関する
条例の一部を改正する条例（関係分）

原案可決

職員の給与の臨時特例に関する条例の一部を改正する条例（関係
分）

原案可決

長崎県薬事審議会条例の一部を改正する条例 原案可決

長崎県薬務関係手数料条例の一部を改正する条例 原案可決

長崎県の事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例（関
係分）

原案可決

長崎県指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営の基準に
関する条例等の一部を改正する条例

原案可決

長崎県指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営の基
準に関する条例等の一部を改正する条例

原案可決

市町村立学校県費負担教職員定数条例及び県立学校職員定数条例
の一部を改正する条例

原案可決

財産の取得について 原案可決

財産の取得について 原案可決

財産の取得について 原案可決

財産の取得について 原案可決

長崎県福祉保健総合計画について 原案可決

長崎県子育て条例行動計画の変更について 原案可決

計　１４件（原案可決　１４件）

記

第 50 号 議 案

第 21 号 議 案

第 22 号 議 案

第 23 号 議 案

第 49 号 議 案

第 24 号 議 案

第 25 号 議 案

第 47 号 議 案

第 66 号 議 案

第 67 号 議 案

第 48 号 議 案

第 20 号 議 案

文 教 厚 生 委 員 会 審 査 結 果 報 告 書

　本委員会に付託された事件について審査の結果、下記のとおり決定したので報告する。

令和３年３月１２日

　　　　議長　　瀬川　光之　　様

第 18 号 議 案

番　　号 

第 17 号 議 案

－201－



－202－

委員長（分科会長）      浦 川  基 継

副委員長（副会長）      中 島  浩 介

署 名 委 員      山 下  博 史

署 名 委 員         中 村  泰 輔

書  記   満 川  寿美代

書  記   菅   達 郎

速  記   (有)長崎速記センター


